
Our  D i sc losu re
Po l i cy発 刊 の ご あ い さ つ

株主・投資家の皆さま、お客さまにおかれましては、時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。

ここに「あさひ銀行 ２００１年版ディスクロージャー誌」を発刊するにあたりまして、一言ごあいさつ申し上

げます。

昨今の金融機関を取り巻く環境を顧みますと、経済は景気低迷のトンネルをなかなか抜け出せないでい

るなか、金融界は、合従連衡によるメガバンクの誕生や他業態からの銀行業参入など、かつて経験したこ

とのない多様化の様相を呈しております。

そのようななか、２０００年度決算は不良債権の最終処理を睨み、自己査定の運用を厳格化し、前年を上回

る不良債権処理を実施したことから損失を計上いたしました。経営耐力を確保し厳しい環境に備えるた

め、誠に遺憾ではございますが期末の普通配当を見送ることとさせていただきました。

ここで改めて赤字決算と普通株式の減配につきまして、株主の皆さまに深くお詫び申し上げます。

今後は、業績の早期回復に向けた具体策をお示しし、その実現による企業価値向上をもって株主の皆さ

まのご期待にお応えしていくことが、経営に課せられた最大の責務であると認識しております。

変化の激しい時代にあって、お客さまから信頼され、マーケットから選ばれる銀行となるためには、商

品・サービスの充実や収益力の強化はもちろんのことながら、経営内容の積極的なディスクロージャーが

ますます重要となっています。

こうした観点より、本誌のなかでは、当行の業績について詳細な情報開示を行うとともに、リテール業

務における当行の強みをさらに発展・拡大させるための方策について具体的にご説明しております。

これまで皆さまから力強いご支持をいただいてまいりましたことに、心より感謝申し上げますとともに、

今後とも役職員一同全力を尽くし、当行独自のリテール戦略をさらに力強く推し進めてまいる所存でござ

いますので、引き続きご支援賜りますようお願い申し上げます。

平成１３年７月

取締役会長

頭取

取締役会長　田中　正　　　　頭取　伊藤龍郎
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頭取　伊藤龍郎

2001年3月をもって、

あさひ銀行が誕生して

ちょうど10年間が経過いたしました。

私どもにとってこの10年間は、

合併後の体制整備に続き、

その後のバブル崩壊を背景とした

不良債権問題への対処など、

かつてなく厳しい経営環境が

続きました。

「失われた10年」ともいわれる、

経済環境下ではありましたが、

当行は他に先駆けて

国内リテール業務への

経営資源の集中を進め、

その成果を着実に

積みあげてまいりました。

お客さまのライフスタイルやニーズに

合った価値あるサービス・商品のご提供

首都圏を中心とした地域フランチャイズの強化

あさひのリテール特化戦略
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5リテール特化戦略～１０年間のあゆみ

上記のグラフは、当行の業務純益の推移を国内部門と国際部門に分けたものです。

国内リテール分野への経営資源の集中を進めてきた結果、国内業務部門における実態業務純益は合併

初年度の１,０５０億円から２０００年度の１,５７８億円へとおよそ１.５倍に拡大し、直近年度における国内・国際部

門トータルの実態業務純益（１,６４５億円）は、会計制度変更の影響を控除すると、おかげさまで、合併以降

最高水準となりました。

厳しい経済環境のもと、当行がこうした実績を残し得たのは、合併以来進めてまいりましたリテール特

化戦略、すなわち、

①お客さまのライフスタイルやニーズに合った価値あるサービス・商品のご提供

②首都圏を中心とした地域フランチャイズの強化

こうした基本戦略を、多くのお客さまにご支持いただき、収益水準の安定的な向上を実現することがで

きました。

①お客さまのライフスタイルやニーズに合った価値あるサービス・商品のご提供

個人・法人の２つの事業システムを構築し、個人のお客さまに対しては、豊かさを実現するため、ライフ

ステージに応じた生活のさまざまなニーズに、法人のお客さまに対しては、「中堅・中小企業の成長支援」

をコンセプトに、企業の成長過程に沿って現れる経営のさまざまなニーズにお応えしてまいりました。

その結果、リテール分野への集中度合を表す指標は、中小企業等貸出比率、住宅ローン比率、個人預金

比率のいずれをとっても上位都銀平均を大きく上回っており、この５年間すべての計数が向上しています

（本誌６ページ参照）。

なかでも、特に注力してきた住宅ローンについては「住宅のあさひ」として、ブランドイメージをますま

す高めております。

国内業務純益（除債券・貸引前） 国際業務純益（除債券・貸引前）

注１. 上記のグラフは、当行の業務純益の推移を国内部門と国際部門に分けたものです。

業務純益の推移

00年度
1,578億円

91年度
1,050億円

1.5倍
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この５年間の増加額（約２１,６００億円）、平均年間増加率（１０.８％）とも都銀第１位の実績をあげ、都銀内

シェアについても１１％から１４％へと大きく伸ばすことができました。

また、貸出総体に占める住宅ローンの比率は、当行と都銀平均値との較差が年々拡大しており、当行が

リテール業務分野への特化を先駆けて進めた結果、他の都銀とは異なる特徴のある事業構造へといち早

く転換してきたことがお分かりいただけると思います。

77.3%
70.5%

あさひ銀行

上位６行平均

中小企業等貸出比率（2001年3月末） 当行計数増減
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30.3%
17.5%

あさひ銀行

上位６行平均

住宅ローン比率（2001年3月末）

+11.4ポイント

65.9%
56.4%

あさひ銀行

上位６行平均

個人預金比率（2001年3月末）
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（単位：億円）

１９９６／３ １９９７／３ １９９８／３ １９９９／３ ２０００／３ ２００１／３

住宅ローン末残 ３９,９４１ ４２,６６４ ４８,３２５ ５４,２６０ ５８,３２０ ６１,５２８

＊２００１／３未残は、住宅ローン債権流動化前
（単位：億円）

１９９７／３ １９９８／３ １９９９／３ ２０００／３ ２００１／３ ５年間累計
都銀内順位

年間増加額 ２,７２３ ５,６６１ ５,９３５ ４,０６０ ３,２０８ ２１,５８７ １

年間増加率 ６.８％ １３.３％ １２.３％ ７.５％ ５.５％ １０.８％ １

残高シェア（都銀内） １１.１％ １２.０％ １２.９％ １３.５％ １３.９％ ＋２.９ポイント

１９９６／３ １９９７／３ １９９８／３ １９９９／３ ２０００／３ ２００１／３
５年間増減

住宅ローン比率（当行） １８.９％ １９.８％ ２３.０％ ２６.０％ ２８.４％ ３０.３％ １１.４

住宅ローン比率（都銀平均） １３.０％ １３.４％ １４.５％ １６.１％ １７.０％ １７.５％ ４.５

較差（ポイント） ５.９ ６.５ ８.５ １０.０ １１.４ １２.８ ６.９

＊住宅ローン比率＝住宅ローン末残÷総貸出末残×１００（％）
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②首都圏を中心とした地域フランチャイズの強化

私どもは現在、首都圏を中心とした地域におよそ８割以上の経営資源を集中し、成果をあげております。

以下の表は、個人向け貸出のここ５年間での首都圏シェアの推移を示したものです。

この５年間で首都圏全体および各地域ごとのシェアは、いずれも継続的に伸長してきています。私ども

がフランチャイズとしている首都圏において、ますます存在感を高めていることをご理解いただけるかと

思います。

新経営ビジョン「リテール新世紀」

当行は昨年９月、メガバンクや他業態から参入した新たな金融機関との差別化を図り、これまで進めて

きたリテール特化戦略をさらに強化・発展させるために、新経営ビジョン「リテール新世紀」を公表いたし

ました。

新ビジョンのコンセプトは、これまでのリテール特化戦略に、非金融サービスやアライアンスなどに対

する新たな考え方を加え、高収益性、効率性、安定性を併せもつ、新たなリテールバンキングを創造する

ことです。

具体的には、次の諸点に重点的に取り組んでまいります。

◆ 長期的観点に立った、お客さまとのリレーションシップの重視

◆ 非金融サービスを含め、銀行業の枠を超えた事業モデルの構築

◆ 多様な提携を活用した機能や利便性の向上

◆ ｢担い手の変革｣を通じた人的生産性の大幅向上

◆ 意思決定のスピードと透明性の確保を重視したコーポレート・ガバナンス

なかでも、「リテール新世紀」における最も重要なコンセプトは、長期的視点に基づいてお客さまとのリ

レーションシップを確立していくことです。

私どもはインターネットバンキングをはじめとするさまざまなチャネルを通じて、利便性の向上に注力

する一方で、営業店窓口などでのフェイス・ツゥ・フェイスのお取引を重視し、お客さまのニーズに的確に

お応えすると同時に、私どもの収益機会の拡大を図っております。

個人向け貸出シェア １９９６／３ １９９７／３ １９９８／３ １９９９／３ ２０００／３ ２００１／３
５年間増減

首都圏 １０.６％ １１.０％ １１.９％ １２.８％ １３.４％ １３.７％ ３.１ポイント

埼玉県 ４１.０％ ４１.７％ ４４.７％ ４７.２％ ４８.３％ ４８.５％ ７.５ポイント

東京都 ７.２％ ７.４％ ７.９％ ８.３％ ８.６％ ９.０％ １.８ポイント

神奈川県 ７.７％ ７.９％ ８.４％ ９.１％ ９.６％ ９.８％ ２.１ポイント

千葉県 ３.２％ ３.４％ ３.３％ ３.４％ ３.７％ ３.７％ ０.５ポイント
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また、さまざまなリテール戦略をスピーディーに推進するために、経営の透明性をさらに高め、意思決

定の迅速化を可能とするコーポレート・ガバナンスの確立が必要不可欠と考えております。当行では、そ

の第一段階として昨年６月に執行役員制度を導入し、経営の意思決定・監督機能と業務執行機能を分離い

たしました。今後につきましても、社外取締役の招聘や業績・成果連動型報酬体系の確立など、改革に向

けた検討を行ってまいります。

なお、個人業務、法人業務それぞれにおけるリレーションシップを強化する具体的な施策の進捗につい

ては、本誌１８ページ以降をご参照ください。

「リテール新世紀」実現に向けた構造改革

当行の２００１年３月期決算は、リテール特化戦略の継続により、国内業務部門の安定した収益性を確認で

きた堅実な内容ではありましたが、景気低迷にともなう取引先企業の業況悪化が予想以上に進んだこと

や、不良債権の最終処理に向けて積極的に引当を行いました結果、最終損益におきましては損失を計上す

ることとなりました。

加えて政府の緊急経済対策で不良債権最終処理の促進が明示され、また、この中間期から投資株式に

時価会計が適用されるなど、金融機関を取り巻く環境は大きく変化しております。

事業再構築に向けて

こうした急速な環境変化を踏まえ、当行は本年３月、「リテール新世紀」で掲げている諸施策について、一

歩踏み込んで前倒しで実行する以下の５つの柱からなる事業再構築プランを公表しました。

① リスク資産の低減 ～不良債権最終処理の促進、投資株式の圧縮

② 収益性の改善 ～国内リテール資産への入れ替え促進、適正な利鞘確保、

新しいビジネスモデルの立ち上げ

③ 営業構造の改革 ～担い手の変革、チャネル革新、業務革新のスピードアップ

④ アライアンスの推進 ～アライアンスの積極活用による顧客利便性および機能の向上

⑤ 経営姿勢の明確化 ～役員数、役員報酬の削減、構造改革推進委員会の設置

①リスク資産の低減

これらの事業再構築プランのうち、特にリスク資産の低減、すなわち、不良債権最終処理の加速と、投

資株式の圧縮を当面の最優先課題として取り組んでまいります。

まず、回収困難な不良債権については、バルクセール、Ｍ＆Ａ、担保物件の任意売却などを有効に活用

し、最終処理を積極的に進めてまいります。また、景況低迷の影響を受けて財務内容が悪化しているもの

の、事業は正常に稼働しているお取引先については、事業再建の支援を継続し、貸出資産の質を高めてい

くこととします。最終処理の促進と不振企業の再建支援をさらにスピードをあげて実現してまいります。
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また、投資株式の圧縮については、マーケット動向を見極めつつ持合解消を進めてきており、この２年間

で約４,６００億円の圧縮を実現し、前期末時点での簿価は約１兆８千億円になりました。

今年度は５,０００億円規模の圧縮を図り、期末簿価を自己資本勘定の範囲内となる１兆３千億円レベルに

まで圧縮していく計画です。

また、中長期的には自己資本勘定の２分の１程度にまで簿価を圧縮し、株価変動リスクの低減を図って

まいります。

②収益性の改善

当行では、収益性の改善のために、低採算資産の抜本的な見直しのほか、お客さまのニーズに対応した

新しいビジネスモデルの立ち上げに取り組んでおります。

具体的には、大企業取引のうち低採算のものや、投資株式、海外資産などを圧縮し、中堅・中小企業向

け貸出や個人ローンなどのリテール資産への入れ替えを行い、信用リスクに応じた適正な利鞘の確保と

リスクが分散された健全な資産ポートフォリオの構築を進めております。

私どもはお客さまの多様化するニーズに対して常に新しいビジネスモデルの立ち上げに努めてまいり

ましたが、この７月から新たに住宅ゲートウェイ事業を開始いたします。この住宅ゲートウェイ事業は、住

宅を購入するお客さまのあらゆるニーズにお応えするものです。

また、比較的低利で利便性の高い消費性ローン（特別予算スペシャル）を新たに開発し、住宅ローンをご

利用いただいているお客さまを中心にご提供しております。

③営業構造の改革

当行の強みはリテール分野における長年の実績・経験・ノウハウの蓄積であります。お客さまとのすべ

ての接点における継続的な対話から、お客さまをより深く知り、個々のお客さまのご要望にあった、最も

使いやすく分かりやすい金融サービスを、他に先駆けて、最適なタイミング、最適なチャネルでご提供す

るという、リテールバンキングが担うべき本質的な価値を一環して追求してまいりました。

このリテールバンキングの価値をさらに高めるために、「担い手の変革」・「チャネル革新」・「業務革新」

といったローコストの仕組みを構築するインフラ・プロセスの改革を進めています。

「担い手の変革」においては、プロフェッショナルサービスと定型サービスの担い手を明確に分け、それ

ぞれの業務に応じた最適の担い手を育成し、サービスの水準を向上させ、効率性を高めてまいります。

具体的には、総合職の役割をリテール金融サービスのプロフェッショナルとして位置づけ、定型業務に

ついては、付加価値に合わせ、総合職から一般職、さらに一般職からパートへとシフトし、業務と担い手の

アンバランスを是正する人員構成の変革によって人件費圧縮を実現してまいります。
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その結果、行員数としては、本年３月末の約９,５００人から２００６年３月末には７,５００人体制となります。

「チャネル革新」においては、地域の特性やお客さまの多様化、専門化するニーズに的確にお応えできる

地域中核店舗と個人特化店舗への再編を積極的に進め、価値ある商品やサービスをタイミング良くご提

供してまいります。

本年３月末の店舗数は、振込専用支店を含めて３１８カ店ですが、「チャネル革新」により店舗の集約を進

め、今後２年間でさらに１５％程度の店舗数削減を行ってまいります。

また、「業務革新」においては、２００１年度より「新営業店システム」の導入を開始し、事務処理フローの

いっそうの効率化を進め、高品質・低コストの事務処理体制を構築し、営業店事務の抜本的改革を実現し

てまいります。

これら営業構造の改革を通じて、経営効率を高め、お客さまとのリレーションシップをさらに強化して

まいります。

そのために、他に先駆け先陣を切って導入したＣＲＭの高度化を図り、ワンツーワンマーケティングを実

践し、クロスセリングの効果をあげてまいります。

④アライアンスの積極活用による機能や利便性の向上

リテールバンキングにおいて、当行が最も重要と考えることは、まず、第一に当行の厚い顧客基盤に価

値あるサービスと利便性をご提供すること、第二に経営効率を高め、株主価値を極大化させることであり

ます。これらに資するアライアンスについては積極的に進めてまいります。

本年５月に、株式会社東京三菱銀行との間で海外業務にかかわる業務提携について基本合意したほか、

国内ネットワークの充実をさらに進めていくために、株式会社アイワイバンク銀行との間でＡＴＭ接続提携

を行い、本年６月より当行の主要地盤である埼玉県内をはじめとしたセブン－イレブンでの２４時間サービ

スを開始するなど、多様な提携を活用した、お客さまの利便性を向上させる取り組みを積極的に進めてお

ります。

⑤経営姿勢の明確化

当行は、２００１年３月期における赤字決算と、これにともなう普通株式の減配を真摯に受け止め、以上ご

説明してまいりました改革を単なるリストラとしてではなく、抜本的な構造改革として不退転の決意でこ

れを進めてまいります。

この改革を進めるにあたっての経営姿勢を明確にするため、取締役を１０名から６名へ、執行役員を２２名

から１８名へ、さらに監査役を６名から４名に、本年３月末比で計１０名削減したほか、役員報酬についても、

１９９８年度からの２割の削減に加え、本年４月より平均で約２割を辞退しております。また、この構造改革に

全役職員が一丸となって取り組むための体制整備として、各部門の担当役員による「構造改革推進委員会」

を設置いたしました。
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まず経営姿勢を明確にし、今年度以降、ここまでご説明してきた構造改革を進め、業績の早期回復と企

業価値の向上をもって株主の皆さまのご期待にお応えしていきたいと考えております。

本格的なリテール特化型金融機関をめざして

あさひ銀行は、リテールに根差したコーポレートカルチャーと厚い顧客基盤を強みとし、今後とも、そ

の存在意義である、地域に密着したリテール特化戦略をさらに発展・拡大させ、メガグループとの差別化

を着実に進めていきたいと考えております。

新しいビジネスモデルを立ち上げ、ローコストの経営構造を構築し、お客さまから支持される本格的な

リテール特化型金融機関をめざして、あさひ銀行グループのもつ総合金融機能を結集して、お客さまとの

良好な関係を構築してまいります。今後とも皆さまの力強いご支援をぜひともよろしくお願いいたし

ます。
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昭和１８（１９４３）年７月
株式会社武州銀行、株式会社第八十五銀行、株式会社忍商業銀行および株

式会社飯能銀行の埼玉県下４銀行が合併し、株式会社埼玉銀行として設立さ

れる。

昭和２０（１９４５）年５月
株式会社不動貯金銀行、株式会社安田貯蓄銀行、株式会社大阪貯蓄銀行、株

式会社日本貯蓄銀行、株式会社東京貯蓄銀行、株式会社内国貯金銀行、株式

会社日本相互貯蓄銀行、株式会社摂津貯蓄銀行および株式会社第一相互貯

蓄銀行の９貯蓄銀行の合併により株式会社日本貯蓄銀行設立。

昭和２３（１９４８）年７月
株式会社日本貯蓄銀行、普通銀行に転換するとともに、商号を株式会社協和

銀行と変更。

平成３（１９９１）年４月
株式会社協和銀行と株式会社埼玉銀行が対等合併し、株式会社協和埼玉銀

行となる。

平成３（１９９１）年１０月
第１次長期経営計画「ニューリテール１」スタート。

平成４（１９９２）年９月
「株式会社あさひ銀行」に商号変更。

平成５（１９９３）年３月
統合オンラインシステム全店移行完了。

平成６（１９９４）年４月
第２次長期経営計画「ニューリテール２」スタート。

平成８（１９９６）年３月
信託子会社「あさひ信託銀行株式会社」設立。

平成９（１９９７）年４月
第３次長期経営計画「あさひクォリティ」スタート。

平成９（１９９７）年８月
第１回優先株式１,０００億円を発行。

平成１０（１９９８）年１１月
「あさひポイントバンク」発売開始。

平成１０（１９９８）年１２月
投資信託の窓口販売スタート

（平成１３年５月現在で取扱い

ファンド数２４本）。

平成１１（１９９９）年３月期
住宅ローン残高５兆円突破。
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平成１１（１９９９）年３月
第三者割当増資による普通株式１,４４８億円を発行。

第１回第２種優先株式３,０００億円、第２回第２種優先株式１,０００億円を発行。

経営健全化計画発表。

平成１１（１９９９）年４月
第４次長期経営計画「リテール・イノベーション・プラン」スタート。

平成１１（１９９９）年１２月
個人預金残高１２兆円突破。

平成１２（２０００）年１月
「あさひポイントバンク」１００万先突破。

平成１２（２０００）年３月
平成８年度から平成１２年度の５年間で、住宅ローンが２兆１,５８７億円増加

（都銀Ｎｏ.１）。

平成１２（２０００）年６月
執行役員制度導入。

平成１２（２０００）年９月
５年後を展望した経営ビジョン

「リテール新世紀」を発表。

平成１３（２００１）年１月
横浜銀行とのＡＴＭ相互開放。

平成１３（２００１）年３月期
住宅ローン残高６兆円突破。

平成１３（２００１）年３月
「あさひポイントバンク」２００万先突破。

平成１３（２００１）年４月
「あさひリテール証券株式会社」発足。

平成１３（２００１）年５月
東京三菱銀行との海外業務提携合意。

住宅ローン残高
（単位：億円）

９年３月期

４２,６６４

１０年３月期

４８,３２５

１１年３月期

５４,２６０

１２年３月期

５８,３２０

１３年３月期

６１,５２８
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Corpora te
C i t i zensh ip地 域 社 会 と あ さ ひ の 貢 献 活 動

埼玉県に提言…埼玉県経済活性化のために

平成１３年１月２２日、当行は埼玉県に「埼玉県経済活性化のために」と題した

提言を行いました。提言の主な内容は以下のとおりです。

提言１：中小企業ならびに起業家に対する新事業創出支援の強化

提言２：企業誘致の強化と企業ニーズ対応型産業団地開発

提言３：さいたま新都心の拠点性強化

提言４：本庄地方拠点都市地域へのインキュベーション機能の集中

提言５：電子自治体の推進と市町村の電子化支援

提言６：複数施設一括型ＰＦＩのための情報公開による民間提案の促進

提言７：リバースモーゲージ制度の導入

埼玉県は、「さいたま新都心」の誕生などに象徴されるように、２１世紀を迎

え、今後の発展や成長が大きく期待できる歴史的転換点に差しかかっており、

行政ではさまざまな施策が実施されています。当行では、民間の立場から埼

玉県の経済活性化に貢献しようと、活性化策を検討しました。

検討にあたっては、埼玉県民の方々ならびに県内県外の企業向けにアン

ケートを実施して基礎資料とさせていただき、さらに、県内企業の経営者およ

び学識経験者からなる「埼玉県経済活性化検討委員会」（委員長：貝山道博 埼

玉大学経済学部長）を開催し、貴重なご

意見を頂戴いたしました。

当行としては、重要な営業地盤である

埼玉県の発展のために、今後ともグルー

プのもつ機能を十分に発揮して協力して

いきます。

地方公共団体などへのご協力…地域金融機能の中枢として

地域密着型リテールバンクである当行は、埼玉県をはじめ、市町村などの

地方公共団体や公社などへのご融資や債券の引受を通じて、学校、病院、道

路、公園、上下水道など、豊かで明るくくらしやすい地域社会の環境整備事業

や地域総合開発事業に協力しています。

１００の地方公共団体の指定金融機関として、また、「さいたま新都心」内に立

地する国の１８機関すべての日銀代理店指定をはじめ、各所の日銀代理店とし

て、各種出納など公金事務を堅確に実施し、財政の円滑な運営に重要な役割

を果たすことで、地域の金融機能の中枢を担ってきました。

地域住民の皆さまには、住民税、事業税、固定資産税、自動車税、国民健康

保険税などの税金収納事務や水道料、国民年金、校納金などに係る収納事務

を通じて、利便性に富む充実した県内ネットワークをご利用いただいています。
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地域開発への積極的協力

「さいたま新都心」整備事業、「さいた

まスタジアム２００２」建設、「埼玉高速鉄

道」建設などに代表される、これら地元

の大型プロジェクトの事業化に、資金面、

人材面、運営面などさまざまな角度か

ら、当行は地域のリーディングカンパニーとして、積極的に協力してきました。

また、埼玉県内各地の市街地再開発事業、土地区画整理事業、ＰＦＩ事業な

どにおいても、当行では公務部プロジェクト開発グループを中心に、地域開発

のお手伝いをさせていただいています。

埼玉県内では「本庄地方拠点都市地域整備」や「国際アメニティタウン構想」

などビッグプロジェクトが進められており、引き続き地域社会の一員として積

極的にサポートしていきます。

財団法人あさひ埼玉産業協力センターの活動

（財）あさひ埼玉産業協力センターでは、主として埼玉県内の中堅・中小企

業の皆さまに経営上の各種サービスを提供し、産業・経済の発展に寄与する

ことを目的に活動しています。１８回目を迎えた平成１２年度の「２０００経営者

セミナー」では、各界一流の講師の方々による講演会を開催しました。

また、定期的な調査活動として、企業経営や設備投資の動向調査などを行

い、調査結果を新聞紙上に発表するとともに、企業経営者の方々へも配布し

ています。

「緑のトラスト運動」に協力

埼玉県では、優れた自然や貴重な歴史的環境を、県民が力をあわせて保全

していこうという「緑のトラスト運動」を推進しています。幅広く募った寄付をも

とに土地や建物を取得し、自然や歴史的環境を県民の共有財産として残して

いく運動で、当行は埼玉県の指定金融機関として、この運動への参加を広く各

方面に呼びかけています。運動推進のために設置されている「さいたま緑のト

ラスト基金」への寄付や「さいたま緑のトラストカード」による利用額の０.５％

相当の同基金への寄付を通じて、「彩の国さいたま」のふるさとづくりを応援し

ています。
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めざすべき姿

５年後を展望した経営ビジョン「リテール新世紀」の基本的考え方

当行は、平成１２年９月、５年後を展望した経営ビジョン「リテール新世紀」を公表し、取り組んできました。

「リテール新世紀」については、以下の点を柱として位置づけています。

•長期的なバリューという観点からお客さまとのリレーションシップを捉え直すこと

•従来の銀行業の枠にとらわれない発想でビジネスモデルを構築すること

•お客さまにとっての機能・利便性の向上、あるいは当行の生産性向上をめざし、多様なアライアンスを

活用すること

•収益力強化・コスト競争力強化をバランスシート・マネジメントによって資本効率の向上に結びつける

こと

•スピードをもって改革を進めるためのガバナンスを確立すること

•資産・負債構造の改革（リテール特化路線の徹底）

平成１３年３月期の決算および当行を取り巻く環境変化などを踏まえ、「リテール新世紀」を前倒しで実施

するとともに、当行の特色であるリテール特化をさらに徹底し、加えてリテール業務に対するコスト構造を

改革することにより、さらなる収益性の向上を図っていきます。

Managemen t
Focusあ さ ひ の 事 業 戦 略 の 方 向 性

リテール特化

リテール分野において複数のビジネスモデルを確立

リテール重視のコーポレートカルチャー浸透

業務の選択と集中
→個人、中堅・中小企業を主体とす
るリテール業務への集中

強固な地域フランチャイズ
→首都圏地域を中心とする営業基盤
の強化

事　業　戦　略

【国際業務の抜本的見直し】

構造改革の一環として、当行は国際業務を抜本的に見直し、海外拠点を全廃することを決断しました。

これは、これまで進めてきた海外業務機能の見直しについて、当行の姿勢をより明確にしたものです。
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基本的な考え方は、海外業務については自前のインフラからアウトソーシングの活用へと転換す

ることで、海外拠点を維持・運営するリスクおよびコスト負担を軽減するというものです。

これは同時に、アライアンスの活用により、必要な機能や利便性の向上を図っていくという「リ

テール新世紀」の趣旨を踏まえたものでもあります。今般の海外業務見直しにともない、すでに公

表していますように、本年５月に株式会社東京三菱銀行との間で海外業務にかかわる業務提携につ

いて基本合意しており、当行の海外支店については来年度上期をめどに全廃します。

【投資株式のさらなる圧縮】

投資株式については、これまでも簿価圧縮を進めてきましたが、平成１２年９月末（簿価１９,９５０億

円）の３分の１程度の残高をめざして、さらなる簿価圧縮を実施していきます。

【大企業取引の見直し】

大企業取引については、個別のお取引内容を改めて見直したうえで主力先、準主力先を中心に絞

り込み、国内貸出金に占める大企業向け貸出金の比率を１０％程度に引き下げていきます。

【リテール業務への経営資源、資産のさらなる傾斜配分】

投資株式、海外資産などをさらに圧縮し、リテール業務に再配分することにより、中堅・中小企業、

個人向け貸出金の比率を高め、収益性が高くかつ安全性の高い資産ポートフォリオの構築を進めて

いきます。

当行としましては、こうした改革を単なるリストラとしてではなく構造改革として進めることによ

り、中堅・中小企業、個人のお客さまから圧倒的に支持され、安定的に高い収益力を有するユニー

クで新しいリテールバンキングを実現していきます。

リテール特化

•リスク資産（不良債権、投資株式）の低減 •海外業務見直し、非効率な大企業取引の圧縮
•高コスト営業体制の変革 → 担い手の変革、チャネル革新、CRM高度化

リテール業務に内在する高コスト構造の打破

安定した運調構造

収益性の改善

小口リスク分散

構　造　改　革

さらなる構造改革の必要性
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事業戦略

■法人事業戦略

法人取引は、個々のお客さまのニーズに応じたオーダーメイドのサービスが必要であり、各お取引先と

のこれまでのお取引の経緯を踏まえて個々の取引方針を決定するということが、基本となります。

このような基本を踏まえたうえで、当行は法人戦略として、次のような考え方で進めていきます。すな

わち、当行全体の法人事業戦略としては、法人の事業規模に応じて、「比較的小規模な企業」「中堅・中小企

業」「大企業」といったカテゴリーに区分けし、それぞれのセグメントに対する基本的な取引方針を以下の

ように定め、この取引方針に応じたチャネル・担い手・商品サービスなどの経営資源の配分を行っていき

ます。

「比較的小規模な企業」に対しては、スコアリング審査モデルなどのノウハウ活用による審査機能とリス

ク管理の効率化を通じて、クイックレスポンス型の利便性の高い専用商品を用意し、資金ニーズへの迅速

な対応を主眼とします。

「中堅・中小企業」に対しては、高度化・多様化するお取引先のニーズに対して、メガバンクとは一線を画

した商品提供・成長サポートを行うために経営資源を重点配分していきます。

また、「大企業」に対しては、信用リスク・取引採算等を勘案し、取引の維持・縮小などを判断していきま

すが、当行が株式公開支援を行って大企業へ成長した先など、親密なお取引先については従来どおり紐帯

強化を図っていきます。

中堅・中小企業戦略

【メガバンクとの差別化戦略】

当行の特色は、地域密着型リテールバンクであること、首都圏を中心に厚い顧客基盤を有していること

であるとの認識に立ち、中堅・中小企業とのリレーションシップ強化に資する営業体制を構築するととも

に、中堅・中小企業の多様化・高度化する企業ニーズに対して、当行関連会社機能を含めた「成長サポート

商品・サービス」のラインアップを拡充することにより、４大メガバンクとは一線を画した差別化を強力に

進めていきます。

当行独自の中堅・中小企業向け機能としては、主に以下のものがあげられます。

•当行顧客基盤のなかには「上場・公開をめざす企業」「次世代への事業承継をめざす企業」が多数あり

ます。一方、東証マザーズ、ナスダックジャパンなどの新市場設立により、従来とは異なり極めて短期

間で公開・上場を果たす企業も増えてきています。これらの企業ニーズに応えるべく、ＩＴ事業者育成

ファンド（「あさひマザーファンド」）および業界有力企業とのアライアンスによるベンチャー育成ファ

ンド（「ＡＮＤプライベートファンド」）をいち早く設立し、支援体制を整備しました。また、当行が関与

基本戦略
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して株式公開を果たした企業については「あさひサクセスクラブ」の会員として、会員相互の親睦・

ネットワークの構築も図っています。

•一方、事業承継の支援策としても「あさひマネジメントスクール」による次世代の代表者育成を図って

きました。昭和６３年の開校以来の地道な活動が奏効し、現在、受講者数は６００名近くに達し、そのな

かから１５０名以上もの社長を輩出するに至っています。

•また、企業の経営コンサルティング、新技術・ニュービジネス創出支援などについても積極的に取り

組んでいます。経営コンサルティングでは、当行関連会社である株式会社あさひ銀総合研究所との連

携によりＩＳＯ取得コンサルティング件数が都市銀行中１位の実績をあげるなど、ご好評をいただいて

います。

•新技術・ニュービジネス創出支援では、「あさひ中小企業振興財団」による『中小企業優秀新技術・新製

品賞』が１３回目の募集を数え、多数の新技術・ニュービジネス創出を積極的にサポートしています。

【本支店一体となった推進体制の構築】

法人のお客さまに対する営業活動は、通常の営業店渉外担当者によるものに加え、必要に応じて本部営

業推進セクションのプロスタッフによる直接営業も含めたきめ細かいサービス、ノウハウの提供を実施する

とともに、金融ニーズのみならず非金融ニーズについても迅速な対応が可能な体制を整備しています。

特に、当行が長期的視野に立って支援・育成を図る法人取引先約３,５００社については「主要先」と位置づ

け、当行役員・本部関係部署と営業店が一体となって営業活動を推進しています。そのサポート機能とし

て本支店ＬＡＮシステム「ＭＡＣＩＳ」を導入し、「主要先」のニーズ・交渉状況などを常時把握できる仕組みを

整えています。

今後については、こうした体制を一層強化・拡充し、法人のお客さまのニーズにさらにスピーディーに、

きめ細かく対応できる体制の整備に努めていきます。
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スモールビジネス戦略

【比較的小規模な企業向け事業の構築】

これまでにも、比較的小規模な企業、あるいは採算確保が困難な小口融資取引層について、独自のビジ

ネスモデルを構築して収益事業化に取り組んできました。引き続き、これを「スモールビジネス」として再

構築し、さらに拡充を図っていきます。

その一環として、平成１１年より「リスクに見あった金利の確保とローコストオペレーションの実施」を事

業コンセプトに小口融資取引層向けの事業を立ち上げるべく、オートスコアリングモデル、ならびに専用

小口融資商品を開発し、中小企業に対するリモートチャネルによるプロモーションの試行などを実施して

います。

昨年４月より販売を開始したスモールビジネスローン「リテール４８」は、本年３月末までの１年間で、件数

にして約１万件、金額で１,４００億円を超える実績をあげるなど、リテール特化で培ったノウハウの蓄積がお

客さまのニーズに応える形で花開きつつあります。

■個人事業戦略

当行の個人向け業務の基本コンセプトは、長期的視点に基づき、お客さまとのリレーションシップを確

立していくことです。ライフステージのさまざまな局面に応じて、お客さま一人ひとりへの適切なご提案

を行い、お客さまとの有効な接点を拡大することこそが、当行の収益機会を増やしていくことにもつなが

ると考えています。
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当行はこれまでリテール分野で蓄積してきた独自のノウハウとマーケティングデータベースの活用によ

り、CRM※の高度化を進めています。

およそ８００万に及ぶ個人のお客さまをカバーする巨大データベースは、平成１０年８月の完成後、すでに

ダイレクトチャネルと連携し本格的に稼働していますが、当行では、お取引内容に応じて優遇や特典をご

提供するポイントサービス（「あさひポイントバンク」）を組み合わせることにより、お客さまについての有

益な情報の収集と取引の集中化を進めてきました。ポイントバンクについては、おかげさまで本年３月末

までに２００万を超えるご契約をいただいており、契約数の増加と併せて、お取引のメイン化が進展し、お

客さまとのリレーションシップを深めていくことによる、当行の収益性向上が実証されています。

昨年６月には、このデータベースをＡＴＭと連携させ、ＡＴＭによる１対１でのプロモーションも開始しま

した。さらに、本年５月からは次期新営業店システムの試行を一部の店舗で開始しており、今年度中には

全チャネル間でのリアルタイムでの連携や、セールスキャンペーンの一元化・自動化が可能となる見通し

です。

※CRM：お客さまとの取引履歴などについて情報を共有・管理することを通じ、常にお客さまに最適なサービスを提供するための新し

いビジネスコンセプトを意味します。

富裕層事業

【プライベートバンキングの事業化】

富裕層のお客さまとの長期・継続的なリレーションシップの構築を通じて収益の極大化を図ることを基

本戦略として施策を展開していきます。

その際、次の２点を差別化のポイントとします。

•「相続」をリレーションシップ構築の中心と位置づけ、ビジネス展開上の資源を集中していきます。

•コンサルティング能力の高い人材集団の形成と革新的な人材育成・処遇制度を構築していきます。

具体的には、以下の施策を中心とした展開を行っていきます。

•ファイナンシャル・プランナー（以下、ＦＰ）のコンサルティングに基づいた定期財産評価サービスによ

り、関連会社などとも連携しながらさまざまなビジネス機会を発掘していきます。

•チャネルの変革として、個人資産相談センターや企業オーナー向けの専担チームなど、ＦＰを主体と

した営業体制を構築するとともに、富裕層専用のテレデスクやインターネットチャネルの拡充を図り

ます。

•営業推進のインフラ整備として、ＦＰを核としたチャネル間の連携を図り、ＣＲＭを進めるための新シ

ステムや携帯端末を活用した営業サポートの仕組みを導入します。
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シルバー・プレシルバー戦略

【シルバー・プレシルバー事業戦略】

シルバー・プレシルバー層（年齢６０歳以上をシルバー層、５０歳代をプレシルバー層と呼称）の３つの生

活局面（「退職後を強く意識し始める準備段階」「退職の段階」「豊かな退職後の生活を送る段階」）で、最適

な金融商品・サービスを提供することにより、お客さまとのリレーションシップ強化を通じた収益の極大

化を図っていきます。

具体的には、以下の施策を中心に展開します。

•５０歳以上のシニア層のお客さま向けの専用パッケージ商品「あさひシニアアカウント」を中核商品と

して、シルバー・プレシルバー層向け商品ラインアップを拡充します。

•年金相談窓口を、拠点の拡大、開催頻度の増大、開催形態の改善、相談内容の拡充により、より身近

で、高品質の金融サービス総合相談窓口にレベルアップします。

•シルバー・プレシルバー層の金融行動やニーズ調査、異業種との共同研究を継続実施していくととも

に、それらに基づく情報発信を継続していきます。

個人マス戦略

【ＣＲＭ展開を踏まえたマス戦略】

個人マス戦略においては、ＣＲＭを軸とした営業スタイルの変革、高収益商品販売力強化、ニーズに沿っ

た機能の開発・提供を基本戦略として、お客さまとのリレーションシップ強化を通じた収益増強を図り

ます。

具体的には、以下の施策を実施します。

•ＣＲＭを軸とした営業スタイルの変革として、営業戦略配分の最適化、チャネル連携高度化などによ

る全行的セールス体制を実現します。

•収益拡大のための高収益商品販売力強化として、投信・外貨預金・消費性ローン・保険の販売力向上、

ダイレクトチャネルを活用したワンストップ・ショッピングの展開、ポイントバンクを軸としたクロスセ

ルに注力していきます。

•お客さまのニーズに沿った機能の開発・提供および手数料体系の新設・見直しなどを実施していき

ます。

【住宅事業戦略】

住宅ローンについては「住宅のあさひ」としてご評価をいただけるよう、特に注力してきました。

おかげさまで、この５年間では、増加額、年間増加率とも都銀第１位の実績をあげることができ、同期間

での都銀内シェアについても１１％から１４％へと大きく伸ばせました。
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また、国内貸出金に占める住宅ローンの比率も年々向上しており、リテール業務分野への特化が着実に

進んでいることがお分かりいただけると思います。

ただし、今後の業務展開については、需要動向や他の金融機関との競争激化などの状況を考えますと、

環境変化を視野に入れたより発展的な戦略、すなわち住宅取得にかかわるファイナンスにとどまらず、住

宅取得に必要な消費者のさまざまなニーズをワンストップでご提供できる事業モデルが必要であると考

えています。

こうした発想から、当行は他業態とのアライアンスの活用により、住宅の取得などにかかわるサービスを

求める消費者と、住宅にかかわる企業とをつなぐ本邦初の住宅ゲートウェイ事業会社「株式会社イーエー

プラス」を共同出資によって設立し、本年７月よりネット上での住宅情報・住宅総合サービスの提供を開始し

ました（本誌６７ページトピックスご参照）。

住宅ローンの実績

自己居住用住宅ローンの推移

（単位：億円）

（単位：億円）

9年3月期

42,664

10年3月期

48,325

11年3月期

54,260

12年3月期

58,320

13年3月期

61,255

31.4％

住宅ローン（末残）

自己居住用

年間増加額

自己居住用

年間増加率

自己居住用

９／３

４２,６６４

２６,５８３

２,７２３

２,９２１

６.８％

１２.３％

１０／３

４８,３２５

３１,９３６

５,６６１

５,３５２

１３.３％

２０.１％

１１／３

５４,２６０

３７,８３１

５,９３４

５,８９５

１２.３％

１８.５％

１２／３

５８,３２０

４１,６６３

４,０５９

３,８３２

７.５％

１０.１％

１３／３

６１,２５５

４３,９８２

２,９３５

２,３１９

５.０％

５.５％

30.1％29.8％
27.1％

24.2％

（注）住宅ローン残高は、住宅ローン債権流動化後の計数。

（注）住宅ローン残高は、住宅ローン債権流動化後の計数。

■残高　●国内貸出金に占める比率
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【消費性ローン事業戦略】

お客さまのニーズに訴求する新商品開発、申込手続きの簡素化、インターフェースの改善など、利便性

向上の観点から、従来の商品・手続き・機能面の見直しを図り、ローンが「集まる」仕組みを構築します。

販売面では、ＭＣＩＦ等により販売対象先のターゲティングを行い、ＤＭ等を活用して積極的なアプロー

チを図るなど、データベース・マーケティング手法を駆使して、顧客セグメントを切り口とした効果的な販

売手法も活用していきます。また、チャネルの拡大を図るため、メールオーダー方式による申込受付を継

続・強化するとともに、インターネットをはじめとするリモートチャネルの拡充を並行して進めます。

管理・運営面では、フリーダイヤルを中心とする応対窓口の充実、事務処理の迅速化・効率化の実現な

どにより集中センターの体制と機能を強化し、ローコストオペレーションを確立します。また、過去のデー

タ分析に基づく信用リスク計量モデルを構築し、与信モニタリングを実施することで、適正なリスク・リ

ターン水準の確保を狙いとした信用リスク・コントロール手法の高度化を図ります。

【カード戦略】

ＩＣカード化を踏まえ、お客さまのニーズに応じた付加価値の高いカードの開発、カード事業の収益構造

の変革、そしてカード情報をＣＲＭ戦略に活用できるような仕組みの研究・開発を基本戦略としていき

ます。

具体的には、以下の施策を実施します。

• IＣカード導入にともなう多機能カード化の到来を踏まえ、ライフステージごとのニーズに応えた魅力

あるサービスを付加したカードを開発するとともに、提携カード・コーポレートカードの推進により、

会員基盤の拡大・利用率の向上を図ります。

•リボルビング・総合割賦等の販売信用機能の利用を促進し、ファイナンス収益の拡大をめざします。

•カード情報をＣＲＭ戦略に活用できるような仕組みを研究・開発することにより、お客さまのニーズを

的確に捉え、適切な商品・サービスの提供をしていきます。
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【ＰＦＳ※事業戦略】

これから資産形成を始めようとするお客さまに対して、中長期の安定運用をベースとした資産管理型

サービスの提供を、あさひリテール証券株式会社（本誌７１ページトピックスご参照）において以下のとおり

展開します。

•お客さまの生涯設計にあわせて、資産運用の総合サービスを提供します。

•最高の運用実績だけを追求するのではなく、お客さまにわかりやすい少数の基本商品で水準以上の

実績を実現する運用をめざします（ファンド・オブ・ファンズ等）。

•従来の証券会社の回転売買と訣別し、預かり資産の拡大が収益基盤となる証券ビジネスの構築をめ

ざします。

•運用部門と販売部門の連携により、マーケティングの効率化と早期収益化を図ります。

※PFS：個人向けの資産形成サービス

【保険窓販解禁に向けた体制整備】

当初解禁時には、住宅ローン関連の長期火災保険等を取扱商品とし、代理店方式により業務参入しま

した。また、今後解禁される商品が拡大される場合には、積極的に対応し役務収益の強化を図っていき

ます。

具体的には、以下の施策を実施します。

•当初解禁商品である住宅ローン関連の長期火災保険については、銀行向けにレベルアップした商品

を投入し、国内全拠点で取り扱いを開始しました。また、債務返済支援保険についても早期に取り扱

いを開始します。

•業務開始にあたり、資格取得や実務研修などにより販売体制の整備を行ったうえ、住宅ローンのお申

込者に対してワンストップ・ショッピングによる利便性向上を図るとともに、地震保険等を含めたクロ

スセルを強化し、手数料収入の拡大をめざします。

•生命保険分野については今後の法制化動向を見据えつつ、解禁時に積極的に対応すべく、事前準備・

体制整備を進めていきます。
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インフラの改革

■担い手の変革

法人取引先の経営課題解決のためのプロフェッショナルや、個人金融サービス提供のプロフェッショナ

ルを育成するとともに、定型業務の一般職・パートへのシフトなど業務と担い手を変革することにより、

ヒューマンタッチのサービスレベルを維持・向上させつつ人員効率化を推進します。

■チャネル革新

サービス提供力強化とコスト競争力強化の同時実現を狙いとした「チャネル革新」については、フルバン

キング店舗を顧客セグメント・提供サービスを明確にした特化型店舗に移行する一方、非効率な配置と

なっている店舗の統合などを計画以上のはやさで実施してきました。

特に個人取引については、専門チャネルとして「住宅ローンセンター」「個人資産相談センタ－」を増設

し、取引強化を図ってきました。

顧客セグメント別のニーズへの対応力強化と一層のコスト削減のため、フルバンキング店舗の特化型店

舗への移行と非効率店舗の統合などを、対象店を拡大してさらに推進するとともに、インターネットバン

キング等のリモートチャネルの強化を積極的に進めていきます。

■業務革新

【新営業店システム導入にともなう事務フローの変革】

当行では、営業店業務の抜本的改革を実現するため、平成１３年度より「新営業店システム」の導入を開

始しました。この改革を通じて事務処理フローの短縮や、バックレス化を進め、一層の営業店の事務効率

化を実現していきます。さらに、高品質・低コストの事務処理体制を構築することで、顧客サービスの向

上を図り、事務処理基盤ならびに営業基盤の両輪の強化を実現していきます。

新営業店システムの主な内容

・イメージワークフローシステムの導入

ＯＣＲ処理による入力画面の自動選択および口座番号などの自動入力等を実現するとともに、イメージ

転送機能により伝票などの回付事務および現物メールの削減を図ります。

・印鑑照合システムの導入

「伝票等に押印された印影」と「印鑑届の印影」を電子イメージで重ねあわせ照合を行い、取引店に限ら

ずネットでの印鑑照合を可能にします。
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・為替ＯＣＲシステムの導入

窓口受付振込の伝票イメージをテラー端末からセンターに送信し、センターで為替電文を作成・発信す

る仕組みを実現することにより、営業店オペレーションの削減を図ります。

スケジュール

「新営業店システム」については、平成１３年５月より試行を開始し、平成１３年度下期以降に順次全店に

導入していきます。

【融資業務運営の革新と与信業務支援システムの構築】

審査管理業務の高度化と融資事務の効率化を目的に、融資業務の抜本的な見直しを、新たな融資シス

テムの構築にあわせて実現し、営業店が高度な判断業務や営業推進に傾注できる体制の確立をめざし

ます。

具体的には、以下の施策を実現します。

•融資関連情報を集約し、統合的に管理する融資データウエアハウスを新たに構築し、その整備された

情報基盤上で格付・自己査定をはじめとした審査管理業務を電子化します。業務のぺーパーレス化と

情報の共有化を実現することにより、融資業務の高度化、効率化をめざします。

•平成１２年１０月に設立したあさひ債権回収株式会社に対する業務委託を、個人ローンから一般債権

まで順次範囲を拡大し、不良債権の早期回収を図るとともに収益事業への展開もあわせて推進し

ます。

•住宅ローンの審査業務に自動審査システムを導入し、お客さまへの迅速な回答を可能とすることで、

審査の高度化・効率化、営業力の強化を図っていきます。
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•不動産担保評価業務のシステム化と評価基準の見直しとともに、あさひ銀プロパティ株式会社への

全面アウトソーシングを推進し、評価業務の効率化を図ります。

•新たに融資業務の集中センターを設立し、書類点検、現物保管の後方事務を集約管理することで、営

業店事務の削減と厳正な事務運営体制の確立をめざします。

•外国為替業務についても、後方事務の専担セクションへの集約を進めることにより、営業店が受付業

務に特化できる効率的な業務運営体制の確立をめざします。

【本部業務の革新】

各部の業務や本部共通の業務についてのプロセスの見直し、個人の意識・行動様式の変革、電子化を

ベースにしたハード・ソフトインフラの整備により、「はやさ」を追求した業務運営体制を構築します。

■ IＴ戦略

一層の経営合理化を進展させていくなかで、ＩＴ投資については、従来以上に重点配分分野を明確にし、

リテール特化や合理化への寄与をより鮮明にしていく考えです。

現在構築中の次期システムの展開により、営業店の合理化を含めたリテール業務対応のインフラが整っ

ていきますので、顧客・収益基盤ベースとなるチャネルやＢＰＲへの対応とあわせて、ＣＲＭの展開、商品・

サービス・機能拡充を順次進めていきます。

具体的には、インターネットバンキングにおけるＢ２Ｃの取扱商品・機能拡大とＢ２Ｂのインフラ構築、

サービス提供を実施します。また、コンビニＡＴＭやデビットカードとの連携を強化していきます。ＣＲＭに

ついては、引き続きデータベースインフラの構築を進め、パソコンＡＴＭや窓口セールス支援、コールセ

ンターとの連携を強化します。
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財務戦略

収益性・安全性ともに高い資産ポートフォリオの構築を図っていくにあたり、具体的には投資株式のさ

らなる圧縮と大企業取引の絞り込み、海外業務の抜本的見直しおよびコスト構造改革を実施します。

【投資株式のさらなる圧縮と大企業取引の絞り込み】

投資株式は価格変動リスクが極めて大きく、時価会計の導入も踏まえ、保有リスク圧縮が急務であると

考えています。取引先企業のご理解をいただき、今後５年間のうちに平成１２年９月末の保有残高約２兆円

を３分の１程度まで圧縮する計画です。

また、現在約３兆円規模の大企業取引についても２兆円程度まで圧縮し、国内貸出金に占める割合を

１０％程度にする方針です。個社別に取引方針を見直し、主力・準主力先を中心とした取引に絞り込んで

いきますが、投資株式の圧縮とあわせた取り組みを行っていく考えでいます。

【コスト構造改革】

資産構造の変革のほか、収益・経費構造の変革も実施します。構造改革の推進にあたっては、「構造改革

推進委員会」を設置し取り組んでいきます。

経営システム

さまざまなリテール強化策を迅速に推進するためには、経営の透明性をさらに高め、意思決定の迅速化

を可能とするコーポレートガバナンスの確立が必要不可欠です。当行では、その第一段階として、平成１２

年６月に執行役員制度を導入し、経営の意思決定・監督機能と業務執行機能を分離しました。

第二段階として、経営の健全性・透明性の確保ならびに取締役会の活性化・戦略創出機能のさらなる強

化をめざし、平成１３年４月に取締役会の傘下に指名・報酬委員会を設置しました。また、社外取締役の招

聘や業績・成果連動型報酬体系の確立など、改革に向けた検討を行っています。
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不良債権処理実績について

当行では、今後の収益力強化に向けて、戦略分野に経営資源を集中させ、最大の効果を追求するために、

また、株主・投資家の皆さま、お客さま、そしてマーケットからさらなる評価と信頼を得るためには、財務

の健全性を確固たるものとすることが最重要課題であると考えています。

こうした視点に立ち、平成１２年度においては、景況の悪化にともなうお取引先の業況悪化などを踏ま

え、財務の健全性をより確かなものとするため、不良債権の最終処理に向けた自己査定の運用の厳格化、

およびそれに基づく適正な償却・引当、さらに最終処理を鋭意進めるなど、不良債権処理額の大幅な積み

増しを実施しました。

具体的には、臨時損益において貸出金償却・個別貸倒引当金繰入などにより、前期比１,２４８億円増加

の３,２７６億円を処理し、一般貸倒引当金繰入額１９億円を含めて、不良債権処理額は３,２９５億円となりま

した。

処理の内容としては、自己査定・債務者区分の厳格化にともなう引当金の積み増しや、不動産担保価値

の下落にともなう追加引当の実施など、不良債権の最終処理に向けて引当金を拡充しました。さらに、大

型倒産などの影響による貸出金償却や、延滞債権の一括売却などの最終処理も鋭意進めています。

今後も厳しい経済環境が続くものと予想され、さらに緊急経済対策を発端とした産業界の淘汰・再編に

よる業況の変化なども予想されますが、当行においては、平成１２年度の不良債権処理によって、財務内容

の健全化が図れたものと考えています。

Sound
Opera t ions資 産 健 全 化 に 向 け た 取 り 組 み

【破産更生債権及びこれらに準ずる債権】
破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産、

会社更生等の事由により経営破綻に陥っている債務

者に対する債権及びこれらに準ずる債権をいいます。

【危険債権】
危険債権とは、債務者が経営破綻の状況には至って

いないが、財政状態および経営成績が悪化し、契約に

従った債権の元本の回収および利息の受け取りがで

きない可能性の高い債権をいいます。

【要管理債権】
要管理債権とは、元金または利息の支払いが３カ月

以上遅延している貸出債権（以下「３カ月以上延滞債

権」）のうち、上記２項目に該当する債権を除いたもの

と、経済的困難に陥った債務者の再建または支援を

図り、当該債権の回収を促進することなどを目的に、

債務者に有利な一定の譲歩を与える約定条件の改定

などを行った貸出債権から上記２項目に該当する債

権および３カ月以上延滞債権を除いたものの合計を

いいます。

【正常債権】
正常債権とは、債務者の財政状態および経営成績に

特に問題がないものとして、破産更生債権及びこれら

に準ずる債権、危険債権、要管理債権以外のものに区

分される債権をいいます。

【破綻先債権】
破綻先債権とは、元本の回収が不可能となる蓋然

性が高い債権のことです。具体的には、税法基準に基

づいて、未収利息の収益不計上が認められる貸出金の

うち、会社更生法、破産法、民事再生法、商法の整理

開始、または特別清算などの法律上の手続きの開始

申立のあった債務者、または手形交換所の取引停止処

分を受けた債務者に対する貸出金をいいます。

【延滞債権】
延滞債権とは、将来において償却すべき債権に転換

する可能性の高い債権のことです。具体的には、税法

基準に基づいて、未収利息の収益不計上が認められる

貸出金のうち、破綻先債権と金利棚上げ債権を除く貸

出金をいいます。なお、これらの債権のすべてが回収

不能となって損失となるわけではありません。これら

の債権に対しては、担保などの保全措置がとられてい

るほか、回収不能性を検討したうえで相応の貸倒引当

金を引き当てています。

【リスク管理債権】
リスク管理債権とは、未収利息を収益不計上として

いる貸出金（従来の破綻先債権・延滞債権）に、３カ月

以上延滞債権、貸出条件緩和債権を加えた合計です。

【３カ月以上延滞債権】
元本または利息の支払いが、約定支払日の翌日を

起算日として３カ月以上延滞している貸出金で、貸借対

照表の注記対象となっている破綻先債権および延滞

債権に該当しないものをいいます。

【貸出条件緩和債権】
経済的困難に陥った債務者の再建・支援を図り、当

該債権の回収を促進することなどを目的に、債務者に

有利な一定の譲歩（金利減免、金利の支払猶予、元本

の返済猶予、債権放棄、現金贈与、代物弁済の受け入

れなど）を実施した貸出金で、当該債権には貸借対照

表の注記対象となっている金利減免等債権および経

営支援先に対する債権を含みます。

用　語　解　説
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開示債権、資産査定の状況について

開示債権については、「銀行法」に基づくリスク管理債権と「金融機能の再生のための緊急措置に関する

法律」にて定めた基準（以下、金融再生法基準）にのっとり、厳格な自己査定の結果を開示しています。

開示債権については、不良債権の最終処理に向けた自己査定の運用の厳格化により、当行単体ベースで

約４,０００億円、連結ベースでは約５,０００億円増加しています。

まず、銀行法に基づくリスク管理債権額については、当行単体ベースで１兆２,６１２億円、連結ベースでは

１兆４,００５億円となり、それぞれ貸出金残高に対する比率は６.２０％、６.７９％となっています。

金融再生法基準に基づく開示債権のうち、要管理債権までの合計額は当行単体ベースで１兆２,６９３億円

です。なお、金融再生法基準の開示債権については、単体ベースのみ開示が義務づけられていますが、参

考に連結ベースでは１兆４,４０４億円となっています。

なお、自己査定に基づく各債務者区分における償却・引当基準、ならびに開示債権の区分については以

下のとおりです。

①実質破綻先・破綻先

実質破綻先・破綻先に対する債権については、Ⅲ分類およびⅣ分類とされた債権額全額を予想損失額

として、予想損失額に相当する額を個別貸倒引当金として計上するか直接償却しています。また、延滞

債権の一括売却などの継続実施により、直接償却とあわせ不良債権のオフバランス化を積極的に実施し

ていきます。

なお、実質破綻先・破綻先に対する与信から部分直接償却を控除した与信額を、金融再生法基準にお

ける「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」として開示しています。

また、破綻先に対する与信のうち、部分直接償却後の貸出金についてリスク管理債権の「破綻先債権」

として開示し、同様に実質破綻先に対する貸出金を「延滞債権」として開示しています。

②破綻懸念先

破綻懸念先に対する債権については、原則としてⅢ分類とされた債権額に予想損失率を乗じた額を

予想損失額として個別貸倒引当金に計上しています。予想損失率の算定にあたっては、信用リスクの程

度に応じた細分化を実施し、各区分ごとに倒産確率に基づき算定しています。

また、破綻懸念先となった債務者については、債務者の業況、経営改善計画等の進捗状況、各金融機

関の支援状況などを踏まえ、個々に最終的な処理方針を定め、これに従った償却・引当を検討していき

ます。

なお、破綻懸念先に対する与信については、金融再生法基準における「危険債権」として開示しており、

破綻懸念先に対する与信のうち、貸出金についてリスク管理債権の「延滞債権」として開示しています。
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③正常先・要注意先

正常先・要注意先に対する債権については、信用リスクの程度に応じた細分化を行い、各区分ごとに、

過去の倒産確率に基づき予想損失額を求め、一般貸倒引当金として計上しています。

要注意先のうち、個別の貸出金について判定した結果、「３カ月以上延滞債権」および「貸出条件緩和債

権」に該当する貸出金について、リスク管理債権として開示しています。なお、「３カ月以上延滞債権」およ

び「貸出条件緩和債権」の合計額を金融再生法基準における「要管理債権」として開示しています。

■リスク管理債権の状況 （単位：百万円）

単体ベース １３年３月末 １２年３月末 １１年３月末
増　減

破綻先債権 ７６,１６３ ２,７３１ ７３,４３２ ９６,７７１
延滞債権 ７４４,５６６ １３３,５４７ ６１１,０１９ ６６２,３０４
３カ月以上延滞債権 １００,７８４ １５,８６４ ８４,９２０ ５０,５８７
貸出条件緩和債権 ３３９,７４１ ２５１,４７９ ８８,２６２ １１０,４３２
リスク管理債権 合　計 １,２６１,２５６ ４０３,６２１ ８５７,６３５ ９２０,０９６

貸出金残高（末残） ２０,３２７,３５５ △２２０,０７０ ２０,５４７,４２５ ２０,８４３,５０９
リスク管理債権／貸出金残高（％） ６.２０ ２.０３ ４.１７ ４.４１

（単位：百万円）

連結ベース １３年３月末 １２年３月末 １１年３月末
増　減

破綻先債権 ８５,０６０ ８,５３０ ７６,５３０ ９７,０９５
延滞債権 ８４５,４２４ １９７,９６４ ６４７,４６０ ６６５,３４１
３カ月以上延滞債権 １２３,５１６ ３４,７２６ ８８,７９０ ５０,８０５
貸出条件緩和債権 ３４６,５７５ ２５１,１７７ ９５,３９８ １１１,４９０
リスク管理債権 合　計 １,４００,５７６ ４９２,３９６ ９０８,１８０ ９２４,７３１

貸出金残高（末残） ２０,６１６,３２８ ３４,５９４ ２０,５８１,７３４ ２０,８０６,６８３
リスク管理債権／貸出金残高（％） ６.７９ ２.３８ ４.４１ ４.４４

■貸倒引当金等の状況 （単位：百万円）

単体ベース １３年３月末 １２年３月末 １１年３月末
増　減

貸倒引当金 ４１６,５７０ １７,７９０ ３９８,７８０ ４１３,１９５
一般貸倒引当金 １２９,６００ １,９００ １２７,７００ １２６,１００
個別貸倒引当金 ２８２,３３３ １５,６０５ ２６６,７２８ ２８２,７４５
特定海外債権引当勘定 ４,６３６ ２８５ ４,３５１ ４,３５０
債権売却損失引当金 ３７,６５４ △ ２６,４１９ ６４,０７３ ７７,７８０
特定債務者支援引当金 ２２,０００ １５,３９７ ６,６０３ ―
投資等損失引当金 一 一 ― ６,０４０
合　計 ４７６,２２５ ６,７６９ ４６９,４５６ ４９７,０１６

（単位：百万円）

連結ベース １３年３月末 １２年３月末 １１年３月末
増　減

貸倒引当金 ４７２,３３４ １３,５４８ ４５８,７８６ ４２８,０３０
一般貸倒引当金 １５４,３９７ ９,１２０ １４５,２７７ １２６,４５１
個別貸倒引当金 ３１３,３００ ４,１４４ ３０９,１５６ ２９７,２２９
特定海外債権引当勘定 ４,６３６ ２８５ ４,３５１ ４,３５０
債権売却損失引当金 ３７,６５４ △ ２６,４１９ ６４,０７３ ７７,７８０
特定債務者支援引当金 一 △ ６,６０３ ６,６０３ ―
投資等損失引当金 一 一 ― ―
合　計 ５０９,９８９ △ １９,４７３ ５２９,４６２ ５０５,８１１
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■リスク管理債権に対する引当率（貸倒引当金合計による） （単位：％）

単体ベース １３年３月末 １２年３月末 １１年３月末
増　減

部分直接償却前 ５２.３ △ １１.８ ６４.１ ６０.４
部分直接償却後 ３３.０ △ １３.４ ４６.４ ４４.９

（単位：％）

連結ベース １３年３月末 １２年３月末 １１年３月末
増　減

部分直接償却前 ５４.０ △ １３.０ ６７.０ ６１.４
部分直接償却後 ３３.７ △ １６.８ ５０.５ ４６.３

■金融再生法基準開示債権 （単位：百万円）

単体ベース １３年３月末 １２年３月末 １１年３月末
増　減

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 １７４,８９５ △ １１,８７０ １８６,７６５ １６９,８７０
危険債権 ６５３,９４５ １５０,２８３ ５０３,６６２ ５５３,３５３
要管理債権 ４４０,５２６ ２６７,３４３ １７３,１８３ ２０６,７３９
金融再生法開示債権 小　計 １,２６９,３６６ ４０５,７５５ ８６３,６１１ ９２９,９６２

正常債権 ２０,６９６,４１３ △３７１,１８７ ２１,０６７,６００ ２１,４６８,９８８
金融再生法開示債権 合　計 ２１,９６５,７７９ ３４,５６８ ２１,９３１,２１１ ２２,３９８,９５１

貸倒引当金合計 ４１６,５７０ １７,７９０ ３９８,７８０ ４１３,１９５
引当率 ３２.８ △ １３.３ ４６.１％ ４４.４％

（単位：百万円）

連結ベース １３年３月末 １２年３月末 １１年３月末
増　減

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 ２２５,８８５ １１,６８０ ２１４,２０５ １７３,４３４
危険債権 ７４４,４２８ １８８,４２２ ５５６,００６ ５９３,８４４
要管理債権 ４７０,０９２ ２８５,９０４ １８４,１８８ ２０８,０１４
金融再生法開示債権 計 １,４４０,４０５ ４８６,００６ ９５４,３９９ ９７５,２９２

■金融再生法基準開示債権の保全状況 （単位：億円）

単体ベース
１３年３月末 開示債権額 保全等カバー 担保保証等 引当金

（カバー率） （カバー率） （カバー率）

破産更生債権及び １,７４８ １,７４８ １,５１８ ２３０
これらに準ずる債権 （１００.０％） （８６.８％） （１３.２％）

６,５３９ ４,９８９ ２,４５４ ２,５３５危険債権 （７６.３％） （３７.５％） （３８.８％）

４,４０５ ２,４１２ １,９０４ ５０８要管理債権（注） （５４.８％） （４３.２％） （１１.５％）

１２,６９３ ９,１４９ ５,８７６ ３,２７３合　計 （７２.１％） （４６.３％） （２５.８％）

（単位：億円）

単体ベース
１２年３月末 開示債権額 保全等カバー 担保保証等 引当金

（カバー率） （カバー率） （カバー率）

破産更生債権及び １,８６７ １,８６７ １,７４４ １２３
これらに準ずる債権 （１００.０％） （９３.４％） （６.６％）

５,０３６ ３,８７９ １,３８８ ２,４９１危険債権 （７７.０％） （２７.６％） （４９.５％）

１,７３１ １,０５２ ８４１ ２１１要管理債権（注） （６０.８％） （４８.６％） （１２.２％）

８,６３６ ６,７９８ ３,９７３ ２,８２５合　計 （７８.７％） （４６.０％） （３２.７％）
（注）要管理債権がある債務者の債権額全額に対する保全です。
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■自己査定・開示債権・保全等カバーの状況　【１３年３月期・単体ベース】 （単位：億円）

破綻先
実質破綻先
１,７４８

破綻懸念先
６,５３９

正常先

２１９,６５７ １２,６９３ １２,６１２

要注意先

破産更生債権
及びこれらに準ずる債権

１,７４８

危険債権
６,５３９

引当率
１００％

１,５４９

直接償却

自己査定

Ⅰ（非分類） Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類

金融再生法基準 リスク管理債権

破綻先債権
７６１

延滞債権
７,４４５

１,７４８

４,９９０
引当率
６２.１％

要管理先
６,４１５

６,４１５ 要管理債権
４,４０５

正常債権
２０６,９６４

３カ月以上延滞債権
１,００７

貸出条件緩和債権
３,３９７

今後１～３年間の
予想損失率による
引当

Ⅰ（非分類）
に計上

Ⅰ（非分類）
に計上

担保・保証等 ８６.８％
引当金 １３.２％

担保・保証等 ３７.５％
引当金 ３８.８％

担保・保証等 ２９.７％
引当金 ７.９％

カバー率 １００％

カバー率 ７６.３％

カバー率 ５４.８％

全体のカバー率
７２.１％

非保全部分の引当金
１１.３％

*1

*1

*２

貸
出
金
以
外

※開示債権については単位未満切捨で表示しています。

※要管理先は当該債務者に対する総与信金額を開示しています。

※引当金に特定債務者支援引当金等は含まれていません。

*１ 要管理先債権に対する保全別のカバー率、ならびに

*1 非保全部分の引当率です。

*２ 要管理債権のカバー率については要管理先に対する担保・保証等、

*1 及び引当金を要管理債権の保全として算出しています。

（ご参考）

•要管理債権の非保全部分に対する引当率 ２０.３％

•その他要注意先の総与信額に対する引当率 ２.０％

•正常先の総与信額に対する引当率 ０.１％
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リスク管理体制のあり方について

金融の自由化・国際化の進展、金融技術の高度化とともに、銀行業務は多様化し複雑化しています。それ

にともない、信用リスク・市場性リスク・流動性リスク・事務リスク・システムリスクなど、銀行の抱えるさま

ざまなリスクを適切に管理することの重要性は、従来にも増してきています。それらのリスク管理にあ

たっては、個別のリスクごとに所管する部署が的確に対応し、その管理の高度化を図っていくことはもちろ

んのこと、銀行全体のリスク状況、管理状況を的確かつ一元的に把握・管理することが重要となります。

管理対象リスク

全行リスク・リターン管理にかかわる組織運営

リスクの種類とその管理部署

方針の策定

期次

月次

週次

日次

報告体制

取引相手の経営悪化などにより貸出金などが回収で
きなくなるリスク

●融資企画部信用リスク

金利や為替、株価などの市場変動により生じるリスク市場性リスク

銀行が資金不足に陥る、あるいは高金利での調達を
余儀なくされるリスク

流動性リスク

経
営
に
よ
る
リ
ス
ク
管
理

リ
ス
ク
統
括
部
署
（
リ
ス
ク
統
括
部
）

内
部
監
査
部
署
（
業
務
監
査
事
務
局
・
本
部
監
査
局
・
拠
点
監
査
局
）

●リスク統括部

●リスク統括部

銀行の事務面における事故や不正などにより生じる
リスク

事務リスク ●事務部

コンピュータシステムにかかわる事故や不正などに
より損失が生じるリスク

システムリスク ●企画部システム企画室

契約について、法律的な不確実性などにより損失が
生じるリスク

法務リスク ●コンプライアンス統括部

銀行の対外的な評判が落ちることで生じるリスク評判リスク ●広報・IR部

地震など災害のリスク大規模災害など ●管財部

経営によるリスク管理

リスク統括部署

リスク管理部署

ALM委員会・信用リスク委員会　等　 経営会議・投融資会議、取締役会

�全行リスク・リターン計画の策定
�資金収益計画の策定、自己資本比率計画の策定
�リスク限度・許容損失限度などの設定
�各種リスク管理・運営方針の策定　等

ALM委員会・信用リスク委員会　等　 経営会議・投融資会議　等AAAAAA

�資金収益計画フォロー
�リスク・リターン方針の協議　等

部内ALM委員会　等（部内 担当（執行）役員）AAAA

�資金収益計画フォロー
�運営方針の協議　等

�全行リスク・リターンの状況報告（四半期報告）
�与信ポートフォリオの状況報告　等
�全行リスク管理状況　等

�全行リスク・リターンの状況報告
�市場性リスクの状況報告　等

�市場性リスクの状況報告
�運営日報　等

j

j

j

R i sk
Managemen tリ ス ク 管 理 体 制 の 強 化
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当行のめざすリスク管理は、各種リスクを一元的に把握し、リスク総量を経営体力（自己資本）の範囲内

に抑制するとともに、適切なリスクコントロールを通じて収益の最大化を図る、総合的なリスク管理体制の

構築にあります。

当行では、バリューアットリスクなどの統一的な尺度で各種リスクを計測すると同時に、リスクに応じて

どれだけの収益をあげているかを的確に把握し、リスクをより効率的に配分すべく、管理の高度化を進め

ています。

また、リスク管理は全行の各レベルで実施されており、各リスクそれぞれの管理部署の設置、全行のリス

クを総合的に管理するリスク統括部の設置、そして経営層をメンバーにした各種リスク関連諸会議の設置

などにより、内部統制の強化を図っています。

信用リスク管理について

信用リスクとは、取引先の経営悪化などにより貸出金などの元本・利息が回収不能となるリスクのこと

で、当行では、個別案件の審査体制の強化および当行全体のポートフォリオ管理を推進し、信用リスク管理

の強化に努めています。

個別案件の審査体制については、迅速かつ十分な審査を行うため、①営業店審査スタッフの育成および

営業店に対する検査、指導を実施、②営業店の決裁権限を超える案件については、業務推進部門から独立

した本部の専門スタッフが厳正な審査を実施しています。

審査体制の整備とあわせて、当行では年２回の自己査定制度と取引先別格付制度をリンクさせ、信用リ

スクの計量化に活用しているほか、マクロ的観点からの調査・分析により早期にリスクの所在を察知できる

体制を整えています。

取引先別格付制度と自己査定、償却・引当との関係

G

H

I

A
B
C
D
E
F

要注意先

破綻懸念先

実質破綻先・破綻先

正常先

貸倒実績率

必要額を引当

償却・引当

予想損失率

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅰ（非）

格　付 償却・引当分　類債務者区分
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市場性リスク管理について

市場性リスクとは、金利、為替、有価証券価格などが変動することにより銀行が損失を被るリスクのこと

をいいます。当行では市場性取引は多大な損失を及ぼす可能性を内在しているとの認識のもと、厳格な管

理を実施しています。

当行では、市場性取引にかかわる各取引実施部署（フロントオフィス）が保有可能なリスクの最大量およ

び損失の限度を取締役会や経営会議で決定しています。フロントオフィスでの取引運営状況や損益の状況

については、毎日担当役員に報告されるとともに、月次で経営会議にも報告される体制を構築しています。

さらに、フロントオフィスを牽制するために、事務管理を行う部署（バックオフィス）と市場リスク管理室

（ミドルオフィス）を設置しています。また、内部監査においても市場関連業務の担当をおき、業務の遂行・

管理について厳正な監査を行っています。

バックテスティングの状況
静態的バックテスティング（金利＆為替 VaR、９９％、１日）
［対象期間：平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日］

　損益�
（億円）�

VaR   �
（億円）�

５�

４�

３�

２�

１�

０�

－１�

－２�

－３�

－４�

１� ２� ３� ４�０�

VaRの実績値

対象期間

平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日

最大値

８億円

ストレステストの状況

VaR値

ストレス損益

想定最大損失額

５億円

７億円

最小値

１億円

平均値

４億円

※時価会計の対象となる「トレーディング取引」の金融商品および外国為替取引のリスク量合計

［当行のVaRの定量基準］
①信頼区間　　　　　　　　片側９９％（標準偏差の２.３３倍）

②保有期間　　　　　　　　１０営業日

③市場データの観測期間　　１年

④商品間の価格変動の相関　考慮　　
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流動性リスク管理について

流動性リスクとは、金融機関に対する信用低下や運用・調達期間の極端なギャップから資金不足に陥っ

たり、市場実勢と比較して著しく高い金利で資金を調達せざるを得なくなるリスクのことをいいます。当行

では、流動性リスクを基本的かつ重要なリスクと位置づけ、万全の管理体制で臨んでいます。

まず、当行の運用・調達構造を定期的に点検し改善を図っています。また、資産規模や調達能力などを

考慮のうえ、資金ギャップ（要調達額）に対しガイドラインを設定しています。

流動性リスクに関する各種情報は、各資金繰り管理部署から全行資金繰りの統括管理部署であるリスク

統括部へ集中される体制を構築しています。また、全行資金繰りの状況は、経営会議に定期的に報告され

ています。

さらに、市場調達環境の急変などにより流動性リスクが顕在化した場合に備え、緊急度合いに応じ機動

的な対応が図れるよう、緊急時レベル別の対応策をあらかじめ策定しています。

事務リスク管理について

事務リスクとは、事務処理面における事故や不正にかかわるリスクを指しますが、正確かつ迅速な事務

処理は銀行にとって信頼の基礎というべきものであり、銀行業務が多様化するなかで、こうした事務リスク

の軽減・極小化に向けた適切な管理は欠かすことができません。

当行では、事務リスク管理の統括部署として事務部を設置し、事務手続きの整備やシステム面の改善を

行うとともに、効率的な事務運営が行えるよう事務プロセスの見直しを実施しています。また、内部牽制機

能として本部各部および各営業店では定期的に自ら事務検証を行うほか、事務部が各営業店を臨店し、業

務運営や事故防止についての検証・指導を行っています。

システムリスク管理について

システムリスクとは、コンピュータシステムにかかわる事故や不正などのため、損失や不利益を被るリス

クのことをいいます。特にシステムへの依存度が高い金融機関にとっては、リスクが顕在化した場合には

社会的な影響も含め、経営の根幹を揺るがしかねない経営リスクとなることから、システムリスクを単なる

システム上の技術的な問題としてではなく、全行的な視点から統合的に管理しています。

具体的には、システムの障害や災害、および外部ネットワークからの不正などへの対策強化に努めるとと

もに、全行的なシステムリスク管理の基本方針のもと、管理の統括部署を中心に定期的なモニタリングを

実施しています。

特に、情報化の進展にともなうリスクの増大に対応すべく、当行では適正なセキュリティ水準を明確にす

るためのセキュリティポリシーを制定しており、全行員への徹底とリスクに応じた対策の実施により、情報

資産の適切な保護に努めています。

またさらに、有事での対応に備えたコンティンジェンシープランを整備し、万が一に備えた対策の充実

も図っており、未然防止とあわせて両面からリスクの極小化に努めています。

あさひ (P14-P72)  2001.7.26 5:21 PM  ページ 38



あ
さ
ひ
銀
行
デ
ィ
ス
ク
ロ
ー
ジ
ャ
ー
誌

法
令
遵
守
体
制
の
強
化

39

Compl iance
Sys tem法 令 遵 守 体 制 の 強 化

法令遵守体制強化の進捗状況

当行は、「コンプライアンス（法令・ルールはもとより社会規範を遵守する）」を経営の最重要課題と位置づ

け、これを実現するための具体的な実践計画として「コンプライアンスプログラム」を年度ごとに取締役会

の協議を経て策定し、体制の整備、役職員のコンプライアンス意識の向上などに全力で取り組んでいます。

具体的には、コンプライアンス統括部が統括管理を担い、各部店に配置したコンプライアンス責任者と

の連携による本部営業店一体となった取り組みを行うとともに、多様化・高度化する銀行業務を企画・推進

する本部各部ごとのコンプライアンス体制構築を進めるなど、全行的な取り組みを推進する体制の整備に

努めています。また、経営会議・投融資会議における決議事項やお客さまとの契約書、新商品などについ

ては、適法性の観点から事前にコンプライアンス統括部が検証を行うなど、法務リスクの低減を図ってい

ます。

その他、平成１３年４月の金融商品販売法施行にあわせた勧誘方針の制定・公表、行内への徹底などお客

さまへ適切な販売・勧誘を行うための行内体制の整備、全役職員を対象としたコンプライアンス研修充実

への継続的な取り組みなどにより体制の強化を図っています。

今後の方向性

今後は、当行がこれまで構築してきましたコンプライアンス体制をさらに高いレベルのものとするべく、

本部各部ごとのコンプライアンス体制構築とあわせ、コンプライアンス統括部によるリーガルチェックを強

化することにより行内の一層の連携を図るなど、より実効性を重視した体制整備を進めていきます。また、

コンプライアンスをテーマとした職場内研修や集合研修の充実を図り、役職員に対し実務に則した教育を

繰り返し行っていくことで法令遵守の重要性を徹底し、遵法精神の一層の向上とコンプライアンスの実践

に取り組んでいきます。

これらを計画的に推進していくために、平成１３年４月、取締役会にて今年度の「コンプライアンスプログ

ラム」を策定し、現在、このプログラムに従って行内体制の強化を進めています。このプログラムの実施状

況を定期的に点検し、問題点の把握・改善を継続的に行っていくことで、これからもコンプライアンス重視

の企業風土を醸成し、株主の皆さまやお客さまの信用・信頼にお応えしていきます。
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H igh l igh t s  o f
Opera t ions業 績 ハ イ ラ イ ト

当行は、コアビジネスであるリテールバンキングをさらに強化し、競争が激化する金融界における存在

感を確固たるものとすべく、平成１２年９月に、５年後を展望した中長期経営ビジョン「リテール新世紀」を策

定しました。この経営ビジョンは、リテールバンキングにかかわる多くの事業分野において、ほかに類をみな

い強みをもち、同時に業務や担い手の変革を大胆に進めることによりローコスト経営を実現し、さらには経

営システムの変革によるスピード経営の追求を目的としており、ビジョン実現に向けて総力をあげて取り組ん

でいます。

平成１２年度においては、リテール分野への注力を引き続き推進するとともに、投資株式や海外資産の圧

縮を進めるなど、資産入替によるポートフォリオの再構築を従来以上に推進しました。

また、金融商品会計基準や退職給付会計基準をはじめとしたグローバルスタンダードに基づいた会計基

準にのっとり、会計の透明性の向上にも対応しました。さらに、不良債権の最終処理を視野に、自己査定

の厳格化およびそれに基づく償却・引当の一層の充実を図りました。

これらの結果、預貸金利益、役務取引利益を中心とした国内業務粗利益の増加を主因に、業務純益は、

増益となりましたが、経常利益および当期純利益につきましては、誠に遺憾ではありますが、損失を計上す

ることとなりました。

（詳しくは、本誌４２ページ以降の業績分析をご覧ください）

（単位：百万円）

連結ベース １２年３月期 １３年３月期 前期比増減

連結粗利益 ４４８,１２８ ４６４,８５３ １６,７２５
資金利益 ３８０,６５８ ３８１,７１７ １,０５９
役務取引等利益 ６５,３３５ ６７,２９８ １,９６３
特定取引利益 １,７８４ ４,４５５ ２,６７１
その他業務利益 ３４９ １１,３８０ １１,０３１
営業経費 （△） ２７５,４３７ ２７５,０８０ △ ３５７
貸倒償却引当費用 （△） ２３１,２９４ ３４９,８０１ １１８,５０７
貸出金償却 ６８,０９７ １１５,９２１ ４７,８２４
個別貸倒引当金繰入額 １９,８１３ １３４,５５５ １１４,７４２
一般貸倒引当金繰入額 １１,７８６ ６１８ △ １１,１６８
その他貸倒償却引当費用 １３１,５９７ ９８,７０７ △ ３２,８９０
株式等関係損益 １６１,００７ １８９,４４８ ２８,４４１
持分法による投資損益 △ ３８５ △ ４２９ △ ４４
その他 △ ７,９６７ △ ４０,７３７ △ ３２,７７０
経常利益 ９４,０５１ △ １１,７４７ △１０５,７９８
特別損益 △ １５,５２１ △ ７,４８１ ８,０４０
税金等調整前当期純利益 ７８,５２９ △ １９,２２８ △ ９７,７５７
法人税、住民税及び事業税 （△） １８,０６９ １１,８０７ △ ６,２６２
法人税等調整額 （△） ２９,４６２ △ ２２,９４５ △ ５２,４０７
少数株主利益（△少数株主損失） （△） △ ４０７ △ ２４９ １５８
当期純利益 ３１,４０４ △ ７,８４１ △ ３９,２４５

（注）連結粗利益＝（資金運用収益－資金運用費用）＋（役務取引等収益－役務取引等費用）＋（特定取引収益－特定取引費用）＋（その他業務収益－その他業務費用）

（参考） （単位：億円）

連結ベース １２年３月期 １３年３月期 前期比増減

連結業務純益 １,６１４ １,６８４ ７０
（注）連結業務純益＝単体業務純益＋連結子会社経常利益－内部取引＋持分法による投資損益
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平成１３年３月期の特徴

●リテール収益の拡大――安定的なリテール収益は、実質合併以来の最高水準

・安定的なリテール収益は着実に拡大

・良質なリテール資産が順調に増加

●リスクファクターの低減――自己査定を厳格化、政策投資株式は過去最高の圧縮

・健全化への対応については、本誌３０ページの「資産健全化に向けた取り組み」をご覧ください。

・政策投資株式の圧縮を加速――１３年３月期は、過去最高となる約２,９００億円を圧縮

連結業績の推移 （単位：億円） 単体業績の推移 （単位：億円）

9年3月期 10年3月期 11年3月期 12年3月期 13年3月期

連結経常収益 連結当期純利益（損失）連結経常利益（損失）

12,267

240
146

11,602

940
314

9,437

-117 -78

9,504

－4,120
－2,540

10,231

－1,886
－1,059

9年3月期 10年3月期 11年3月期 12年3月期 13年3月期

業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 当期純利益（損失）経常利益（損失）

1,529

244
214

1,570

880
315

1,686

－131 －98

1,570

－4,075

－2,200

1,448

－1,898 －1,839

（単位：億円）

単体ベース １２年３月期 １３年３月期 前期比増減

業務純益 １,５５４ １,６６７ １１３
国内業務粗利益 ３,８４２ ３,９６７ １２５
うち資金利益 ３,５８３ ３,５８０ △ ２
うち預貸金利益 ３,５８６ ３,６２１ ３５
うち役務取引等利益 ２８５ ３１５ ２９

（単位：億円）

単体ベース １２年３月期 １３年３月期 前期比増減

消費者ローン ６１,０１５ ６４,０４３ ３,０２８
うち住宅ローン ５８,３２０ ６１,５２８ ３,２０８
うち自己居住用 ４１,６６３ ４４,２５５ ２,５９２

（注）いずれもローン債権流動化前。

（単位：億円）

単体ベース １２年３月期 １３年３月期 前期比増減

個人預かり金融資産 １２３,１３６ １２８,０６９ ４,９３３
うち個人預金 １２１,１５２ １２４,３９４ ３,２４２
円貨預金 １２０,４１３ １２３,２９３ ２,８８０
外貨預金 ７３９ １,１０１ ３６２
うち投資信託 ６３３ ２,２４４ １,６１１

（単位：億円）

単体ベース １２年３月期 １３年３月期 前期比増減

政策投資株式残高 ２０,９２２ １８,０２８ △ ２,８９４
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F inanc ia l
Rev iew業 績 分 析

平成１２年度連結決算における連結子会社は２５社で、前期比２社減少しています。その内訳は、あさひ債

権回収株式会社を設立したこと、および共同抵当証券株式会社を持分法適用の関連会社から連結子会社

に変更したことにより２社増加した一方で、海外現地法人が清算により４社減少したことによるものです。

また、持分法適用の関連会社は２社で、共同抵当証券株式会社が連結子会社になったことと、富士倉庫運

輸株式会社が関連会社でなくなったことにより、前期比２社減少しています。

当企業集団は、銀行業のほか、信託業、金融関連業務などを営んでいますが、経常収益などにおける事

業の種類別の状況では、当行を主体とした銀行業がその大宗を占めています。また、所在地別の状況では、

当行をはじめとし、当企業集団は、わが国を主体とした事業活動を行っています。

主な経営指標（連結）

当企業集団としての業容については、連結経常収益は、株式等売却益の減少などによる当行の減収を主

因に、前期比２,１６５億４９百万円減少して９,４３７億１６百万円となりました。また、企業集団として財務体質強

化に向けた積極的な対応を行ったことなどにより、連結経常損失は１１７億４７百万円、連結当期純損失は７８

億４１百万円を計上することとなりました。また、連結ベースの１株当たり当期純損失は４円５３銭となりま

した。

連結純資産額については、前年度末に比べ２９３億９３百万円減少して１兆３,５８７億１１百万円となり、連結

ベースの１株当たり純資産額は９円９９銭減少して３３７円９５銭となりました。

なお、国際統一基準による連結自己資本比率は１１.１４％となりました。

連 結 決 算

（単位：百万円）

９年３月期 １０年３月期 １１年３月期 １２年３月期 １３年３月期

連結経常収益 １,２２６,７１６ １,０２３,１５５ ９５０,４８７ １,１６０,２６５ ９４３,７１６
連結経常利益（△は連結経常損失） ２４,０２９ △　１８８,６０５ △　４１２,０４０ ９４,０５１ △ １１,７４７
連結当期純利益（△は連結当期純損失） １４,６５８ △　１０５,９５７ △　２５４,０６５ ３１,４０４ △ ７,８４１
連結純資産額 ９８４,５４５ ９６２,０７９ １,３７０,３２５ １,３８８,１０４ １,３５８,７１１
連結総資産額 ２９,７２９,１６３ ２９,１７６,６１０ ２９,２９６,１９２ ２８,７８８,１３１ ３１,１８７,６９７
連結ベースの１株当たり純資産額（円） ４２３.８０ ３７１.０８ ３４１.０２ ３４７.９５ ３３７.９５
連結ベースの１株当たり当期純利益（円）
（△は連結ベースの１株当たり当期純損失） ６.３１ △ ４５.８２ △ １０６.１１ ９.３９ △ ４.５３
連結ベースの潜在株式調整後
１株当たり当期純利益（円） ― ― ― ８.６９ 一
連結自己資本比率（国際統一基準）（％） ８.７０ ９.３８ １１.９０ １１.８０ １１.１４
（注）１. 平成１１年３月期の連結財務諸表における子会社・関連会社の範囲及び税効果会計につきましては、それぞれ「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則の一部を改正する省

令」（平成１０年大蔵省令第１３６号）附則第２項及び「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する省令」（平成１０年大蔵省令第１７３号）附則第３項に基づき、これ
らの省令により改正された連結財務諸表規則を適用しております。

２. 当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、主として税抜方式によっております。
３. 連結ベースの１株当たり純資産額は、期末連結純資産額から「期末発行済優先株式数×発行価格」を控除した金額を、期末発行済普通株式数（「自己株式」及び「子会社の所有する親会社
株式」を除く）で除して算出しております。

４. 連結ベースの１株当たり当期純利益（又は当期純損失）は、連結当期純利益（又は連結当期純損失）から当期の優先株式配当金総額を控除した金額を、期中平均発行済普通株式数（「自己
株式」及び「子会社の所有する親会社株式」を除く）で除して算出しております。

５. 連結ベースの潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、平成９年３月期は、潜在株式を調整した計算により１株当たり当期純利益金額は減少しないため、記載しておりません。また、
平成１０年３月期、平成１１年３月期及び平成１３年３月期は、当期純損失が計上されているため、記載しておりません。

６. 連結自己資本比率は、銀行法第１４条の２の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づき作成しております。なお、当行は国際統一基準を採用しております。
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平成１３年３月期の資金運用収支は、主に国内における資金量の増加などにより、前期比１０億円増加して

３,８１７億円となりました。また、為替手数料の増加などにより、役務取引等収支は前期比１９億円増加して

６７２億円となりました。なお、特定取引収支は前期比２６億円増加して４４億円となったほか、その他業務収

支は主として債券関係損益の増加などにより、前期比１１０億円増加して１１３億円となりました。

連結損益計算書（主要内訳）

（単位：億円）

１２年３月期 １３年３月期 前期比増減 単体決算比

経常収益 １１,６０２ ９,４３７ △ ２,１６５ ７１６
うち資金運用収益 ５,８９１ ５,５６７ △ ３２３ ９３
役務取引等収益 ８６４ ８７４ １０ ２３３
特定取引収益 １７ ４４ ２６ ―
その他業務収益 ２４２ ２５４ １２ △ ７
その他経常収益 ４,５８６ ２,６９５ △ １,８９１ ３９７

経常費用 １０,６６２ ９,５５４ △ １,１０７ ７０３
うち資金調達費用 ２,０８４ １,７５０ △ ３３４ １２
役務取引等費用 ２１１ ２０１ △ ９ △ １０３
特定取引費用 ０ 一 △ ０ ―
その他業務費用 ２３８ １４１ △ ９７ ０
営業経費 ２,７５４ ２,７５０ △ ３ １５８
その他経常費用 ５,３７３ ４,７１０ △ ６６２ ６３５

経常利益 ９４０ △ １１７ △ １,０５７ １３
特別損益 △ １５５ △ ７４ ８０ △ １
税金等調整前当期純利益 ７８５ △ １９２ △ ９７７ １２
法人税、住民税及び事業税 １８０ １１８ △ ６２ １４
法人税等調整額 ２９４ △ ２２９ △ ５２４ △ １９
少数株主損失 ４ ２ △ １ ２
当期純利益 ３１４ △ ７８ △ ３９２ ２０
（注）１.経常利益、税金等調整前当期純利益、当期純利益の△は、おのおの経常損失、税金等調整前当期純損失、当期純損失を表しております。

２. 単体決算比は、平成１３年３月期における連結決算と単体決算の差異であります。

■国内・海外別収支（連結ベース） （単位：百万円）

１２年３月期 １３年３月期
相殺消去額 相殺消去額国　内 海　外 （△） 合　計 国　内 海　外 （△） 合　計

資金運用収支 ３４８,６７９ ３２,１３７ １５９ ３８０,６５８ ３６２,５８０ １９,３８０ ２４２ ３８１,７１７
資金運用収益 ５２３,１０４ ７８,６２７ １２,５８２ ５８９,１４８ ４９１,８７６ ７５,７６２ １０,８４７ ５５６,７９２
資金調達費用 １７４,４２４ ４６,４８９ １２,４２３ ２０８,４９０ １２９,２９６ ５６,３８２ １０,６０４ １７５,０７４
役務取引等収支 ６５,０９２ ３０２ ５９ ６５,３３５ ６８,７０６ ７１３ ２,１２１ ６７,２９８
役務取引等収益 ９４,５４９ １,０３０ ９,１２６ ８６,４５３ １００,８８３ １,１６０ １４,５７８ ８７,４６５
役務取引等費用 ２９,４５６ ７２８ ９,０６６ ２１,１１７ ３２,１７６ ４４７ １２,４５６ ２０,１６６
特定取引収支 １,７８４ ０ ― １,７８４ ４,５５８ △１０２ 一 ４,４５５
特定取引収益 １,７８７ ０ ― １,７８７ ４,５５８ △１０２ 一 ４,４５５
特定取引費用 ３ ― ― ３ 一 一 一 一
その他業務収支 △２,１５４ ２,７８５ ２８１ ３４９ １２,１１４ ８ ７４１ １１,３８０
その他業務収益 ２３,６２２ ３,０４５ ２,４６０ ２４,２０７ ２５,５５７ ６６５ ７４１ ２５,４８１
その他業務費用 ２５,７７７ ２６０ ２,１７９ ２３,８５７ １３,４４３ ６５７ 一 １４,１００

（注）１.「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内に本店を有する連結子会社（以下、「国内連結子会社」という）であります。「海外」とは、当行の海外店及び海外に
本店を有する連結子会社（以下、「海外連結子会社」という）であります。

２.「相殺消去額」は、連結会社間の内部取引等によるものであります。
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連結貸借対照表（主要内訳）

平成１３年３月期の財政状態については、総資産は前期比２兆３,９９５億円増加して３１兆１,８７６億円に、総負

債は２兆４,２９０億円増加して２９兆８,２０４億円に、資本勘定は２９３億円減少して１兆３,５８７億円になりました。

預金は前期比５,１８６億円増加して２０兆４,４０１億円となり、譲渡性預金は９,８８７億円増加して２兆９,６４７億円と

なりました。また、貸出金は３４５億円増加して２０兆６,１６３億円となりました。

（単位：億円）

１２年３月期 １３年３月期 前期比増減 単体決算比

現金預け金 １１,８７７ １５,７８６ ３,９０８ ２８
コールローン及び買入手形 １,５３５ ９,０１６ ７,４８１ ２２
買入金銭債権 ４ ２４ ２０ ２４
特定取引資産 ４,３８９ ７,７７６ ３,３８７ ―
金銭の信託 ２,１００ ６００ △ １,４９９ ０
有価証券 ３６,３９１ ４２,３４４ ５,９５３ １８３
貸出金 ２０５,８１７ ２０６,１６３ ３４５ ２,８８９
外国為替 ６５１ ７４０ ８９ △ ０
その他資産 ４,１９８ ６,２１８ ２,０２０ １,４０８
動産不動産 ４,７８３ ４,８４７ ６４ ３２９
繰延税金資産 ３,０３６ ３,２３３ １９６ ２２５
連結調整勘定 ８１ ６８ △ １３ ６８
支払承諾見返 １７,６０１ １９,７７８ ２,１７６ ４,６０５
貸倒引当金 △ ４,５８７ △ ４,７２３ △ １３５ △ ５５７
資産の部合計 ２８７,８８１ ３１１,８７６ ２３,９９５ ９,２２９
預　金 １９９,２１４ ２０４,４０１ ５,１８６ △ ４６
譲渡性預金 １９,７６０ ２９,６４７ ９,８８７ △ １７０
コールマネー及び売渡手形 １２,７８８ １２,７２２ △ ６５ ―
コマーシャル・ペーパー １,２００ ４,２００ ３,０００ ―
特定取引負債 ４０３ ２,１１４ １,７１１ ―
借用金 ８,２３４ ９,０７４ ８４０ △ １,１９７
外国為替 ４７ ８７ ３９ ０
社　債 ３,７０６ ４,４５３ ７４７ ３,４５３
その他負債 ９,１０４ １０,２８５ １,１８０ ２,７０６
退職給与引当金 ２７２ 一 △ ２７２ ―
退職給付引当金 ― ２２８ ２２８ １９
債権売却損失引当金 ６４０ ３７６ △ ２６４ ―
特定債務者支援引当金 ６６ 一 △ ６６ △ ２２０
特別法上の引当金 ０ ０ ― ―
再評価に係る繰延税金負債 ８７２ ８３１ △ ４１ ―
支払承諾 １７,６０１ １９,７７８ ２,１７６ ４,６０５
負債の部合計 ２７３,９１４ ２９８,２０４ ２４,２９０ ９,１５２
少数株主持分 ８６ ８５ △ ０ ８５
資本の部合計 １３,８８１ １３,５８７ △ ２９３ △ ７
負債、少数株主持分及び資本の部合計 ２８７,８８１ ３１１,８７６ ２３,９９５ ９,２２９
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なお、連結ベースでのリスク管理債権は、前年度末に比べ４,９２３億円増加して１兆４,００５億円に、金融再

生法基準での開示債権については、４,８６０億円増加して１兆４,４０４億円になりました。

■開示債権額（連結決算ベース） （単位：億円）

リスク管理債権 リスク管理債権 金融再生法基準 金融再生法基準
１２年３月期 １３年３月期 １２年３月期 １３年３月期

破綻先債権額 ７６５ ８５０ ２,１４２ ２,２５９ 破産更生債権及び
これらに準ずる債権

延滞債権額 ６,４７４ ８,４５４ ５,５６０ ７,４４４ 危険債権
３カ月以上延滞債権額 ８８７ １,２３５
貸出条件緩和債権額 ９５３ ３,４６５

１,８４２ ４,７０１ 要管理債権

合　計 ９,０８１ １４,００５ ９,５４４ １４,４０４ 合　計
貸倒引当金合計 ４,５８７ ４,７２３ ４,５８７ ４,７２３ 貸倒引当金合計
同上による引当率（％） ５０.５ ３３.７ ４８.１ ３２.８ 同上による引当率
貸出金に占める比率（％） ４.４１ ６.７９ ― 一
（注）金融再生法基準での開示債権額については、単位未満四捨五入しております。

国内・海外別資金運用／調達の状況（連結ベース）

（単位：百万円、％）

１３年３月期
国　内 海　外 相殺消去額（△） 合　計

資金運用勘定 平均残高 ２５,５９４,９９２ １,７６２,９４３ ６７２,１２４ ２６,６８５,８１２
利　息 ４９１,８７６ ７５,７６２ １０,８４７ ５５６,７９２
利回り １.９２ ４.２９ 一 ２.０８

うち貸出金 平均残高 １９,６９９,７８９ １,３１７,８２３ ５４７,２５５ ２０,４７０,３５７
利　息 ４１５,６７６ ４７,１３４ １０,５６２ ４５２,２４８
利回り ２.１１ ３.５７ 一 ２.２０

有価証券 平均残高 ４,５４４,３３６ ７３,３９５ ３０,１８１ ４,５８７,５５１
利　息 ４９,０９０ ４,６９５ ２４２ ５３,５４４
利回り １.０８ ６.３９ 一 １.１６

コールローン 平均残高 ５９４,４１５ １３,８２９ 一 ６０８,２４５
及び買入手形 利　息 １,４６３ ９０２ 一 ２,３６５

利回り ０.２４ ６.５２ 一 ０.３８
預け金 平均残高 ７０２,９１１ ３３２,１０１ ９４,６８６ ９４０,３２６

利　息 １８,２６２ ２０,２５６ ４１ ３８,４７７
利回り ２.５９ ６.０９ 一 ４.０９

資金調達勘定 平均残高 ２４,９４２,２３６ １,５２９,６５３ ６７６,８９５ ２５,７９４,９９４
利　息 １２９,２９６ ５６,３８２ １０,６０４ １７５,０７４
利回り ０.５１ ３.６８ 一 ０.６７

うち預金 平均残高 １９,７３８,１７７ ７６７,７０３ ８８,２６５ ２０,４１７,６１４
利　息 ６３,８３７ ４０,１４６ ４１ １０３,９４２
利回り ０.３２ ５.２２ 一 ０.５０

譲渡性預金 平均残高 ２,１２０,７７９ ４０,５７９ ９,３３３ ２,１５２,０２５
利　息 ６,１４８ ２,６７０ 一 ８,８１９
利回り ０.２８ ６.５８ 一 ０.４０

コールマネー 平均残高 １,６４０,１９９ １,２５３ 一 １,６４１,４５３
及び売渡手形 利　息 ６,９２７ ８０ 一 ７,００７

利回り ０.４２ ６.３８ 一 ０.４２
コマーシャル・ 平均残高 ２４９,２１９ 一 一 ２４９,２１９
ペーパー 利　息 ８４２ 一 一 ８４２

利回り ０.３３ 一 一 ０.３３
借用金 平均残高 ９３７,２９３ ３６９,４９７ ５４３,９９９ ７６２,７９０

利　息 ２１,８４４ ５,８５０ １０,５６２ １７,１３１
利回り ２.３３ １.５８ 一 ２.２４

（注）１. 平均残高は、原則として日々の残高の平均に基づいて算出しておりますが、金融業以外の国内連結子会社については、半年毎の残高に基づく平均残高を利用
しております。海外連結子会社の平均残高は、原則として半年毎の残高に基づく平均残高を利用しております。

２.「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内連結子会社であります。「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります。
３.「相殺消去額」は、連結会社間の内部取引等によるものであります。
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資金運用勘定の平均残高（相殺消去前）は、国内で前期比１兆７,６２４億円増加して２５兆５,９４９億円、海外で

前期比６,７３５億円減少して１兆７,６２９億円となりました。また、資金調達勘定の平均残高（相殺消去前）は、国

内で前期比８,９９０億円増加して２４兆９,４２２億円、海外で前期比１,６７０億円減少して１兆５,２９６億円となりま

した。

利回りについては、資金運調利差は１.４０％、預貸金利差は１.７０％となり、うち国内の資金運調利差は

１.４０％、預貸金利差は１.７８％となっています。

（単位：百万円、％）

１２年３月期
国　内 海　外 相殺消去額（△） 合　計

資金運用勘定 平均残高 ２３,８３２,５３６ ２,４３６,５１６ ７６３,７９７ ２５,５０５,２５５
利　息 ５２３,１０４ ７８,６２７ １２,５８２ ５８９,１４８
利回り ２.１９ ３.２２ ― ２.３０

うち貸出金 平均残高 １８,９３２,２９７ ２,２０３,２０１ ５３３,６２４ ２０,６０１,８７４
利　息 ４１３,８１８ ５６,５７３ １１,７０３ ４５８,６８８
利回り ２.１８ ２.５６ ― ２.２２

有価証券 平均残高 ３,９６１,８０２ ７８,７４７ ５１,６５９ ３,９８８,８９０
利　息 ５４,６０１ １,６９４ １５９ ５６,１３６
利回り １.３７ ２.１５ ― １.４０

コールローン 平均残高 ３８４,３２１ ５,９７９ ― ３９０,３０１
及び買入手形 利　息 ４１７ ２７２ ― ６９０

利回り ０.１０ ４.５５ ― ０.１７
預け金 平均残高 ４８０,０５３ １２５,７０４ １７８,４８６ ４２７,２７０

利　息 ７,１９７ ６,３８１ ７１９ １２,８５９
利回り １.４９ ５.０７ ― ３.００

資金調達勘定 平均残高 ２４,０４３,２０５ １,６９６,７３３ ６９９,６２４ ２５,０４０,３１４
利　息 １７４,４２４ ４６,４８９ １２,４２３ ２０８,４９０
利回り ０.７２ ２.７３ ― ０.８３

うち預金 平均残高 １９,６１６,９７９ ９２３,８６５ １６９,６２９ ２０,３７１,２１４
利　息 ５７,１４４ １７,５５１ ６９５ ７４,０００
利回り ０.２９ １.８９ ― ０.３６

譲渡性預金 平均残高 １,７４８,０７４ ２０,９３９ １１,８００ １,７５７,２１４
利　息 ２,５４４ １,２２８ ２３ ３,７４８
利回り ０.１４ ５.８６ ― ０.２１

コールマネー 平均残高 １,３５７,２０９ ８４４ ― １,３５８,０５３
及び売渡手形 利　息 ２,４４５ ４５ ― ２,４９０

利回り ０.１８ ５.３５ ― ０.１８
コマーシャル・ 平均残高 ２３０,１０９ ― ― ２３０,１０９
ペーパー 利　息 ４７７ ― ― ４７７

利回り ０.２０ ― ― ０.２０
借用金 平均残高 ８３６,９９７ ３７９,８２７ ４２９,９２９ ７８６,８９５

利　息 ２１,４９０ １０,６６９ １１,７０３ ２０,４５６
利回り ２.５６ ２.８０ ― ２.５９

（注）１. 平均残高は、原則として日々の残高の平均に基づいて算出しておりますが、金融業以外の国内連結子会社については、半年毎の残高に基づく平均残高を利用
しております。海外連結子会社の平均残高は、原則として半年毎の残高に基づく平均残高を利用しております。

２.「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内連結子会社であります。「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります。
３.「相殺消去額」は、連結会社間の内部取引等によるものであります。
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国内・海外別役務取引の状況（連結ベース）

役務取引等収益は、国内における為替業務等の増収を主因として、前期比１０億円増加して８７４億円とな

りました。一方、役務取引等費用は、前期比９億円減少して２０１億円となりました。

特定取引収益・費用の内訳（連結ベース）

特定取引収益は、国内における特定金融派生商品収益の増収を主因として、前期比２６億円増加して４４億

円となりました。

（単位：百万円）

１２年３月期 １３年３月期
相殺消去額 相殺消去額国　内 海　外 （△） 合　計 国　内 海　外 （△） 合　計

役務取引等収益 ９４,５４９ １,０３０ ９,１２６ ８６,４５３ １００,８８３ １,１６０ １４,５７８ ８７,４６５
うち預金・貸出業務 １４,３３４ ２７４ ― １４,６０９ １４,７６５ ２８６ 一 １５,０５１
うち為替業務 ２５,６０１ ３１３ ２１ ２５,８９３ ２７,４９２ ３３８ ７３ ２７,７５８
うち証券関連業務 ４,１４４ １１ ― ４,１５６ ３,７７１ １０ ３８ ３,７４３
うち代理業務 ３,９７６ ― ― ３,９７６ ３,５４１ 一 一 ３,５４１
うち保護預り・貸金庫業務 ２,４５９ ― ― ２,４５９ ２,３８４ 一 一 ２,３８４
うち保証業務 ２３,１９１ ３３４ ８,１６６ １５,３５８ ２４,４５４ ２７０ ９,４２０ １５,３０４
役務取引等費用 ２９,４５６ ７２８ ９,０６６ ２１,１１７ ３２,１５７ ４６６ １２,４５６ ２０,１６６
うち為替業務 ４,９８７ ４ ０ ４,９９２ ５,１４２ ２４ ７２ ５,０９３

（注）１.「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内連結子会社であります。
「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります。
２.「相殺消去額」は、連結会社間の内部取引等によるものであります。

（単位：百万円）

１２年３月期 １３年３月期
相殺消去額 相殺消去額国　内 海　外 （△） 合　計 国　内 海　外 （△） 合　計

特定取引収益 １,７８７ ０ ― １,７８７ ４,５５８ △１０２ 一 ４,４５５
うち商品有価証券収益 ４５８ ― ― ４５８ ３９２ 一 一 ３９２
うち特定取引有価証券収益 ― ― ― ― ２ 一 一 ２
うち特定金融派生商品収益 ５２７ ０ ― ５２７ ２,７９０ △１０２ 一 ２,６８８
うちその他の特定取引収益 ８０１ ― ― ８０１ １,３７３ 一 一 １,３７３
特定取引費用 ３ ― ― ３ 一 一 一 一
（注）「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内連結子会社であります。

「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります。
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特定取引資産・負債の内訳（末残、連結ベース）

特定取引資産は、国内におけるその他の特定取引資産の増加などにより、前期比３,３８７億円増加して

７,７７６億円となりました。一方、特定取引負債は、国内の特定金融派生商品を中心に、前期比１,７１１億円増

加して２,１１４億円となりました。

預金の種類別残高（末残、連結ベース）

（単位：百万円）

１２年３月期 １３年３月期
相殺消去額 相殺消去額国　内 海　外 （△） 合　計 国　内 海　外 （△） 合　計

特定取引資産 ４３５,４５０ ３,５１２ ― ４３８,９６２ ７７２,０９４ ５,５９２ 一 ７７７,６８６
うち商品有価証券 １２,２９９ ― ― １２,２９９ ２２,１３７ 一 一 ２２,１３７
うち特定金融派生商品 ３３,６３２ ３,５１２ ― ３７,１４４ １８２,１５１ ５,５９２ 一 １８７,７４４
うちその他の特定取引資産 ３８９,５１８ ― ― ３８９,５１８ ５６７,８０５ 一 一 ５６７,８０５
特定取引負債 ３７,４２９ ２,８８０ ― ４０,３１０ ２０６,４１２ ５,０８４ 一 ２１１,４９６
うち売付商品債券 ４,００８ ― ― ４,００８ ２６,５８７ 一 一 ２６,５８７
うち商品有価証券派生商品 １７ ― ― １７ １３ 一 一 １３
うち特定金融派生商品 ３３,４０２ ２,８８０ ― ３６,２８３ １７９,８１１ ５,０８４ 一 １８４,８９５

（注）「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内連結子会社であります。
「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります。

（単位：百万円）

１２年３月期 １３年３月期
相殺消去額 相殺消去額国　内 海　外 （△） 合　計 国　内 海　外 （△） 合　計

流動性預金 ７,３１６,１３８ ３１,２７９ ２３２,７５７ ７,１１４,６６０ ７,９４６,８２７ ４９,９１４ １２,６３９ ７,９８４,１０２
定期性預金 １１,５１５,２１７ ６１０,５４１ ２,８８９ １２,１２２,８６９ １０,９１７,０１７ ７３１,３７３ ９１８ １１,６４７,４７３
その他 ６７２,９０６ １１,０２８ ― ６８３,９３５ ８０８,５５６ ３０ 一 ８０８,５８７
合　計 １９,５０４,２６１ ６５２,８４９ ２３５,６４６ １９,９２１,４６５ １９,６７２,４０１ ７８１,３１９ １３,５５７ ２０,４４０,１６３

譲渡性預金 １,９６０,４６０ ２６,６３１ １１,０００ １,９７６,０９１ ２,９１３,５００ ６８,２９５ １７,０００ ２,９６４,７９５
総合計 ２１,４６４,７２１ ６７９,４８１ ２４６,６４６ ２１,８９７,５５６ ２２,５８５,９０１ ８４９,６１４ ３０,５５７ ２３,４０４,９５８
（注）１.流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

２.定期性預金＝定期預金＋定期積金
３.「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内連結子会社であります。
「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります。
４.「相殺消去額」は、連結会社間の内部取引等によるものであります。

預

金
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（単位：百万円、％）

１２年３月期 １３年３月期

国内（除く特別国際金融取引勘定分） １９,６０７,４３４（１００.００） ２０,０２６,２７３（１００.００）

製造業 ２,６１２,０６２（ １３.３２） ２,６９６,２８１（ １３.４６）

農　業 １７,８７４（ ０.０９） ２１,０８０（ ０.１０）

林　業 １,７４１（ ０.０１） １,２３６（ ０.０１）

漁　業 ２,１３１（ ０.０１） １,７１４（ ０.０１）

鉱　業 ２５,７３４（ ０.１３） ２６,０１０（ ０.１３）

建設業 １,１２６,３６６（ ５.７４） １,１０６,０１９（ ５.５２）

電気・ガス・熱供給・水道業 ９３,１２７（ ０.４８） ８３,４１７（ ０.４２）

運輸・通信業 ５２９,５２３（ ２.７０） ６１２,８４７（ ３.０６）

卸売・小売業、飲食店 ２,７６７,５２７（ １４.１２） ２,７８１,９８１（ １３.８９）

金融・保険業 １,０３９,８２２（ ５.３０） ９４５,８０６（ ４.７２）

不動産業 ２,２４１,２６６（ １１.４３） ２,２１０,４３３（ １１.０４）

サービス業 １,８８５,０４８（ ９.６１） ２,０４９,８２４（ １０.２４）

地方公共団体 ４２８,９７６（ ２.１９） ３９５,０６７（ １.９７）

その他 ６,８３６,２３３（ ３４.８７） ７,０９４,５５１（ ３５.４３）

海外及び特別国際金融取引勘定分 １,１１０,８０９（１００.００） ７７４,９１７（１００.００）

政府等 １８,３９９（ １.６６） １９,２３５（ ２.４８）

金融機関 ９７,３４６（ ８.７６） ５９,８７３（ ７.７３）

その他 ９９５,０６３（ ８９.５８） ６９５,８０７（ ８９.７９）

相殺消去額（△） １３６,５０９ １８４,８６２
合　計 ２０,５８１,７３４ ２０,６１６,３２８
（注）１.「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内連結子会社であります。

「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります。
２.「相殺消去額」は、連結会社間の内部取引等によるものであります。

（単位：百万円）

１２年３月期 １３年３月期

外国政府等向け債権残高 インドネシア ２２,６６３ インドネシア ２４,３３５
ブラジル ８４ アルジェリア ５
ブルガリア １４
アルゼンチン ９
アルジェリア ５

合　計 ２２,７７７ ２４,３４０
（資産の総額に対する割合） （０.０７％） （０.０７％）
（注）日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号に規定する特定海外債権引当勘定を計上している国の外国政府等の債権残高を掲げております。

（単位：百万円）

１２年３月期 １３年３月期
相殺消去額 相殺消去額国　内 海　外 （△） 合　計 国　内 海　外 （△） 合　計

国　債 ７３３,６７３ ― ― ７３３,６７３ １,４９８,８７５ 一 一 １,４９８,８７５
地方債 ２７４,０３２ ― ― ２７４,０３２ ２４６,２８９ 一 一 ２４６,２８９
社　債 ３５９,１７５ ― ― ３５９,１７５ ３８９,３３０ 一 一 ３８９,３３０
株　式 ２,１２６,９５１ ― ２４,８１２ ２,１０２,１３８ １,８３２,７１５ 一 ２０,０８３ １,８１２,６３２
その他の証券 １０８,６８７ ６４,４６５ ３,０５８ １７０,０９３ ２１０,３９９ ８４,７５３ ７,８６６ ２８７,２８６
合　計 ３,６０２,５１９ ６４,４６５ ２７,８７１ ３,６３９,１１２ ４,１７７,６１１ ８４,７５３ ２７,９４９ ４,２３４,４１４

（注）１.「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内連結子会社であります。
「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります。
２.「その他の証券」には、外国債券及び外国株式を含んでおります。
３.「相殺消去額」は、連結会社間の内部取引等によるものであります。

有

価

証

券

有価証券残高（末残、連結ベース）

外国政府等向け債権残高（国別、連結ベース）

業種別貸出金（連結ベース）
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あ さ ひ 銀 行 グ ル ー プ の 概 況

●あさひ銀行グループの事業系統図

あさひ銀行グループは、銀行業務を中心に、信託業務、リース業務など、多彩な金融サービスを提供しています。

（株）あさひ銀行

銀 行 業 務

そ の 他 の 業 務

☆は連結子会社、◯は持分法適用関連会社

〈親　会　社〉 株式会社あさひ銀行

国　内　　　本支店３１８、出張所１９、代理店２
海　外　　　支店８、出張所１、駐在員事務所８

〈主な関係会社〉

（海　外） ☆加州あさひ銀行（一般商業銀行業務）

（Asahi Bank of California）

〈主な関係会社〉

（国　内） ☆あさひ信託銀行株式会社 （信託・銀行業務）

☆あさひ債権回収株式会社 （債権管理回収業務）

☆あさひ銀事業投資株式会社 （ベンチャーキャピタル業務）

☆共同抵当証券株式会社 （抵当証券業務）

☆あさひ銀リテールファイナンス株式会社 （ファイナンス業務）

☆あさひ銀ファイナンスサービス株式会社 （ファクタリング業務）

☆あさひ東京投信株式会社 （投信委託・投資顧問業務）

☆あさひカード株式会社 （クレジットカード業務）

☆あさひ銀保証株式会社 （ローン保証業務）

☆あさひ銀総合システム株式会社 （情報処理サービス業務）

☆株式会社あさひ銀総合研究所 （コンサルティング業務）

◯あさひ銀リース株式会社 （総合リース業務）

◯昭和リース株式会社 （総合リース業務）

（海　外） ☆あさひファイナンス（ケイマン） （金融業務）

（Asahi Finance (Cayman) Ltd.）
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■連結子会社および関連会社 （平成１３年３月末現在）

（注）１. 上記のほか、平成１３年４月１日付けで千代田証券㈱と山文証券㈱が合併して発足した、あさひリテール証券㈱（資本金４,７２７百万円）が、新たに当行の関連会社となっております。
２. 平成１３年４月～７月に住所変更している箇所につきましては、新住所にて表記しております。

連

結

子

会

社

関
連
会
社

あさひ信託銀行㈱ さいたま市高砂２-６-５ １０,０００ 信託業務 平成８年３月６日 １００.００ ０.００

あさひ債権回収㈱ 千代田区九段南１-５-６ ５００ 債権管理回収業務 平成１２年１０月２５日 １００.００ ０.００

あさひ総合管理㈱ 中央区京橋３-１-３ ３００
担保不動産の競落および

平成７年１月１２日 １００.００ ０.００
保有・管理・売却

あさひ銀ソフトウェア㈱ さいたま市北浦和４-５-５ ８０ ソフトウェア開発業務 昭和５８年１０月１日 １００.００ ０.００

あさひ銀キャリアサービス㈱ 千代田区神田駿河台２-１-９ ６０ 人材派遣業務 昭和６２年１０月２日 １００.００ ０.００

あさひ銀総合サービス㈱ 板橋区板橋３-１-１ ５０
福利厚生業務・

昭和４８年５月７日 １００.００ ０.００
物品調達管理業務

あさひ銀ビルディング㈱ 千代田区大手町１-１-２ ５０ 不動産賃貸管理業務 昭和６３年３月５日 １００.００ ０.００

あさひ銀ビジネスサービス㈱ さいたま市浦和仲町１-４-１０ ３０
現金精査・ＡＴＭ管理・メール・

昭和５５年４月３日 １００.００ ０.００
印刷などの事務代行業務

あさひ銀事務サービス㈱ 中央区京橋３-７-８ ３０
事務センターなどの

昭和５５年７月２５日 １００.００ ０.００
一般事務代行業務

あさひ銀プロパティ㈱ 港区芝大門１-１４-６ １０ 不動産担保調査・管理業務 昭和５９年８月１日 １００.００ ０.００

あさひ銀ローンビジネス㈱ さいたま市浦和仲町１-４-１０ １０ ローン関連事務代行業務 平成７年７月６日 １００.００ ０.００

あさひ銀ビル管理㈱ 目黒区上目黒３-２-３ １０ ビル清掃・管理業務 昭和５４年９月２０日 １００.００ ０.００

あさひ銀事業投資㈱ 中央区京橋１-３-１ ４,４５０ ベンチャーキャピタル業務 昭和６３年３月２９日 ４８.２５ ２６.７９

共同抵当証券㈱ 中央区日本橋本町２-１-７ ２,４００ 抵当証券業務 昭和５９年２月９日 ４１.１１ ０.００

あさひ銀リテールファイナンス㈱ 豊島区南池袋１-２１-５ ２００ ファイナンス業務 昭和５４年７月５日 ３９.５０ ６０.５０

あさひ銀ファイナンスサービス㈱ 中央区日本橋茅場町１-１０-５ ２００ ファクタリング業務 昭和５３年１０月２５日 ３９.００ ６１.００

あさひ東京投信㈱ 中央区日本橋室町３-２-１５ ７８０
投資信託委託業務・

昭和６２年１１月１８日 ２６.６９ ２７.０６
投資顧問業務

あさひカード㈱ 中央区日本橋室町１-２-６ ２００ クレジットカード業務 昭和５８年２月１２日 ５.００ ６２.５０

あさひ銀保証㈱ さいたま市常盤１０-１３-１０ ３００ ローン保証業務 昭和５０年５月８日 ５.００ ４２.２７

あさひ銀総合システム㈱
港区南青山３-１０-４３

６５０ 情報処理サービス業務 昭和４６年７月１日 ５.００ ３５.２５
（登記上：さいたま市針ケ谷４-２-２０）

㈱あさひ銀総合研究所 中央区京橋１-３-１ ４００ コンサルティング業務 昭和６１年１０月１日 ５.００ ５８.７５

あさひ銀リース㈱ 中央区日本橋小網町１３-７ ７１０ 総合リース業務 昭和５１年４月２日 ５.００ １３.３８

昭和リース㈱ 新宿区四谷３-１２ ７,１９９ 総合リース業務 昭和４４年４月２日 ５.００ ９.２４
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（単位：百万円）

９年３月期 １０年３月期 １１年３月期 １２年３月期 １３年３月期

経常収益 １,２２２,４６８ １,０１７,４１８ ８９８,８８５ １,０８３,０３８ ８７２,０１７
業務純益 １５２,６５６ １５６,４０１ ８３,８８３ １５５,４０８ １６６,７５７
経常利益 ２４,４５０ △ １８９,８４１ △ ４０７,５００ ８８,０９１ △ １３,１１２
当期純利益 ２１,４４１ △ １８３,９８７ △ ２２０,０１４ ３１,５５８ △ ９,８４１
貸出金残高 ２１,４９８,６７９ ２０,９６６,３４７ ２０,８４３,５０９ ２０,５４７,４２５ ２０,３２７,３５５
預金残高 ２１,０４３,５９６ ２０,４３４,０５３ １９,９１６,６０９ ２０,１４６,２６３ ２０,４４４,８１１
有価証券残高 ３,５６７,４３３ ３,８８７,４４４ ３,９５０,８９４ ３,６１９,９１２ ４,２１６,０３２
資本金 ２８２,８４５ ３３２,８４５ ６０５,２８７ ６０５,３５６ ６０５,３５６
純資産額 ８５４,２５４ ７５３,７５５ １,３７２,４４８ １,３９０,４１３ １,３５９,４９４
総資産額 ２９,７８８,６６８ ２９,２６７,３３０ ２８,６３７,３７９ ２８,１０２,６７６ ３０,２６４,７１９
１株当たり純資産額 （円） ３６７.７１ ２８１.４１ ３４１.７７ ３４８.７６ ３３８.２２

普通株式 ６.００ 普通株式 ６.００ 普通株式 ６.００ 普通株式 ３.００

１株当たり配当額 （円） ７.００ 第１回優先株式 １０.００ 第１回優先株式 １０.００ 第１回優先株式 １０.００
第１回優先株式 第１回第２種優先株式 ０.０４ 第１回第２種優先株式 １４.３８ 第１回第２種優先株式 １４.３８

１０.００ 第２回第２種優先株式 ０.０６ 第２回第２種優先株式 １８.５０ 第２回第２種優先株式 １８.５０
（普通株式 ３.５０） （普通株式 ３.５０） （普通株式 ３.００） （普通株式 ３.００）

（第１回優先株式 ５.００）（第１回優先株式 ５.００）（第１回優先株式 ５.００）
（うち１株当たり中間配当額）（円） （３.５０） （第１回優先株式５.００）（第１回第２種優先株式 ―）（第１回第２種優先株式 ７.１９）（第１回第２種優先株式 ７.１９）

（第２回第２種優先株式 ―）（第２回第２種優先株式 ９.２５）（第２回第２種優先株式 ９.２５）
１株当たり当期純利益 （円） ９.２３ △ ７９.４１ △ ９１.９１ ９.４５ △ ５.２４
配当性向 （％） ７５.８４ ― ― ６３.５５ 一
従業員数 （人） １３,０７２ １２,６８８ １２,５９４ １０,４４８ ９,９６７
単体自己資本比率（国際統一基準）（％） ― ― １２.０１ １１.９７ １１.４１
（注）１. １株当たり純資産額は、期末純資産額から「期末発行済優先株式数×発行価額」を控除した金額を、期末発行済普通株式数で除して算出しております。

２. １株当たり当期純利益（又は当期純損失）は、当期純利益（又は当期純損失）から当期の優先株式配当金総額を控除した金額を、期中平均発行済普通株式数で除して算出しております。
３. 配当性向については、１０年３月期、１１年３月期及び１３年３月期は、当期純損失が計上されているため、記載しておりません。
４. 従業員数については、１１年３月期までは当行から他社への出向者を含め、他社から当行への出向者及び海外の現地採用者を除いておりましたが、１２年３月期からは当行から他社への出向
者は除き、他社から当行への出向者及び海外の現地採用者を含めております。

５. 金融システム改革のための関係法律の整備等に関する法律の施行により銀行法第１４条の２が改正されたことに伴い、１１年３月期より単体自己資本比率を算出しております。

■利益総括表 （単位：億円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期 前期比増減 増減率

資金利益 ３,５５６ ３,７２７ ３,７４０ １３ ０.３％
役務取引等利益 ３１０ ３０５ ３３５ ２９ ９.７％
特定取引利益 １７ １７ ４４ ２６ １４９.６％
その他業務利益 ２１１ ２７ １２２ ９４ ３４０.７％
業務粗利益 ４,０９６ ４,０７８ ４,２４２ １６４ ４.０％
経費（除く臨時経費）（△） ２,５２５ ２,５０８ ２,５５６ ４７ １.９％
業務純益（一般貸倒引当金繰入前） １,５７０ １,５７０ １,６８６ １１６ ７.４％
一般貸倒引当金繰入額（△） ７３２ １６ １９ ３ １８.７％
業務純益 ８３８ １,５５４ １,６６７ １１３ ７.３％
臨時損益 △ ４,９１３ △ ６７３ △ １,７９８ △ １,１２５ ―
経常利益（△は経常損失） △ ４,０７５ ８８０ △ １３１ △ １,０１２ △ １１４.８％
特別損益 ３２５ △ ６３ △ ７３ △ ９ ―
法人税、住民税及び事業税（△） ２４ ２１ １０３ ８１ ３７６.５％
法人税等調整額（△） △ １,５７３ ４７９ △ ２０９ △ ６８９ ―
当期純利益（△は当期純損失） △ ２,２００ ３１５ △ ９８ △ ４１４ △ １３１.１％

単 体 決 算

主な経営指標（単体）

収益状況
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■資金利益（国内業務部門） （単位：億円）

平均残高 利　息 利回り
１２年３月期 １３年３月期 １２年３月期 １３年３月期 １２年３月期 １３年３月期

資金運用勘定 ２３２,８４２ ２４３,０２９ ４,６７３ ４,４９７ ２.００％ １.８５％
うち貸出金 １８６,２１６ １９１,２９６ ３,９９８ ４,００２ ２.１４％ ２.０９％
有価証券 ３８,５４２ ４４,４６５ ５１１ ４７０ １.３２％ １.０５％
円資金の国際業務部門への運用 ３,４２７ １,２２９ ９ ３ ０.２８％ ０.２８％

資金調達勘定 ２２７,８１０ ２３５,４４８ １,０９０ ９１６ ０.４７％ ０.３８％
うち預金 １８７,５９８ １８８,９６０ ４１２ ３８１ ０.２１％ ０.２０％
譲渡性預金 １７,４８０ ２１,２０７ ２５ ６１ ０.１４％ ０.２８％
外部負債 ２１,０３９ ２３,０８１ ２１６ ２２９ １.０２％ ０.９９％

資金利益 ３,５８３ ３,５８０
預貸金利回り差 （＝貸出金利回り－預金利回り） １.９３％ １.８９％
資金運用調達利回り差 （＝資金運用利回り－資金調達利回り） １.５２％ １.４６％
総資金利鞘 （＝資金運用利回り－資金調達原価） ０.５１％ ０.４５％
（注）外部負債＝コールマネー＋売渡手形＋借用金

平成１２年度決算においては、役務取引等利益の増加や債券関係損益の改善などを主因として業務粗利

益が増加したことから、一般貸倒引当金繰入前の業務純益は、前期比１１６億円増加して１,６８６億円となりま

した。しかしながら、不良債権の最終処理を視野に入れ償却・引当の一層の充実を図るとともに、金融商

品会計基準や退職給付会計基準の導入など会計の透明性向上に前向きに対応した結果、経常損失は１３１

億１２百万円、当期純損失は９８億４１百万円となりました。

業務純益

平成１２年度の業務純益は、前期比１１３億円(７.３％)と大幅に増加して１,６６７億円となりました。一般貸倒

引当金繰入前の業務純益についても、前期比１１６億円(７.４％)増加して１,６８６億円となりました。その内訳

をみると、資金利益が前期比１３億円(０.３％)の増加、役務取引等利益が２９億円(９.７％)の増加、特定取引利

益が２６億円(１４９.６％)の増加、債券関係損益や外為売買益などのその他業務利益が９４億円(３４０.７％)の増

加となっています。また、経費については、前期比４７億円(１.９％)の増加となりました。

業務粗利益については、全行で前期比１６４億円(４.０％)増加して４,２４２億円となりました。これを部門別

にみると、国内業務部門では、役務取引等利益の増加や債券関係損益の改善により、前期比１２５億円(３.２％)

増加して３,９６７億円となり、国際業務部門では、前期比３９億円(１６.５％)増加して２７５億円となりました。

資金利益

全行の資金利益は、前期比１３億円(０.３％)増加して３,７４０億円となりました。

■部門別粗利益 （単位：億円）

国内業務部門 国際業務部門
１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期 前期比増減 増減率 １１年３月期 １２年３月期 １３年３月期 前期比増減 増減率

資金利益 ３,３６０ ３,５８３ ３,５８０ △ ２ △ ０.０％ １９６ １４３ １６０ １６ １１.１％
役務取引等利益 ２８５ ２８５ ３１５ ２９ １０.３％ ２４ ２０ ２０ ０ １.０％
特定取引利益 １５ １５ ２１ ６ ４１.９％ ２ ２ ２３ ２０ ７３５.９％
その他業務利益 １０１ △ ４１ ５０ ９１ ２２１.２％ １０９ ６９ ７１ ２ ３.５％
業務粗利益 ３,７６３ ３,８４２ ３,９６７ １２５ ３.２％ ３３２ ２３６ ２７５ ３９ １６.５％
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■資金利鞘などの推移（国内業務部門） （単位：％）

１０年３月期 １１年３月期 １２年３月期 １３年３月期

貸出金利回り ２.３５ ２.２５ ２.１４ ２.０９
預金利回り ０.４７ ０.３８ ０.２１ ０.２０
預貸金利回り差 １.８８ １.８７ １.９３ １.８９
資金運用利回り ２.２０ ２.１１ ２.００ １.８５
資金調達利回り ０.７６ ０.６６ ０.４７ ０.３８
資金運用調達利回り差 １.４４ １.４５ １.５２ １.４６
総資金利鞘 ０.３５ ０.４１ ０.５１ ０.４５

■資金利益（国際業務部門） （単位：億円）

平均残高 利　息 利回り
１２年３月期 １３年３月期 １２年３月期 １３年３月期 １２年３月期 １３年３月期

資金運用勘定 ２５,０１３ ２２,０４０ １,１３１ ９８１ ４.５２％ ４.４５％
うち貸出金 １９,３７０ １０,５３１ ５１１ ４３８ ２.６４％ ４.１６％
有価証券 １,３６５ １,２３９ ４１ ６０ ３.０５％ ４.８５％
預け金 ３,２４７ ９,３７３ １２０ ３８２ ３.７２％ ４.０８％

資金調達勘定 ２５,１８０ ２１,７９７ ９８７ ８２１ ３.９２％ ３.７６％
うち預金 １７,６５０ １６,０１２ ３２７ ６５４ １.８５％ ４.０８％
譲渡性預金 ２０９ ４０５ １２ ２６ ５.８６％ ６.５８％
外部負債 ３,８４６ ４,１０４ １１０ ８６ ２.８６％ ２.１１％
円資金の国内業務部門からの調達 ３,４２７ １,２２９ ９ ３ ０.２８％ ０.２８％

資金利益 １４３ １６０
資金運用調達利回り差 （＝資金運用利回り－資金調達利回り） ０.６０％ ０.６８％
総資金利鞘 （＝資金運用利回り－資金調達原価） △ ０.１７％ △ ０.１９％
（注）外部負債＝コールマネー＋売渡手形＋借用金

このうち、国内業務部門における資金利益は、前期比２億円(０.０７％)減少して３,５８０億円となりました。

これは、金融商品会計基準適用にともなう償却原価法採用による影響が３６億円の減少要因となっている

ことによるものであり、これを除けば、住宅ローンを主体とした資金量の増加により、前期比３４億円の増

加ということになります。

また、資金運用勘定における平均残高は、前期に引き続き円資金の国際業務部門への運用は減少しまし

たが、リテール分野に注力した結果、住宅ローンを主体に貸出金が増加し、さらに有価証券中の国債が大

幅に増加したために、全体では１兆円を超える増加となりました。利回りについては、貸出金で０.０５％低

下したほか、国債の利回り低下により有価証券で０.２７％低下し、資金運用勘定全体では０.１５％低下しまし

た。以上の結果、資金運用収益としては、前期比１７６億円(３.７％)の減少となりました。

一方、資金調達勘定における平均残高は、譲渡性預金及びコールマネーが大幅に増加し、また預金も流

動性預金を主体に個人預金・法人預金とも増加したため、全体で７,６００億円強もの増加となりました。利回

りについては、預金が０.０１％低下したのをはじめ、外部負債利回りが０.０３％低下したため、資金調達勘定

全体でも０.０９％低下となり、これらの結果、資金調達費用は、前期比１７４億円(１５.９％)の減少となりま

した。

利鞘の状況をみると、預貸金利回り差は０.０４％、資金運用調達利回り差は０.０６％それぞれ前期比縮小し

ており、経費を加味した後の総資金利鞘でも０.０６％縮小し、０.４５％となりました。

国際業務部門における資金利益は、前期比１６億円(１１.１％)増加して１６０億円となりました。これは、金

利スワップ収支が改善したことや、金融商品会計基準適用にともなう償却原価法採用などの影響による

ものです。
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■債券関係損益など（全行） （単位：億円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期

国債等債券関係損益 １３１ △１７ ４０
（うち売却損益） ９７ △３４ ４１
（うち償還損益） ３７ １７ 一
（うち償却） △ ２ △ ０ △ ０
債券（国債・地方債・社債）利回り ２.６６％ １.９０％ １.１０％
債券含み損益 ２７３ ９９ １８２

役務取引等利益

役務取引等利益は、前期比２９億円(９.７％)増加して３３５億円となりました。

このうち、国内業務部門では、内国為替手数料や投資信託関連手数料などの増加により、前期比２９億円

増加して３１５億円となりました。また、国際業務部門では、ほぼ前期なみの２０億円となっています。

特定取引利益

特定取引利益は、前期比２６億円(１４９.６％)増加して４４億円となりました。

国内業務部門では、その他の特定取引収益の増加などにより、前期比６億円増加の２１億円となりました。ま

た、国際業務部門では、特定金融派生商品収益の増加などにより、前期比２０億円増加の２３億円となりました。

その他業務利益

その他業務利益は、前期比９４億円(３４０.７％)増加して１２２億円となりました。

このうち、債券関係損益は、平成１３年３月期より金融商品会計基準適用にともない償却原価法を採用し

ているため、単純に比較できませんが、機動的な債券運用を行った結果、売買損益が改善して４０億円を計

上しました。さらに、債券ポートフォリオをみても１８２億円の含み益を有しています。

また、外国為替売買益については、前期比３１億円増加して７６億円となりました。

■役務取引等利益 （単位：億円）

国内業務部門 国際業務部門
１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期 １１年３月期 １２年３月期 １３年３月期

為替手数料 １８７ １８９ ２０５ ２０ １９ ２２
その他手数料等 ９８ ９６ １０９ ４ ０ △ １
役務取引等利益 ２８５ ２８５ ３１５ ２４ ２０ ２０

■その他業務利益 （単位：億円）

国内業務部門 国際業務部門
１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期 １１年３月期 １２年３月期 １３年３月期

国債等債券関係損益 １０２ △ ４１ ４７ ２９ ２４ △ ６
外国為替売買益 ― ― 一 ８０ ４４ ７６
その他 ― ― ３ ― ― １
その他業務利益 １０１ △ ４１ ５０ １０９ ６９ ７１

■特定取引利益 （単位：億円）

国内業務部門 国際業務部門
１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期 １１年３月期 １２年３月期 １３年３月期

商品有価証券利益 １ ４ ３ △ ０ ０ ０
特定取引有価証券利益 ― △ ０ ０ ― △ ０ ０
特定金融派生商品利益 １ ２ ３ ２ ２ ２３
その他の特定取引利益 １２ ８ １３ ― ― 一
特定取引利益 １５ １５ ２１ ２ ２ ２３
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■臨時損益 （単位：億円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期 前期比増減 増減率

株式等売却益 １,３４５ ４,１０２ １,９７４ △ ２,１２７ △ ５１.８％
株式等売却損（△） １８０ １,６０７ ２２ △ １,５８５ △ ９８.５％
株式等償却（△） １１８ ９６５ ７９ △ ８８６ △ ９１.７％
株式等関係損益 １,０４５ １,５２８ １,８７２ ３４３ ２２.４％
不良債権処理額（△） ５,７８８ ２,０２７ ３,２７６ １,２４８ ６１.５％
東京都の外形標準事業税（△） ― ― ４３ ４３ ―
退職給付会計導入変更時差異処理（△） ― ― ５８５ ５８５ ―
退職給付信託設定益 ― ― ２１１ ２１１ ―
その他臨時損益 △ １７１ △ １７４ ２２ １９６ １１２.８％
臨時損益 △ ４,９１３ △ ６７３ △ １,７９８ △ １,１２５ △１６７.１％

経費

経費については、店舗統廃合など引き続き経営の効率化を推進し、経常的経費の削減を図りましたが、

退職給付会計基準適用にともなう退職給付費用の増加やシステム関連投資の強化等により、前期比４７億円

(１.９％)増加して２,５５６億円となりました。また、業務粗利益に対する経費の割合は、６０.２％となりました。

内訳をみると、人件費については、期末従業員数（在籍人員ベース）が３０７人減少したことなどにより給

与・賞与等は減少しましたが、会計基準変更にともない退職給付費用が増加したため、前期比１億円の増加

となりました。物件費については、店舗統廃合や物件費見直しによる削減効果は表れているものの、リテー

ル業務向けを中心としたシステム関連投資の増強などにより、減価償却費や土地建物機械賃借料が増加し

たため、前期比４８億円の増加となりました。また、税金は固定資産税の減少等により、前期比１億円の減少

となりました。

一般貸倒引当金

一般貸倒引当金については、資産の自己査定結果に基づき、正常先債権・要注意先債権に対してそれぞ

れ必要額を計上しています。計上必要額については、潜在的リスクの度合いに応じて細分化したうえで合

理的に算定した予想損失率に基づき算出しています。その結果、当期については１９億円の積み増しとなり

ました。

臨時損益

■経　費 （単位：億円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期 前期比増減 増減率

人件費 １,１２７ １,０８７ １,０８９ １ ０.１％
物件費 １,２４３ １,２７０ １,３１９ ４８ ３.７％
うち減価償却費 １９１ ２２３ ２３６ １３ ５.９％
土地建物機械賃借料 ２４０ ２４８ ２６９ ２１ ８.６％
預金保険料 １３６ １３９ １４５ ５ ３.７％
その他 ６７４ ６５９ ６６７ ８ １.２％

税　金 １５４ １４９ １４８ △ １ △ １.０％
経　費 ２,５２５ ２,５０８ ２,５５６ ４７ １.９％
業務粗利益に対する比率 ６１.６％ ６１.５％ ６０.２％ △ １.３％
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■不良債権処理額 （単位：億円）

処理額の内訳 １３年３月期 内　容
貸出金償却 １,１４８ 回収不能債権の簿価減額（直接償却）
個別貸倒引当金繰入額 １,３４２ 破綻懸念先の無保全部分への引当など
共同債権買取機構への売却損 １１５ 売却済物件にかかる確定損
債権売却損失引当金繰入額 １２１ 売却済物件にかかる確定損に備えた引当
債権放棄 ２８８ お取引先への支援
特定債務者支援引当金繰入額 ２２０ お取引先への支援に備えた引当
延滞債権売却損等 ２９ 延滞債権などの一括売却による最終処理
海外民間向等債権売却損 １５ 海外債権の市場売却による最終処理
特定海外債権引当勘定繰入額 △　　４ アジア向け債権に対する引当
不良債権処理額（臨時損益段階） ３,２７６
一般貸倒引当金繰入額 １９
不良債権処理額　合計 ３,２９５

臨時損益は、財務の健全性をより確かなものとするために自己査定の運用を厳格化したことなどにとも

ない、不良債権処理額が大幅に増加したことにより、損失額が１,１２５億円増加して１,７９８億円となりました。

株式関係損益については、前期比３４３億円増加して１,８７２億円となりました。このうち、株式等売却益は、

株式市況の低迷にともなう株価下落の影響もありましたが、資産再構築の観点から、投資株式の売却を推

進した結果、１,９７４億円を、株式等売却損は２２億円を、株式等償却は７９億円を計上しました。

次に、不良債権処理額については、最終処理に向けて従来以上に厳格な対応を行い、財務の健全性をよ

り確かなものとすることが重要な課題であるとの認識のもと、景況低迷にともなう一部お取引先の業況悪

化が予想以上に進んだことや担保価値の下落に対応し、自己査定に基づく償却・引当の一層の充実や関係

会社の不良債権の抜本的処理への対応を行ったことなどから、前期比１,２４８億円増加して３,２７６億円とな

りました。

このほか、当期においては、退職給付会計基準適用にともなう会計基準変更時差異の費用処理額５８５億

円、退職給付信託設定益２１１億円、および外形標準課税による東京都事業税４３億円などが計上されてい

ます。

経常利益（経常損失）・当期純利益（当期純損失）

業務純益１,６６７億円から、以上の臨時損益△１,７９８億円を差し引き、１３１億円の経常損失の計上となりま

した。

また、特別損益は、不動産処分損の増加により、損失額が前期比９億円増加して７３億円の損失となりま

した。

さらに、法人税、住民税及び事業税は１０３億円となっていますが、一方で、税効果会計にともなう法人税

等調整額を△２０９億円計上しています。

以上の結果、当期純損失は９８億円となりました。
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■資産・負債・資本 （単位：億円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期 前期比増減 増減率
（平成１１年３月３１日現在） （平成１２年３月３１日現在） （平成１３年３月３１日現在）

現金預け金 ８,１５１ １１,８１３ １５,７５８ ３,９４４ ３３.３％
コールローン １,０４７ １,５１５ ９７８ △ ５３７ △ ３５.４％
買入手形 ― ― ８,０１６ ８,０１６ ―
買入金銭債権 ― ４ 一 △ ４ △１００.０％
特定取引資産 ２,８３０ ４,３８９ ７,７７６ ３,３８７ ７７.１％
金銭の信託 ８３０ ２,１００ ６００ △ １,５００ △ ７１.４％
有価証券 ３９,５０８ ３６,１９９ ４２,１６０ ５,９６１ １６.４％
貸出金 ２０８,４３５ ２０５,４７４ ２０３,２７３ △ ２,２００ △ １.０％
外国為替 １,０９９ ６５１ ７４０ ８９ １３.６％
その他資産 ２,７１７ ２,８０９ ４,８１０ ２,００１ ７１.２％
動産不動産 ４,６５４ ４,６０６ ４,５１８ △ ８８ △ １.９％
繰延税金資産 ３,３４１ ２,８３０ ３,００７ １７６ ６.２％
支払承諾見返 １３,７５５ １２,６２０ １５,１７３ ２,５５２ ２０.２％
貸倒引当金 ― △　３,９８７ △ ４,１６５ １７７ ４.４％
資産の部合計 ２８６,３７３ ２８１,０２６ ３０２,６４７ ２１,６２０ ７.６％
預　金 １９９,１６６ ２０１,４６２ ２０４,４４８ ２,９８５ １.４％
譲渡性預金 １４,１９３ １９,８７０ ２９,８１７ ９,９４７ ５０.０％
コールマネー ２３,５３０ １２,６３８ １２,３３６ △ ３０１ △ ２.３％
売渡手形 ― １５０ ３８６ ２３６ １５７.３％
コマーシャル・ペーパー ７００ １,２００ ４,２００ ３,０００ ２５０.０％
特定取引負債 ３４３ ４０３ ２,１１４ １,７１１ ４２４.６％
借用金 １１,４１２ １１,１０８ １０,２７２ △ ８３６ △ ７.５％
外国為替 ６０ ４７ ８７ ３９ ８２.７％
社　債 ― ― １,０００ １,０００ ―
転換社債 ３１ ― 一 ― ―
その他負債 ３,２９４ ５,７８８ ７,５７８ １,７９０ ３０.９％
貸倒引当金 ４,１３１ ― 一 ― ―
退職給与引当金 ２４４ ２５２ 一 △ ２５２ ―
退職給付引当金 ― ― ２０９ ２０９ ―
債権売却損失引当金 ７７７ ６４０ ３７６ △ ２６４ △ ４１.２％
特定債務者支援引当金 ― ６６ ２２０ １５３ ２３３.１％
投資等損失引当金 ６０ ― 一 ― ―
特別法上の引当金 ０ ０ ０ ― ―
再評価に係る繰延税金負債 ９４６ ８７２ ８３１ △ ４１ △ ４.７％
支払承諾 １３,７５５ １２,６２０ １５,１７３ ２,５５２ ２０.２％
負債の部合計 ２７２,６４９ ２６７,１２２ ２８９,０５２ ２１,９２９ ８.２％
資本金 ６,０５２ ６,０５３ ６,０５３ ― ―
法定準備金 ５,７６９ ５,８０６ ５,８５０ ４３ ０.７％
再評価差額金 １,３１４ １,３１４ １,２７２ △ ４１ △ ３.１％
剰余金 ５８６ ７２９ ４１８ △ ３１１ △ ４２.６％
資本の部合計 １３,７２４ １３,９０４ １３,５９４ △ ３０９ △ ２.２％
負債及び資本の部合計 ２８６,３７３ ２８１,０２６ ３０２,６４７ ２１,６２０ ７.６％

財政状態

平成１３年３月期の財政状態を前期と比較すると、総資産は、２兆１,６２０億円増加しています。内訳をみる

と、負債サイドでの譲渡性預金やコマーシャル・ペーパーの増加に対応して、買入手形が増加したほか、国

債の増加により有価証券が大幅に増加しました。また、貸出金については、海外での資産の圧縮や不良債

権のバランスアウトにより全体での残高は減少しましたが、住宅ローンを中心に国内業務部門では増加し

ています。
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■国内業務部門・国際業務部門別の資産・負債の移動 （単位：億円）

国内業務部門 国際業務部門

１３年３月期 前期比増減 １３年３月期 前期比増減
（平成１３年３月３１日現在） （平成１３年３月３１日現在）

現金預け金 ４,２４５ △ ２,８８９ １１,５１３ ６,８３４
貸出金 １９４,６６８ １,１８３ ８,６０５ △ ３,３８４
資産の部 ２７２,４１１ １５,８８２ ３０,６２４ ５,６９６
預　金 １８７,０５０ ７６８ １７,３９７ ２,２１７
譲渡性預金 ２９,１３５ ９,５３０ ６８２ ４１６
コールマネー １２,１５１ △ ４８１ １８５ １７９
負債の部 ２５８,９２９ １６,３５２ ３０,５１２ ５,５３５
（注）資産・負債には、円資金の国際業務部門への運用を含んでおります。

■個人・中小企業向け貸出金等 （単位：億円）

残　高 国内店貸出金に占める比率
１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期 １１年３月期 １２年３月期 １３年３月期

個人・中小企業向け貸出金 １３７,４７９ １４９,６７７ １５１,２４８ ７４.８％ ７６.９％ ７７.３％
（注）貸出金残高には、海外店及び特別国際金融取引勘定分を含んでおりません。また、中小企業基本法の改正にともない、１２年３月期以降の残高及び比率は、改正後

の中小企業の範囲により記載しております。
（単位：億円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
消費者ローン ５７,１９６ ６１,０１５ ６３,７７０
うち住宅ローン ５４,２６０ ５８,３２０ ６１,２５５

■貸倒引当金 （単位：億円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期 前期比増減

一般貸倒引当金 １,２６１ １,２７７ １,２９６ １９
個別貸倒引当金 ２,８２７ ２,６６７ ２,８２３ １５６
特定海外債権引当勘定 ４３ ４３ ４６ ２
貸倒引当金　合計 ４,１３１ ３,９８７ ４,１６５ １７７

資産

平成１３年３月期における資産の部の主な内訳をみると、まず貸出金は、不良債権のバランスアウトや海外

を主とした国際業務部門における減少を主因として、前期比２,２００億円(１.０％)減少して２０兆３,２７３億円と

なりました。ただし、当行のコアビジネスであるリテール部門に特化して増強を推進しているため、個人・

中小企業向け貸出は、前期比１,５７０億円増加して１５兆１,２４８億円となり、国内店貸出金に占める比率は

７７.３％となりました。住宅ローンについては、２,９３５億円増加して６兆１,２５５億円となりました。

有価証券については、前期比５,９６１億円(１６.４％)増加して４兆２,１６０億円となりましたが、その内訳をみ

ると、国債が日銀決済における即時グロス決済（RTGS）導入にともなう担保ニーズや、金融商品会計基準

適用にともなう計上基準の変更などにより７,６５１億円増加しましたが、投資株式圧縮の推進により株式は

２,８９４億円減少しています。

買入手形は、前期末残高はありませんでしたが、当期は８,０１６億円となっています。また、現金預け金は、

前期比３,９４４億円増加して１兆５,７５８億円となりました。

貸倒引当金については、資産の部から一括して控除する方式により表示していますが、このうち、個別貸

倒引当金は、不良債権の最終処理にともなう取り崩しの一方で、前述のとおり自己査定の運用の厳格化な

どにともない積み増ししたことから、１５６億円増加して２,８２３億円となりました。
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■預金の内訳（国内業務部門） （単位：億円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期

個人預金 １１６,６１２ １２０,４３７ １２３,３１９
法人預金 ４９,６３４ ５２,１０７ ５６,０９５
その他の預金 １４,４２５ １３,７３７ ７,６３５
預　金 １８０,６７２ １８６,２８２ １８７,０５０

負債

負債の部の内訳についてみると、預金は前期比２,９８５億円(１.４％)増加して２０兆４,４４８億円となりました。

このうち、国内業務部門の預金は前期比７６８億円増加して１８兆７,０５０億円となっています。さらにその増加

額の内訳をみると、個人預金が２,８８１億円、法人預金が３,９８８億円とそれぞれ流動性預金を主体に大幅に

増加しています。

また、譲渡性預金についても前期比９,９４７億円(５０.０％)増加して２兆９,８１７億円となりました。この結果、

預金と譲渡性預金を合わせた資金量は前期比１兆２,９３２億円と大幅に増加しています。

そのほかでは、コマーシャル・ペーパーが３,０００億円増加して４,２００億円となり、さらに、当期初めて普通

社債を１,０００億円発行しました。

なお、退職給付会計基準の適用にともない、従来の退職給与引当金は退職給付引当金に振り替えられて

います。また、 (株)共同債権買取機構向け売却済債権の将来損失見込額に対する引当である債権売却損

失引当金は、売却済債権に係る担保不動産の最終処分を促進したことから、前期比２６４億円減少して３７６億

円となりました。また、お取引先に対する今後の支援のための引当である特定債務者支援引当金は、前期

比１５３億円増加して２２０億円となりました。

資本

資本の部の期末残高は、前期比３０９億円(２.２％)減少して１兆３,５９４億円となりました。

このうち、剰余金は、当期純損失が計上されたことなどにより、前期比３１１億円減少して４１８億円となり

ました。

あさひ (P14-P72)  2001.7.26 5:21 PM  ページ 60



あ
さ
ひ
銀
行
デ
ィ
ス
ク
ロ
ー
ジ
ャ
ー
誌

業
績
分
析

61

■開示債権額（当行単体ベース） （単位：億円）

リスク管理債権 リスク管理債権 金融再生法基準 金融再生法基準
１２年３月期 １３年３月期 １２年３月期 １３年３月期

破綻先債権額 ７３４ ７６１ １,８６８ １,７４９ 破産更生債権及び
これらに準ずる債権

延滞債権額 ６,１１０ ７,４４５ ５,０３７ ６,５３９ 危険債権
３カ月以上延滞債権額 ８４９ １,００７
貸出条件緩和債権額 ８８２ ３,３９７

１,７３２ ４,４０５ 要管理債権

合　計 ８,５７６ １２,６１２ ８,６３６ １２,６９４ 合　計
貸倒引当金合計 ３,９８７ ４,１６５ ３,９８７ ４,１６５ 貸倒引当金合計
同上による引当率（％） ４６.４ ３３.０ ４６.１ ３２.８ 同上による引当率
貸出金に占める比率（％） ４.１７ ６.２ ― 一
（注）金融再生法基準での開示債務額については、単位未満四捨五入しております。

■開示基準について
１. 開示基準の推移

決算期 対象債権 開示内容
平成１０年３月期 貸出金
以前
平成１０年３月期 貸出金

平成１１年３月期 貸出金
以後 貸付有価証券

貸出金
外国為替
未収利息
仮払金
支払承諾見返

２. リスク管理債権の定義

破綻先債権

延滞債権
３カ月以上延滞債権

貸出条件緩和債権

「破綻先債権」「延滞債権」「金利減免等債権」「経営支援先に対する債権」を開示

「破綻先債権」「延滞債権」「３カ月以上延滞債権」「貸出条件緩和債権」を「リスク
管理債権」として、上記と併せ、開示（但し、旧基準による）
同上「リスク管理債権」を開示（但し、新基準による）
「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律（以下、金融再生法）」に基づき、
「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」「危険債権」「要管理債権」「正常債権」
を開示

未収利息不計上貸出金のうち、会社更生法、破産法、民事再生法、商法の会社整理開始、または特別
清算などの法律上の手続きの開始申立のあった債務者、または手形交換所の取引停止処分を受け
た債務者に対する貸出金
未収利息不計上貸出金のうち、破綻先債権および金利棚上げ債権を除く貸出金
元本または利息の支払いが、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金
債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済
猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金

■金融再生法による開示基準

破産更生債権及び
これらに準ずる債権
危険債権

要管理債権

正常債権
（注）対象債権は、貸付有価証券、貸出金、外国為替、未収利息、仮払金、支払承諾見返で、債務者ごとに区別しております。
（ただし、要管理債権のみは、貸出金だけを対象とし、貸出金単位）

破産、会社更生等の事由により、経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる
債権
債務者が経営破綻の状況には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債
権の元本の回収及び利息の受け取りができない可能性の高い債権
要管理債権とは、元金または利息の支払いが３月以上遅延している貸出債権（以下「３カ月以上延
滞債権」）のうち、上記２項目に該当する債権を除いたものと、経済的困難に陥った債務者の再建ま
たは支援を図り、当該債権の回収を促進することなどを目的に、債務者に有利な一定の譲歩を与
える約定条件の改定等を行った貸出債権から上記２項目に該当する債権及び３カ月以上延滞債権
を除いたものの合計をいいます。
債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、上記以外に区分される債権

開示債権
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（単位：億円）

１１年３月期 １２年３月期

債　券 ２７３ ９９
株　式 ８３３ ５,３２９
（うち上場株式） ７０７ ５,１２１
その他 ９１ ７４
有価証券 １,１９８ ５,５０４
（うち上場有価証券） ８１８ ５,１９９
（うち非上場有価証券） ３７９ ３０４

■有価証券含み損益 （単位：億円）

１３年３月期

債　券 １８２
株　式 △ １,１８７
その他 △ １６１
有価証券 △ １,１６６
（注）１. 満期保有目的債券、子会社株式及び関連会社株式、その他有価証券で時価のあるものを対象とし

ております。
２.「現金預け金」中の譲渡性預け金、「買入金銭債権」中のコマーシャル・ペーパーが含まれており
ます。

３. 平成１３年３月末の株式については期末前１カ月の平均時価に、それ以外は期末日の時価に基づい
ております。

有価証券含み損益

平成１２年度より金融商品会計基準を適用していますが、「その他有価証券」の時価評価については、当会

計基準の規定に従い、平成１３年度より適用することとし、平成１２年度は帳簿価額と期末時価との差額等に

つき財務諸表に注記を行っています。なお、平成１３年３月期より有価証券の含み損益のなかに譲渡性預け

金とコマーシャル・ペーパーの含み損益を含めて記載しています。

平成１３年３月期における有価証券の含み損益は、含み益が１,３８２億円、含み損が２,５４９億円、合計で１,１６６

億円の含み損となりました。このうち株式が１,１８７億円の含み損となっており、株式相場下落の影響を大

きく受けています。当行では、このような株式の価格変動リスクの縮小を図るため、投資株式のさらなる

圧縮を推進しています。

なお、１３年３月期の株式については、期末前１カ月の平均時価に基づいて算出しています。ちなみに、期

末日の時価に基づいて算出した１３年３月期の株式の含み損益は、６２８億円の含み損となっています。
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■税効果相当額 （単位：億円）

１２年３月期 １３年３月期
一時差異等 税効果相当額 一時差異等 税効果相当額

貸倒引当金損金算入限度超過額 ５,１１６ ２,０４１ ５,８７１ ２,３２１
株式償却否認 ６７５ ２６９ ５１６ ２０３
債権売却損失引当金 ６４０ ２５５ ３７６ １４８
その他 ６６１ ２６３ ８４３ ３３３
合　計 ７,０９３ ２,８３１ ７,６０８ ３,００７

■実効税率 （単位：％）

１２年３月期 １３年３月期
実効税率 ３９.９１ ３９.５３

税効果会計について

税効果会計とは、課税所得から算出される法人税などについて、会計上の税引前利益に対応した税金費

用に調整し、期間損益の実態をより反映させることにより、財務諸表の有用性を高めようとする会計処理

です。

企業会計上の収益費用と、税務上の益金損金とで、認識時点が異なることなどにより生じる差異がある

場合（一時差異など）について、法人税等を企業会計の立場から適切に期間配分し、将来の法人税等を増減

する効果があると認められる金額を、繰延税金資産または繰延税金負債として、貸借対照表に計上するこ

ととなります。

当行では、税効果会計の適用にあたっては、企業会計審議会「税効果会計に係る会計基準の設定に関す

る意見書」や日本公認会計士協会「繰延税金資産の回収可能性の判断に関する監査上の取扱い」などを踏

まえ、将来の収益予測等に基づくスケジューリングなどにより、その回収可能性を厳密に検証したうえで、

繰延税金資産を計上しています。

当期の繰延税金資産は、前期比１７６億円増加して３,００７億円となっています。これは、自己査定の運用の

一層の厳格化にともない、貸倒引当金を税務基準を大幅に超えて積み増したことなどにより、一時差異が

増加したことによるものです。なお、大阪府に係る事業税が税効果会計の計算に含められる税金でなくな

ることから、実効税率を当期より従来の３９.９１％から３９.５３％に変更したことにより、繰延税金資産が２８億

円減少しています。

金融商品会計基準について

金融商品会計基準とは、金融資産、金融負債およびデリバティブ取引に係る契約を総称する「金融商品」

に関する会計処理基準を規定したものです。金融商品会計基準の対象となる金融資産とは、現金預金、受

取手形、売掛金および貸付金等の金銭債権、公社債や株式等の有価証券、ならびにデリバティブ取引によ

り生じる正味の債権等のことをさします。また、金融負債とは、支払手形、買掛金、借入金および社債等の

金銭債務、ならびにデリバティブ取引により生じる正味の債務等のことをさします。

金融商品会計基準の主な具体的内容は以下のとおりです。

•金融資産または金融負債は、その契約締結時に時価で貸借対照表に計上します。

•金融資産または金融負債の消滅について、貸借対照表上認識できる要件が明確に定められました。
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•デリバティブ取引により生じた正味の債権および債務は、時価により評価して貸借対照表に計上し、そ

の評価差額は、ヘッジに係るものを除き、当期の損益に反映されます。

•有価証券は保有目的等により４つに区分され、「売買目的有価証券」および「その他有価証券」は、市場価

格のあるものは時価により評価します。

•「満期保有目的の債券」および「その他有価証券」のうち債券は、取得価額と額面の差額について、毎期

一定の方法で償却（償却原価法）します。

•有価証券やゴルフ会員権の減損処理のルールが明確に定められました。

•ヘッジ会計の適用により、ヘッジ対象とヘッジ手段の時価評価による損益が同一の会計期間に認識され

ない場合には、認識時点を一致させるための調整を行います。

なお当行は、平成１２年度より金融商品会計基準を適用していますが、「その他有価証券」の時価評価につ

いては、実施時期の規定に基づき平成１３年度から適用することとしています。

また、平成１３年３月期においては、金融商品会計基準の適用により貸借対照表に次の科目が計上されて

います。

「金融派生商品（資産）」 １,１１９億円（デリバティブ取引の時価評価益等）

「金融派生商品（負債）」 １,３６５億円（デリバティブ取引の時価評価損等）

「繰延ヘッジ損失」 ２５９億円（繰延ヘッジ会計により繰り延べられたヘッジ手段に係る損益）

退職給付会計基準について

退職給付会計基準では、従業員に対する将来の退職給付について、期末時点で認識すべき債務の額を所

定の計算方法に基づき算出し、この退職給付債務の額から外部に積み立てられた年金資産の時価評価額

を控除した金額を、退職給付引当金として負債に計上することが規定されています。なお、会計基準適用

初年度において、負債として計上すべき積立て不足額（会計基準変更時差異）は、１５年以内の一定の年数で

按分額を費用処理することが認められています。

当行は、平成１２年度より退職給付会計基準を適用していますが、期首における会計基準変更時差異１,３１５

億円について、退職給付信託の設定により４０２億円を一時に費用処理し、その残額９１２億円を５年の按分額

で費用処理しています。

■退職給付債務残高等 （単位：百万円）

１３年３月期

退職給付債務残高 （期首） （A） ３９２,６４１
（割引率） （３.５％）

年金資産時価総額 （期首） （B） ２３５,８０６
退職給付引当金 （期首） （C） ２５,２４６
会計基準変更時差異 （A－B－C） １３１,５８８
信託設定による処理額　　　　 （D） （注） ４０,２９０
要償却残高 （期首） （A－B－C－D） ９１,２９８
うち当期の償却額 （E） １８,２５９

（償却年数） （５年）
要償却残額 （当期末） （A－B－C－D－E） ７３,０３８

（注）別途、信託設定に伴う設定益２１,１１７百万円を「その他経常収益」として計上しております。
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東京三菱銀行との海外業務にかかわる業務提携を基本合意
平成１３年５月、当行は株式会社東京三菱銀行との間で、海外業務にかかわる業務提携について

基本合意しました。

この基本合意に基づいて、当行では、海外支店を平成１４年９月末をめどに廃止する方針を決定

しています。

基本合意しました本業務提携の基本的な枠組みは、以下のとおりです。

①あさひ銀行がその海外支店で行っているお客さまとの取引（貸出金、預金、為替等）は、お客さ

まのご意向を第一に尊重し、両行協議のうえで、原則、東京三菱銀行の海外拠点に、平成１３年

１２月末までをめどとして移管すること

②東京三菱銀行およびそのグループ会社は、海外進出ニーズを有するあさひ銀行のお客さまが

希望する場合には、あさひ銀行の依頼に基づいて、以下の支援を行うこと

（ア）お客さまの海外での調査・スタディへのサポート、アドバイス

（イ）お客さまが海外へ進出した後のファイナンスなどに関する支援

③その他、あさひ銀行の海外支店廃止にともない、あさひ銀行が必要とする機能（デリバティブ

取引、外貨資金調達等）を東京三菱銀行が提供すること

当行は、これまでもリテール業務に特化する戦略を実践してきました。本業務提携により、当行

の強みであるリテール分野に、さらに経営資源を集中させることによって、中堅・中小企業および

個人のお客さまに対し、これまで以上に信頼されるサービスや商品を提供していきます。

アイワイバンク銀行との提携
平成１３年６月、当行は、アイワイバンク銀行とＡＴＭ接続提携を実施しました。これにより、当行

のお客さまは、アイワイバンク銀行が設置するＡＴＭにて、お預入れ・お引出し・残高照会がご利用

できるようになりました。

アイワイバンク銀行は、イトーヨーカドーグループのコンビニエンスストアであるセブン－イレ

ブンを中心に、今後５年間で全国に約７千台のＡＴＭを設置する予定です。

また、今回の提携にあわせて、当行は、アイワイバンク銀行のＡＴＭを利用した２４時間ＡＴＭサー

ビスについても開始しました。これにより、当行のお客さまは、深夜でも全国各地のセブン－イレ

ブンに設置されたアイワイバンク銀行のＡＴＭを利用することが可能となり、利便性が飛躍的に向

上します（お預入れは平日８:４５～１８:００のお取扱いとなります）。

さらに、埼玉県内のセブン－イレブンにはアイワイバンク銀行との共同看板を設置することによ

り、これまで以上にお客さまにとって身近で親しみやすく便利な銀行としてご利用いただけるもの

と考えています。
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あさひ銀行の「リテール４８」と同一スキーム商品を横浜銀行が販売
平成１３年５月より、株式会社横浜銀行が、「リテール４８」の信用スコアリングシステムを活用した

商品を当行と同じ商品名で取り扱いを開始することになりました。

｢リテール４８｣は、平成１２年４月にあいおい損害保険と共同開発し、信用保険を付保した中小企

業向けの小口融資商品として販売しています。

あさひ銀行と横浜銀行が、「リテール４８」という同名の商品を取り扱うことにより、商品ブランド

の向上が図られ、また、両行は本件を契機に審査モデルやマーケティング手法の高度化・精緻化、

新商品開発などの共同研究も展望しています。

横浜銀行とのＡＴＭ相互開放
平成１３年１月、当行は、お客さまの利便性向上を図るため、株式会社横浜銀行との間で、相手行

の自動機を利用された場合の他行利用手数料１０５円を無料とすることとしました。

これにより、両行のお客さまは、全国１,４７４カ所、うち首都圏１,３２４カ所（平成１３年１月１５日現在）

の自動機を他行利用手数料なしでご利用いただくことが可能となりました。

また同日より、両行間の自動機による振込手数料についても自行本支店宛手数料を適用し、優

遇することとしました。

今後も両行は、同じ首都圏に主たる経営基盤を有する銀行として、お客さまの利便性向上に資す

る業務について、相互に協力することを検討していきます。
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わが国初の住宅ゲートウェイ事業会社「株式会社イーエープラス」
スタート
平成１３年４月、当行、あいおい損害保険株式会社、第一生命保険相互会社、富士通株式会社は、

住宅に関連する企業１６社と共同出資で、住まいに関するより良いサービスを求める消費者と、質

の高い住宅関連商品・サービス・情報を提供する企業とをインターネットをベースにしてつなぐ、わ

が国初の住宅ゲートウェイ事業会社「株式会社イーエープラス」を設立し、７月よりサービスを開始

します。

少子化・高齢化や住宅の高性能化、さらにインターネットを活用したビジネスの台頭などにより、

『住宅』マーケットを取り巻く環境が急速に変化するなか、本事業への取り組みを通じて、消費者の

視点で新しいサービスのあり方をつくりあげ、真に個人のお客さまにご満足いただける『住まいづ

くり』を実現することをめざしています。

当行においても、株式会社イーエープラスと連携し、住宅をこれから取得されるお客さま、すで

に当行において、住宅ローンや住宅金融公庫のお借り入れを利用されているお客さまを対象とし

たクラブ組織「あさひ銀行クラブイーエープラス」を７月に組成し、住宅ローンをはじめとした住宅

に関する幅広いサービスを提供していきます。

「住宅ローンリモートターミナル」の新設
当行は、平成１３年１月にインターネット・郵便・ＦＡＸ・電話等、あらゆる通信手段を介した住宅

ローンのお申込手続きに対応するため、「住宅ローンリモートターミナル」を新設しました。

「住宅ローンリモートターミナル」では、お申込受付後、お客さまとの書類、ご相談などのやり取り

についても電子メール・郵便・ＦＡＸ・電話等で行うことで、お客さまには、原則、最終段階である「契

約締結・資金授受」の際に１度ご来店いただくだけで、住宅ローンをお借り入れいただくことができ

ます。これにより、銀行の窓口へなかなかご来店できないお客さまへの利便性が、飛躍的に向上

しました。

今後も、ＩＴ革新の進展にともない多様化するチャネルを利用した、利便性の高いサービスの充実

に努めていきます。
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「あさひポイントバンク」の機能がさらに充実
「あさひポイントバンク」は個人のお客さまのお取引状況に応じて、ＡＴＭ時間外手数料無料、定

期・ローンの金利優遇など、さまざまな特典をご提供するポイント制優遇サービスであり、平成１０

年１１月の発売開始以来、契約先数も当行取引先の４分の１以上にあたる約２２０万先とたいへんご

好評をいただいています。

本サービスにつきましては、従来より定期的にサービスの拡充を行ってきましたが、平成１３年６

月より、同種のポイント制優遇サービスにおいて邦銀では初めて「投資信託販売手数料のキャッシュ

バック」「コンビニ（アイワイバンク）ＡＴＭご利用手数料キャッシュバック」など、さらにサービスを拡

充しました。

例えば、最高ステージであるゴールドステージのお客さまは、当行ＡＴＭにおける時間外手数料

が無料になるほか、他行やアイワイバンクにおけるＡＴＭ利用手数料も無料となり、“いつでも”“どこ

でも”手数料のご負担なしで現金が引き出せることになります。

「あさひポイントバンク」は、当行のサービスのプラットフォームとして今後もさまざまなサービス

を拡充し、業界トップレベルのサービス内容を維持していく予定です。

インターネット・バンキングの機能拡充
当行では、平成１２年６月から従来のインターネット・バンキングを全面的にリニューアルし、「あさ

ひダイレクト」としてサービスを開始しています。お取引機能としては、振込・振替、残高・入出金明

細照会に加え、新たに定期預金、公共料金自動引き落とし登録の取り扱いを開始し、お取引チャネ

ルも従来のパソコンに加え、携帯電話のｉモードからのご利用も可能としました。

平成１２年９月には、「あさひダイレクト」に投資信託と外貨預金のお取引機能を追加し、平成１３年

３月には、携帯電話の対象機種をＥＺ-ｗｅｂ、Ｊ-スカイに拡大しました。さらに、平成１３年５月から

は、インターネット上のショッピング決済を可能とするネットデビット・サービスの取り扱いを開始し

ています。

また、平成１２年１２月には、お客さまに投資信託・外貨預金などの資産運用のノウハウをご提供す

るとともに、インターネットを活用した双方向コミュニケーションの充実を図るため、マネープラン

応援サイト｢あいうえおかね。」を開設しました。

お客さまに“いつでも”“どこでも”便利にあさひ銀行をご利用いただけるよう、引き続き新たな機

能・サービスの拡充に努めていきます。

あさひ (P14-P72)  2001.7.26 5:21 PM  ページ 68



あ
さ
ひ
銀
行
デ
ィ
ス
ク
ロ
ー
ジ
ャ
ー
誌

ト
ピ
ッ
ク
ス

69

イーバンク銀行との業務提携について ～ あさひ銀行 イーバン
ク支店（仮称）を開設 ～
少額決済に特化したネット専業銀行、イーバンク銀行株式会社と、以下の内容で業務提携を行う

ことに合意しました。今回の業務提携内容とそのメリットは以下のとおりです。

＜イーバンク銀行への入金が簡便に＞

イーバンク銀行への入金用口座として、当行イーバンク支店（仮称）を開設し、当行に口座をもつ

お客さまは、低廉な振替手数料でイーバンク口座への入金が可能になります。また、当行のイン

ターネット・バンキング「あさひダイレクト」の利用者は、２４時間（一部休止時間を除く）シームレス

にイーバンク口座へ入金することができるようになる予定です。

＜相乗効果により両社の口座数拡大を期待＞

当行とイーバンク銀行のウェブサイトをリンク接続、イーバンク銀行の少額ネット決済サービス

と当行の資産運用やローン商品を相互に紹介することにより、両社のお客さまの活性化を進め、口

座数の拡大を図ります。

＜ＥＣネットワークの確立＞

当行にとって従来、コストセンターであった少額決済への対応体制が強化され、また、ヤフー株

式会社をはじめ、多くの有力ネットコンテンツを保有する企業を株主にもつイーバンク銀行との提

携により、当行のお客さまは、イーバンク銀行のもつＥＣネットワークがより簡便に利用可能となり

ます。
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新しい投資信託の取り扱い開始
平成１３年５月より、米国の大手資産運用会社ユナイテッド・アセット・マネジメント グループが運

用する「あさひＵＡＭマネジャーズ」の取り扱いを開始しました。このファンドは、国内外の株式、米

国不動産投資信託や米国株式マーケットニュートラルに投資を行うファンド オブ ファンズで、高いリ

スク分散効果とともに、２４時間体制での通貨配分および資産配分など徹底したリスク管理手法の

導入により、市場環境の影響を受けない安定的なリターンの確保を追求するものです。

また６月には、フランス大手金融機関ソシエテ・ジェネラルグループが運用する「ＳＧフロア確保型

日本株ファンド」の取り扱いを開始しました。このファンドは、国内株式と内外の短期金融商品に投

資を行い、機動的な資産配分比率の変更により一定の投資元本を確保しつつ、日経平均株価の値動

きを反映したリターンの確保を追求するものです。

あさひ銀行ではお客さまの資産運用ニーズに応えるため、今後ともご運用商品の充実に努めて

いきます。

ポートフォリオ運用パッケージの販売開始
投資信託・外貨預金など、多様化する個人のお客さまの資産運用ニーズにお応えするために、平

成１２年１２月より、円預金と組み合わせることでさらに有利に運用できる、あさひの資産運用「ベス

トパッケージ」の取り扱いを開始しました。

株式投資信託または米ドル定期預金のご利用と同時にお預け入れいただいたスーパー定期を、

一定金額まで金利優遇するというパッケージ内容になっています。

これからは、「分散投資」の考え方を盛り込んだ資産運用提案が求められてきます。本パッケージ

は定型化、少額化することでより多くのお客さまにご利用いただけるように設定しました。
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あさひリテール証券株式会社開業
平成１３年４月１日、千代田証券株式会社と山文証券株式会社とが合併し、当行の証券戦略を担う

新たな関連会社としてあさひリテール証券株式会社が発足しました。

新会社は、当行営業店における窓口販売では取り扱っていないタイプの投資信託や、株式・債

券への投資ニーズをおもちのお客さまに対し、これまで以上に多彩な商品をご提供していきます。

さらに、主として個人のお客さまに対する有利な資産運用のご相談や資産管理サービスなど、資産

管理型の営業展開もめざしていきます。

あさひシニアアカウントの販売開始
社会の高齢化が急速に進行するなかで、個人のお客さまの「退職後の生活が安心で豊かなもの

になるようサポートする」ことを目的に、シニアのお客さま向け専用のパッケージ商品「あさひシ

ニアアカウント」を平成１３年１月より発売しています。

「あさひシニアアカウント」とは、同時発売のあさひ期間指定型定期預金『ナイスリターンＲ』の

お預け入れと「あさひポイントバンク」をご契約いただいた５０歳以上の方を対象に、くらしに役立

つさまざまな優遇・割引サービス『ゆうゆうシニア』をご利用いただける特典を附与した、他の金融

機関にはない、パッケージ商品です。

本商品の大きな特徴である非金融サービスは、第一生命保険相互会社・株式会社日本交通公社

（JTB）などのグループ会社等との提携により、ご提供しています。

例えば、シニア層のお客さまが特に関心をおもちの「介護」に関する相談・サービスについては

第一生命保険相互会社グループ、また、「旅行」に関するサービスについてはJTBよりご提供するな

ど、シニア層のお客さまのニーズにお応えした合計３０種類のサービスをご用意しています。

本サービスの基本口座となる、あさひ期間指定型定期預金『ナイスリターンR』は、中途解約され

た場合の適用利率は低い一方で、満期までお預けいただいた場合には、通常の定期預金よりも高

い利率となる預入期間３、４、５年の定期預金です。まとまった資金や余裕資金などをじっくり有利

に運用いただくのに最適な定期預金です。

あさひリテール証券株式会社　概要

本社所在地

代 表 者

資 本 金

役職員数

：東京都中央区日本橋室町３‐２‐１５
日本橋室町センタービル

：取締役会長　　山根　正寛

取締役社長　　桑田　洋

：約４７億円

：３５５人
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保険窓販の開始
平成１３年４月より、銀行による保険販売が解禁され、当初解禁商品である「住宅ローン関連の長

期火災保険」について、代理店方式により窓口販売を開始しました。

窓販開始にあたっては、行員約８,０００名が損害保険募集人資格を取得のうえ、国内全拠点で取り

扱いを行うなど、販売体制の整備を図り積極的に取り組んでいます。

また、商品面についても金融機関団体扱特約による保険料の割引などを新たに導入し、お客さ

まにとって有利で便利な商品を提供しています。

今後の対応についても法制化スケジュールを睨みつつ、引き続き積極的に取り組んでいきます。

プライベート・ファンドの設立
成長業種（ＩＴ・ネット・バイオ関連等）をはじめとしたベンチャー企業に対する支援・育成のため、

系列のベンチャーキャピタルであるあさひ銀事業投資株式会社、および業界内の当行親密取引先

有力企業との連携により、プライベート・ファンドの設立を進めています。

平成１２年１２月には株式会社ＮＴＴデータ、平成１３年６月には株式会社デジタルガレージとのファ

ンドを設立したのに続き、今後も数本のファンドを設立していく予定です。

本ファンドの活用により、将来性のあるベンチャー企業の発展を投資という観点からサポートし

ていきます。

さいたま市誕生、当行が指定金融機関に
平成１３年５月１日、浦和・大宮・与野の三市が合併し、さいたま市が誕生しました。さいたま市は

人口約１０３万人、全国で１０番目の人口を擁する都市であり、２年以内の政令指定都市移行をめざ

しています。市内では、さいたま新都心をはじめとした都市基盤の整備が着々と進んでおり、関東

の中枢都市として今後の発展が期待されています。

当行は、浦和・大宮・与野各市の指定金融機関を担当していたこともあり、そのノウハウが高く評

価され、さいたま市においても指定金融機関に指定されました。さいたま市に対しては、指定金融

機関として、公金の収納事務、地方債の引受などを通じ積極的に協力しています。また、市内の強

固なネットワークを活かし、さいたま市のトップバンクとして、地域の皆さまに最新の金融サービス

が提供できるよう、業務に取り組んでいます。

あさひ (P14-P72)  2001.7.26 5:21 PM  ページ 72



あ
さ
ひ
銀
行
デ
ィ
ス
ク
ロ
ー
ジ
ャ
ー
誌

デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル

73

連結情報

セグメント情報

有価証券の時価等情報

金銭の信託の時価等情報

その他有価証券評価差額金相当額

自己資本比率

デリバティブ取引情報

単体情報

損益の状況

営業の状況（預金・貸出・証券・その他）

資本・株式の状況

従業員の状況

役員経歴

組織図

国内ネットワーク

国内拠点／海外拠点

74

80

81

83

83

84

86

92

98

102

110

113

114

116

118

127

Conten t s
Data Fileデ ー タ フ ァ イ ル

あさひ (P73-)  2001.7.27 10:26 AM  ページ 73



あ
さ
ひ
銀
行
デ
ィ
ス
ク
ロ
ー
ジ
ャ
ー
誌

デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル

74

連 結 情 報

■連結貸借対照表 （単位：百万円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
（平成１１年３月３１日現在） （平成１２年３月３１日現在） （平成１３年３月３１日現在）

資産の部 現金預け金 ８３３,０８５ １,１８７,７６９ １,５７８,６５５
コールローン及び買入手形 １０５,９５６ １５３,５６３ ９０１,６９５
買入金銭債権 ― ４２９ ２,４５８
特定取引資産 ２８３,０８８ ４３８,９６２ ７７７,６８６
金銭の信託 ８３,３１６ ２１０,０００ ６０,０５０
有価証券※１、２、８ ３,９１４,００８ ３,６３９,１１２ ４,２３４,４１４
貸出金※３、４、５、６、７、８、９ ２０,８０６,６８３ ２０,５８１,７３４ ２０,６１６,３２８
外国為替 １０９,９３２ ６５,１４１ ７４,０４５
その他資産※８、１０ ４０８,１３１ ４１９,８２０ ６２１,８９４
動産不動産※８、１１、１２ ４８０,８８８ ４７８,３４２ ４８４,７７８
繰延税金資産 ３３６,１９８ ３０３,６５７ ３２３,３１２
連結調整勘定 ― ８,１９２ ６,８３２
支払承諾見返 １,９３４,９０３ １,７６０,１９２ １,９７７,８７７
貸倒引当金 ― △ ４５８,７８６ △ ４７２,３３４
資産の部合計 ２９,２９６,１９２ ２８,７８８,１３１ ３１,１８７,６９７

負債の部 預金※８ １９,７９３,９０６ １９,９２１,４６５ ２０,４４０,１６３
譲渡性預金 １,４１６,９４４ １,９７６,０９１ ２,９６４,７９５
コールマネー及び売渡手形※８ ２,３５３,０９５ １,２７８,８３６ １,２７２,２８５
コマーシャル・ペーパー ７０,０００ １２０,０００ ４２０,０００
特定取引負債 ３４,３３２ ４０,３１０ ２１１,４９６
借用金※８、１３ ８００,９４４ ８２３,４５８ ９０７,４９８
外国為替 ６,０６８ ４,７７５ ８,７３９
社債※１４ ３７２,０５５ ３７０,６１５ ４４５,３９０
転換社債 ３,１２７ ― 一
その他負債※８ ５０３,９４１ ９１０,４９０ １,０２８,５０５
貸倒引当金 ４２８,０３０ ― 一
退職給与引当金 ２５,６９８ ２７,２２４ 一
退職給付引当金 ― ― ２２,８８７
債権売却損失引当金 ７７,７８０ ６４,０７３ ３７,６５４
特定債務者支援引当金 ― ６,６０３ 一
特別法上の引当金 ２ ０ ０
再評価に係る繰延税金負債※１１ ９４,６５４ ８７,２７２ ８３,１６７
連結調整勘定 ４１４ ― 一
支払承諾 １,９３４,９０３ １,７６０,１９２ １,９７７,８７７
負債の部合計 ２７,９１５,９０１ ２７,３９１,４０９ ２９,８２０,４６１

少数株主持分
少数株主持分 ９,９６５ ８,６１７ ８,５２４

資本の部 資本金 ６０５,２８７ ６０５,３５６ ６０５,３５６
資本準備金 ５０９,４１６ ５０９,４８６ ５０９,４８６
再評価差額金※１１ １３１,４６６ １３１,４００ １２７,２２３
連結剰余金 １２４,１８３ １４１,８８６ １１７,３６０
為替換算調整勘定 ― ― △ ６９７
計 １,３７０,３５４ １,３８８,１３０ １,３５８,７２９

自己株式 △ １２ △ ９ △ ２
子会社の所有する親会社株式 △ １６ △ １６ △ １６
資本の部合計 １,３７０,３２５ １,３８８,１０４ １,３５８,７１１
負債、少数株主持分及び ２９,２９６,１９２ ２８,７８８,１３１ ３１,１８７,６９７資本の部合計

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書については、証券取引法第１９３条の２の規定に基づき監
査法人の監査証明を受けております。
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■連結損益計算書 （単位：百万円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
（平成１０年４月１日から１１年３月３１日まで） （平成１１年４月１日から１２年３月３１日まで） （平成１２年４月１日から１３年３月３１日まで）

経常収益 ９５０,４８７ １,１６０,２６５ ９４３,７１６
資金運用収益 ６５５,７０５ ５８９,１４８ ５５６,７９２
貸出金利息 ５０６,５６０ ４５８,６８８ ４５２,２４８
有価証券利息配当金 ６４,６７２ ５６,１３６ ５３,５４４
コールローン利息及び買入手形利息 １,８２３ ６９０ ２,３６５
預け金利息 ２６,９５９ １２,８５９ ３８,４７７
その他の受入利息 ５５,６８９ ６０,７７４ １０,１５６

役務取引等収益 ７５,２４９ ８６,４５３ ８７,４６５
特定取引収益 ３,６８９ １,７８７ ４,４５５
その他業務収益 ４８,５２４ ２４,２０７ ２５,４８１
その他経常収益※１ １６７,３１８ ４５８,６６８ ２６９,５２１

経常費用 １,３６２,５２８ １,０６６,２１４ ９５５,４６３
資金調達費用 ２９６,０１０ ２０８,４９０ １７５,０７４
預金利息 １４９,４８５ ７４,０００ １０３,９４２
譲渡性預金利息 １２,２８４ ３,７４８ ８,８１９
コールマネー利息及び売渡手形利息 １５,０２４ ２,４９０ ７,００７
コマーシャル・ペーパー利息 ２５３ ４７７ ８４２
借用金利息 ２１,６２２ ２０,４５６ １７,１３１
社債利息 １１,０１８ １０,５３０ ９,０５８
転換社債利息 ５０ ２９ 一
その他の支払利息 ８６,２７０ ９６,７５７ ２８,２７１

役務取引等費用 １８,９０３ ２１,１１７ ２０,１６６
特定取引費用 １２ ３ 一
その他業務費用 ２９,９７８ ２３,８５７ １４,１００
営業経費 ２８１,７９３ ２７５,４３７ ２７５,０８０
その他経常費用 ７３５,８３１ ５３７,３０８ ４７１,０４１
貸倒引当金繰入額 ２２５,４８１ ３２,１２１ １３３,０６６
その他の経常費用※２ ５１０,３４９ ５０５,１８７ ３３７,９７４

経常利益（△は経常損失） △ ４１２,０４０ ９４,０５１ △ １１,７４７
特別利益 ３６,９５４ ４８９ ４２７
動産不動産処分益 ３５,３８１ ２２１ ９９
償却債権取立益 ２６６ ２６４ ３２７
その他の特別利益 １,３０６ ４ 一

特別損失 ３,２１３ １６,０１１ ７,９０８
動産不動産処分損 ３,２１２ １５,９５７ ７,９０８
証券取引責任準備金繰入額 ０ ― 一
その他の特別損失 ― ５３ 一

税金等調整前当期純利益（△は税金等調整前当期純損失） △ ３７８,２９９ ７８,５２９ △ １９,２２８
法人税、住民税及び事業税 ３,５４２ １８,０６９ １１,８０７
法人税等調整額 △ １２４,７５０ ２９,４６２ △ ２２,９４５
少数株主損失 ３,０２６ ４０７ ２４９
当期純利益（△は当期純損失） △ ２５４,０６５ ３１,４０４ △ ７,８４１

■連結剰余金計算書 （単位：百万円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
（平成１０年４月１日から１１年３月３１日まで） （平成１１年４月１日から１２年３月３１日まで） （平成１２年４月１日から１３年３月３１日まで）

連結剰余金期首残高 ３９２,２６２ １２４,１８３ １４１,８８６
その他の剰余金期首残高 ３２７,５７６ ― 一
利益準備金期首残高 ６４,６８６ ― 一
連結剰余金増加高 １,７５４ ４,３２９ ５,１９２
再評価差額金取崩に伴う剰余金増加高 ― ４,３２９ ４,９７６
持分法適用会社の減少に伴う剰余金増加高 ― ― ２１５
連結子会社の範囲拡大に伴う剰余金増加高 １,７５４ ― 一
連結剰余金減少高 １５,７６７ １８,０３１ ２１,８７７
配当金 １４,４２６ １７,９９６ ２１,８７７
連結範囲変更に伴う剰余金減少高 ― ３５ 一
持分法適用会社の範囲拡大に伴う剰余金減少高 １,３４１ ― 一
当期純利益（△は当期純損失） △ ２５４,０６５ ３１,４０４ △ ７,８４１
連結剰余金期末残高 １２４,１８３ １４１,８８６ １１７,３６０
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■連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

１２年３月期 １３年３月期
（平成１１年４月１日から１２年３月３１日まで） （平成１２年４月１日から１３年３月３１日まで）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益（△は税金等調整前当期純損失） ７８,５２９ △ １９,２２８
減価償却費 ２３,１７９ ２４,７７７
連結調整勘定償却額 ６,５５５ １,９６２
持分法による投資損益（△） ３８５ ４２９
貸倒引当金の増加額 △ １８,２０１ △ １１,１５５
債権売却損失引当金の増加額 △ １３,７０６ △ ２６,４１８
特定債務者支援引当金の増加額 ６,６０３ △ ６,６０３
退職給与引当金の増加額 １,５１１ △ ２７,２２４
退職給付引当金の増加額 ― ２２,８６１
資金運用収益 △ ５８９,１４８ △ ５５６,７９２
資金調達費用 ２０８,４９０ １７５,０７４
有価証券関係損益（△） △ ２５２,５３７ △ １９３,４３５
金銭の信託の運用損益（△） △ ３６５ △ １１６
為替差損益（△） １２,９６１ △ ５,７３９
動産不動産処分損益（△） △ １５,７３６ ７,８０８
特定取引資産の純増（△）減 △ １５５,８７３ △ ３３４,２６８
特定取引負債の純増減（△） ５,９７７ １７１,１８６
貸出金の純増（△）減 ３９０,６２８ ２１７,９０４
預金の純増減（△） １２７,５５８ ５１８,７５８
譲渡性預金の純増減（△） ５５９,１４７ ９８８,７０３
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） ― △ １９,０１７
預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 △ ２２３,６６４ △ ６８２,４６５
コールローン等の純増（△）減 △ ４７,６０６ △ ７５０,１６２
コールマネー等の純増減（△） △ １,０７４,２５８ △ ４,７７６
コマーシャル・ペーパーの純増減（△） ５０,０００ ３００,０００
債券貸付取引担保金の純増減（△） １１,３６４ △ ５７,７１２
外国為替(資産)の純増（△）減 ４４,７９１ △ ８,９０４
外国為替(負債)の純増減（△） △ １,２９３ ３,９６４
普通社債の発行・償還による純増減（△） ― １００,０００
信託勘定借の純増減（△） １３３,９７７ △ ２１５,４２９
資金運用による収入 ５８８,７６８ ５６３,７２１
資金調達による支出 △ ２３４,７０４ △ １７２,２６６
その他 ２６７,０７２ ９４,４０６
小　計 △ １０９,５９６ ９９,８４１

法人税等の支払額 △ ３,４１５ △ １８,０１０
営業活動によるキャッシュ・フロー △ １１３,０１２ ８１,８３１

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △ ６,７８６,３０５ △１１,７８１,２６１
有価証券の売却による収入 ６,５９１,０９２ ６,８４３,３６７
有価証券の償還による収入 ６１０,３９９ ４,５５２,８７６
金銭の信託の増加による支出 △ １９０,０００ △ ５０４
金銭の信託の減少による収入 ６３,３１６ １５０,５７１
動産不動産の取得による支出 △ ２４,９６５ △ ３８,３０１
動産不動産の売却による収入 ５,４１６ ８,２２５
連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得に伴う支出 △ ３３ ０

投資活動によるキャッシュ・フロー ２６８,９２０ △ ２６５,０２６
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

劣後特約付借入金の返済による支出 △ ２５,０００ △ ５９,０００
劣後特約付社債・転換社債の発行による収入 ― ５４,０００
劣後特約付社債・転換社債の償還による支出 △ ２,９８８ △ ８１,０００
配当金支払額 △ １７,９９６ △ ２１,８６１
少数株主への配当金支払額 △ １８０ △ １７
自己株式の取得による支出 ― △ １１９
自己株式の売却による収入 ― １２６

財務活動によるキャッシュ・フロー △ ４６,１６５ △ １０７,８７１
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ １８９ ２２７
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 １０９,５５３ △ ２９０,８４０
ⅤⅠ 現金及び現金同等物の期首残高 ６０２,５６３ ７１２,１２０
ⅤⅡ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 ４ 一
ⅤⅢ 現金及び現金同等物の期末残高 ７１２,１２０ ４２１,２８０
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 （平成１３年３月期）

１. 連結の範囲に関する事項
（１）連結子会社 ２５社

主要な連結子会社名は、P.５０～５１に記載しているため省略しました。
なお、共同抵当証券株式会社は、前連結会計年度では持分法適用の関連
会社でしたが、株式の追加取得により当連結会計年度から連結しており
ます。
あさひ債権回収株式会社は、設立により当連結会計年度より連結してお
ります。
Asahi Finance (U.K.) Ltd.、Asahi Bank (Schweiz) AG、Asahi
Finance (Hong Kong) Ltd. 及び Asahi Financial Futures
(Singapore) Pte. Ltd.は、清算により当連結会計年度から連結の範囲
より除外しております。
なお、あさひ銀ファクター株式会社は、当連結会計年度において、あさひ
銀リテールファイナンス株式会社に商号変更しております。

（２）非連結子会社
主要な会社名
山文証券株式会社

非連結子会社は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）及
び剰余金（持分に見合う額）からみて、連結の範囲から除いても企業集団
の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要
性が乏しいため、連結の範囲から除外しております。

２.持分法の適用に関する事項
（１）持分法適用の非連結子会社はありません。
（２）持分法適用の関連会社 ２社

主要な会社名
昭和リース株式会社、あさひ銀リース株式会社

なお、共同抵当証券株式会社は、連結子会社としたことに伴い、当連結会
計年度から持分法適用の対象から除外しております。
富士倉庫運輸株式会社は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関
する規則」に規定される関連会社の要件を満たさなくなったため、当連
結会計年度から持分法適用の対象から除外しております。

（３）持分法非適用の非連結子会社
主要な会社名
山文証券株式会社

（４）持分法非適用の関連会社
主要な会社名
Siam City-Showa Leasing Co., Ltd.
Asahigin Leasing（U.S.A）Inc.

持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持分に見合
う額）及び剰余金（持分に見合う額）からみて、持分法の対象から除いて
も連結財務諸表に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除いて
おります。

３.連結子会社の事業年度等に関する事項
（１）連結子会社の決算日は次のとおりであります。

１２月末日 ５社
３月末日 ２０社

（２）上記の子会社については、それぞれの決算日の財務諸表により連結して
おります。連結決算日と上記の決算日との間に生じた重要な取引につい
ては、必要な調整を行っております。

４.会計処理基準に関する事項
（１）特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準

金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期
的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の目的（以下「特定
取引目的」）の取引については、取引の約定時点を基準とし、連結貸借対
照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上するとともに、当該
取引からの損益を連結損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費
用」に計上しております。
特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等に
ついては連結決算日の時価により、スワップ・先物・オプション取引等の派
生商品については連結決算日において決済したものとみなした額により
行っております。
また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当連結会計年度中
の受払利息等に、有価証券、金銭債権等については前連結会計年度末と
当連結会計年度末における評価損益の増減額を、派生商品については
前連結会計年度末と当連結会計年度末におけるみなし決済からの損益
相当額の増減額を加えております。

（２）有価証券の評価基準及び評価方法
（イ）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法に

よる償却原価法（定額法）、持分法非適用の非連結子会社株式及び
関連会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証
券については移動平均法による原価法又は償却原価法により行って
おります。

（ロ）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託
財産として運用されている有価証券の評価は、時価法により行って
おります。

（３）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により
行っております。

（４）減価償却の方法
①動産不動産
当行の動産不動産は、建物については定額法を、動産については定率
法をそれぞれ採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建　物　　８年～５０年
動　産　　２年～２０年

連結子会社の動産不動産については、資産の見積耐用年数に基づき、
主として定額法により償却しております。

②ソフトウェア
自社利用のソフトウェアについては、当行及び国内連結子会社で定める
利用可能期間（主として５年）に基づく定額法により償却しております。

（５）貸倒引当金の計上基準
当行及び主要な連結子会社の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当
基準により、次のとおり計上しております。
破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下
「破綻先」という）に係る債権、及び法的に経営破綻の事実が発生してい
ないものの実質的に経営破綻に陥っている債務者（以下「実質破綻先」と
いう）に係る債権については、下記直接減額後の帳簿価額から担保の処分
可能見込額及び保証による回収可能見込額を減算した残額を計上してお
ります。
また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大
きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から担保の処分
可能見込額及び保証による回収可能見込額を減算した残額のうち、債務
者の支払能力を総合的に判断して必要額を計上しております。
上記以外の債権については、合理的な方法により算出した予想損失率等
に基づく額を計上しております。
また、特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生
ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定（租税特別措置法第５５条の２
の海外投資等損失準備金を含む）として計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が実施し
た資産査定を、当該部署から独立した資産監査部署が監査し、その査定
結果に基づいて、上記の引当を行っております。
その他の連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒
実績等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当て
ております。
なお、当行及び一部の連結子会社の破綻先及び実質破綻先に対する担
保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による
回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債
権額から直接減額しており、その金額は６５６,１３６百万円であります。

（６）退職給付引当金の計上基準
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末
における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上し
ております。また、数理計算上の差異は、発生時の従業員の平均残存勤
務期間内の一定の年数（主として１０年）による定額法により、翌連結会計
年度から費用処理することとしております。
なお、会計基準変更時差異（１３１,７１２百万円）については、退職給付信託
の設定により４０,４１３百万円を一時費用処理するとともに、残額について
は５年による按分額を費用処理しております。

（７）債権売却損失引当金の計上基準
(株)共同債権買取機構に売却した不動産担保付債権について、将来発生す
る可能性のある損失を見積もり、必要と認められる額を計上しております。

（８）特別法上の引当金の計上基準
特別法上の引当金は、次のとおり計上しております。
金融先物取引責任準備金 ０百万円

金融先物取引等に関して生じた事故による損失の補てんに充てるため、
金融先物取引法第８２条及び同法施行規則第２９条の規定に定めるところ
により算出した額を計上しております。

（９）外貨建資産・負債の換算基準
当行の外貨建資産・負債については、連結決算日の為替相場による円換
算額を付しております。ただし、①外国法人に対する出資（但し外貨にて
調達したものを除く）、②外貨建転換社債、③その他当行が直物外貨建資
産残高に算入することが適当でないと定めた外貨建資産は取得時、直物
外貨建負債残高に算入することが適当でないと定めた外貨建負債につ
いては発生時の為替相場によっております。海外支店勘定については、
連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。
連結子会社の外貨建資産・負債については、それぞれの決算日等の為替
相場により換算しております。

（１０）リース取引の処理方法
当行及び国内連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認
められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借
取引に準じた会計処理によっております。

（１１）重要なヘッジ会計の方法
当行のヘッジ会計の方法は、貸出金・預金等の多数の金融資産・負債から
生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する「マクロ
ヘッジ」を実施しております。これは、「銀行業における金融商品会計基
準適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協
会業種別監査委員会報告第１５号）に定められたリスク調整アプローチに
よるリスク管理であり、繰延ヘッジによる会計処理を行っております。ま
た、リスク管理方針に定められた許容リスク量の範囲内にリスク調整手
段となるデリバティブのリスク量が収まっており、ヘッジ対象の金利リスク
が減殺されているかどうかを検証することにより、ヘッジの有効性を評価
しております。
なお、一部の資産・負債については、繰延ヘッジ、時価ヘッジ、あるいは金
利スワップの特例処理を行っております。

（１２）消費税等の会計処理
当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、主と
して税抜方式によっております。

５.連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
連結子会社の資産及び負債の評価については、部分時価評価法を採用して
おります。
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６.連結調整勘定の償却に関する事項
連結調整勘定の償却については、原則５年間で均等償却することとしており
ますが、重要性の乏しいものは発生年度において一括償却しております。

７.利益処分項目等の取扱いに関する事項
連結剰余金計算書は、連結会計期間において確定した利益処分に基づいて
作成しております。

８.連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照表上の
「現金預け金」のうち現金および日本銀行への預け金であります。

表示方法の変更
前連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含め
て表示しておりました「借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△）」（前
連結会計年度４７,５１４百万円）を、当連結会計年度においては区分掲記しており
ます。

追加情報 （平成１３年３月期）
（退職給付会計）
当連結会計年度から退職給付に係る会計基準(「退職給付に係る会計基準の設
定に関する意見書」(企業会計審議会平成１０年６月１６日))を適用しております。
この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常損失は２２,１１５百万円、税金
等調整前当期純損失は２２,１１５百万円減少しております。
また、当行及び一部の国内連結子会社は、当連結会計年度に退職給付信託を設
定しております。この結果、経常損失は１９,１９７百万円、税金等調整前当期純損
失は１９,１９７百万円増加しております。
また、退職給与引当金は、退職給付引当金に含めて表示しております。

（金融商品会計）
１.当連結会計年度から金融商品に係る会計基準(「金融商品に係る会計基準の
設定に関する意見書」(企業会計審議会平成１１年１月２２日））を適用し、有価
証券の評価の方法、デリバティブ取引の評価の方法、ヘッジ会計の方法につ
いて変更しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常
損失は４,７２９百万円、税金等調整前当期純損失は４,７２９百万円増加しており
ます。

２.ヘッジ会計を適用するデリバティブ取引の損益については、従来と同じ損益
科目で表示しておりますが、収益及び費用の表示は、金融商品に係る会計基
準の適用に伴い、当連結会計年度より従来の総額表示から純額表示に変更
しております。この変更による経常損失及び税金等調整前当期純損失への
影響はありませんが、従来の方法によった場合に比べ、経常収益及び経常費
用はそれぞれ３９,７６２百万円減少しております。
なお、銀行業におけるヘッジ会計に係るデリバティブ取引の収益及び費用の
表示に関し、日本公認会計士協会とも協議の結果、下期において、総額表
示に比べて純額表示がより適正な表示であるとの結論に達したために、中間
連結会計期間においては、従来の総額表示によっております。中間連結会計
期間において、ヘッジ会計を適用するデリバティブ取引について収益及び費
用を純額で表示した場合には、中間連結会計期間の経常利益及び税金等調
整前中間純利益への影響はありませんが、経常収益及び経常費用はそれぞ
れ２９,７７３百万円減少いたします。

（外貨建取引等会計基準）
当行は、「銀行業において『新外為経理基準』を継続適用した場合の当面の監
査上の取扱い」(日本公認会計士協会平成１２年４月１０日)に基づき、「新外為経
理基準」を継続適用しております。
国内連結子会社は、当連結会計年度から改訂後の外貨建取引等会計処理基
準(「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」(企業会計審議会平
成１１年１０月２２日))を適用しておりますが、これによる影響はありません。
また、前連結会計年度において「資産の部」に計上していた為替換算調整勘定
は、連結財務諸表規則の改正により、「資本の部」に計上しております。

（その他）
１.当連結会計年度においては、その他有価証券のうち時価のあるものについ
て時価評価を行っておりません。なお、平成１２年大蔵省令第９号附則第３項
によるその他有価証券に係る連結貸借対照表計上額等は、次のとおりであり
ます。また、以下の金額には、「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性
預け金、「買入金銭債権」中のコマーシャル・ペーパーが含まれております。

連結貸借対照表計上額 ３,８４５,６１７百万円
時価 ３,７３１,９２０百万円
差額 △ １１３,６９７百万円
繰延税金資産相当額 ４４,８６８百万円
少数株主持分相当額 △ ３１２百万円
持分法適用会社が所有するその他
有価証券に係る評価差額金相当額
のうち親会社持分相当額 １８百万円
その他有価証券
評価差額金相当額 △ ６９,１２３百万円

２.利益に関連する金額を課税標準とする事業税以外の事業税は、「その他の経
常費用」に計上しております。
なお、当行の東京都に係る事業税については、従来、「法人税、住民税及び事
業税」に計上しておりましたが、「東京都における銀行業等に対する事業税の
課税標準等の特例に関する条例」（平成１２年東京都条例第１４５号）が平成
１２年４月１日に施行されたことに伴い、当連結会計年度より、「その他の経常
費用」として４,３００百万円計上しております。

注　記　事　項 （平成１３年３月期）

連結貸借対照表関係
※１. 有価証券には、非連結子会社及び関連会社の株式３,６５２百万円及び出資

金０百万円が含まれております。

※２. 消費貸借契約により貸し付けている有価証券が、「有価証券」中の国債に
１５,０２３百万円含まれております。

※３.貸出金のうち、破綻先債権額は８５,０６０百万円、延滞債権額は８４５,４２４百万
円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続して
いることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みが
ないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部
分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行
令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事
由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債
務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した
貸出金以外の貸出金であります。

※４.貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は１２３,５１６百万円であります。
なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌
日から３月以上遅延している貸出金で、破綻先債権及び延滞債権に該当し
ないものであります。

※５.貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は３４６,５７５百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目
的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その
他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、破綻先債権、延滞債
権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

※６.破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権
額の合計額は１,４００,５７６百万円であります。
なお、上記３.から６.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であり
ます。

※７.手形割引により取得した銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形の額面
金額は、４４７,５１２百万円であります。

※８.担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産

有価証券 １,４４５,５６８百万円
貸出金 ３９,１６０百万円

担保提供資産に対応する債務
預金 ７７,８７３百万円
コールマネー及び売渡手形 ３８,６００百万円
借用金 １４,８７５百万円
その他負債 ４７３百万円

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用
として、有価証券２８０,１１８百万円、貸出金３３６,８２３百万円を差し入れており
ます。
なお、動産不動産のうち保証金権利金は２８,２１０百万円、その他資産のう
ち先物取引差入証拠金は３４８百万円であります。

※９.当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの
融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反
がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約でありま
す。これらの契約に係る融資未実行残高は、５,５２９,６６０百万円であります。
このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可
能なものが５,４２４,４９８百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、
融資未実行残高そのものが必ずしも当行及び連結子会社の将来のキャッ
シュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くに
は、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当行
及び連結子会社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の
減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時に
おいて必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後
も定期的に予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把
握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

※１０.ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で繰延ヘッジ損失としてその
他資産に含めて計上しております。なお、上記相殺前の繰延ヘッジ損失の総
額は１３６,９０９百万円、繰延ヘッジ利益の総額は１１０,９９５百万円であります。

※１１.土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布　法律第３４号）に基
づき、当行の事業用土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価
差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部
に計上し、これを控除した金額を「再評価差額金」として資本の部に計上
しております。
再評価を行った年月日 平成１０年３月３１日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）
第２条第１号に定める地価公示法により公示された価格（平成１０年１月１日
基準日）に基づいて、地点の修正、画地修正等、合理的な調整を行って算
出しております。
同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末
における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計
額との差額 ７８,６９７百万円
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※１２.動産不動産の減価償却累計額は２３４,０７４百万円であります。

※１３.借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付さ
れた劣後特約付借入金５８３,０００百万円が含まれております。

※１４.社債には、劣後特約付社債３４５,３９０百万円が含まれております。

連結損益計算書関係
※１. その他経常収益には、

株式等売却益 ２０２,１８６百万円
退職給付信託設定益 ２１,２１６百万円
を含んでおります。

※２. その他の経常費用には、
貸出金償却 １１５,９２１百万円
取引先支援のための債権放棄等による損失 ５０,８００百万円
債権売却損失引当金繰入額 １２,１２８百万円
（株）共同債権買取機構へ不動産担保付債権
を売却したことにかかわる損失 １１,５３８百万円
株式等売却損 ２,２３８百万円
株式等償却 １０,４９８百万円
退職給付信託設定に伴う一時費用処理額 ４０,４１３百万円
退職給付会計適用に伴う会計基準変更時
差異の費用処理額 １８,２６０百万円
を含んでおります。

連結キャッシュ・フロー計算書関係
１.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の
金額との関係
平成１３年３月３１日現在
現金預け金勘定 １,５７８,６５５百万円
日本銀行以外の金融機関への預け金 △１,１５７,３７５百万円
現金及び現金同等物 ４２１,２８０百万円

２.株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳
株式の取得により新たに共同抵当証券株式会社を連結したことに伴う連結
開始時の資産及び負債の主な内訳並びに同社株式の取得価額と同社取得
のための支出（純額）との関係は次のとおりであります。
貸出金 ２５２,９４３百万円
借用金 △ １６２,０５７百万円
上記以外の資産及び負債 △ ９１,１２４百万円
既取得株式の持分法による評価額 △ ３３３百万円
連結調整勘定 ５７１百万円
新たに連結子会社となった会社の株式の取得価額 ０百万円
新たに連結子会社となった会社の現金及び現金同等物 ０百万円
差引：新たに連結子会社となった会社の取得のための支出 △ ０百万円

リース取引関係
１.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引

•リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び年度末残高
相当額

動産 その他 合計
取得価額相当額 ２７,４５４百万円 ５４百万円 ２７,５０９百万円
減価償却累計額相当額 １１,３０１百万円 ９百万円 １１,３１０百万円
年度末残高相当額 １６,１５３百万円 ４５百万円 １６,１９８百万円

•未経過リース料 １年内 １年超 合計
年度末残高相当額 ５,３６９百万円 １１,１８８百万円 １６,５５７百万円

•支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
支払リース料 ５,６１７百万円
減価償却費相当額 ５,５２８百万円
支払利息相当額 ２５３百万円

•減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

•利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額と
し、各連結会計年度への配分方法については、利息法によっております。

２.オペレーティング・リース取引
１年内 １年超 合計

•未経過リース料 ７９２百万円 １,５６６百万円 ２,３５８百万円

税効果会計関係
１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
貸倒引当金損金算入限度超過額 ２４２,１５２百万円
株式等償却否認 ２１,５７５百万円
債権売却損失引当金 １４,８８５百万円
その他 ４７,９６１百万円
繰延税金資産小計 ３２６,５７４百万円
評価性引当額 △ ３,２５８百万円
繰延税金資産合計 ３２３,３１５百万円
繰延税金負債
海外投資等損失準備金 △ ３百万円
繰延税金資産の純額 ３２３,３１２百万円

２.「大阪府における銀行業等に対する事業税の課税標準等の特例に関する条
例」（平成１２年６月９日大阪府条例第１３１号）が平成１２年６月９日に公布され、
当行の大阪府に係る事業税の課税標準が平成１３年４月１日以後開始する事
業年度より従来の所得から業務粗利益に変更されることにより、当該事業税
は税効果会計の計算に含められる税金でなくなることから、繰延税金資産
及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率を、当連結会計年度より
前連結会計年度の３９.９１％から３９.５３％に変更しております。
この変更により、繰延税金資産の金額は２,８９１百万円減少し、当連結会計年
度に計上された法人税等調整額の金額は同額増加しております。また、再評
価に係る繰延税金負債の金額は７９９百万円減少し、再評価差額金の金額は
同額増加しております。

退職給付関係
１.採用している退職給付制度の概要
当行及び一部の国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金
制度及び退職一時金制度を設けております。なお、従業員の退職等に際して、
退職給付に係る会計基準に準拠した数理計算による退職給付債務の対象と
されない退職金を支給する場合があります。
また、当行及び連結子会社中１社において、退職給付信託を設定しております。
当連結会計年度末現在、退職一時金制度については、当行及び連結子会社
全体で２１社が有しており、また、厚生年金基金制度については、当行は昭和
４６年設立の単独設立型の厚生年金基金を有しており、連結子会社中３社が
総合設立型の厚生年金基金を有しております。

２.退職給付債務に関する事項
退職給付債務 (A) △４００,７８２百万円
年金資産 (B) ２７４,９９４百万円
未積立退職給付債務 (C)=(A)+(B) △１２５,７８７百万円
会計基準変更時差異の未処理額 (D) ７３,０３８百万円
未認識数理計算上の差異 (E) ４８,７４２百万円
連結貸借対照表計上額純額 (F)=(C)+(D)+(E) △ ４,００６百万円
前払年金費用 (G) １８,８８０百万円
退職給付引当金 (F)－(G) △ ２２,８８７百万円

（注）１. 厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。
２. 臨時に支払う割増退職金は含めておりません。
３. 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採
用しております。

４. 上記のほか、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計
算することができない複数事業主制度に係る年金資産（時価）が
２,２５１百万円あります。

３.退職給付費用に関する事項
勤務費用 ９,４６７百万円
利息費用 １３,７７８百万円
期待運用収益 △ １２,７３３百万円
会計基準変更時差異の費用処理額 ５８,６７４百万円
その他（退職給付債務の対象外の退職金） ２,６９９百万円
退職給付費用 ７１,８８６百万円

（注）１. 当連結会計年度の中間連結会計期間末までに退職給付信託を設
定したことにより、信託財産の拠出時の時価に相当する期首退職
給付債務を一括費用処理した額４０,４１３百万円を含んでおります。

２. 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、一括して
「勤務費用」に含めて計上しております。

４.退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
(１)割引率 ３.５％
(２)期待運用収益率 ５.４％
(３)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
(４)数理計算上の差異の処理年数
５年～１０年（発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数によ
る定額法により、翌連結年度から費用処理することとしている）

(５)会計基準変更時差異の処理年数
主として５年（当行及び一部の連結子会社では、退職給付信託を設定した
ことにより、期首退職給付債務の一部を一括費用処理している）

１株当たり情報
連結ベースの１株当たり純資産額 ３３７.９５円
連結ベースの１株当たり当期純利益
（△は１株当たり当期純損失） △ ４.５３円
連結ベースの潜在株式調整後１株当たり当期純利益 一円

（注）１. 連結ベースの１株当たり純資産額は、期末連結純資産額から「期
末発行済優先株式数×発行価額」を控除した金額を、期末発行済
普通株式数（「自己株式」及び「子会社の所有する親会社株式」
を除く）で除して算出しております。

２. 連結ベースの１株当たり当期純利益（又は当期純損失）は、連結
当期純利益（又は連結当期純損失）から当期の優先株式配当金
総額を控除した金額を、期中平均発行済普通株式数（「自己株式」
及び「子会社の所有する親会社株式」を除く）で除して算出して
おります。

３. なお、連結ベースの潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額
については、当連結会計年度は純損失が計上されているので、記
載しておりません。
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■所在地別セグメント情報 （単位：百万円）

日　本 米州地域 欧州地域 アジア・オセアニア地域 計 消去又は全社 連　結
Ⅰ 経常収益
（１）外部顧客に対する経常収益 １,０８９,０４５ １９,３８５ ４,１３６ ４７,６９９ １,１６０,２６５ ― １,１６０,２６５
（２）セグメント間の内部経常収益 ３６,７７７ ２２,０２１ ３,９３１ ４,８２５ ６７,５５４ （６７,５５４） ―

計 １,１２５,８２２ ４１,４０６ ８,０６７ ５２,５２４ １,２２７,８２０ （６７,５５４） １,１６０,２６５
経常費用 １,０３０,２９９ ４４,３６６ ８,８０５ ５３,６５７ １,１３７,１２９ （７０,９１４） １,０６６,２１４
経常利益（△は経常損失） ９５,５２２ △２,９６０ △ ７３７ △１,１３３ ９０,６９１ ３,３５９ ９４,０５１
Ⅱ 資　産 ２６,９４６,１８２ ６９４,６１９ ５４５,８１５ １,３７１,２３５ ２９,５５７,８５３ （７６９,７２１）２８,７８８,１３１
Ⅰ 経常収益
（１）外部顧客に対する経常収益 ８５８,４４２ ３８,５０２ ７,８４６ ３８,９２５ ９４３,７１６ 一 ９４３,７１６
（２）セグメント間の内部経常収益 １９,７９８ １３,７６０ ２,８７２ ５,９８９ ４２,４２０ （４２,４２０） 一

計 ８７８,２４１ ５２,２６２ １０,７１８ ４４,９１５ ９８６,１３７ （４２,４２０） ９４３,７１６
経常費用 ８９８,０１７ ５０,５２２ １１,０６７ ３５,９９０ ９９５,５９８ （４０,１３４） ９５５,４６３
経常利益（△は経常損失） △ １９,７７６ １,７３９ △ ３４９ ８,９２５ △ ９,４６１ （２,２８５）△ １１,７４７
Ⅱ 資　産 ２９,８５１,１６３ ９３７,１１９ ５３６,７１４ １,１２３,６２９ ３２,４４８,６２７ （１,２６０,９３０）３１,１８７,６９７

（注）１. 当行の本支店及び連結子会社について、地理的近接度、経済活動の類似性、事業活動の相互関連性等を考慮して国内と国又は地域ごとに区分の上、一般企業の売上高及び営業利益に代
えて、それぞれ経常収益及び経常利益（△は経常損失）を記載しております。

２. 米州地域にはアメリカ合衆国等が属しております。欧州地域にはイギリス等が属しております。アジア・オセアニア地域には、香港、オーストラリア等が属しております。
３. 会計処理基準等の変更
（当連結会計年度）
（１）退職給付に係る会計基準の適用による影響

当連結会計年度から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平成１０年６月１６日））を適用しております。この結果、従来の方法
によった場合と比較して、「日本」について経常費用が２２,１１５百万円減少し、経常損失は同額減少しております。
また、当行及び一部の国内連結子会社は、当連結会計年度に退職給付信託を設定しております。この結果、「日本」について経常収益が２１,２１６百万円、経常費用が４０,４１３百万円それ
ぞれ増加し、経常損失は１９,１９７百万円増加しております。

（２）金融商品に係る会計基準の適用による影響
当連結会計年度から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平成１１年１月２２日））を適用し、有価証券の評価の方法、デリ
バティブ取引の評価の方法、ヘッジ会計の方法等について変更しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、「日本」については経常収益が３,３２７百万円、経常費用が
８,６４７百万円それぞれ増加し、経常損失は５,３２０百万円増加しております。「米州地域」については経常収益が３５９百万円、経常費用が１８９百万円それぞれ増加し、経常損失は１６９百万
円減少しております。「欧州地域」については経常収益が２００百万円増加し、経常損失は２００百万円減少しております。「アジア・オセアニア地域」については経常収益が２２１百万円、
経常費用が１百万円それぞれ増加し、経常損失は２２０百万円減少しております。

（前連結会計年度）
（１）銀行法施行規則の改正に伴う表示の変更

前連結会計年度まで負債の部に掲記しておりました「貸倒引当金」は、「銀行法施行規則」（昭和５７年大蔵省令第１０号）別紙様式が改正されたことに伴い、当連結会計年度より資産の
部の最後に対象資産から一括控除する方法により表示しております。この変更に伴い、従来と同一の表示によった場合に比べ、資産は「日本」について４３４,８５２百万円、「米州地域」に
ついて２,８３０百万円、「欧州地域」について８８百万円、「アジア・オセアニア地域」について２１,０１４百万円それぞれ減少しております。

■海外経常収益 （単位：百万円）

１２年３月期 １３年３月期
海外経常収益 （Ａ） ７１,２２０ ８５,２７４
連結経常収益 （Ｂ） １,１６０,２６５ ９４３,７１６
（Ａ）／（Ｂ） （％） ６.１ ９.０
（注）１. 一般企業の海外売上高に代えて、海外経常収益を記載しております。

２. 海外経常収益は、当行の海外店取引、並びに海外連結子会社の取引に係る経常収益（ただし、連結会社間の内部経常収益を除く）で、こうした膨大
な取引を相手先別に区分していないため、国又は地域毎のセグメント情報は記載しておりません。

■事業の種類別セグメント情報

連結会社は銀行業以外に一部で信託等の事業を営んでおりますが、それらの事業の全セグメントに占める割合が僅少であるため、事業の種類
別セグメント情報は記載しておりません。

１２
年
３
月
期

１３
年
３
月
期

■関連当事者との取引

平成１２年３月期
関連当事者との取引について記載すべき重要なものはありません。

平成１３年３月期
子会社等

議決権等 関係内容
属性 会社等 住所 資本金又 事業内容 の所有（被 役員の 取引の 取引金額 科目 期末

の名称 は出資金 又は職業 所有）割合 兼任等 事業上の関係 内　容 残高

子会社 共同抵当 抵当証券販売取 債権放棄
証券株式 東京都中央区 ２,４００ 抵当証券業 （所　有） 転籍 １人 次、金銭貸借、預 による支 ２８,８００ ― ―
会社

直接 ４１.１１％ 金の取引関係 援損
（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

同社からの再建支援要請に対して、再建計画の実現性及び事業の将来性等を総合的に検討の上、決定しております。

セ グ メ ン ト 情 報
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有 価 証 券 の 時 価 等 情 報

■売買目的有価証券 （単位：百万円）

１３年３月期
単体ベース 連結ベース

売買目的有価証券
貸借対照表計上額 ５８９,９４２ ５８９,９４２
当期の損益に含まれた評価差額 ９５ ９５

■当期中に売却した満期保有目的の債券 該当ありません。

■当期中に売却したその他有価証券 （単位：百万円）

１３年３月期
単体ベース 連結ベース

その他有価証券
売却額 ６,８４０,３９３ ６,８４８,６３４
売却益の合計額 ２１５,１１８ ２１９,８４６
売却損の合計額 ５,４３０ ５,４８１

■保有目的を変更した有価証券 該当ありません。

■その他有価証券のうち満期があるもの及び
満期保有目的の債券の償還予定額 （単位：百万円）

単体ベース １３年３月期
１年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超

債　券 ７８３,１２７ ９０１,２５９ ４３９,０３５ 一
国　債 ６９９,９４３ ５１７,５１６ ２８１,３８１ 一
地方債 ２０,３６１ １０２,６４６ １１５,４２８ 一
社　債 ６２,８２２ ２８１,０９６ ４２,２２５ 一
その他 １０７,９１３ １５１,４０８ ３３,８３４ 一
合　計 ８９１,０４０ １,０５２,６６７ ４７２,８７０ 一

連結ベース １３年３月期
１年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超

債　券 ７８３,５０７ ９０３,０７６ ４４７,９１１ 一
国　債 ６９９,９５３ ５１７,５４０ ２８１,３８１ 一
地方債 ２０,３６１ １０２,６４６ １２３,２８２ 一
社　債 ６３,１９３ ２８２,８８９ ４３,２４８ 一
その他 １０８,５５１ １５２,８８１ ３４,９３９ ８１
合　計 ８９２,０５９ １,０５５,９５７ ４８２,８５１ ８１

（注）１３年３月期は、貸借対照表の「有価証券」のほか、「特定取引資産」中の商品有価証券、譲渡性預け金、コマーシャル・ペーパー、「現金預け金」
中の譲渡性預け金、並びに「買入金銭債権」中のコマーシャル・ペーパーを含めて記載しております。

■時価のない有価証券の主な内容及び
貸借対照表計上額 （単位：百万円）

１３年３月期
単体ベース 連結ベース

子会社株式及び関連会社株式
子会社株式 １８,４１７ 一
関連会社株式 ９３４ 一
その他有価証券
非上場内国債券 ３３８,０６８ ３４０,６０５
非上場株式（店頭売買株式を除く） ３８,８３６ ４９,０８２

■その他有価証券で時価のあるもの
当期においては、その他有価証券のうち時価のあるものについて時価評価を行っておりません。
なお、平成１２年大蔵省令第８号附則第４項及び平成１２年大蔵省令第９号附則第３項によるその他有価証券に係る貸借対照表計上額等は次のと
おりであります。

（単位：百万円）

１３年３月期
単体ベース 連結ベース

貸借対照表計上額 時価 差額 うち益 うち損 貸借対照表計上額 時価 差額 うち益 うち損
株　式 １,７４６,４０３ １,６２７,６２５ △１１８,７７８ １１６,０３５ ２３４,８１３ １,７５９,８９７ １,６４３,３１９ △１１６,５７７ １２０,１３２ ２３６,７０９
債　券 １,７８５,３５４ １,８０３,５９７ １８,２４３ ２０,２６１ ２,０１８ １,７９３,８７０ １,８１２,９２３ １９,０５２ ２１,０７１ ２,０１８
国　債 １,４９８,８４１ １,５０７,９８８ ９,１４７ １０,４４０ １,２９２ １,４９８,８５６ １,５０８,００３ ９,１４７ １０,４４０ １,２９２
地方債 ３８,０９８ ４１,５９１ ３,４９２ ３,４９２ 一 ４５,９５１ ５０,１９２ ４,２４１ ４,２４１ 一
社　債 ２４８,４１５ ２５４,０１７ ５,６０２ ６,３２８ ７２５ ２４９,０６２ ２５４,７２７ ５,６６４ ６,３９０ ７２５
その他 ２８９,９９７ ２７３,８４４ △ １６,１５２ １,９７０ １８,１２２ ２９１,８４９ ２７５,６７６ △ １６,１７２ １,９７０ １８,１４２
合　計 ３,８２１,７５５ ３,７０５,０６７ △１１６,６８７ １３８,２６７ ２５４,９５４ ３,８４５,６１７ ３,７３１,９２０ △１１３,６９７ １４３,１７４ ２５６,８７１
（注）時価は、株式については期末前１カ月の市場価格の平均に基づいて算定された額に、また、それ以外については期末日における市場価格等に、それぞれ基づいております。

■満期保有目的の債券で時価のあるもの （単位：百万円）

１３年３月期
単体ベース 連結ベース

貸借対照表計上額 時価 差額 うち益 うち損 貸借対照表計上額 時価 差額 うち益 うち損
国　債 一 一 一 一 一 １９ １９ ０ ０ 一
その他 一 一 一 一 一 ９９ １００ ０ ０ ０
合　計 一 一 一 一 一 １１９ １２０ １ １ ０
（注）時価は、期末日における市場価格等に基づいております。

■子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの（単体ベース） 該当ありません。
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■市場性ある有価証券に係る時価情報 （単位：百万円）

単体ベース
１１年３月期 １２年３月期

有価証券
債　券 貸借対照表価額 ２６３,８８５ ６６,６８２

時　価 ２６５,８６５ ６７,１６１
評価損益 １,９８０ ４７８
うち評価益 １,９８０ ４７８
評価損 ― ０

株　式 貸借対照表価額 ２,１２３,９９３（１２） １,９９０,１８５
時　価 ２,１９４,７６１（１３） ２,５０２,３０６
評価損益 ７０,７６８（ ０） ５１２,１２０
うち評価益 ２９４,０３５（ ０） ５６９,５８４
評価損 ２２３,２６７（ ―） ５７,４６４

その他 貸借対照表価額 ８２,１５１ ４７,２２６
時　価 ９１,２９２ ５４,５７２
評価損益 ９,１４０ ７,３４６
うち評価益 ９,６２２ ７,４０３
評価損 ４８１ ５７

合　計 貸借対照表価額 ２,４７０,０３０ ２,１０４,０９４
時　価 ２,５５１,９１９ ２,６２４,０３９
評価損益 ８１,８８９ ５１９,９４５
うち評価益 ３０５,６３８ ５７７,４６６
評価損 ２２３,７４９ ５７,５２１

（注）１. 本表記載の有価証券は、上場有価証券（債券は、国債、地方債、社債であります）を対象としております。なお、上場債券の時価は、主として東京証券取引所の最終価格又は日本証券業協
会が発表する公社債店頭（基準）気配表に掲載されている銘柄の利回りに基づいて計算した価格によっております。その他の上場有価証券の時価は、主として東京証券取引所の最終価
格によっております。ただし、１０年３月期の上場有価証券の時価は、主として東京証券取引所における最終価格によっております。

２.（ ）内は自己株式であります。
３. 非上場有価証券のうち時価相当額として価格等の算定が可能なものは、次のとおりであります。

（単位：百万円）

単体ベース
１１年３月期 １２年３月期

有価証券
債　券 貸借対照表価額 ９０９,６８０ ８２０,１５２

時価相当額 ９３５,０６７ ８２９,６２３
評価損益 ２５,３８７ ９,４７１
うち評価益 ２５,５２７ １１,２５３
評価損 １４０ １,７８１

株　式 貸借対照表価額 ３４,２７５ ３７,４４１
時価相当額 ４６,８８３ ５８,３０８
評価損益 １２,６０８ ２０,８６７
うち評価益 １９,０８８ ２１,７２５
評価損 ６,４８０ ８５８

その他 貸借対照表価額 ９０４ ７,１３４
時価相当額 ９０２ ７,２７３
評価損益 △　　　２ １３８
うち評価益 ― ２７６
評価損 ２ １３８

合　計 貸借対照表価額 ９４４,８５９ ８６４,７２８
時価相当額 ９８２,８５２ ８９５,２０５
評価損益 ３７,９９３ ３０,４７６
うち評価益 ４４,６１６ ３３,２５５
評価損 ６,６２３ ２,７７８

非上場有価証券の時価相当額は、店頭売買有価証券については日本証券業協会が公表する売買価格等、公募債券については日本証
券業協会が発表する公社債店頭（基準）気配表に掲載されている銘柄の利回りに基づいて計算した価格、証券投資信託の受益証券
については基準価格、米国の店頭売買有価証券については全米証券業協会のNASDAQによる売買価格等によっております。

４. 本表及び上記（注）３. 記載の｢債券｣、｢株式｣、｢その他｣の区分は、貸借対照表科目に合わせております。

連結ベース
１２年３月期

８２８,６５８
８３８,５７１
９,９１２
１１,６９４
１,７８１
３８,９９７
６２,９８８
２３,９９１
２５,０１１
１,０２０
８,６０１
８,６７１
６９
２７６
２０６

８７６,２５７
９１０,２３１
３３,９７４
３６,９８２
３,００８

連結ベース
１２年３月期

６６,７０３
６７,１８８
４８４
４８４
―

２,００２,６４８
２,５１５,３５４
５１２,７０６
５７２,２８１
５９,５７４
４７,２３６
５４,５８２
７,３４６
７,４０３
５７

２,１１６,５８８
２,６３７,１２５
５２０,５３６
５８０,１６９
５９,６３２
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５. 時価情報開示対象有価証券から除いた有価証券の主なものの貸借対照表価額は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

単体ベース
１１年３月期 １２年３月期

有価証券
公募債以外の内国非上場債券 ２９２,２１９ 債券 ４７１,５１８
残存償還期間１年以内の公募非上場債券 ３９,３９７ 株式 ６０,４９２
内国債以外の非上場債券 ２５,０７７ その他１１４,２５５
非上場の関係会社株式 ５１,４４５
非上場の関係会社外国株式 ２６,７３４
クローズド期間中の投資信託受益証券 ３０,０００

６.特定取引勘定にて経理しております商品有価証券及び特定取引有価証券につきましては、時価評価を行い、当該評価損益を損益計
算書に計上しておりますのでここでの記載を省略しております。

連結ベース
１２年３月期

４７１,５１８
６０,４９２
１１４,２５５

（単位：百万円）

単体ベース
１１年３月期 １２年３月期

金銭の信託
貸借対照表価額 ８３,０３４ ２１０,０００
時価等 ８３,０３４ ２１０,０００
評価損益 ０ ―
うち評価益 ０ ―
評価損 ― ―

（注）時価等の算定は、以下により金銭の信託の受託者が合理的に算出した価格によっております。
１. 上場有価証券については、主として東京証券取引所における最終価格又は日本証券業協会が発表する公社債店頭（基準）気配表に掲載されている銘柄の利回りに基づいて計算した価格
によっております。

２. 店頭売買株式については、日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。

金 銭 の 信 託 の 時 価 等 情 報

連結ベース
１２年３月期

２１０,０００
２１０,０００

―
―
―

■運用目的の金銭の信託 （単位：百万円）

１３年３月期
単体ベース 連結ベース

運用目的の金銭の信託
貸借対照表計上額 ６０,０００ ６０,０５０
当期の損益に含まれた評価差額 一 一

■満期保有目的の金銭の信託 該当ありません。

■その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外） 該当ありません。

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 相 当 額
当期において、その他有価証券及びその他の金銭の信託について時価評価を行った場合における、その他有価証

券評価差額金相当額は次のとおりであります。

（単位：百万円）

１３年３月期
単体ベース 連結ベース

その他有価証券評価差額金相当額
差額（時価－貸借対照表計上額） △ １１６,６８７ △ １１３,６９７
その他有価証券 △ １１６,６８７ △ １１３,６９７
その他の金銭の信託 一 一
繰延税金資産相当額 （＋） ４６,１２６ ４４,８６８
その他有価証券評価差額金相当額（持分相当額調整前） △ ７０,５６０ △ ６８,８２９

少数株主持分相当額 （△） 一 ３１２
持分法適用会社が所有するその他有価証券に係る
評価差額金相当額のうち親会社持分相当額 （＋） 一 １８

その他有価証券評価差額金相当額 △ ７０,５６０ △ ６９,１２３

あさひ (P73-)  2001.7.27 10:26 AM  ページ 83



あ
さ
ひ
銀
行
デ
ィ
ス
ク
ロ
ー
ジ
ャ
ー
誌

デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル

84

■連結自己資本比率（国際統一基準） （単位：百万円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期

基本的項目 資本金 ６０５,２５８ ６０５,３３１ ６０５,３３８
うち非累積的永久優先株 ２０６,７３５ ２０３,９１０ ２０１,９７６
新株式払込金 ― ― 一
資本準備金 ５０９,４１６ ５０９,４８６ ５０９,４８６
連結剰余金 １１７,１２１ １３０,９２１ １１４,８８４
連結子会社の少数株主持分 ９,９６５ ８,６１７ ８,５２４
うち海外特別目的会社の発行する
優先出資証券 ― ― 一
為替換算調整勘定 ― ― △ ６９７
営業権相当額（△） ― ― 一
連結調整勘定相当額（△） ― ８,１９２ ６,８３２
計 （A） １,２４１,７６２ １,２４６,１６３ １,２３０,７０３
うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券 ― ― 一

補完的項目 有価証券含み益の４５％相当額 ― ― 一
土地の再評価額と再評価の直前の
帳簿価額の差額の４５％相当額 １０１,７５４ ９８,４０２ ９４,６７６
一般貸倒引当金 １３０,７９０ １４５,２７７ １５４,３９７
負債性資本調達手段等 ８７２,８５５ ７９９,６１５ ７０８,１９０
うち永久劣後債務 ５０８,５９０
うち期限付劣後債務および期限付優先株 １９９,６００
計 １,１０５,３９９ １,０４３,２９５ ９５７,２６４
うち自己資本への算入額 （B） １,１０５,３９９ １,０４３,２９５ ９５７,２６４

準補完的項目 短期劣後債務 ― ― 一
うち自己資本への算入額 （C） ― ― 一

控除項目 （D） ― ９９９ ２,９４３
自己資本額 （A）＋（B）＋（C）－（D） 計 （E） ２,３４７,１６１ ２,２８８,４５９ ２,１８５,０２４

リスク・アセット等 資産（オンバランス）項目 １８,５３４,４７７ １８,２２４,６３９ １８,３９６,１２１
オフバランス取引項目 １,１２１,５５４ １,１３６,９６８ １,１８５,６０５
信用リスク・アセットの額 （F） １９,６５６,０３２ １９,３６１,６０７ １９,５８１,７２６
マーケット・リスク相当額に
係る額（（H）／８％） （G） ６７,６４０ ３０,４８２ ３１,１２６
（参考）マーケット・リスク相当額 （H） ５,４１１ ２,４３８ ２,４９０
計（（F）＋（G）） （ I ） １９,７２３,６７３ １９,３９２,０８９ １９,６１２,８５３

連結自己資本比率 （国際統一基準）＝E/I×１００ １１.９０％ １１.８０％ １１.１４％
（注）１. ステップ・アップ金利条項付優先出資証券とは、告示第４条第２項に掲げるもの、すなわち、ステップ・アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋然性を有する株式等（海外特別目的会社

の発行する優先出資証券含む。）であります。
２. 永久劣後債務とは、告示第５条第１項第４号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべてを有するものであります。
（１）無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること
（２）一定の場合を除き、償還されないものであること
（３）業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること
（４）利払い業務の延期が認められるものであること
３. 期限付劣後債務および期限付優先株とは、告示第５条第１項第５号および第６号に掲げるものであります。ただし、期限付劣後債務は契約時における償還期間が５年を超えるものに限られ
ております。

４. 控除項目は、告示第７条第１項第１号に掲げる他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額、および第２号に規定するものに対する投資に相当する額であります。

自 己 資 本 比 率

自己資本比率は、銀行法第１４条の２の規定に基づき自己資本比率の基準を定める件（平成５年大蔵省告示第５５号。以下、「告示」という）に定
められた算式に基づき、連結ベースと単体ベースの双方について算出しております。
なお、当行は、国際統一基準を適用のうえ、マーケット・リスク規制を導入しております。
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■単体自己資本比率（国際統一基準） （単位：百万円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期

基本的項目 資本金 ６０５,２７４ ６０５,３４７ ６０５,３５４
うち非累積的永久優先株 ２０６,７３５ ２０３,９１０ ２０１,９７６
新株式払込金 ― ― 一
資本準備金 ５０９,４１６ ５０９,４８６ ５０９,４８６
利益準備金 ６９,００２ ７３,３７９ ７６,０６７
任意積立金 ３１,１００ ４４,１００ ２５,１００
次期繰越利益 １９,１１１ １５,７５２ １３,７８３
その他 ― ― 一
営業権相当額（△） ― ― 一
計 （A） １,２３３,９０６ １,２４８,０６６ １,２２９,７９３
うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券 ― ― 一

補完的項目 有価証券含み益の４５％相当額 ― ― 一
土地の再評価額と再評価の直前の
帳簿価額の差額の４５％相当額 １０１,７５４ ９８,４０２ ９４,６７６
一般貸倒引当金 １２６,１００ １２７,７００ １２９,６００
負債性資本調達手段等 ８７２,８５５ ７９９,６１５ ７０８,１９０
うち永久劣後債務 ５０８,５９０
うち期限付劣後債務および期限付優先株 １９９,６００
計 １,１００,７０９ １,０２５,７１７ ９３２,４６６
うち自己資本への算入額 （B） １,１００,７０９ １,０２５,７１７ ９３２,４６６

準補完的項目 短期劣後債務 ― ― 一
うち自己資本への算入額 （C） ― ― 一

控除項目 （D） ― ９９９ ９９９
自己資本額 （A）＋（B）＋（C）－（D） （E） ２,３３４,６１５ ２,２７２,７８４ ２,１６１,２５９

リスク・アセット等 資産（オンバランス）項目 １８,４５７,９６０ １８,０４６,８０７ １７,９３３,４３９
オフバランス取引項目 ８８２,５８５ ９０８,９５２ ９７３,３４８
信用リスク・アセットの額 （F） １９,３４０,５４６ １８,９５５,７５９ １８,９０６,７８８
マーケット・リスク相当額に
係る額（（H）／８％） （G） ８２,５１８ ３０,６４６ ３０,８６８
（参考）マーケット・リスク相当額 （H） ６,６０１ ２,４５１ ２,４６９
計（（F）＋（G）） （ I ） １９,４２３,０６５ １８,９８６,４０６ １８,９３７,６５６

単体自己資本比率 （国際統一基準）＝E/I×１００ １２.０１％ １１.９７％ １１.４１％
（注）１. ステップ・アップ金利条項付優先出資証券とは、告示第１４条第２項に掲げるもの、すなわち、ステップ・アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋然性を有する株式等（海外特別目的会社

の発行する優先出資証券含む。）であります。
２. 永久劣後債務とは、告示第１５条第１項第４号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべてを有するものであります。
（１）無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること
（２）一定の場合を除き、償還されないものであること
（３）業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること
（４）利払い業務の延期が認められるものであること
３. 期限付劣後債務および期限付優先株とは、告示第１５条第１項第５号および第６号に掲げるものであります。ただし、期限付劣後債務は契約時における償還期間が５年を超えるものに限られ
ております。

４. 控除項目は、告示第１７条第１項に掲げる他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額であります。
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デリバティブ取 引 情 報

取引の時価等に関する事項（平成１３年３月期）
■金利関連取引 （単位：百万円）

１３年３月期
契約額等 うち１年超 時価 評価損益

取引所
金利先物 ３１３,４６９ １６,２３６ １,２２６ １,２２６
売　建 ９７,３３１ ７,５９３ △ １３５ △ １３５
買　建 ２１６,１３８ ８,６４３ １,３６２ １,３６２
金利オプション 一 一 一 一
売　建 一 一 一 一
買　建 一 一 一 一

店　頭
金利先渡契約 １７,７１０ １７,７１０ △ ６２ △ ６２
売　建 一 一 一 一
買　建 １７,７１０ １７,７１０ △ ６２ △ ６２
金利スワップ ３,７６８,４２１ ２,２７１,２６６ ９４０ ９４０
受取固定・支払変動 １,９５１,７１５ １,１０１,４４５ ３９,７５４ ３９,７５４
受取変動・支払固定 １,７９５,７０６ １,１４９,８２０ △３８,７７９ △３８,７７９
受取変動・支払変動 ２１,０００ ２０,０００ △ ３５ △ ３５
金利オプション 一 一 一 一
売　建 一 一 一 一
買　建 一 一 一 一
キャップ １６４,２８５ １５８,５８５ ３５０ ７３０
売　建 ８９,３００ ８５,６００ １９０ １,０５９
買　建 ７４,９８５ ７２,９８５ １５９ △ ３２９
フロアー １００ １００ ３ ３
売　建 一 一 一 一
買　建 １００ １００ ３ ３
その他 一 一 一 一
売　建 一 一 一 一
買　建 一 一 一 一

合　計 ２,４５７ ２,８３７
（注）１. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

２. 時価の算定
取引所取引につきましては、東京金融先物取引所等における最終の価格によっております。店頭取引につきましては、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しており
ます。

■通貨関連取引 （単位：百万円）

１３年３月期
契約額等 うち１年超 時価 評価損益

店　頭
通貨スワップ ５８６,１２２ ４２９,２７７ １,３８６ １,３８６
その他 一 一 一 一

（注）１. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引及び下記（注）３.の取引は、上記記載から除いてお
ります。

２. 時価の算定
割引現在価値等により算定しております。

３.「銀行業において『新外為経理基準』を継続適用した場合の当面の監査上の取扱い」（日本公認会計士協会平成１２年４月１０日）に基づき、期間損益計算を行っている通貨スワップ取引に
ついては、上記記載から除いております。
期間損益計算を行っている通貨スワップ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

（単位：百万円）

１３年３月期
契約額等 時価 評価損益

通貨スワップ ８１,４５３ １６６ １６６
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また、同様に、先物為替予約、通貨オプション等のうち、期末日に引直しを行い、その損益を損益計算書に計上しているもの、及び外貨建
金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の貸借対照表表示に反映されているものについては、上記記載から除い
ております。
引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

（単位：百万円）

１３年３月期
契約額等

取引所
通貨先物 一
売　建 一
買　建 一
通貨オプション 一
売　建 一
買　建 一

店　頭
為替予約 １,４７９,８８８
売　建 ８５１,１６７
買　建 ６２８,７２１
通貨オプション ２６５,５４２
売　建 １３１,５７１
買　建 １３３,９７１
その他 一
売　建 一
買　建 一

■債券関連取引 （単位：百万円）

１３年３月期
契約額等 うち１年超 時価 評価損益

取引所
債券先物 １５,０２７ 一 △ １３ △ １３
売　建 １,３９０ 一 ０ ０
買　建 １３,６３６ 一 △ １４ △ １４
債券先物オプション 一 一 一 一
売　建 一 一 一 一
買　建 一 一 一 一

店　頭
債券店頭オプション 一 一 一 一
売　建 一 一 一 一
買　建 一 一 一 一
その他 一 一 一 一
売　建 一 一 一 一
買　建 一 一 一 一

合　計 △ １３ △ １３
（注）１. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

２. 時価の算定
取引所取引につきましては、東京証券取引所等における最終の価格によっております。店頭取引につきましては、オプション価格計算モデル等により算定しております。

■商品関連取引 該当ありません。

■クレジットデリバティブ取引 該当ありません。

■株式関連取引 該当ありません。
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取引の時価等に関する事項（平成１２年３月期）
■金利関連取引 （単位：百万円）

１２年３月期
契約額等 うち１年超 時価 評価損益

取引所
金利先物
売　建 １４４,７６９ ― １４４,５６０ ２０９
買　建 ６４,６２２ ― ６４,５０２ △ １１９
金利オプション
売　建　コール ― ―

（―） ― ―
プット ― ―

（―） ― ―
買　建　コール ― ―

（―） ― ―
プット ― ―

（―） ― ―
店　頭
金利先渡契約
売　建 ― ― ― ―
買　建 ― ― ― ―
金利スワップ
受取固定・支払変動 ５,０６３,８７７ ３,０４７,７５９ ９２,３４８ ９２,３４８
受取変動・支払固定 ６,４０９,１６２ ３,６９８,９３８ △１１１,６１７ △１１１,６１７
受取変動・支払変動 ９６５,７８８ ７３５,７８８ △ ７０３ △ ７０３
受取固定・支払固定 ― ― ― ―
金利オプション
売　建　コール ― ―

（―） ― ―
プット ― ―

（―） ― ―
買　建　コール ― ―

（―） ― ―
プット ― ―

（―） ― ―
キャップ
売　建 ３６,３００ ３１,３００

（８８） ６５ ２３
買　建 ４２８,０００ ３５３,０００

（２,５３５） １,３９５ △ １,１４０
フロアー
売　建 ― ―

（―） ― ―
買　建 ― ―

（―） ― ―
その他
売　建 ５３０ ―

（―） １３ △ １３
買　建 ― ―

（―） ― ―
合　計 △ ２１,０１４
（注）１. 時価の算定

取引所取引につきましては、東京金融先物取引所等における最終の価格によっております。店頭取引につきましては、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しており
ます。

２.（ ）内は貸借対照表に計上したオプション料であります。
３. 金利スワップにかかる残存期間別の想定元本及び平均金利は以下のとおりであります。

（単位：百万円、％）

１２年３月期
残存期間 １年内 １年～３年 ３年超
受取固定・支払変動 ２,０１６,１１７ １,６２３,３４８ １,４２４,４１０
平均受取固定金利 ３.３１ １.１４ ２.１６
平均支払変動金利 ２.５７ １.０３ １.６２

受取変動・支払固定 ２,７１０,２２３ １,８７５,５１６ １,８２３,４２１
平均受取変動金利 １.３４ ０.８２ １.３７
平均支払固定金利 １.９８ １.３９ ２.０７

受取変動・支払変動 ２３０,０００ ２５０,０００ ４８５,７８８
平均受取変動金利 ０.３２ １.１９ １.５１
平均支払変動金利 ０.４０ １.１７ １.４８

受取固定・支払固定 ― ― ―
平均受取固定金利 ― ― ―
平均支払固定金利 ― ― ―
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４. 特定取引（トレーディング取引）に含まれますデリバティブ取引につきましては、時価評価を行い、その評価損益を損益計算書に計上し
ておりますので、上記記載から除いております。
特定取引に含まれますデリバティブ取引の契約額等は下記のとおりであります。

（単位：百万円）

１２年３月期
契約額等 時価

取引所
金利先物
売　建 １６７,１２５ １６７,１２８
買　建 ２１２,８８１ ２１２,６２０
金利オプション
売　建　コール ―

（―） ―
プット ―

（―） ―
買　建　コール ―

（―） ―
プット ―

（―） ―
店　頭
金利先渡契約
売　建 ４５,９０５ △ １７
買　建 １１８,５３５ ３３
金利スワップ
受取固定・支払変動 １,９４１,２４８ １９,８２０
受取変動・支払固定 ２,０８３,４２６ △１８,６８３
受取変動・支払変動 １,０００ △ ２
受取固定・支払固定 ― ―
金利オプション
売　建　コール ―

（―） ―
プット ―

（―） ―
買　建　コール ―

（―） ―
プット ―

（―） ―
キャップ
売　建 ２３,４６６

（２３３） ９３
買　建 ３３,５００

（５４） ３３
フロアー
売　建 ―

（―） ―
買　建 ―

（―） ―
その他
売　建 ―

（―） ―
買　建 ―

（―） ―

（注）１.（ ）内は契約額等に係る当初の受払オプション料であります。
２. 金利スワップにかかる残存期間別の想定元本及び平均金利は以下のとおりであります。

（単位：百万円、％）

１２年３月期
残存期間 １年内 １年～３年 ３年超
受取固定・支払変動 ７２３,０２６ ８７５,３５６ ３４２,８６６
平均受取固定金利 ３.２７ １.７７ １.７６
平均支払変動金利 ３.２８ １.５３ １.４７

受取変動・支払固定 ８６０,０３９ ８８３,９３６ ３３９,４５０
平均受取変動金利 ３.６４ １.５３ １.４３
平均支払固定金利 ３.６６ １.８３ １.５６

受取変動・支払変動 ― １,０００ ―
平均受取変動金利 ― ０.７９ ―
平均支払変動金利 ― ０.８２ ―

受取固定・支払固定 ― ― ―
平均受取固定金利 ― ― ―
平均支払固定金利 ― ― ―
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■通貨関連取引 （単位：百万円）

１２年３月期
契約額等 うち１年超 時価 評価損益

店　頭
通貨スワップ ３６０,７８０ ３９,８０７ △１,４５３ △１,４５３
うち米ドル ３１５,６６０ ２８,８１０ △１,２２７ △１,２２７
スイスフラン １５,９８５ ― △ ２０５ △ ２０５
香港ドル １３,６３３ ８,１８０ △ ５ △ ５
その他 １５,５００ ２,８１６ △ １３ △ １３

（注）１. 時価の算定
割引現在価値により算定しております。

２. 特定取引（トレーディング取引）に含まれますデリバティブ取引につきましては、時価評価を行い、その評価損益を損益計算書に計上しておりますので、上記記載から除いております。
特定取引に含まれますデリバティブ取引の契約額等は下記のとおりであります。

（単位：百万円）

１２年３月期
契約額等 時価

店　頭
通貨スワップ ５９,４２９ ６１
うち米ドル ３１,６２５ ４７
スイスフラン ２３,１７９ １１
その他 ４,６２４ １

３. 先物為替予約、通貨オプション等につきましては、期末日に引直しを行い、その損益を損益計算書に計上しておりますので、上記記載
から除いております。引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は下記のとおりであります。

（単位：百万円）

１２年３月期
契約額等

取引所
通貨先物
売　建 ―
買　建 ―
通貨オプション
売　建　コール ―

（―）
プット ―

（―）
買　建　コール ―

（―）
プット ―

（―）
店　頭
為替予約
売　建 ７２２,５９９
買　建 ７３０,０９３
通貨オプション
売　建　コール １５,１０８

（１０２）
プット １２,０４０

（２３１）
買　建　コール １６,２７３

（１８５）
プット １１,５２３

（２５１）
その他
売　建 ―
買　建 ―

（注）（ ）内は貸借対照表に計上したオプション料であります。

■株式関連取引 該当ありません。
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■債券関連取引 （単位：百万円）

１２年３月期
契約額等 うち１年超 時価 評価損益

取引所
債券先物
売　建 ８０,０３６ ― ８０,２１５ △１７８
買　建 ― ― ― ―
債券先物オプション
売　建　コール ― ―

（―） ― ―
プット ― ―

（―） ― ―
買　建　コール ― ―

（―） ― ―
プット ― ―

（―） ― ―
店　頭
債券店頭オプション
売　建　コール ２０,０１６ ―

（２３） ４ １９
プット １９,８７６ ―

（２５） ― ２５
買　建　コール ― ―

（―） ― ―
プット ２４,８９７ ―

（６３） ２６ △ ３７
その他
売　建 ― ― ― ―
買　建 ― ― ― ―

合　計 △１７０
（注）１. 時価の算定

取引所取引につきましては、東京証券取引所等における最終の価格によっております。店頭取引につきましては、オプション価格計算モデル等により算定しております。
２.（ ）内は貸借対照表に計上したオプション料であります。
３. 特定取引（トレーディング取引）に含まれますデリバティブ取引につきましては、時価評価を行い、その評価損益を損益計算書に計上しておりますので、上記記載から除いております。
特定取引に含まれますデリバティブ取引の契約額等は下記のとおりであります。

（単位：百万円）

１２年３月期
契約額等 時価

取引所
債券先物
売　建 ４,１９０ ４,２０８
買　建 ５２５ ５２６
債券先物オプション
売　建　コール ―

（―） ―
プット ―

（―） ―
買　建　コール ―

（―） ―
プット ―

（―） ―
店　頭
債券店頭オプション
売　建　コール ―

（―） ―
プット ―

（―） ―
買　建　コール ―

（―） ―
プット ―

（―） ―
その他
売　建 ― ―
買　建 ― ―

（注）（ ）内は契約額等に係る当初の受払オプション料であります。

■商品関連取引 該当ありません。
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単 体 情 報

■単体貸借対照表 （単位：百万円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
（平成１１年３月３１日現在） （平成１２年３月３１日現在） （平成１３年３月３１日現在）

資産の部

現金預け金 ８１５,１９８ １,１８１,３５８ １,５７５,８４５

現　金 ２９９,９８６ ２９３,８４２ ３０５,３００

預け金 ５１５,２１１ ８８７,５１６ １,２７０,５４５

コールローン １０４,７５０ １５１,５１５ ９７,８００

買入手形 ― ― ８０１,６００

買入金銭債権 ― ４０１ 一

特定取引資産 ２８３,０８８ ４３８,９６２ ７７７,６８６

商品有価証券 ２,９３３ １２,２９９ ２２,１３７

特定取引有価証券派生商品 １０ ― 一

特定金融派生商品 ３２,７２３ ３７,１４４ １８７,７４４

その他の特定取引資産 ２４７,４２１ ３８９,５１８ ５６７,８０５

金銭の信託 ８３,０３４ ２１０,０００ ６０,０００

有価証券※９ ３,９５０,８９４ ３,６１９,９１２ ４,２１６,０３２

国　債※３ ９８４,６４８ ７３３,６５０ １,４９８,８４１

地方債 １７２,１６５ ２６６,１８７ ２３８,４３６

社　債 ３５０,４３２ ３５８,５１５ ３８６,１４５

株式※１ ２,２６１,３７０ ２,０９２,２３７ １,８０２,７９８

自己株式※２ １２ ９ ２

その他の証券※１ １８２,２６５ １６９,３１２ ２８９,８０８

貸出金※４、５、６、７、９、１０ ２０,８４３,５０９ ２０,５４７,４２５ ２０,３２７,３５５

割引手形※８ ４１５,０８８ ４３０,４９３ ４４７,５１２

手形貸付 ２,５０６,５０２ ２,４４９,３３７ ２,５５６,８１８

証書貸付 １５,５２２,８６２ １４,５７０,５７１ １４,２３３,１３４

当座貸越 ２,３９９,０５５ ３,０９７,０２２ ３,０８９,８８９

外国為替 １０９,９５５ ６５,１４７ ７４,０５４

外国他店預け ４,０７０ ４,７４４ ４,１２５

外国他店貸 ４,８６５ ２,４０８ ３,７３２

買入外国為替 ４３,０２２ ２７,４９４ ３２,００８

取立外国為替 ５７,９９７ ３０,４９９ ３４,１８７

その他資産※９ ２７１,７２１ ２８０,９１３ ４８１,０５１

前払費用 ３,３５３ ２,８６０ ２,７３２

未収収益 １００,６６４ １００,１６２ ９８,６４９

先物取引差入証拠金 １７３ ３７７ ３４８

先物取引差金勘定 １,６８３ ３０４ １,６４３

保管有価証券等 １２５ ３,１１９ 一

金融派生商品 ― ― １１１,９７６

繰延ヘッジ損失※１１ ― ― ２５,９１３

その他の資産 １６５,７２０ １７４,０８９ ２３９,７８６

動産不動産※１２、１３、１４ ４６５,４７９ ４６０,６５９ ４５１,８０３

土地建物動産 ４３６,４５２ ４３３,５７６ ４２６,１０１

建設仮払金 ５６４ ２５７ １

保証金権利金 ２８,４６３ ２６,８２５ ２５,７００

繰延税金資産 ３３４,１９５ ２８３,０９７ ３００,７５６

支払承諾見返 １,３７５,５５０ １,２６２,０６１ １,５１７,３０３

貸倒引当金 ― △３９８,７８０ △４１６,５７０

資産の部合計 ２８,６３７,３７９ ２８,１０２,６７６ ３０,２６４,７１９

貸借対照表、損益計算書及び利益処分計算書については、証券取引法第１９３条の２の規定に基づき監査法人の監査証明を受けております。また、
銀行法第２１条第１項後段の規定により公衆の縦覧に供する書類については、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律（昭和４９年法律
第２２号）による会計監査人の監査を受けております。

あさひ (P73-)  2001.7.27 10:26 AM  ページ 92



あ
さ
ひ
銀
行
デ
ィ
ス
ク
ロ
ー
ジ
ャ
ー
誌

デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル

93

（単位：百万円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
（平成１１年３月３１日現在） （平成１２年３月３１日現在） （平成１３年３月３１日現在）

負債及び資本の部
預金※９ １９,９１６,６０９ ２０,１４６,２６３ ２０,４４４,８１１
当座預金 ８７６,９７８ １,０３７,９００ １,２８４,４６０
普通預金 ４,５６０,８４１ ５,３１２,４９５ ５,７９２,９７２
貯蓄預金 ７３９,１８５ ７０７,１１６ ６３８,９０８
通知預金 ２６３,５１１ ２８９,８９８ ２７３,５７７
定期預金 １２,７０７,６３２ １２,１２５,６９２ １１,６４６,２９７
定期積金 １５ １２ １１
その他の預金 ７６８,４４４ ６７３,１４６ ８０８,５８４
譲渡性預金 １,４１９,３４４ １,９８７,０９１ ２,９８１,７９５
コールマネー※９ ２,３５３,０９５ １,２６３,８３６ １,２３３,６８５
売渡手形※９ ― １５,０００ ３８,６００
コマーシャル・ペーパー ７０,０００ １２０,０００ ４２０,０００
特定取引負債 ３４,３３２ ４０,３１０ ２１１,４９６
売付商品債券 ― ４,００８ ２６,５８７
商品有価証券派生商品 １ １７ １３
特定金融派生商品 ３４,３３１ ３６,２８３ １８４,８９５
借用金 １,１４１,２１１ １,１１０,８９８ １,０２７,２０７
再割引手形 １,５７９ １,３４４ １,１７０
借入金※１５ １,１３９,６３２ １,１０９,５５３ １,０２６,０３６
外国為替 ６,０７８ ４,７６４ ８,７０６
外国他店預り １,８６７ １,７７９ ５,１１９
外国他店借 ５５３ １,０９６ ４１８
売渡外国為替 １,１４３ １,００９ １,２３２
未払外国為替 ２,５１４ ８７８ １,９３６
社　債 ― ― １００,０００
転換社債 ３,１２７ ― 一
その他負債 ３２９,４４２ ５７８,８３９ ７５７,８６８
未決済為替借 ６,４１１ ４,５９２ １,０２１
未払法人税等 １,３６９ １,３６４ ９,３１０
未払費用 ９９,１５７ ８１,３７９ ８４,５６１
前受収益 １７,８２０ １６,９９４ １４,４３８
給付補てん備金 ０ ０ ０
先物取引受入証拠金 １４１ １２５ 一
先物取引差金勘定 ― ― １,２３９
借入商品債券 ― ３,０００ 一
金融派生商品 ― ― １３６,５５４
債券貸付取引担保金 ６１,４４７ ７２,８１１ １５,０９９
特定取引未払金 ６９,８８３ ３３８,９７６ ３６１,９６５
その他の負債 ７３,２１０ ５９,５９４ １３３,６７７
貸倒引当金 ４１３,１９５ ― 一
退職給与引当金 ２４,４６６ ２５,２４６ 一
退職給付引当金 ― ― ２０,９２６
債権売却損失引当金 ７７,７８０ ６４,０７３ ３７,６５４
特定債務者支援引当金 ― ６,６０３ ２２,０００
投資等損失引当金 ６,０４０ ― 一
特別法上の引当金 ０ ０ ０
金融先物取引責任準備金 ０ ０ ０
再評価に係る繰延税金負債※１２ ９４,６５４ ８７,２７２ ８３,１６７
支払承諾 １,３７５,５５０ １,２６２,０６１ １,５１７,３０３
負債の部合計 ２７,２６４,９３０ ２６,７１２,２６２ ２８,９０５,２２４
資本金※１６ ６０５,２８７ ６０５,３５６ ６０５,３５６
資本準備金 ５０９,４１６ ５０９,４８６ ５０９,４８６
利益準備金 ６７,５８２ ７１,１８９ ７５,５６７
再評価差額金※１２ １３１,４６６ １３１,４００ １２７,２２３
その他の剰余金※１７ ５８,６９４ ７２,９８０ ４１,８６０
任意積立金 ９８,６００ ３１,１００ ４４,１００
海外投資等損失準備金 ４ ４ ４
行員退職給与基金 １,０１９ １,０１９ １,０１９
別途積立金 ９７,５７６ ３０,０７６ ４３,０７６
当期未処分利益（△は当期未処理損失） △３９,９０５ ４１,８７９ △ ２,２４０
資本の部合計 １,３７２,４４８ １,３９０,４１３ １,３５９,４９４
負債及び資本の部合計 ２８,６３７,３７９ ２８,１０２,６７６ ３０,２６４,７１９
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■損益計算書 （単位：百万円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
（平成１０年４月１日から１１年３月３１日まで） （平成１１年４月１日から１２年３月３１日まで） （平成１２年４月１日から１３年３月３１日まで）

経常収益 ８９８,８８５ １,０８３,０３８ ８７２,０１７
資金運用収益 ６４９,５１１ ５７９,５４１ ５４７,４６１
貸出金利息 ５０３,９２０ ４５１,０５８ ４４４,１８６
有価証券利息配当金 ６２,５５２ ５５,３１８ ５３,０３３
コールローン利息 １,５９５ ５６６ １,６７８
買入手形利息 １３ ７０ ５７１
預け金利息 ２６,４７１ １２,４１０ ３８,２９７
金利スワップ受入利息 ３６,４０２ ４８,５７３ 一
その他の受入利息 １８,５５４ １１,５４４ ９,６９３
役務取引等収益 ５６,０９８ ５８,７７８ ６４,１２１
受入為替手数料 ２５,８１２ ２５,９１２ ２７,８２６
その他の役務収益 ３０,２８６ ３２,８６５ ３６,２９５
特定取引収益 １,７６３ １,７８７ ４,４５５
商品有価証券収益 １５７ ４５８ ３９２
特定取引有価証券収益 ― ― ２
特定金融派生商品収益 ３９１ ５２７ ２,６８８
その他の特定取引収益 １,２１４ ８０１ １,３７３
その他業務収益 ５０,８８６ ２６,３５１ ２６,２２３
外国為替売買益 ８,０４１ ４,４７７ ７,６４６
国債等債券売却益 ３８,６８９ １８,８８８ １７,６５７
国債等債券償還益 ４,１２７ ２,９７７ 一
金融派生商品収益 ― ― １６５
その他の業務収益 ２８ ７ ７５３
その他経常収益 １４０,６２５ ４１６,５７９ ２２９,７５４
株式等売却益 １３４,５１２ ４１０,２４７ １９７,４５８
金銭の信託運用益 ９８７ ３６５ １１６
その他の経常収益※１ ５,１２５ ５,９６６ ３２,１７９

経常費用 １,３０６,３８５ ９９４,９４７ ８８５,１２９
資金調達費用 ２９５,１２４ ２０７,６８７ １７３,７８９
預金利息 １４９,５８１ ７３,９９０ １０３,６５１
譲渡性預金利息 １２,２９６ ３,７７２ ８,８１９
コールマネー利息 １４,９２１ ２,４７９ ６,９８６
売渡手形利息 １０２ １０ ２０
コマーシャル・ペーパー利息 ２５３ ４７７ ８４２
借用金利息 ３２,００７ ３０,１９９ ２４,６０９
社債利息 ― ― ６２１
転換社債利息 ５０ ２９ 一
金利スワップ支払利息 ６２,６３９ ８７,９０９ ２４,９４４
その他の支払利息 ２３,２７２ ８,８１８ ３,２９２
役務取引等費用 ２５,０５３ ２８,１８７ ３０,５５３
支払為替手数料 ５,０６０ ４,９９２ ５,０９５
その他の役務費用 １９,９９３ ２３,１９５ ２５,４５７
特定取引費用 １２ ３ 一
特定取引有価証券費用 １２ ３ 一
その他業務費用 ２９,７３４ ２３,５８３ １４,０２１
国債等債券売却損 ２８,９２２ ２２,３５２ １３,５３６
国債等債券償還損 ４０７ １,２０４ 一
国債等債券償却 ２９０ ２６ ５５
社債発行費償却 ― ― ４２９
その他の業務費用 １１５ ― 一
営業経費 ２６９,１３０ ２６３,５１１ ２５９,２５１
その他経常費用 ６８７,３３０ ４７１,９７４ ４０７,５１３
貸倒引当金繰入額 ２１９,９１９ ５３,６５１ １３３,９９６
貸出金償却 １４３,４７０ ６５,６６２ １１４,８４９
株式等売却損 １８,０５７ １６０,７８１ ２,２６９
株式等償却 １１,８５４ ９６,５７３ ７,９４４
金銭の信託運用損 １１３ ０ 一
その他の経常費用※２ ２９３,９１４ ９５,３０５ １４８,４５２

経常利益（△は経常損失） △４０７,５００ ８８,０９１ △ １３,１１２
特別利益 ３５,５３５ ２８５ ２９６
動産不動産処分益 ３５,３４４ １７３ ９９
償却債権取立益 １９０ １１１ １９７
金融先物取引責任準備金取崩額 ― ０ 一
特別損失 ３,０２０ ６,６６１ ７,６２０
動産不動産処分損 ３,０２０ ６,６６１ ７,６２０
税引前当期純利益（△は税引前当期純損失） △３７４,９８６ ８１,７１５ △ ２０,４３６
法人税、住民税及び事業税 ２,４２７ ２,１７５ １０,３６８
法人税等調整額 △１５７,３９９ ４７,９８０ △ ２０,９６４
当期純利益（△は当期純損失） △２２０,０１４ ３１,５５８ △ ９,８４１
前期繰越利益 １３,３６６ １９,１１１ １５,７５２
再評価差額金取崩額 ― ４,３２９ ４,９７６
過年度税効果調整額 １７６,７９６ ― 一
税効果会計適用に伴う海外投資等損失準備金取崩額 ３ ― 一
中間配当額 ８,３８０ １０,９３３ １０,９４０
中間配当に伴う利益準備金積立額 １,６７６ ２,１８６ ２,１８８
当期未処分利益（△は当期未処理損失） △３９,９０５ ４１,８７９ △ ２,２４０
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■利益処分計算書 （単位：百万円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
（株主総会承認日 平成１１年６月２９日） （株主総会承認日 平成１２年６月２８日） （株主総会承認日 平成１３年６月２７日）

当期未処分利益（△は当期未処理損失） △３９,９０５ ４１,８７９ △２,２４０
任意積立金取崩額 ６７,５００ ― １９,０００
別途積立金取崩額 ６７,５００ ― １９,０００

計 ２７,５９４ ４１,８７９ １６,７５９
利益処分額 ８,４８２ ２６,１２７ ２,９７５
利益準備金 １,４２０ ２,１９０ ５００
第１回優先株式配当金 （１株につき５円） ３３ （１株につき５円） １９ （１株につき５円） ９
第１回第２種優先株式配当金 （１株につき４銭） ９ （１株につき７円１９銭） １,７２５ （１株につき７円１９銭） １,７２５
第２回第２種優先株式配当金 （１株につき６銭） ４ （１株につき９円２５銭） ７４０ （１株につき９円２５銭） ７４０
普通株式配当金 （１株につき２円５０銭） ７,０１４ （１株につき３円） ８,４５２ 一
任意積立金 ― １３,０００ ０
海外投資等損失準備金 ― ０ ０
別途積立金 ― １３,０００ 一

次期繰越利益 １９,１１１ １５,７５２ １３,７８３
（注）特定取引に係る評価利益額は１１年３月期―百万円、１２年３月期１,０５８百万円です。

重要な会計方針 （平成１３年３月期）

１.特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準
金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期的
な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の目的（以下「特定取引目
的」）の取引については、取引の約定時点を基準とし、貸借対照表上「特定取
引資産」及び「特定取引負債」に計上するとともに、当該取引からの損益を
損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。
特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等につい
ては決算日の時価により、スワップ・先物・オプション取引等の派生商品につ
いては決算日において決済したものとみなした額により行っております。
また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当期中の受払利息等
に、有価証券、金銭債権等については前期末と当期末における評価損益の増
減額を、派生商品については前期末と当期末におけるみなし決済からの損
益相当額の増減額を加えております。

２.有価証券の評価基準及び評価方法
（１）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による

償却原価法（定額法）、子会社株式及び関連会社株式については移動平
均法による原価法、その他有価証券については移動平均法による原価
法又は償却原価法により行っております。

（２）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産
として運用されている有価証券の評価は、時価法により行っております。

３.デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っ
ております。

４.固定資産の減価償却の方法
（１）動産不動産

建物については定額法を、動産については定率法をそれぞれ採用して
おります。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建　物　８年～５０年
動　産　２年～２０年

（２）ソフトウェア
自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（５年）
に基づく定額法により償却しております。

５．繰延資産の処理方法
社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。

６.外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建の資産･負債については、決算日の為替相場による円換算額を付し
ております。ただし、①外国法人に対する出資（但し、外貨にて調達したもの
を除く）、②外貨建転換社債、③その他当行が直物外貨建資産残高に算入す
ることが適当でないと定めた外貨建資産は取得時、直物外貨建負債残高に
算入することが適当でないと定めた外貨建負債については発生時の為替相
場によっております。海外支店勘定については、決算日の為替相場による円
換算額を付しております。

７.引当金の計上基準
（１）貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準により、次のとおり計上し
ております。
破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下
「破綻先」という）に係る債権、及び法的に経営破綻の事実が発生してい
ないものの実質的に経営破綻に陥っている債務者（以下「実質破綻先」
という）に係る債権については、下記直接減額後の帳簿価額から担保の
処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を減算した残額を計上
しております。
また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大
きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から担保の処分
可能見込額及び保証による回収可能見込額を減算した残額のうち、債務
者の支払能力を総合的に判断して必要額を計上しております。
上記以外の債権については、合理的な方法により算出した予想損失率等
に基づく額を計上しております。
また、特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生
ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定（租税特別措置法第５５条の２
の海外投資等損失準備金を含む）として計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が実施し
た資産査定を、当該部署から独立した資産監査部署が監査し、その査定
結果に基づいて、上記の引当を行っております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、
債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を
控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、そ
の金額は５２１,３９５百万円であります。
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（２）退職給付引当金
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退
職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しておりま
す。また、数理計算上の差異は、発生年度の従業員の平均残存勤務期間
内の一定年数（１０年）による定額法により、翌期から費用処理することと
しております。
なお、会計基準変更時差異(１３１,５８８百万円）については、退職給付信託
の設定により４０,２９０百万円を一時費用処理するとともに、残額について
は５年による按分額を費用処理しております。

（３）債権売却損失引当金
㈱共同債権買取機構に売却した不動産担保付債権について、将来発生
する可能性のある損失を見積もり、必要と認められる額を計上しており
ます。

（４）特定債務者支援引当金
再建支援を行っている特定の債務者に対し、将来発生する支援額を合理
的に見積もり、必要と認められる額を計上しております。

（５）金融先物取引責任準備金
金融先物取引等に関して生じた事故による損失の補てんに充てるため、
金融先物取引法第８２条及び同法施行規則第２９条の規定に定めるところ
により算出した額を計上しております。

８.リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン
ス･リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によってお
ります。

９．ヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法は、貸出金・預金等の多数の金融資産・負債から生じる金
利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する「マクロヘッジ」を実施
しております。これは、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する当
面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会
報告第１５号）に定められたリスク調整アプローチによるリスク管理であり、繰
延ヘッジによる会計処理を行っております。また、リスク管理方針に定められ
た許容リスク量の範囲内にリスク調整手段となるデリバティブのリスク量が
収まっており、ヘッジ対象の金利リスクが減殺されているかどうかを検証する
ことにより、ヘッジの有効性を評価しております。
なお、一部の資産・負債については、繰延ヘッジ、時価ヘッジ、あるいは金利ス
ワップの特例処理を行っております。

１０. 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

追加情報
（退職給付会計）
当事業年度から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に
関する意見書」（企業会計審議会平成１０年６月１６日））を適用しております。こ
の結果、従来の方法によった場合と比較して、経常損失は２１,９０８百万円、税引前
当期純損失は２１,９０８百万円減少しております。
また、当行は当事業年度に退職給付信託を設定しております。この結果、経常損
失は１９,１７３百万円、税引前当期純損失は１９,１７３百万円増加しております。
なお、退職給与引当金は、退職給付引当金に含めて表示しております。

(金融商品会計）
１.当事業年度から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設
定に関する意見書」（企業会計審議会平成１１年１月２２日))を適用し、有価証
券の評価の方法、デリバティブ取引の評価の方法、ヘッジ会計の方法につい
て変更しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常
損失は４,３４２百万円、税引前当期純損失は４,３４２百万円増加しております。

２.ヘッジ会計を適用するデリバティブ取引の損益については、従来と同じ損益
科目で表示しておりますが、収益及び費用の表示は、金融商品に係る会計基
準の適用に伴い、当事業年度より従来の総額表示から純額表示に変更して
おります。この変更による経常損失及び税引前当期純損失への影響はあり
ませんが、従来の方法によった場合に比べ、「金利スワップ受入利息」及び
「金利スワップ支払利息」、「その他の受入利息」及び「その他の支払利息」、
並びに「国債等債券売却益」及び「国債等債券売却損」は、それぞれ３７,１７５
百万円、４７０百万円、及び２,１１７百万円減少し、その結果、経常収益及び経常
費用はそれぞれ３９,７６２百万円減少しております。
なお、銀行業におけるヘッジ会計に係るデリバティブ取引の収益及び費用の
表示に関し、日本公認会計士協会とも協議の結果、下期において、総額表示
に比べて純額表示がより適正な表示であるとの結論に達したために、中間会
計期間においては、従来の総額表示によっております。中間会計期間におい
て、ヘッジ会計を適用するデリバティブ取引について収益及び費用を純額で
表示した場合には、中間会計期間の経常利益及び税引前中間純利益への影
響はありませんが、経常収益及び経常費用はそれぞれ２９,７７３百万円減少い
たします。

（外貨建取引等会計基準）
「銀行業において『新外為経理基準』を継続適用した場合の当面の監査上の取
扱い」（日本公認会計士協会平成１２年４月１０日）に基づき、「新外為経理基準」
を継続適用しております。

（その他）
１.当事業年度においては、その他有価証券のうち時価のあるものについて時
価評価を行っておりません。なお、平成１２年大蔵省令第８号附則第４項による
その他有価証券に係る貸借対照表計上額等は次のとおりであります。また、
以下の金額には「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、
「預け金」中の譲渡性預け金、「買入金銭債権」中のコマーシャル・ペーパー
が含まれております。
貸借対照表計上額 ４,２３３,８７７百万円
時価 ４,１１７,１９０百万円
差額 △ １１６,６８７百万円
繰延税金資産相当額 ４６,１２６百万円
その他有価証券評価差額金相当額 △ ７０,５６０百万円

２.利益に関連する金額を課税標準とする事業税以外の事業税は、「その他の経
常費用」に計上しております。なお、東京都に係る事業税については、従来、
「法人税、住民税及び事業税」に計上しておりましたが、「東京都における銀
行業等に対する事業税の課税標準等の特例に関する条例」（平成１２年東
京都条例第１４５号）が平成１２年４月１日に施行されたことに伴い、当事業年
度より、「その他の経常費用」として４,３００百万円計上しております。

注　記　事　項 （平成１３年３月期）

貸借対照表関係
※１. 子会社の株式及び出資総額 １４,９２０百万円

なお、本項の子会社は、銀行法第２条第８項に規定する子会社であります。

※２. 自己株式のうち、商法第２１０条ノ２第２項第３号に定める自己株式はあり
ません。

※３. 消費貸借契約により貸し付けている有価証券が、国債に１５,０２３百万円含
まれております。

※４. 貸出金のうち、破綻先債権額は７６,１６３百万円、延滞債権額は７４４,５６６百万
円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続して
いることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みが
ないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部
分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行
令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事
由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債
務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した
貸出金以外の貸出金であります。

※５. 貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は１００,７８４百万円であります。
なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌
日から３月以上遅延している貸出金で、破綻先債権及び延滞債権に該当し
ないものであります。

※６. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は３３９,７４１百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目
的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その
他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、破綻先債権、延滞債
権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

※７. 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権
額の合計額は１,２６１,２５６百万円であります。
なお、上記４.から７.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であり
ます。

※８. 手形割引により取得した銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形の額面
金額は、４４７,５１２百万円であります。

※９. 担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
有価証券 １,４４５,０９５百万円
貸出金 ２２,７５２百万円

担保提供資産に対応する債務
預金 ７７,８７３百万円
売渡手形 ３８,６００百万円

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用
として、有価証券２８０,１０３百万円、貸出金３３６,８２３百万円を差し入れてお
ります。
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※１０.当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの
融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反
がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約でありま
す。これらの契約に係る融資未実行残高は、５,３２４,９０４百万円であります。
このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可
能なものが５,２１９,７８３百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、
融資未実行残高そのものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影
響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変
化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを
受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が
付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証
券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続
に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上
の措置等を講じております。

※１１.ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で繰延ヘッジ損失として計上
しております。なお、上記相殺前の繰延ヘッジ損失の総額は１３６,９０９百万
円、繰延ヘッジ利益の総額は１１０,９９５百万円であります。

※１２.土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布　法律第３４号）に基
づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額
に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計
上し、これを控除した金額を「再評価差額金」として資本の部に計上して
おります。
再評価を行った年月日 平成１０年３月３１日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布 政令第１１９
号）第２条第１号に定める地価公示法により公示された価格（平成１０年１月
１日基準日）に基づいて、地点の修正、画地修正等、合理的な調整を行っ
て算出しております。
同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時
価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額

７８,６９７百万円

※１３.動産不動産の減価償却累計額 ２２４,８４９百万円

※１４.動産不動産の圧縮記帳額 ６０,８５０百万円
（当期圧縮記帳額 ―百万円）

※１５.借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付さ
れた劣後特約付借入金９２８,３９０百万円が含まれております。

※１６.会社が発行する株式の総数
普通株式 ６,０００,０００千株
優先株式 ５１,９７６千株
第２種優先株式 ６００,０００千株
第３種優先株式 １００,０００千株

発行済株式総数
普通株式 ２,８２５,１４５千株
第１回優先株式 １,９７６千株
第１回第２種優先株式 ２４０,０００千株
第２回第２種優先株式 ８０,０００千株

※１７.その他の剰余金のうち、商法第２９０条第１項第６号に規定されている時価
を付したことにより増加した純資産額との関係から、利益の配当に充当す
ることが制限されている金額は、２,５８７百万円であります。

※１８.当行の定款の定めるところにより、平成９年８月８日発行の第１回優先株式
所有の株主に対しては、優先配当金（１株につき年１０円）を、平成１１年３月
３１日発行の第１回第２種優先株式所有の株主に対しては、優先配当金
（１株につき年１４円３８銭）を、平成１１年３月３１日発行の第２回第２種優先株
式所有の株主に対しては、優先配当金（１株につき年１８円５０銭）を超えて
配当することはありません。

損益計算書関係
※１. その他の経常収益には、

退職給付信託設定益 ２１,１１７百万円
を含んでおります。

※２. その他の経常費用には、
取引先支援のための債権放棄による損失 ２８,８００百万円
特定債務者支援引当金繰入額 ２２,０００百万円
債権売却損失引当金繰入額 １２,１２８百万円
（株）共同債権買取機構へ不動産担保付債権
を売却したことにかかわる損失 １１,５３８百万円
退職給付信託設定に伴う一時費用処理額 ４０,２９０百万円
退職給付会計適用に伴う会計基準変更時
差異の費用処理額 １８,２５９百万円

を含んでおります。

リース取引関係
１.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引

• リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相
当額

動　産 合　計
取得価額相当額 ２３,７０６百万円 ２３,７０６百万円
減価償却累計額相当額 ９,５７９百万円 ９,５７９百万円
期末残高相当額 １４,１２７百万円 １４,１２７百万円

• 未経過リース料
１年内 １年超 合　計

期末残高相当額 ４,６３３百万円 ９,７８０百万円 １４,４１３百万円

• 当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
支払リース料 ４,７７６百万円
減価償却費相当額 ４,７８４百万円
支払利息相当額 １６５百万円

• 減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

• 利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、
各期への配分方法については、利息法によっております。

２.オペレーティング・リース取引
１年内 １年超 合　計

• 未経過リース料 ７７３百万円 １,４４４百万円 ２,２１７百万円

税効果会計関係
１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
貸倒引当金損金算入限度超過額 ２３２,１１７百万円
株式等償却否認 ２０,３９７百万円
債権売却損失引当金 １４,８８５百万円
その他 ３３,３５９百万円
繰延税金資産合計 ３００,７５９百万円
繰延税金負債
海外投資等損失準備金 △ ３百万円
繰延税金資産の純額 ３００,７５６百万円

２.「大阪府における銀行業等に対する事業税の課税標準等の特例に関する条
例」（平成１２年６月９日大阪府条例第１３１号）が平成１２年６月９日に公布され、
大阪府に係る事業税の課税標準が平成１３年４月１日以後開始する事業年度
より従来の所得から業務粗利益に変更されることにより、当該事業税は税効
果会計の計算に含められる税金でなくなることから、繰延税金資産及び繰
延税金負債の計算に使用する法定実効税率を、当期より前期の３９.９１％
から３９.５３％に変更しております。この変更により、繰延税金資産の金額は
２,８９１百万円減少し、当期に計上された法人税等調整額の金額は同額増加
しております。また、再評価に係る繰延税金負債の金額は７９９百万円減少し、
再評価差額金の金額は同額増加しております。

１株当たり情報
１株当たり純資産額 ３３８.２２円
１株当たり当期純利益（△は１株当たり当期純損失） △５.２４円
潜在株式調整後１株当たり当期純利益 一円

（注）１.１株当たり純資産額は、期末純資産額から「期末発行済優先株式数×
発行価額」を控除した金額を、期末発行済普通株式数で除して算出し
ております。

２.１株当たり当期純利益（又は当期純損失）は、当期純利益（又は当期純
損失）から当期の優先株式配当金総額を控除した金額を、期中平均発
行済普通株式数で除して算出しております。

３.なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、当期は
純損失が計上されているので、記載しておりません。
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損 益 の 状 況

■部門別損益の内訳 （単位：百万円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期

資金運用収支 ３３６,０７０ ３５８,３０６ ３５８,０４８
資金運用収益 ４８４,７８８ ４６７,３８２ ４４９,７０８
資金調達費用 １４８,７１７ １０９,０７６ ９１,６５９
役務取引等収支 ２８,５９５ ２８,５４６ ３１,５０３
役務取引等収益 ５１,３８４ ５４,６７０ ６０,０７１
役務取引等費用 ２２,７８８ ２６,１２３ ２８,５６８
特定取引収支 １,５４８ １,５０７ ２,１４０
特定取引収益 １,５６０ １,５１０ ２,１４０
特定取引費用 １２ ３ 一
その他業務収支 １０,１７４ △ ４,１５２ ５,０３５
その他業務収益 ３９,３６１ １９,４３０ １８,３９９
その他業務費用 ２９,１８７ ２３,５８３ １３,３６４
業務粗利益 ３７６,３８８ ３８４,２０８ ３９６,７２７
業務粗利益率（％） １.６４ １.６５ １.６３
資金運用収支 １９,６１４ １４,３９８ １６,００９
資金運用収益 １６８,６２２ １１３,１５０ ９８,１０９
資金調達費用 １４９,００８ ９８,７５２ ８２,１００
役務取引等収支 ２,４４９ ２,０４３ ２,０６５
役務取引等収益 ４,７１４ ４,１０７ ４,０４９
役務取引等費用 ２,２６４ ２,０６４ １,９８４
特定取引収支 ２０２ ２７６ ２,３１５
特定取引収益 ２０２ ２７６ ２,３１５
特定取引費用 ― ― 一
その他業務収支 １０,９７７ ６,９２０ ７,１６６
その他業務収益 １１,５２５ ６,９２０ ７,８２３
その他業務費用 ５４７ ０ ６５７
業務粗利益 ３３,２４３ ２３,６３９ ２７,５５６
業務粗利益率（％） ０.８４ ０.９４ １.２５
資金運用収支 ３５５,６８４ ３７２,７０４ ３７４,０５７
資金運用収益 ３,８９９ ９９１ ３５６

６４９,５１１ ５７９,５４１ ５４７,４６１
資金調達費用 ３,８９９ ９９１ ３５６

２９３,８２６ ２０６,８３７ １７３,４０４
役務取引等収支 ３１,０４４ ３０,５９０ ３３,５６８
役務取引等収益 ５６,０９８ ５８,７７８ ６４,１２１
役務取引等費用 ２５,０５３ ２８,１８７ ３０,５５３
特定取引収支 １,７５１ １,７８４ ４,４５５
特定取引収益 １,７６３ １,７８７ ４,４５５
特定取引費用 １２ ３ 一
その他業務収支 ２１,１５２ ２,７６８ １２,２０１
その他業務収益 ５０,８８６ ２６,３５１ ２６,２２３
その他業務費用 ２９,７３４ ２３,５８３ １４,０２１
業務粗利益 ４０９,６３２ ４０７,８４７ ４２４,２８３
業務粗利益率（％） １.５６ １.６０ １.６０
一般貸倒引当金繰入額 ７３,２１０ １,６００ １,９００
経費（除く臨時経費） ２５２,５３９ ２５０,８３９ ２５５,６２６
業務純益 ８３,８８３ １５５,４０８ １６６,７５７
臨時損益 △ ４９１,３８３ △ ６７,３１７ △ １７９,８６９
経常利益（△は経常損失） △ ４０７,５００ ８８,０９１ △ １３,１１２

（注）１. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引及び海外店の取引であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含
めております。

２. 資金調達費用は金銭の信託運用見合費用（１１年３月期１,２９７百万円、１２年３月期８４９百万円、１３年３月期３８５百万円）を控除して表示しております。
３. 資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息であります。

業務粗利益４. 業務粗利益率＝資金運用勘定平均残高×１００
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■資金運用･調達勘定平均残高、利息、利回り （単位：百万円、％）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
平均残高 利息 利回り 平均残高 利息 利回り 平均残高 利息 利回り
（７２１,０１７） （３,８９９） （３４２,７０１） （９９１） （１２２,９９１） （３５６）

資金運用勘定 ２２,８８４,４６５ ４８４,７８８ ２.１１ ２３,２８４,２８７ ４６７,３８２ ２.００ ２４,３０２,９４２ ４４９,７０８ １.８５
うち貸出金 １８,２６６,７６８ ４１２,２８０ ２.２５ １８,６２１,６７４ ３９９,８７７ ２.１４ １９,１２９,６１３ ４００,２９３ ２.０９
有価証券 ３,６５６,２８７ ５７,０６９ １.５６ ３,８５４,２７８ ５１,１４９ １.３２ ４,４４６,５５２ ４７,０１７ １.０５
コールローン ８８,８３６ ６２４ ０.７０ １８２,７６６ ２８７ ０.１５ ２７８,５１３ ８７０ ０.３１
買入手形 ２,７４７ １３ ０.４９ ２００,４０６ ７０ ０.０３ ３１５,５９１ ５７１ ０.１８
預け金 １４８,８０９ ９１７ ０.６１ ８２,４５５ ３２９ ０.４０ ９,４５３ ３ ０.０３

資金調達勘定 ２２,２７５,１３３ １４８,７１７ ０.６６ ２２,７８１,０３４ １０９,０７６ ０.４７ ２３,５４４,８９７ ９１,６５９ ０.３８
うち預金 １７,４３４,３８３ ６６,３７２ ０.３８ １８,７５９,８７０ ４１,２４１ ０.２１ １８,８９６,０６８ ３８,１７８ ０.２０
譲渡性預金 １,６６３,３８８ ９,９８３ ０.６０ １,７４８,０７４ ２,５４４ ０.１４ ２,１２０,７７９ ６,１４８ ０.２８
コールマネー ２,２５９,２３３ １２,７２９ ０.５６ １,３３８,７５６ ２,０９１ ０.１５ １,５９８,０３８ ４,９５４ ０.３１
売渡手形 １７,７７２ １０２ ０.５７ １２,３５７ １０ ０.０８ １３,１８７ ２０ ０.１５
コマーシャル・ペーパー ４３,９１２ ２５３ ０.５７ ２３０,１０９ ４７７ ０.２０ ２４９,２１９ ８４２ ０.３３
借用金 ６６２,９６１ １９,６２０ ２.９５ ７５２,８２３ １９,５６８ ２.５９ ６９６,８９３ １７,９６９ ２.５７

資金運用勘定 ３,９２９,５２２ １６８,６２２ ４.２９ ２,５０１,３１６ １１３,１５０ ４.５２ ２,２０４,０００ ９８,１０９ ４.４５
うち貸出金 ３,１０３,４４４ ９１,６４０ ２.９５ １,９３７,０４６ ５１,１８０ ２.６４ １,０５３,１２５ ４３,８９３ ４.１６
有価証券 １７１,８３８ ５,４８２ ３.１９ １３６,５８７ ４,１６８ ３.０５ １２３,９７３ ６,０１６ ４.８５
コールローン １７,９０７ ９７１ ５.４２ ５,４５５ ２７９ ５.１１ １２,３４１ ８０８ ６.５４
買入手形 ― ― ― ― ― ― 一 一 一
預け金 ４９４,９０７ ２５,５５３ ５.１６ ３２４,７３７ １２,０８１ ３.７２ ９３７,３４３ ３８,２９３ ４.０８

（７２１,０１７） （３,８９９） （３４２,７０１） （９９１） （１２２,９９１） （３５６）
資金調達勘定 ３,９６６,３４１ １４９,００８ ３.７５ ２,５１８,０８０ ９８,７５２ ３.９２ ２,１７９,７９６ ８２,１００ ３.７６
うち預金 ２,７７３,４１５ ８３,２０８ ３.００ １,７６５,０４７ ３２,７４８ １.８５ １,６０１,２０８ ６５,４７３ ４.０８
譲渡性預金 ３６,１４９ ２,３１２ ６.３９ ２０,９３９ １,２２８ ５.８６ ４０,５７９ ２,６７０ ６.５８
コールマネー ３８,１１６ ２,１９１ ５.７４ ６,９３９ ３８８ ５.５９ ２９,９９７ ２,０３２ ６.７７
売渡手形 ― ― ― ― ― ― 一 一 一
コマーシャル・ペーパー ― ― ― ― ― ― 一 一 一
借用金 ３９３,８９８ １２,３８６ ３.１４ ３７７,６７９ １０,６３１ ２.８１ ３８０,４６８ ６,６３９ １.７４

資金運用勘定 ２６,０９２,９７０ ６４９,５１１ ２.４８ ２５,４４２,９０２ ５７９,５４１ ２.２７ ２６,３８３,９５１ ５４７,４６１ ２.０７
うち貸出金 ２１,３７０,２１２ ５０３,９２０ ２.３５ ２０,５５８,７２０ ４５１,０５８ ２.１９ ２０,１８２,７３８ ４４４,１８６ ２.２０
有価証券 ３,８２８,１２６ ６２,５５２ １.６３ ３,９９０,８６５ ５５,３１８ １.３８ ４,５７０,５２５ ５３,０３３ １.１６
コールローン １０６,７４４ １,５９５ １.４９ １８８,２２２ ５６６ ０.３０ ２９０,８５４ １,６７８ ０.５７
買入手形 ２,７４７ １３ ０.４９ ２００,４０６ ７０ ０.０３ ３１５,５９１ ５７１ ０.１８
預け金 ６４３,７１６ ２６,４７１ ４.１１ ４０７,１９２ １２,４１０ ３.０４ ９４６,７９６ ３８,２９７ ４.０４

資金調達勘定 ２５,５２０,４５８ ２９３,８２６ １.１５ ２４,９５６,４１３ ２０６,８３７ ０.８２ ２５,６０１,７０２ １７３,４０４ ０.６７
うち預金 ２０,２０７,７９８ １４９,５８１ ０.７４ ２０,５２４,９１８ ７３,９９０ ０.３６ ２０,４９７,２７６ １０３,６５１ ０.５０
譲渡性預金 １,６９９,５３７ １２,２９６ ０.７２ １,７６９,０１４ ３,７７２ ０.２１ ２,１６１,３５９ ８,８１９ ０.４０
コールマネー ２,２９７,３４９ １４,９２１ ０.６４ １,３４５,６９６ ２,４７９ ０.１８ １,６２８,０３５ ６,９８６ ０.４２
売渡手形 １７,７７２ １０２ ０.５７ １２,３５７ １０ ０.０８ １３,１８７ ２０ ０.１５
コマーシャル・ペーパー ４３,９１２ ２５３ ０.５７ ２３０,１０９ ４７７ ０.２０ ２４９,２１９ ８４２ ０.３３
借用金 １,０５６,８５９ ３２,００７ ３.０２ １,１３０,５０２ ３０,１９９ ２.６７ １,０７７,３６１ ２４,６０９ ２.２８

（注）１. 国内業務部門の資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（１１年３月期２０７,６９９百万円、１２年３月期２３８,３７７百万円、１３年３月期２３２,３８４百万円）を、資金調達勘定は金銭の信託運用見合
額の平均残高（１１年３月期１９４,２２８百万円、１２年３月期１７７,４１３百万円、１３年３月期９９,０４１百万円）及び利息（１１年３月期１,２９６百万円、１２年３月期８４９百万円、１３年３月期３８５百万円）を、そ
れぞれ控除して表示しております。
国際業務部門の資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（１１年３月期４,４８６百万円、１２年３月期３,９１９百万円、１３年３月期４,７０２百万円）を、資金調達勘定は金銭の信託運用見合額の平均
残高（１１年３月期３４百万円、１２年３月期１５百万円、１３年３月期―百万円）及び利息（１１年３月期１百万円、１２年３月期０百万円、１３年３月期―百万円）を、それぞれ控除して表示しております。
合計欄の資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（１１年３月期２１２,１８６百万円、１２年３月期２４２,２９６百万円、１３年３月期２３７,０８６百万円）を、資金調達勘定は金銭の信託運用見合額の平
均残高（１１年３月期１９４,２６３百万円、１２年３月期１７７,４２８百万円、１３年３月期９９,０４１百万円）及び利息（１１年３月期１,２９７百万円、１２年３月期８４９百万円、１３年３月期３８５百万円）を、それぞれ
控除して表示しております。

２.（ ）内は国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高及び利息（内書き）であり、合計欄では相殺して記載されております。
３. 国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式（前月末TT仲値を当該月のノンエクスチェンジ取引に適用する方式）により算出しております。
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■利鞘 （単位：％）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期

資金運用利回り ２.１１ ２.００ １.８５
資金調達原価 １.７０ １.４９ １.３９
総資金利鞘 ０.４１ ０.５１ ０.４５
資金運用利回り ４.２９ ４.５２ ４.４５
資金調達原価 ４.２９ ４.６９ ４.６４
総資金利鞘 △０.０１ △０.１７ △０.１９
資金運用利回り ２.４８ ２.２７ ２.０７
資金調達原価 ２.１３ １.８３ １.６７
総資金利鞘 ０.３５ ０.４４ ０.３９
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■受取･支払利息の分析 （単位：百万円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
残高による増減 利率による増減 純増減 残高による増減 利率による増減 純増減 残高による増減 利率による増減 純増減

受取利息 ６,４６３ △２０,５０８ △１４,０４４ ８,４６８ △２５,８７３ △１７,４０５ ２０,４４７ △３８,１２１ △１７,６７４
うち貸出金 １８,２４９ △１８,６８４ △４３５ ８,００６ △２０,４０９ △１２,４０２ １０,９０７ △１０,４９１ ４１５
有価証券 ２,０８３ △７,９５３ △５,８６９ ３,０８８ △９,００８ △５,９１９ ７,８６０ △１１,９９２ △４,１３２
コールローン △２３ △２８ △５１ ６５９ △９９６ △３３７ １５０ ４３２ ５８３
買入手形 △１ △６ △８ ― ― ― ４０ ４６０ ５０１
預け金 ７４ △１０６ △３１ △４０８ △１７９ △５８７ △２９２ △３４ △３２６

支払利息 ２,７６４ △２１,７０８ △１８,９４３ ３,３７４ △４３,０１５ △３９,６４１ ３,６５７ △２１,０７４ △１７,４１６
うち預金 １,１２７ △１５,８０６ △１４,６７８ ５,０３６ △３０,１６７ △２５,１３０ ２９９ △３,３６２ △３,０６３
譲渡性預金 ５２５ △６０６ △８０ ５０８ △７,９４７ △７,４３９ ５４２ ３,０６２ ３,６０４
コールマネー △１,３５７ △８１１ △２,１６９ △５,１８２ △５,４５６ △１０,６３８ ４０５ ２,４５８ ２,８６３
売渡手形 △２０９ ３ △２０６ △３１ △６１ △９２ ０ ９ ９
コマーシャル・ペーパー ２５３ ― ２５３ １,０７２ △８４８ ２２４ ３９ ３２５ ３６５
借用金 １,２１０ △５３１ ６７９ ２,６５９ △２,７１１ △５２ △１,４５３ △１４４ △１,５９８

受取利息 △８１,８８４ ７,９７５ △７３,９０８ △６１,２８４ ５,８１２ △５５,４７１ △１３,４４９ △１,５９１ △１５,０４０
うち貸出金 △２５,８１２ △６４９ △２６,４６２ △３４,４３２ △６,０２８ △４０,４６０ △２３,３５４ １６,０６８ △７,２８６
有価証券 △５,６００ △１,４８０ △７,０８１ △１,１２４ △１９０ △１,３１４ △３８４ ２,２３２ １,８４７
コールローン △３,７４４ △１３３ △３,８７７ △６７５ △１６ △６９１ ３５２ １７６ ５２８
買入手形 ― ― ― ― ― ― 一 一 一
預け金 △４３,７８５ ２,１２４ △４１,６６１ △８,７８５ △４,６８６ △１３,４７２ ２２,７９０ ３,４２２ ２６,２１２

支払利息 △７３,２８６ １,２８４ △７２,００１ △５４,３９６ ４,１４０ △５０,２５６ △１３,２６６ △３,３８５ △１６,６５２
うち預金 △４３,３０５ △１２,３０６ △５５,６１１ △３０,２５１ △２０,２０８ △５０,４５９ △３,０３９ ３５,７６４ ３２,７２４
譲渡性預金 △１１,０３５ １７２ △１０,８６２ △９７２ △１１１ △１,０８４ １,１５２ ２９０ １,４４２
コールマネー △６７３ △４６ △７２０ △１,７９２ △１０ △１,８０３ １,２９１ ３５２ １,６４３
売渡手形 ― ― ― ― ― ― 一 一 一
コマーシャル・ペーパー ― ― ― ― ― ― 一 一 一
借用金 １,５５１ △２,７１２ △１,１６１ △５０９ △１,２４５ △１,７５５ ７８ △４,０７０ △３,９９１

受取利息 △３１,１７６ △５２,５７３ △８３,７５０ △１６,１８０ △５３,７８９ △６９,９６９ ２１,４３５ △５３,５１５ △３２,０８０
支払利息 △１５,１０３ △７１,６３８ △８６,７４２ △６,４９２ △８０,４９７ △８６,９８９ ５,３４８ △３８,７８１ △３３,４３３

（注）残高及び利率の増減要因が重なる部分については、利率による増減要因に含めて表示しております。

■利益率 （単位：％）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期

総資産経常利益率 ― ０.３２ 一
資本経常利益率 ― ６.４７ 一
総資産当期純利益率 ― ０.１１ 一
資本当期純利益率 ― ２.３１ 一

経常（当期純）利益（注）１. 総資産経常（当期純）利益率＝総資産（除く支払承諾見返）平均残高 ×１００

経常（当期純）利益２. 資本経常（当期純）利益率＝ 資本勘定平均残高×１００
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■役務取引の状況 （単位：百万円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期

役務取引等収益 ５１,３８４ ５４,６７０ ６０,０７１
うち預金･貸出業務 １３,７０４ １４,５３３ １４,７４９
為替業務 ２２,９０４ ２３,２０２ ２５,０３５
証券関連業務 ３,４５１ ４,１４４ ３,６７９
代理業務 ３,７５８ ３,９０９ ３,５２１
保護預り･貸金庫業務 ２,５７３ ２,４５９ ２,３８４
保証業務 ５８１ ６８４ １,３９５

役務取引等費用 ２２,７８８ ２６,１２３ ２８,５６８
うち為替業務 ４,１８０ ４,２５５ ４,５２８
役務取引等収益 ４,７１４ ４,１０７ ４,０４９
うち預金･貸出業務 ４３６ ２６４ ２８１
為替業務 ２,９０７ ２,７０９ ２,７９１
証券関連業務 １５ １１ １０
代理業務 ９ ６６ ２０
保護預り･貸金庫業務 ― ― 一
保証業務 １,２１０ １,０１５ ８８４

役務取引等費用 ２,２６４ ２,０６４ １,９８４
うち為替業務 ８７９ ７３６ ５６７
役務取引等収益 ５６,０９８ ５８,７７８ ６４,１２１
うち預金･貸出業務 １４,１４０ １４,７９８ １５,０３１
為替業務 ２５,８１２ ２５,９１２ ２７,８２６
証券関連業務 ３,４６７ ４,１５５ ３,６９０
代理業務 ３,７６８ ３,９７６ ３,５４１
保護預り･貸金庫業務 ２,５７３ ２,４５９ ２,３８４
保証業務 １,７９１ １,７００ ２,２８０

役務取引等費用 ２５,０５３ ２８,１８７ ３０,５５３
うち為替業務 ５,０６０ ４,９９２ ５,０９５
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■特定取引の状況 （単位：百万円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期

特定取引収益 １,５６０ １,５１１ ２,１４０
うち商品有価証券収益 １９４ ４１７ ３７７
特定取引有価証券収益 ― ― ２
特定金融派生商品収益 １５１ ２９２ ３８７
その他の特定取引収益 １,２１４ ８０１ １,３７３

特定取引費用 １２ ３ 一
うち商品有価証券費用 ― ― 一
特定取引有価証券費用 １２ ３ 一
特定金融派生商品費用 ― ― 一
その他の特定取引費用 ― ― 一

特定取引収益 ２０２ ２７６ ２,３１５
うち商品有価証券収益 △３７ ４１ １５
特定取引有価証券収益 ― ― ０
特定金融派生商品収益 ２４０ ２３４ ２,３０１
その他の特定取引収益 ― ― 一

特定取引費用 ― △０ 一
うち商品有価証券費用 ― ― 一
特定取引有価証券費用 ― △０ 一
特定金融派生商品費用 ― ― 一
その他の特定取引費用 ― ― 一

特定取引収益 １,７６３ １,７８７ ４,４５５
うち商品有価証券収益 １５７ ４５８ ３９２
特定取引有価証券収益 ― ― ２
特定金融派生商品収益 ３９１ ５２７ ２,６８８
その他の特定取引収益 １,２１４ ８０１ １,３７３

特定取引費用 １２ ３ 一
うち商品有価証券費用 ― ― 一
特定取引有価証券費用 １２ ３ 一
特定金融派生商品費用 ― ― 一
その他の特定取引費用 ― ― 一

（注）内訳科目はそれぞれの収益と費用で相殺し、収益が上回った場合には収益欄に、費用が上回った場合には費用欄に、上回った純額を計上しております。
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■その他業務利益の内訳 （単位：百万円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期

国債等債券関係損益 １０,２６０ △４,１６０ ４,７１１
その他 △８７ ７ ３２４
計 １０,１７４ △４,１５２ ５,０３５
外国為替売買益 ８,０４１ ４,４７７ ７,６４６
国債等債券関係損益 ２,９３７ ２,４４３ △６４５
その他 ― ― １６５
計 １０,９７８ ６,９２０ ７,１６６

合　計 ２１,１５２ ２,７６８ １２,２０１
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■営業経費の内訳 （単位：百万円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期

給料・手当 ９５,１２６ ９１,４４８ ８８,３８４
退職金 ７,８６０ ５,２８５ 一
退職給与引当金繰入 ３,０５６ ３,２８２ 一
退職給付費用 ― ― １０,０２０
福利厚生費 ２４,１２９ ２２,０９８ １１,１３２
減価償却費 １９,１５９ ２２,３１１ ２３,６３２
土地建物機械賃借料 ２４,０９４ ２４,８３３ ２６,７７３
営繕費 ５２９ ５９３ ４６３
消耗品費 ４,５７８ ４,７３５ ４,０８５
給水光熱費 ３,７１１ ３,５４７ ３,４７０
旅　費 １,２０６ ８２０ ８６６
通信費 ５,９６７ ５,８７２ ５,８４９
広告宣伝費 ３,６１９ ３,２９０ ３,９３１
租税公課 １５,４１２ １４,９６７ １４,８１２
その他 ６０,６７７ ６０,４２３ ６５,８３０
合　計 ２６９,１３０ ２６３,５１１ ２５９,２５１
（注）本表はP.９４の｢損益計算書｣中の経常費用中の｢営業経費｣の内訳を示したもので、P.９８の｢部門別損益の内訳｣中の｢経費｣との差額は臨時的な費用として｢部門別損益の内訳｣中の｢臨時損

益｣に含まれております。

■定期預金の残存期間別残高 （単位：百万円）

３カ月以上 ６カ月以上 １年以上 ２年以上３カ月未満 ６カ月未満 １年未満 ２年未満 ３年未満 ３年以上 合計

定期預金 ５,５７２,４３２ ２,１６０,２３８ ２,７７６,１７１ １,２３１,５９３ ５８１,０３３ ３８５,１５５ １２,７０６,６２４
うち固定自由金利定期預金 ４,２８９,６５１ ２,０５４,３６３ ２,７３６,４３７ １,２２５,６５５ ５８０,５７２ ３８５,１５５ １１,２７１,８３５
変動自由金利定期預金 ４１７ ２０７ １,５２４ ６２７ ４６１ ― ３,２３７
その他 １,２８２,３６４ １０５,６６８ ３８,２１０ ５,３１１ ― ― １,４３１,５５２

定期預金 ４,６２７,１７７ ２,３１４,２７０ ２,９６９,５５３ ９００,２７７ ７７２,３３９ ５４１,２４８ １２,１２４,８６７
うち固定自由金利定期預金 ３,６８１,０３４ ２,１２８,３９３ ２,９２１,１００ ８９９,７０５ ７７１,４８２ ５４１,２４８ １０,９４２,９６５
変動自由金利定期預金 ３８４ ２６５ ７６６ ５７２ ８５６ ― ２,８４５
その他 ９４５,７５８ １８５,６１１ ４７,６８６ ― ― ― １,１７９,０５６

定期預金 ４,３１６,１１４ ２,１１４,４４５ ２,７５６,６１８ ９８２,８８５ ９６０,２１２ ５１５,３２２ １１,６４５,５９８
うち固定自由金利定期預金 ３,６４６,１０９ １,７６２,１３８ ２,６７８,６５４ ９８２,０５１ ９４４,３１０ ５１５,３２２ １０,５２８,５８６
変動自由金利定期預金 ３２１ ２５７ ６６４ ８３２ ６８４ 一 ２,７６０
その他 ６６９,６８２ ３５２,０５０ ７７,３００ １ １５,２１７ 一 １,１１４,２５１

（注）積立定期預金を含んでおりません。

■財形貯蓄残高 （単位：百万円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期

財形貯蓄残高 ２２３,２１５ ２１８,７９３ ２１４,２６９

１１
年　
３
月
期

１２
年　
３
月
期

１３
年　
３
月
期

営 業 の 状 況（ 預 金 ）
（「預金の科目別平均残高」を除く表は、３月末日現在の計数です。）
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■預金の科目別平均残高・期末残高 （単位：百万円、％）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期 １１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
平均残高 平均残高 期末残高 期末残高

流動性預金 ５,９１４,１６３（ ３３.９） ７,０５２,６５９（ ３７.６） ７,２３３,６１７（ ３８.３） ６,４１０,４６７（ ３５.５） ７,３１６,１３８（ ３９.３） ７,９４６,８２２（ ４２.５）

うち有利息預金 ５,２０１,０８９（ ２９.８） ６,２８３,９９４（ ３３.５） ６,４３１,５４８（ ３４.０） ５,５４６,６２６（ ３０.７） ６,２９０,４５０（ ３３.８） ６,６７６,２７３（ ３５.７）

定期性預金 １１,４０４,８８５（ ６５.４） １１,５９３,６７６（ ６１.８）１１,５３３,２９０（ ６１.０）１１,２８６,３５７（ ６２.５）１０,９５５,２１７（ ５８.８）１０,５３９,０１７（ ５６.３）

その他 １１５,３３４（ ０.７） １１３,５３５（ ０.６） １２９,１６０（ ０.７） ３７０,４１６（ ２.０） ３５６,９０５（ １.９） ２１９,２４２（ １.２）

小　計 １７,４３４,３８３（１００.０） １８,７５９,８７０（１００.０）１８,８９６,０６８（１００.０）１８,０６７,２４０（１００.０） １８,６２８,２６０（１００.０）１８,７０５,０８３（１００.０）

譲渡性預金 １,６６３,３８８ １,７４８,０７４ ２,１２０,７７９ １,３９４,９４０ １,９６０,４６０ ２,９１３,５００

計 １９,０９７,７７１ ２０,５０７,９４５ ２１,０１６,８４７ １９,４６２,１８０ ２０,５８８,７２０ ２１,６１８,５８３

流動性預金 ２９,１９５（ １.１） ２４,７４３（ １.４） ３０,７１５（ １.９） ３０,０４９（ １.６） ３１,２７３（ ２.１） ４３,０９６（ ２.５）

うち有利息預金 １８,２２３（ ０.７） １４,９２０（ ０.８） １８,９７５（ １.２） １６,９１１（ ０.９） １９,０５９（ １.３） ２９,１８４（ １.７）

定期性預金 ２,１１０,５９７（ ７６.１） １,３８８,９０６（ ７８.７） １,０４２,４１６（ ６５.１） １,４２１,２９０（ ７６.９） １,１７０,４８７（ ７７.１） １,１０７,２９０（ ６３.６）

その他 ６３３,６２２（ ２２.８） ３５１,３９７（ １９.９） ５２８,０７５（ ３３.０） ３９８,０２７（ ２１.５） ３１６,２４１（ ２０.８） ５８９,３４１（ ３３.９）

小　計 ２,７７３,４１５（１００.０） １,７６５,０４７（１００.０） １,６０１,２０８（１００.０） １,８４９,３６８（１００.０） １,５１８,００２（１００.０） １,７３９,７２８（１００.０）

譲渡性預金 ３６,１４９ ２０,９３９ ４０,５７９ ２４,４０４ ２６,６３１ ６８,２９５

計 ２,８０９,５６４ １,７８５,９８７ １,６４１,７８８ １,８７３,７７２ １,５４４,６３３ １,８０８,０２３

流動性預金 ５,９４３,３５８（ ２９.４） ７,０７７,４０２（ ３４.５） ７,２６４,３３３（ ３５.４） ６,４４０,５１６（ ３２.３） ７,３４７,４１１（ ３６.５） ７,９８９,９１８（ ３９.１）

うち有利息預金 ５,２１９,３１３（ ２５.８） ６,２９８,９１５（ ３０.７） ６,４５０,５２４（ ３１.５） ５,５６３,５３７（ ２７.９） ６,３０９,５１０（ ３１.３） ６,７０５,４５８（ ３２.８）

定期性預金 １３,５１５,４８２（ ６６.９） １２,９８２,５８２（ ６３.２）１２,５７５,７０６（ ６１.４）１２,７０７,６４８（ ６３.８） １２,１２５,７０４（ ６０.２）１１,６４６,３０８（ ５７.０）

その他 ７４８,９５７（ ３.７） ４６４,９３３（ ２.３） ６５７,２３６（ ３.２） ７６８,４４４（ ３.９） ６７３,１４６（ ３.３） ８０８,５８４（ ３.９）

小　計 ２０,２０７,７９８（１００.０） ２０,５２４,９１８（１００.０）２０,４９７,２７６（１００.０）１９,９１６,６０９（１００.０） ２０,１４６,２６３（１００.０）２０,４４４,８１１（１００.０）

譲渡性預金 １,６９９,５３７ １,７６９,０１４ ２,１６１,３５９ １,４１９,３４４ １,９８７,０９１ ２,９８１,７９５

総合計 ２１,９０７,３３６ ２２,２９３,９３２ ２２,６５８,６３６ ２１,３３５,９５３ ２２,１３３,３５４ ２３,４２６,６０７
（注）１.（ ）内は構成比であります。

２. 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
３. 定期性預金＝定期預金＋定期積金
４. 国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は月次カレント方式により算出しております。
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■預金者別残高 （単位：百万円、％）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期

個　人 １１,６６１,２７３（ ６４.５） １２,０４３,７５４（ ６４.７） １２,３３１,９１８（ ６５.９）
法　人 ４,９６３,４５４（ ２７.５） ５,２１０,７７２（ ２８.０） ５,６０９,５８１（ ３０.０）
その他 １,４４２,５１３（ ８.０） １,３７３,７３４（ ７.３） ７６３,５８４（ ４.１）

合　計 １８,０６７,２４０（１００.０） １８,６２８,２６０（１００.０） １８,７０５,０８３（１００.０）
（注）１.（ ）内は構成比であります。

２. 国内業務部門の残高であり、譲渡性預金は含んでおりません。

■預金口座数 （単位：万口）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
個　人 ３,４３９ ３,４５６ ３,４８９
法　人 １２１ １１６ １１２
合　計 ３,５６０ ３,５７２ ３,６０１
（注）公金･金融機関は除いております。

■給与振込及び年金受取指定口座数 （単位：千件）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
給与振込指定口座数 １,６１９ １,６５３ １,６８５
年金受取指定口座数 ４５６ ４７０ ４８８
（注）年金受取指定口座数は、国民年金、厚生年金、新国民厚生年金の受取指定口座数（労災

年金の受取指定口座数を除く）であります。

■１店舗当たりの預金 （単位：百万円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
預　金 国内店 ５９,８３１ ６５,２４２ ７１,０２４

海外店 １０７,７０１ ７４,２９２ １０５,０８８
（注）１. 預金額には譲渡性預金を含んでおります。

２. 店舗数には出張所を含んでおりません。

■従業員１人当たりの預金 （単位：百万円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
預　金 国内店 １,８１４ ２,０４３ ２,１９９

海外店 ２,９５７ １,６２６ ２,３２２
（注）１. 預金額には譲渡性預金を含んでおります。

２. 従業員数は期中平均人員を使用しております。なお、国内店の従業員数には本部人
員を含んでおります。
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■貸出金の科目別平均残高・期末残高 （単位：百万円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期 １１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
平均残高 平均残高 期末残高 期末残高

手形貸付 ２,５１８,４１１ ２,４５２,９７５ ２,４０７,３５９ ２,３３９,０５８ ２,３２８,００６ ２,４０８,８２６
証書貸付 １２,５９６,５５２ １３,１９２,３１２ １３,４１３,４７１ １３,０８２,０８４ １３,４９３,８７０ １３,５２２,３９８
当座貸越 ２,６８３,４１５ ２,５９２,４７６ ２,９３９,０４２ ２,３９７,９９１ ３,０９６,０８９ ３,０８８,０６９
割引手形 ４６８,３８９ ３８３,９０９ ３６９,７３９ ４１５,０８８ ４３０,４９３ ４４７,５１２
計 １８,２６６,７６８ １８,６２１,６７４ １９,１２９,６１３ １８,２３４,２２３ １９,３４８,４６０ １９,４６６,８０７
手形貸付 ２１２,０６０ １３６,４５５ １４７,２３４ １６７,４４３ １２１,３３１ １４７,９９１
証書貸付 ２,８８９,４５７ １,８００,０４１ ９０４,７９３ ２,４４０,７７８ １,０７６,７００ ７１０,７３５
当座貸越 １,９２６ ５４９ １,０９８ １,０６４ ９３２ １,８２０
割引手形 ― ― 一 ― ― 一
計 ３,１０３,４４４ １,９３７,０４６ １,０５３,１２５ ２,６０９,２８６ １,１９８,９６５ ８６０,５４７
手形貸付 ２,７３０,４７１ ２,５８９,４３１ ２,５５４,５９４ ２,５０６,５０２ ２,４４９,３３７ ２,５５６,８１８
証書貸付 １５,４８６,００９ １４,９９２,３５４ １４,３１８,２６４ １５,５２２,８６２ １４,５７０,５７１ １４,２３３,１３４
当座貸越 ２,６８５,３４１ ２,５９３,０２５ ２,９４０,１４０ ２,３９９,０５５ ３,０９７,０２２ ３,０８９,８８９
割引手形 ４６８,３８９ ３８３,９０９ ３６９,７３９ ４１５,０８８ ４３０,４９３ ４４７,５１２

総合計 ２１,３７０,２１２ ２０,５５８,７２０ ２０,１８２,７３８ ２０,８４３,５０９ ２０,５４７,４２５ ２０,３２７,３５５
（注）国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しております。
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営 業 の 状 況（ 貸 出 ）
（「貸出金の科目別平均残高」を除く表は、３月末日現在の計数です。）

合

計

■貸出金の残存期間別残高 （単位：百万円）

１年超 ３年超 ５年超 期間の定め１年以下 ３年以下 ５年以下 ７年以下 ７年超 のないもの 合　計

貸出金 ５,７１４,０３５ ２,０２５,８１９ ２,１２２,７３４ ７５４,０９４ ７,８２７,７６９ ２,３９９,０５５ ２０,８４３,５０９
うち変動金利 ― １,２１７,７７５ １,３０９,８８０ ４３２,７６３ ５,３０３,５０７ １,８３５,６８０ ―
固定金利 ― ８０８,０４３ ８１２,８５４ ３２１,３３１ ２,５２４,２６２ ５６３,３７４ ―

貸出金 ４,６７１,８６０ １,７８４,６４９ ２,１６５,５７８ ８００,６１９ ８,０２７,６９４ ３,０９７,０２２ ２０,５４７,４２５
うち変動金利 ― ９２５,７９７ １,３２３,８１１ ４２０,３４２ ５,０４０,６１８ １,７１８,６０６ ―
固定金利 ― ８５８,８５２ ８４１,７６６ ３８０,２７６ ２,９８７,０７６ １,３７８,４１６ ―

貸出金 ４,５６２,１３２ １,９８９,４２６ １,７９４,２８８ ７６３,４００ ８,１２８,２１７ ３,０８９,８８９ ２０,３２７,３５５
うち変動金利 一 １,１４６,５４７ １,０７８,１９９ ４１８,８６５ ４,７９９,２０６ １,６５５,５０６ 一
固定金利 一 ８４２,８７８ ７１６,０８８ ３４４,５３５ ３,３２９,０１０ １,４３４,３８３ 一

（注）残存期間１年以下の貸出金については、変動金利、固定金利の区別をしておりません。

■貸出金の担保別内訳 （単位：百万円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期

有価証券 ２３２,００２ ２５４,３８５ ２０２,７６１
債　権 ４９４,４２４ ５３１,７３６ ４４７,５４２
商　品 ― ３１ １０
不動産 ４,１７８,３０７ ４,１４９,７８３ ４,００１,９２５
その他 ３８,６７６ ２１,９４９ ２４,１６３
計 ４,９４３,４１０ ４,９５７,８８５ ４,６７６,４０３
保　証 １０,０５１,４１０ １０,３４４,３０８ １０,６４９,９８６
信　用 ５,８４８,６８７ ５,２４５,２３０ ５,０００,９６５
合　計 ２０,８４３,５０９ ２０,５４７,４２５ ２０,３２７,３５５

１１
年　
３
月
期

１２
年　
３
月
期

１３
年　
３
月
期

■支払承諾の残高内訳 （単位：口、百万円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
手形引受　口数 ２３３ １８９ ２２２

金額 ２,０９０ ９０９ １,５２２
信用状　　口数 ４,２２０ ４,５９９ ４,１０２

金額 ３２,１９０ ３１,１５４ ３３,９５０
保　証　　口数 ８７,３３８ ８１,４６５ ７６,１８１

金額 １,３４１,２６８ １,２２９,９９７ １,４８１,８３１
合　計　　口数 ９１,７９１ ８６,２５３ ８０,５０５

金額 １,３７５,５５０ １,２６２,０６１ １,５１７,３０３

■支払承諾見返の担保別内訳 （単位：百万円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
有価証券 ２,５３８ ２,１６０ １,３４５
債　権 ５４６,１６３ ５１２,９３３ ５３９,４８６
商　品 ― ― 一
不動産 ４５,４２３ ３４,９０３ ３６,３５１
その他 ２,７６３ １,１１５ ９２６
計 ５９６,８８８ ５５１,１１２ ５７８,１０９
保　証 ８０,３９２ ６７,６５５ ８１,５７２
信　用 ６９８,２６９ ６４３,２９３ ８５７,６２１
合　計 １,３７５,５５０ １,２６２,０６１ １,５１７,３０３
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■貸出金の使途別内訳 （単位：百万円、％）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期

設備資金 ９,５８３,６５２（ ４６.０） ９,８４７,６６２（ ４７.９） ９,９１４,８０２（ ４８.８）

運転資金 １１,２５９,８５６（ ５４.０） １０,６９９,７６３（ ５２.１） １０,４１２,５５２（ ５１.２）

合　計 ２０,８４３,５０９（１００.０） ２０,５４７,４２５（１００.０） ２０,３２７,３５５（ １００.０）
（注）（ ）内は構成比であります。

■貸出金の業種別内訳 （単位：百万円、％）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期

国内店分 １８,３７３,２２４（１００.００） １９,４４１,０２１（１００.００） １９,５５７,４０７（１００.００）
うち製造業 ２,３２８,２１９（ １２.６７） ２,６１０,０１１（ １３.４３） ２,６６３,４４５（ １３.６２）
農　業 １９,５５２（ ０.１１） １７,２７４（ ０.０９） １５,８４３（ ０.０８）

林　業 １,３７０（ ０.０１） １,７４１（ ０.０１） １,２３６（ ０.０１）

漁　業 ３,４１８（ ０.０２） ２,１３１（ ０.０１） １,５８４（ ０.０１）

鉱　業 ２６,９９９（ ０.１５） ２５,７３０（ ０.１３） ２６,００７（ ０.１３）

建設業 １,０５７,５２２（ ５.７６） １,１１８,２４５（ ５.７５） １,０８２,９４１（ ５.５４）

電気・ガス・熱供給・水道業 ６６,３７２（ ０.３６） ９３,１２４（ ０.４８） ８３,１１８（ ０.４２）

運輸・通信業 ４７５,９７４（ ２.５９） ５２８,８５０（ ２.７２） ６０４,３５７（ ３.０９）

卸売・小売業、飲食店 ２,６４８,１６６（ １４.４１） ２,７６１,４６０（ １４.２０） ２,７３２,４８８（ １３.９７）
金融・保険業 ８２６,７８６（ ４.５０） １,０３９,５９２（ ５.３５） ９４５,１３５（ ４.８３）

不動産業 ２,１３０,９３７（ １１.６０） ２,１８６,４７５（ １１.２５） ２,０８９,１０１（ １０.６８）
サービス業 １,７２７,３８１（ ９.４０） １,８６０,３２６（ ９.５７） １,９４３,２４０（ ９.９４）

地方公共団体 ４６２,０８５（ ２.５１） ４２８,９７６（ ２.２１） ３９５,０６７（ ２.０２）

その他 ６,５９８,４３５（ ３５.９１） ６,７６７,０８６（ ３４.８０） ６,９７３,８４５（ ３５.６６）
海外店分及び特別国際金融取引勘定分 ２,４７０,２８４（１００.００） １,１０６,４０４（１００.００） ７６９,９４８（１００.００）
うち政府等 ２２,６９８（ ０.９２） １８,３９９（ １.６６） １９,２３５（ ２.５０）

金融機関 ３０９,８２０（ １２.５４） ９７,３４６（ ８.８０） ５９,８７３（ ７.７７）

商工業 ２,０４７,７６４（ ８２.９０） ９０３,４９４（ ８１.６６） ６５１,５１３（ ８４.６２）
その他 ９０,０００（ ３.６４） ８７,１６４（ ７.８８） ３９,３２４（ ５.１１）

合　計 ２０,８４３,５０９ ２０,５４７,４２５ ２０,３２７,３５５
（注）（ ）内は構成比であります。

■業種別リスク管理債権・金融再生法開示債権 （単位：億円）

リスク管理債権 金融再生法開示債権
１２年３月末 １３年３月末 １２年３月末 １３年３月末

国内店分（除く特別国際金融取引勘定） ８,４１６ １２,３５６ ８,４７２ １２,４３５
うち製造業 ７２２ ８７８ ７２７ ８８１
農　業 １３ １２ １３ １２
林　業 ― 一 ― 一
漁　業 ― 一 ― 一
鉱　業 ― ４ ― ４
建設業 ２５９ １,７７４ ２６２ １,８１１
電気・ガス・熱供給・水道業 ０ ０ ０ ０
運輸・通信業 ５７ ７０ ５８ ７０
卸売・小売業、飲食店 １,３９５ １,３６３ １,４０６ １,３７５
金融・保険業 ３０９ ２３１ ３０９ ２３１
不動産業 ３,０２８ ４,４０９ ３,０３５ ４,４１５
サービス業 １,４７８ ２,２５０ １,４８９ ２,２５８
地方公共団体 ― 一 ― 一
その他 １,１５０ １,３６０ １,１７０ １,３７３

海外店分及びオフショア勘定分 １６０ ２５５ １６３ ２５８
合　計 ８,５７６ １２,６１２ ８,６３６ １２,６９３
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■預貸率 （単位：％）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
国内業務部門
期　末 ９３.６９ ９３.９７ ９０.０４
期中平均 ９５.６４ ９０.８０ ９１.０２
国際業務部門
期　末 １３９.２５ ７７.６２ ４７.５９
期中平均 １１０.４５ １０８.４５ ６４.１４
合　計
期　末 ９７.６９ ９２.８３ ８６.７７
期中平均 ９７.５４ ９２.２１ ８９.０７

（注）預金には、譲渡性預金を含んでおります。

預
貸
率

■貸出先数 （単位：先）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
貸出先数 ７９６,３８９ ７８５,１４９ ７７０,３３４
うち中小企業等 ７９２,６８８ ７８２,９０８ ７６８,１５０

（注）１. 当座貸越分を含み、オフショアを除く国内店分であります。
２. 中小企業等とは、資本金３億円（ただし、卸売業は１億円、小売業、サービス業は５千万
円）以下の会社又は常用する従業員が３００人（ただし、卸売業は１００人、小売業は５０
人、サービス業は１００人）以下の会社及び個人であります。
なお、平成１１年１２月３日に「中小企業基本法等の一部を改正する法律（平成１１年法
律第１４６号）」が公布・施行され、「中小企業」の範囲が拡大されたことに伴い、１２年３
月期の金額等は改正後の中小企業の範囲により記載しております。この変更により
１２年３月期の「中小企業等貸出先件数」は、改正前の中小企業の範囲によった場合
に比べ、１,４５９先増加しております。

■１店舗当たりの貸出金 （単位：百万円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
貸出金 国内店 ５４,８４９ ５９,０９４ ６１,５０３

海外店 ２０５,７４４ １２２,８３３ ９６,１５０
（注）店舗数には出張所を含んでおりません。

■従業員１人当たりの貸出金 （単位：百万円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
貸出金 国内店 １,６６３ １,８５０ １,９０４

海外店 ５,６４９ ２,６８９ ２,１２４
（注）従業員数は期中平均人員を使用しております。なお、国内店の従業員数には本部人員を

含んでおります。

■特定海外債権残高 （単位：百万円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
インドネシア２２,７９４ インドネシア２２,６６３ インドネシア２４,３３５
ブラジル ９６ ブラジル ８４ アルジェリア ５
その他４カ国 ６３ ブルガリア １４

アルゼンチン ９
アルジェリア ５

合　計 ２２,９５４ ２２,７７７ ２４,３４０
資産の総額に対する割合 ０.０８％ ０.０７％ ０.０７％
（注）日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号に規定する特定海外債権引当勘

定を計上している国の外国政府等の債権残高を掲げております。

■リスク管理債権 （単位：百万円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
破綻先債権・延滞債権 ７５９,０７５ ６８４,４５１ ８２０,７３０
３カ月以上延滞債権 ５０,５８７ ８４,９２０ １００,７８４
貸出条件緩和債権 １１０,４３２ ８８,２６２ ３３９,７４１
リスク管理債権合計 ９２０,０９６ ８５７,６３５ １,２６１,２５６
（注）リスク管理債権の各々の定義はP.６１をご参照ください。

■貸出金償却額 （単位：百万円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
償却額 １４３,４７０ ６５,６６２ １１４,８４９

■貸倒引当金の内訳 （単位：百万円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
一般貸倒引当金 １２６,１００ １２７,７００ １２９,６００
個別貸倒引当金 ２８２,７４５ ２６６,７２８ ２８２,３３３
特定海外債権引当勘定 ４,３５０ ４,３５１ ４,６３６
増減額
一般貸倒引当金 ７３,２１０ １,６００ １,９００
個別貸倒引当金 △３３０,９０２ △１６,０１７ １５,６０５
特定海外債権引当勘定 ４,３２８ １ ２８５
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■中小企業等に対する貸出金 （単位：百万円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
中小企業等に対する貸出金 １３,７４７,９７５ １４,９６７,７６９ １５,１２４,８４６
総貸出金に占める割合 ７４.８２％ ７６.９９％ ７７.３３％
（注）１. 海外店分及び特別国際金融取引勘定分を含んでおりません。

２. 中小企業等とは、資本金３億円（ただし、卸売業は１億円、小売業、サービス業は５千万
円）以下の会社又は常用する従業員が３００人（ただし、卸売業は１００人、小売業は５０
人、サービス業は１００人）以下の会社及び個人であります。
なお、平成１１年１２月３日に「中小企業基本法等の一部を改正する法律（平成１１年法
律第１４６号）」が公布・施行され、「中小企業」の範囲が拡大されたことに伴い、１２年３
月期の金額等は改正後の中小企業の範囲により記載しております。この変更により
１２年３月期の「中小企業等貸出残高」は、改正前の中小企業の範囲によった場合に
比べ、６００,１７０百万円増加しております。

■住宅･消費者ローン残高 （単位：億円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
住宅ローン ５４,２６０ ５８,３２０ ６１,２５５
消費者ローン ２,９３６ ２,６９５ ２,５１５
合　計 ５７,１９６ ６１,０１５ ６３,７７０
（注）住宅ローン債権流動化後の金額であります。

＜参考＞住宅ローン債権流動化前
平成１３年３月期

住宅ローン ６１,５２８
消費者ローン ２,５１５
合　計 ６４,０４３

■住宅金融公庫代理貸付の取り扱い （単位：件、億円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
件　数 ２７５,６１６ ２７３,８３４ ２７２,１５０
金　額 ３６,３０８ ３７,５７７ ３８,１７７
（注）手形貸付方式によるもの、及び年金併せ貸し方式によるものは含まれておりません。

■代理貸付の内訳 （単位：百万円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
中小企業金融公庫 １４,９２４ ９,９８６ ７,５６８
国民生活金融公庫 ２,９７４ ３,１０７ ３,００２
うち旧国民金融公庫 ７８９ ８９７ ９４４
旧環境衛生金融公庫 ２,１８４ ２,２１０ ２,０５８

住宅金融公庫 ３,７０３,６９０ ３,４５８,９７１ ３,８８５,５８２
農林漁業金融公庫 ３,２８９ ５,３０１ １１,４６２
年金福祉事業団 ５９６,４８２ ５６１,１４３ ５１８,５３２
社会福祉・医療事業団 ２,６１６ ２,６５２ ２,４８８
雇用・能力開発機構 １,３０１ １,２２２ １,１６０
日本政策投資銀行 ― ６８ ５２
環境事業団 １１,３６４ １０,８４６ １０,１６３
労働福祉事業団 ３２１ ３３０ ２７４
中小企業総合事業団 ２,５３３ ２,８４５ ３,３６０
勤労者退職金共済機構 ３９ ２７ ３４
合　計 ４,３３９,５３８ ４,０５６,５０３ ４,４４３,６８２
（注）国民生活金融公庫は、国民金融公庫と環境衛生金融公庫が統合し、名称変更したもので

あります。
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■海外向け貸出金の内訳 （単位：億円、％）

１２年３月末 １２年９月末 １３年３月末

インドネシア ３４０ ３１６ ３５２
タイ ４９２ ４０７ ４１５
シンガポール ２８１ ３０６ ３１９
中　国 ３１１ ２４３ ２７９
韓　国 ２８４ １４４ １４６
香　港 ５１１ ４２６ ５３９
その他 ３８２ ３８２ ３６８
アジア向け計 ２,６０１ ２,２２４ ２,４２２
ロシア ― ― 一
その他 ６６１ ６４７ ５９６
欧州向け計 ６６１ ６４７ ５９６
中南米 １１２ ９３ ８８
その他 ２,１３２ ２,２２３ ２,４５５
米州向け計 ２,２４４ ２,３１６ ２,５４４
その他 ３４５ ３４６ ３４０
海外向け貸出金合計 ５,８５１ ５,５３３ ５,９０３
うち非日系 １,６５１ １,３４０ １,３９０
日　系 ４,２００ ４,１９３ ４,５１２

１３年３月期
リスク管理債権額 個別貸倒引当金 引当率

海外向け合計 ２５５ ５６ ２２.０
うちアジア向け １７７ ５６ ３１.６
中南米向け 一 一 一
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営 業 の 状 況（ 証 券 ）
（「有価証券の平均残高」を除く表は、３月末日現在の計数です。）

■有価証券の残存期間別残高（１１年３月期及び１２年３月期） （単位：百万円）

１年超 ３年超 ５年超 ７年超 期間の定め１年以下 ３年以下 ５年以下 ７年以下 １０年以下 １０年超 のないもの 合　計

国　債 ４,０１６ １６０,９５３ ４０３,２４４ ２７１,３６８ １４５,０６６ ― ― ９８４,６４８
地方債 １１,０２６ ３２,３５８ ２２,１３３ ２５,２７４ ８１,３７３ ― ― １７２,１６５
社　債 ７２,７７７ １４１,１４２ ８２,２９３ ４９,４７６ ４,７４１ ― ― ３５０,４３２
株　式 ― ― ― ― ― ― ２,２６１,３８２ ２,２６１,３８２
その他 ７９,９０１ ４４,９２３ １１,１６８ ４,１０１ ― ― ４２,１７２ １８２,２６５
うち外国債券 ７９,０５１ １４,７７１ １１,１６７ ２,２３８ ― ― ― １０７,２２８
外国株式 ― ― ― ― ― ― ３３,９８８ ３３,９８８
その他 ８５０ ３０,１５２ １ １,８６３ ― ― ８,１８４ ４１,０４９

貸付有価証券 ― ― ― ― ― ― ― ―
国　債 ４０,３２８ ３２１,７６８ ３０８,９２２ ― ６２,６３０ ― ― ７３３,６５０
地方債 １１,３２２ ４１,６７３ ８３,２２４ ６４,９４５ ６５,０２１ ― ― ２６６,１８７
社　債 １０３,５５０ １０２,６４７ １０４,０４４ ３９,１９１ ９,０８１ ― ― ３５８,５１５
株　式 ― ― ― ― ― ― ２,０９２,２４７ ２,０９２,２４７
その他 ４６,２５５ ４１,６００ ５２,３１２ １,４０４ ２,４５０ ― ２５,２８９ １６９,３１２
うち外国債券 ４６,１４６ １１,４５４ ５１,７００ １６７ ― ― ― １０９,４６９
外国株式 ― ― ― ― ― ― ３,２８０ ３,２８０
その他 １０９ ３０,１４５ ６１１ １,２３６ ２,４５０ ― ２２,００９ ５６,５６３

貸付有価証券 ― ― ― ― ― ― ― ―
（注）自己株式は、「株式」に含めて記載しております。

１１
年　
３
月
期

１２
年　
３
月
期

■有価証券の平均残高・期末残高 （単位：百万円、％）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期 １１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
平均残高 平均残高 期末残高 期末残高

国　債 ７５２,９９５（ ２０.６） １,０７０,６８０（ ２７.８） １,６８４,１７２（ ３７.９） ９８４,６４８（ ２５.８） ７３３,６５０（ ２０.９） １,４９８,８４１（ ３６.７）
地方債 ２２５,８１４（ ６.２） ２２０,１４０（ ５.７） ２６０,４０６（ ５.８） １７２,１６５（ ４.５） ２６６,１８７（ ７.６） ２３８,４３６（ ５.８）

社　債 ３７５,６２３（ １０.３） ３５３,１３０（ ９.１） ３８５,３０１（ ８.７） ３５０,４３２（ ９.２） ３５８,５１５（ １０.２） ３８６,１４５（ ９.５）

株　式 ２,２６５,７７７（ ６１.９） ２,１６１,４０８（ ５６.１） １,９９３,６４１（ ４４.８） ２,２６１,３８２（ ５９.４） ２,０９２,２４７（ ５９.７） １,８０２,８００（ ４４.２）
その他 ３６,０７６（ １.０） ４８,９１８（ １.３） １２３,０２９（ ２.８） ４１,０４８（ １.１） ５６,５７８（ １.６） １５５,２８５（ ３.８）

うち外国債券及び外国株式 ―（ ―） ―（ ―） 一（ 一） ―（ ―） ―（ ―） 一（ 一）

その他 ３６,０７６（ １.０） ４８,９１８（ １.３） １２３,０２９（ ２.８） ４１,０４８（ １.１） ５６,５７８（ １.６） １５５,２８５（ ３.８）

計 ３,６５６,２８７（１００.０） ３,８５４,２７８（１００.０） ４,４４６,５５２（１００.０） ３,８０９,６７６（１００.０） ３,５０７,１７８（１００.０） ４,０８１,５０９（１００.０）
国　債 ―（ ―） ―（ ―） 一（ 一） ―（ ―） ―（ ―） 一（ 一）

地方債 ―（ ―） ―（ ―） 一（ 一） ―（ ―） ―（ ―） 一（ 一）

社　債 ―（ ―） ―（ ―） 一（ 一） ―（ ―） ―（ ―） 一（ 一）

株　式 ―（ ―） ―（ ―） 一（ 一） ―（ ―） ―（ ―） 一（ 一）

その他 １７１,８３８（１００.０） １３６,５８７（１００.０） １２３,９７３（１００.０） １４１,２１７（１００.０） １１２,７３４（１００.０） １３４,５２２（１００.０）
うち外国債券及び外国株式 １７１,８３８（１００.０） １３６,５８７（１００.０） １２３,９７３（１００.０） １４１,２１７（１００.０） １１２,７３４（１００.０） １３４,５２２（１００.０）
その他 ―（ ―） ―（ ―） 一（ 一） ―（ ―） ―（ ―） 一（ 一）

計 １７１,８３８（１００.０） １３６,５８７（１００.０） １２３,９７３（１００.０） １４１,２１７（１００.０） １１２,７３４（１００.０） １３４,５２２（１００.０）
国　債 ７５２,９９５（ １９.７） １,０７０,６８０（ ２６.８） １,６８４,１７２（ ３６.９） ９８４,６４８（ ２４.９） ７３３,６５０（ ２０.３） １,４９８,８４１（ ３５.５）
地方債 ２２５,８１４（ ５.９） ２２０,１４０（ ５.５） ２６０,４０６（ ５.７） １７２,１６５（ ４.４） ２６６,１８７（ ７.３） ２３８,４３６（ ５.６）

社　債 ３７５,６２３（ ９.８） ３５３,１３０（ ８.９） ３８５,３０１（ ８.４） ３５０,４３２（ ８.９） ３５８,５１５（ ９.９） ３８６,１４５（ ９.２）

株　式 ２,２６５,７７７（ ５９.２） ２,１６１,４０８（ ５４.２） １,９９３,６４１（ ４３.６） ２,２６１,３８２（ ５７.２） ２,０９２,２４７（ ５７.８） １,８０２,８００（ ４２.８）
その他 ２０７,９１５（ ５.４） １８５,５０５（ ４.６） ２４７,００３（ ５.４） １８２,２６５（ ４.６） １６９,３１２（ ４.７） ２８９,８０８（ ６.９）

うち外国債券及び外国株式 １７１,８３８（ ４.５） １３６,５８７（ ３.４） １２３,９７３（ ２.７） １４１,２１７（ ３.６） １１２,７３４（ ３.１） １３４,５２２（ ３.２）

その他 ３６,０７６（ ０.９） ４８,９１８（ １.２） １２３,０２９（ ２.７） ４１,０４８（ １.０） ５６,５７８（ １.６） １５５,２８５（ ３.７）

総合計 ３,８２８,１２６（１００.０） ３,９９０,８６５（１００.０） ４,５７０,５２５（１００.０） ３,９５０,８９４（１００.０） ３,６１９,９１２（１００.０） ４,２１６,０３２（１００.０）
（注）１.（ ）内は構成比であります。

２. 自己株式は、｢株式｣に含め て記載しております。
３. 貸付有価証券は、有価証券の種類ごとに区分して記載しております。
４. 国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しております。

国
内
業
務
部
門

国
際
業
務
部
門

合

計

■有価証券の残存期間別残高（１３年３月期） （単位：百万円）

１年超 ５年超 期間の定め
１年以下 ５年以内 １０年以内 １０年超 のないもの 合　計

国　債 ６９９,９４３ ５１７,５１６ ２８１,３８１ 一 一 １,４９８,８４１
地方債 ２０,３６１ １０２,６４６ １１５,４２８ 一 一 ２３８,４３６
社　債 ６２,８２２ ２８１,０９６ ４２,２２５ 一 一 ３８６,１４５
株　式 一 一 一 一 １,７８５,２３９ １,７８５,２３９
その他 １０７,９１３ １５１,４０８ ３３,８３４ 一 ３２,０５９ ３２５,２１５
うち外国債券及び外国株式 ４７,６５９ ７７,９８４ ６,８５３ 一 ２３５ １３２,７３２
その他 ６０,２５４ ７３,４２３ ２６,９８０ 一 ３１,８２４ １９２,４８２

貸付有価証券 一 一 一 一 一 一
（注）１. その他有価証券及び満期保有目的債券を対象としております。

２.「現金預け金」中の譲渡性預け金、「買入金銭債権」中のコマーシャル・ペーパーが含まれております。

１３
年　
３
月
期
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■公共債ディーリング実績 （単位：百万円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
商品国債 １７,０６７,５５０ ２１,９００,９６４ ２４,１０７,４０５
商品地方債 ― １ ２,１１０
合　計 １７,０６７,５５０ ２１,９００,９６５ ２４,１０９,５１５

■預証率 （単位：％）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
国内業務部門
期　末 １９.５７ １７.０３ １８.８７
期中平均 １９.１４ １８.７９ ２１.１５
国際業務部門
期　末 ７.５３ ７.２９ ７.４４
期中平均 ６.１１ ７.６４ ７.５５
合　計
期　末 １８.５１ １６.３５ １７.９９
期中平均 １７.４７ １７.９０ ２０.１７

（注）預金には、譲渡性預金を含んでおります。

預
証
率

■公共債及び証券投資信託の窓口販売額 （単位：百万円））

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
国　債 ２８,７３２ ３９,０６２ ３１,１９３
地方債 ― ― ５２７
政府保証債 ２４０ ― 一
合　計 ２８,９７２ ３９,０６２ ３１,７２０
証券投資信託 １６,７７３ ２４１,５３４ ４８３,００９
（注）証券投資信託の窓口販売は、平成１０年１２月１日から実施しております。

■公社債受託残高 （単位：百万円））

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
当行単独及び当行代表受託 １１５,３１２ １１３,５９１ １０７,１２４
他行代表共同受託 ７８,５１５ ５５,５９１ ４３,０４１
合　計 １９３,８２７ １６９,１８２ １５０,１６５

■国内コマーシャル･ペーパー発行取扱実績 （単位：百万円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
発行取扱実績 １,１２６,４６１ １,６０４,４６１ ２,０９４,３２１

■公共債引受額 （単位：百万円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
国　債 １５２,０３４ １６２,２８７ １６８,６７１
地方債 ９１,７２３ ２２５,４７９ １５５,１０６
政府保証債 ４６,４００ ４０,４２０ ５７,４５０
合　計 ２９０,１５７ ４２８,１８６ ３８１,２２７

担
保
附
社
債

の
受
託
業
務

営 業 の 状 況（ そ の 他 ）

■内国為替取扱高 （単位：千口、百万円）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
各地へ向けた分
口　数 ８８,２７１ ９１,２７７ ９４,６３０
金　額 １４８,８５１,３９１ １３５,７４７,０４６ １４３,７０７,６９０
各地より受けた分
口　数 ９２,５６１ ９５,３３９ ９７,８１１
金　額 １５５,２７０,８７３ １４２,５７５,１４４ １４９,７５８,３３０
各地へ向けた分
口　数 ２,４１３ ２,２２０ ２,１３９
金　額 ４,９４５,６２８ ４,５４８,９３０ ４,４６５,１９０
各地より受けた分
口　数 １,３７４ １,２３６ １,１８２
金　額 ２,８８３,９３３ ２,５２８,７０８ ２,４２９,２１７

■外国為替取扱高 （単位：百万米ドル）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
仕向為替 売渡為替 １１２,３４９ ７５,４３２ ４２,０５７

買入為替 ３,４９８ ３,１９２ ３,３０７
被仕向為替 支払為替 １０７,９９５ ６５,５３０ ４０,１１４

取立為替 ３,３８０ ３,０７５ ３,０１４
合　計 ２２７,２２４ １４７,２３０ ８８,４９４
（注）取扱高は海外店分を含んでおります。

送
金
為
替

代
金
取
立

■外貨建資産残高 （単位：百万米ドル）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
国内店 ２,１８２ ３,１８１ ５,１３４
海外店 ２４,４１６ １３,０４９ １０,７０３
合　計 ２６,５９８ １６,２３０ １５,８３７

■来店客数 （単位：千人）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
来店客数 ６０２ ５４９ ５４６
（注）期末月、月中平均来店客数であります。

■保護預り及び貸金庫口数 （単位：口）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
開封預り ３０,４２５ ２５,７２４ ２８,４１４
封かん預り １４,１７１ １３,４４１ １２,４９８
貸金庫 １２７,９９２ １２４,０３６ １２１,５９３
合　計 １７２,５８８ １６３,２０１ １６２,５０５
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資 本 ･ 株 式 の 状 況

■資本金 （単位：百万円）

９年３月期 １０年３月期 １１年３月期 １２年３月期 １３年３月期

増加の内訳　公募増資 ― ― ― ― 一
第三者割当増資 ― ― ７２,４４１ ― 一
転換社債の転換 ７８３ ― ― ６９ 一
優先株式 ― ５０,０００ ― ― 一
第２種優先株式 ― ― ２００,０００ ― 一
計 ７８３ ５０,０００ ２７２,４４１ ６９ 一

資本金 ２８２,８４５ ３３２,８４５ ６０５,２８７ ６０５,３５６ ６０５,３５６

■発行済株式数(普通株式） （単位：千株）

９年３月期 １０年３月期 １１年３月期 １２年３月期 １３年３月期

増加の内訳　公募増資 ― ― ― ― 一
第三者割当増資 ― ― ３０９,５７９ ― 一
無償新株式発行 ― ― ― ― 一
転換社債の転換 １,１８２ ― ― ８７ 一
優先株式の転換 ― ― １７３,１９０ １１,３７９ ７,７９０
計 １,１８２ ― ４８２,７６９ １１,４６６ ７,７９０

発行済株式数 ２,３２３,１１８ ２,３２３,１１８ ２,８０５,８８７ ２,８１７,３５４ ２,８２５,１４５

■無償新株発行の実績

発行年月日 発行株式数 発行割合 備　考

協　和 昭和５１年４月１日 ３２,０００千株 １：０.０５
昭和５６年１０月１日 ４２,０００千株 １：０.０５
平成２年５月２１日 ６２,１９１千株 １：０.０５ 券面超過額の資本組入分からの無償交付

埼　玉 昭和５７年４月１日 ３０,０００千株 １：０.０５
平成元年５月１９日 ４５,６２６千株 １：０.０５ 券面超過額の資本組入分からの無償交付

■公募増資の実績

発行年月日 発行株式数 発行価格 （資本組入額） 調達総額

協　和 昭和６３年７月２９日 １５,０００,０００株 １,２０７円 （６０４円） ９,０６０,０００千円
平成元年１２月２０日 ３５,０００,０００株 １,５８３円 （７９２円） ２７,７２０,０００千円

埼　玉 昭和６２年５月７日 １２,０００,０００株 １,６５０円 （８２５円） ９,９００,０００千円
平成元年２月２１日 ３０,０００,０００株 １,６２２円 （８１１円） ２４,３３０,０００千円
平成２年２月２１日 ４０,０００,０００株 １,６２２円 （８１１円） ３２,４４０,０００千円

■第三者割当増資の実績

発行年月日 発行株式数 発行価格 （資本組入額） 調達総額

平成１１年３月２５日 ３０９,５７９,０００株 ４６８円 （２３４円） ７２,４４１,４８６千円

■転換社債発行の実績

満　期 １３年３月３１日現在発行年月日 種　類 利　率
（西　暦） 残高（転換率） 転換価格

協　和 昭和６２年８月２４日 米ドル建 １.７５％ ２００２年 ―（９３.５０％） １,３１４.４０円
埼　玉 昭和６２年５月６日 米ドル建 １.７５％ ２００２年 ―（８５.２０％） １,６２０.４０円
（注）平成１１年１２月２０日に２銘柄（旧協和６,５００千米ドル、旧埼玉１４,８００千米ドル）とも全額繰上償還済であります。
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■株価及び株式売買高 （単位：円）

最近５カ年（年度別） ９年３月期 １０年３月期 １１年３月期 １２年３月期 １３年３月期

株　価 最　高 １,３５０ １,０６０ ７０３ ９６４ ６２０
最　低 ７２７ ４０５ ３００ ４３６ ２６１

最近６カ月（月間） １２年１２月 １３年１月 ２月 ３月 ４月 ５月
株　価 最　高 ４０５ ３９９ ３８４ ３７６ ３７２ ３７０

最　低 ３７５ ３４０ ２９７ ２６１ ３０７ ２９５
株式売買高（千株） ５２,１０３ １０３,５１４ ２０３,６３３ １７２,７１２ １６３,８４７ １４１,５１４
（注）株価及び株式売買高は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

■上場証券取引所名
①普通株式 （平成１３年３月末現在）

東京証券取引所（市場第一部） ロンドン証券取引所
大阪証券取引所（市場第一部） スイス証券取引所

②第１回優先株式、第１回第２種優先株式および第２回第２種優先株式
当株式は証券取引所に上場されておりません。また店頭売買有
価証券として証券業協会に登録もされておりません。

■発行済株式の内容 （平成１３年３月末現在）

記名･無記名の別及び
額面･無額面の別 種　類 発行数

記名式額面株式 普通株式 ２,８２５,１４５,０７９株
（券面額５０円）

記名式無額面株式 第１回優先株式 １,９７６,０００株
第１回第２種優先株式 ２４０,０００,０００株
第２回第２種優先株式 ８０,０００,０００株

発行済株式総数 ３,１４７,１２１,０７９株

■議決権の状況 （平成１３年３月末現在）

議決権のある株式数
発行済株式総数 議決権のない株式

自己株式等 その他
単位未満株式数

３,１４７,１２１,０７９株 ３２１,９７６,０００株 ６,０００株 ２,８１１,０６１,０００株 １４,０７８,０７９株

自己株式等
所有者の氏名または名称 自己株式等 発行済株式総数に対する所有株式数の割合

株式会社あさひ銀行 ６,０００株 ０.００％
（注）１.「単位未満株式数」には、当行所有の自己株式９４５株が含まれております。

２. 証券保管振替機構名義の株式１８５,５８０株は「議決権のある株式数」の「その他」に１８５,０００株、「単位未満株式数」に５８０株含まれております。
３. このほか、株主名簿上は当行名義となっていますが、実質的に所有していない株式が１８,０００株あります。なお、当該株式は「議決権のある株式数」の「その他」に含まれております。

■株式の所有者別状況
①普通株式 （平成１３年３月末現在）

政府及び 外国法人等 個人 単位未満
地方公共団体 金融機関 証券会社 その他の法人 （うち個人） その他 計 株式の状況

株 主 数（人） ８ ２１２ ５４ ９,８６１ ４７６（ １９） ６３,９３８ ７４,５４９
所有株式数（単位） ２,４８２ ９６２,０３３ ３１,５２４ １,０８１,６２４ ４２４,８２９（１２２） ３０８,５７５ ２,８１１,０６７ １４,０７８,０７９株
割　　合（％） ０.０９ ３４.２２ １.１２ ３８.４８ １５.１１（０.００） １０.９８ １００.００
（注）１. １単位の株式数は１,０００株であります。

２. 自己株式２４,９４５株は「個人その他」に２４単位、「単位未満株式の状況」に９４５株含まれております。なお、自己株式２４,９４５株は株主名簿上の株式数であり、期末日現在の実質的な所有株
式数は、６,９４５株であります。

３. 証券保管振替機構名義の株式１８５,５８０株は「その他の法人」に１８５単位、「単位未満株式の状況」に５８０株含まれております。

②第１回優先株式 （平成１３年３月末現在）

政府及び 外国法人等 個人 単位未満
地方公共団体 金融機関 証券会社 その他の法人 （うち個人） その他 計 株式の状況

株 主 数（人） ― ― ― ― １（ ―） ― １
所有株式数（単位） ― ― ― ― １,９７６（ ―） ― １,９７６ ―
割　　合（％） ― ― ― ― １００.００（ ―） ― １００.００
（注）１単位の株式数は１,０００株であります。
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③第１回第２種優先株式 （平成１３年３月末現在）

政府及び 外国法人等 個人 単位未満
地方公共団体 金融機関 証券会社 その他の法人 （うち個人） その他 計 株式の状況

株 主 数（人） ― １ ― ― ―（ ―） ― １
所有株式数（単位） ― ２４０,０００ ― ― ―（ ―） ― ２４０,０００ ―
割　　合（％） ― １００.００ ― ― ―（ ―） ― １００.００
（注）１単位の株式数は１,０００株であります。

④第２回第２種優先株式 （平成１３年３月末現在）

政府及び 外国法人等 個人 単位未満
地方公共団体 金融機関 証券会社 その他の法人 （うち個人） その他 計 株式の状況

株 主 数（人） ― １ ― ― ―（ ―） ― １
所有株式数（単位） ― ８０,０００ ― ― ―（ ―） ― ８０,０００ ―
割　　合（％） ― １００.００ ― ― ―（ ―） ― １００.００
（注）１単位の株式数は１,０００株であります。

■株式の所有数別状況
①普通株式 （平成１３年３月末現在）

１,０００単位 ５００単位 １００単位 ５０単位 １０単位 ５単位 １単位 単位未満
以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 計 株式の状況

株 主 数（人） ３８１ ２２８ ８５３ ７７０ １０,７９０ １１,０９０ ５０,４３７ ７４,５４９
割　　合（％） ０.５１ ０.３１ １.１４ １.０３ １４.４７ １４.８８ ６７.６６ １００.００
所有株式数（単位） ２,０７９,９００ １６０,９１６ １８１,４７８ ５１,２９４ １７９,５４３ ６８,９７６ ８８,９６０ ２,８１１,０６７ １４,０７８,０７９株
割　　合（％） ７３.９９ ５.７２ ６.４６ １.８３ ６.３９ ２.４５ ３.１６ １００.００
（注）１. １単位の株式数は１,０００株であります。

２. 証券保管振替機構名義の株式１８５,５８０株は「１００単位以上」に１８５単位、「単位未満株式の状況」に５８０株含まれております。

②第１回優先株式 （平成１３年３月末現在）

１,０００単位 ５００単位 １００単位 ５０単位 １０単位 ５単位 １単位 単位未満
以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 計 株式の状況

株 主 数（人） １ ― ― ― ― ― ― １
割　　合（％） １００.００ ― ― ― ― ― ― １００.００
所有株式数（単位） １,９７６ ― ― ― ― ― ― １,９７６ ―
割　　合（％） １００.００ ― ― ― ― ― ― １００.００
（注）１単位の株式数は１,０００株であります。

③第１回第２種優先株式 （平成１３年３月末現在）

１,０００単位 ５００単位 １００単位 ５０単位 １０単位 ５単位 １単位 単位未満
以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 計 株式の状況

株 主 数（人） １ ― ― ― ― ― ― １
割　　合（％） １００.００ ― ― ― ― ― ― １００.００
所有株式数（単位） ２４０,０００ ― ― ― ― ― ― ２４０,０００ ―
割　　合（％） １００.００ ― ― ― ― ― ― １００.００
（注）１単位の株式数は１,０００株であります。

④第２回第２種優先株式 （平成１３年３月末現在）

１,０００単位 ５００単位 １００単位 ５０単位 １０単位 ５単位 １単位 単位未満
以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上 計 株式の状況

株 主 数（人） １ ― ― ― ― ― ― １
割　　合（％） １００.００ ― ― ― ― ― ― １００.００
所有株式数（単位） ８０,０００ ― ― ― ― ― ― ８０,０００ ―
割　　合（％） １００.００ ― ― ― ― ― ― １００.００
（注）１単位の株式数は１,０００株であります。
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■大株主
①普通株式 （平成１３年３月末現在）

所有株式数 持株比率株主名
（千株） （％）

第一生命保険相互会社 １１５,８９１ ４.１０
安田生命保険相互会社 ７９,０３９ ２.７９
日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社（信託口） ６６,４２８ ２.３５
朝日生命保険相互会社 ５９,４８９ ２.１０
日本生命保険相互会社 ５０,５９７ １.７９
大同生命保険相互会社 ５０,０００ １.７６
三洋電機株式会社 ４３,５６９ １.５４
ザ チェースマンハッタン バンク ４２,８８３ １.５１
エヌエイ ロンドン
（常任代理人　株式会社富士銀行）
松下電器産業株式会社 ３８,５４５ １.３６
株式会社東海銀行 ３５,２９３ １.２４
大東京火災海上保険株式会社 ３１,８３６ １.１２
日本火災海上保険株式会社 ２７,４３７ ０.９７
ユーロクリアー バンク ２７,１８８ ０.９６
エスエイ エヌブイ
（常任代理人　株式会社東京三菱銀行）
三菱信託銀行株式会社（信託口） ２５,７２７ ０.９１
鹿島建設株式会社 ２５,２４７ ０.８９
日動火災海上保険株式会社 ２４,７３２ ０.８７
日新火災海上保険株式会社 ２４,２７３ ０.８５
あさひ銀行持株会 ２１,９２３ ０.７７
ドイチェ信託銀行株式会社 ２０,４２３ ０.７２
東洋信託銀行株式会社（信託勘定Ａ口） ２０,１８９ ０.７１
合　計 ８３０,７１７ ２９.４０
（注）上記の信託銀行所有株式数のうち、当該銀行の信託業務に係る株式数は、次のとおり

であります。
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） ６６,４２８千株

②第１回優先株式 （平成１３年３月末現在）

所有株式数 持株比率株主名
（千株） （％）

エイビー・インターナショナル・ケイマン・トラスト １,９７６ １００.００
アクティングスルーイッツトラスティクィーンズ
ゲイト・バンク・アンド・トラスト・カンパニー・
リミテッド
（常任代理人　株式会社あさひ銀行）

③第１回第２種優先株式 （平成１３年３月末現在）

所有株式数 持株比率株主名
（千株） （％）

株式会社整理回収機構 ２４０,０００ １００.００

④第２回第２種優先株式 （平成１３年３月末現在）

所有株式数 持株比率株主名
（千株） （％）

株式会社整理回収機構 ８０,０００ １００.００

■新規入行者数 （単位：人）

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
新規採用者数 １,０４７ ４９１ ８４１
（注）嘱託は含んでおりません。

従 業 員 の 状 況

■従業員の状況

在籍人員ベース 参考：就業人員ベース
１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期 １３年３月期

従業員数（人） １２,５９４ １２,１４８ １１,８４１ ９,９６７
平均年齢 ３７歳５月 ３８歳１月 ３７歳１１月 ３５歳８月
平均勤続年数 １５年９月 １６年５月 １６年２月 １４年
平均給与月額（円） ４４８千 ４４４千 ４４４千 平均年間給与

７,００５千
嘱託、臨時雇員及び ２,２０２ ２,４３５ ２,４１８
海外の現地採用者数（人）
（注）１. 平均給与月額は、３月の時間外手当を含む平均給与月額であり、賞与を除くものであります。

２. 従業員の定年は、満６０歳に達したときとしております。
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役 員 経 歴 （平成１３年６月２７日現在）

役名 氏名 略歴および現職

■取締役（※印は執行役員を兼務）

取締役会長

頭取

副頭取

副頭取※

専務取締役※

専務取締役※

役名 氏名 略歴および現職

■監査役

常勤監査役

常勤監査役

監査役

監査役

（注）監査役のうち、辻辰三郎および西山俊彦は「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第１８条第１項に定める要件を満たす監査役（いわゆる社外監査役）です。

田 中 　 正

伊 藤 龍 郎

窪 田 和 孝

小 出 尋 常

梁 瀬 行 雄

岩 城 勝 良

水 谷 康 志

依 田 英 男

辻　　 辰三郎

西 山 俊 彦

昭和３４年４月入行 ６３年６月取締役　平成２年６月常務取締役 ４年６月専務取締役 ６年６月副頭取
９年６月取締役会長

昭和３４年４月入行 ６１年６月取締役　平成元年１１月常務取締役 ３年６月専務取締役 ６年６月副頭取 ９年６月頭取

昭和４１年４月入行　平成６年６月常勤監査役 ８年６月取締役 ９年６月常務取締役　１０年６月専務取締役
１２年６月副頭取 １３年４月副頭取 業務監査事務局担当役員兼業務監査事務局長兼埼玉担当

昭和４２年４月入行　平成７年６月取締役 ９年６月常務取締役 １２年６月専務取締役
１３年６月副頭取 事務・システム部門総括担当

昭和４３年４月入行　平成８年６月取締役 １０年６月常務取締役 １２年６月専務取締役
１３年４月専務取締役 企画部担当兼広報・ＩＲ部担当

昭和４３年４月入行　平成８年６月取締役 １０年６月常務取締役 １２年６月専務取締役
１３年４月専務取締役 地域営業カンパニー長

昭和４５年６月入行　平成１２年６月常勤監査役

昭和４５年４月入行　平成１２年６月常勤監査役

昭和５４年４月検事総長 ５６年７月検事総長退官 ５６年９月弁護士登録　平成６年６月あさひ銀行監査役

平成元年１２月高松高等裁判所長官 ３年７月高松高等裁判所長官定年退官 ４年７月公害等調整委員会委員長
９年７月公害等調整委員会顧問 １２年６月あさひ銀行監査役
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役名 氏名 略歴および現職

■執行役員

常務執行役員

常務執行役員

常務執行役員

常務執行役員

常務執行役員

常務執行役員

常務執行役員

常務執行役員

執行役員

執行役員

執行役員

執行役員

執行役員

執行役員

執行役員

執行役員

執行役員

執行役員

利 根 忠

新 井 参 治

滝 本 晴 海

堀 内 伸 恭

尾後貫 達 也

相 川 　 博

梅 田 明 彦

物 江 　 理

大 澤 眞 輔

大 貫 利 喜

久 保 哲 男

横大路 啓 司

松 村 正 之

佐 野 友 昭

森 田 　 徹

川 田 憲 治

西 島 康 二

武 井 　 司

昭和４４年４月入行　平成１０年６月取締役 １２年１月常務取締役 １２年６月常務執行役員　
１３年６月常務執行役員 コンプライアンス統括部担当兼リスク統括部担当兼金融基礎研究所担当兼eービジネス部担当

昭和４４年４月入行　平成９年６月取締役 １２年６月常務執行役員　
１３年４月常務執行役員 公務部担当兼地域営業カンパニー担当（地域担当）

昭和４４年４月入行　平成１０年６月取締役 １２年６月常務執行役員　１３年４月常務執行役員 個人事業カンパニー長

昭和４５年４月入行　平成１０年６月取締役 １２年６月常務執行役員　
１３年４月常務執行役員 地域営業カンパニー担当（地域担当）

昭和４５年４月入行　平成１０年６月取締役 １２年６月常務執行役員 本店営業部長

昭和４５年４月入行　平成１０年６月取締役 １２年６月常務執行役員　
１３年４月常務執行役員 地域営業カンパニー担当（地域担当）

昭和４４年４月入行　平成１１年６月取締役　１２年６月常務執行役員 １３年４月常務執行役員 融資管理部門総括担当

昭和４６年７月入行　平成１１年６月取締役　１２年６月執行役員 １３年４月常務執行役員 事業開発カンパニー長

昭和４５年４月入行　平成１１年６月取締役 １２年６月執行役員 融資管理部門担当（融資第二部担当兼融資第三部担当）

昭和４６年４月入行　平成１２年６月執行役員 １３年４月執行役員 地域営業カンパニー担当（地域担当）

昭和４７年５月入行　平成１２年６月執行役員 企画部長

昭和４７年４月入行　平成１２年６月執行役員 １３年４月執行役員 市場・国際カンパニー長

昭和４７年４月入行　平成１２年６月執行役員 １３年４月執行役員 法人事業カンパニー長

昭和４７年４月入行　平成１２年６月執行役員 １３年４月執行役員 地域営業カンパニー担当（地域担当）

昭和４７年４月入行　平成１２年６月執行役員 ALM部担当

昭和４７年４月入行　平成１２年６月執行役員 １３年４月執行役員 人事部担当兼投資開発室担当

昭和４８年４月入行　平成１３年４月執行役員 関連事業部担当

昭和４８年４月入行　平成１３年４月執行役員 地域営業カンパニー担当（地域担当）
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お　客　さ　ま

国　内　営　業　店　　・　　　　
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人
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Ａ
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Ｍ

部

投

資

開

発

室

リ

ス

ク

統

括
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金
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礎
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究
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ｅ
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ジ

ネ

ス

部

公

務

部

営

業

統

括

部

地

域

営

業

推

進

部

地域営業カンパニー

組 織 図

株
　
　
主
　
　
総
　
　
会
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営

会

議

投
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資

会

議

取

締

役

会

業

務

監

査

会

議

監

査

役

会

事

務

局

経
営
諮
問
委
員
会

指
名
・
報
酬
委
員
会

監

査

役

監

査

役

会
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（平成１３年４月２日現在）
（５カンパニー・２部門・１事務局・２６部・２室・１研究所）

　・　　　　　海　外　営　業　店

ビ

ジ

ネ

ス

ロ

ー

ン

室

証

券

業

務

室

金
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法

人

室

プ
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イ
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ー
ト
バ
ン
キ
ン
グ
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カ
ス
タ
マ
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セ
ン
タ
ー

住
宅
金
融
業
務
セ
ン
タ
ー

ク
レ
ジ
ッ
ト
セ
ン
タ
ー

法

人

統

括

部

法

人

営

業

部

個
人
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
統
括
部

ロ

ー

ン

事

業

部

法人事業カンパニー 個人事業カンパニー

事

業

開

発

部

市

場

企

画

部

市

場

営

業

部

海

外

駐

在

員

事

務

所

国

際

業

務

部

市

場

業

務

管

理

室

事

務

セ

ン

タ

ー

事

務

部

外

国

為

替

業

務

室

シ
ス
テ
ム
運
用
統
括
室

シ

ス

テ

ム

部

管

財

部

事

業

調

査

室

融

資

企

画

部

リ

テ

ー

ル

融

資

室

融

資

第

一

部

国

際

融

資

室

融

資

第

二

部

融

資

第

三

部

与

信

監

査

室

本

部

監

査

局

米

州

監

査

室

拠

点

監

査

局

事業開発カンパニー
市場・国際カンパニー

事務・システム部門 融 資 管 理 部 門 業務監査事務局
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国 内 ネットワ ーク （平成１３年３月末現在：本支店３１８、出張所･特別出張所１９、代理店２、店舗外現金自動設備６２５、合計９６４拠点)

■千代田区

本店営業部◎
千代田区大手町１-１-２
０３（３２８７）２１１１

振込集中第一支店
本店ビル内

丸ノ内支店◎
千代田区丸の内１-５-１
０３（３２１３）３４５１

有楽町出張所＊
千代田区有楽町１-１０-１
０３（３２１３）３４５１

市ヶ谷支店◎
千代田区九段南４-８-２６
０３（３２６２）７６１１

九段支店◎
千代田区九段南１-５-６
０３（３２６１）１１８５

飯田橋駅東口出張所＊
千代田区飯田橋４-1-１０
０３（３２６１）１１８５

お茶の水出張所＊
千代田区神田駿河台２-１
０３（３２５１）７２３１

秋葉原支店◎
千代田区神田和泉町１-２７７
０３（３８６６）１１７１

秋葉原駅東口出張所★

昭和通り出張所＊
千代田区神田和泉町１-１１１
０３（３８６６）１１７１

外神田出張所＊
千代田区外神田６-５-１２
０３（３８３１）１１６１

神田支店◎
千代田区神田須田町１-１-４
０３（３２５１）７２３１

神田駅西口出張所＊
千代田区内神田３-７-６
０３（３２５１）７２３１

千代田区麹町３-３
０３（３２３０）９６３０

岩本町出張所＊
千代田区岩本町３-３-１２
０３（３８６６）１１７１

■中央区

東京中央支店◎
中央区京橋１-３-１
０３（３２７６）６６１１

京橋出張所＊
中央区京橋３-１-３
０３（３２７６）６６１１

築地出張所＊
中央区築地３-５-１０
０３（３２７６）６６１１

銀座支店◎
中央区銀座６-１０-１
０３（３５７１）３１０１

日本橋支店◎
中央区日本橋室町３-２-１５
０３（３２７９）４４１１

日本橋室町出張所＊
中央区日本橋室町１-２-６
０３（３２７９）４４１１

茅場町支店◎
中央区日本橋茅場町１-２-１４
０３（３６６６）０４５５

水天宮出張所＊
中央区日本橋人形町１-１３-９
０３（３６６６）０４５５

新富町支店◎
中央区新富２-１４-４
０３（３５５５）６３３１

月島支店◎
中央区月島２-１４-１２
０３（３５３６）５１１１

■港区

芝支店◎
港区芝大門１-１４-６
０３（３４３１）１１２１

三田支店◎
港区芝５-３４-２
０３（３４５２）１７１１

魚籃坂出張所＊
港区高輪１-４-１３
０３（３４５２）１７１１

麻布支店◎
港区麻布十番１-１１-８
０３（３５８４）０９６１

東京専売病院出張所＊
港区三田１-４-３
０３（３５８４）０９６１

済生会中央病院出張所＊
港区三田１-４-１７
０３（３５８４）０９６１

水産経済新聞社ビル
（六本木六丁目）出張所＊
港区六本木６-８-１９
０３（３５８４）０９６１

新橋支店◎
港区新橋１-１６-４
０３（３５９５）２１１１

赤坂支店◎
港区赤坂２-３-６
０３（３５８２）３２７１

青山支店◎
港区南青山２-１１-１７
０３（３４０３）２１３１

表参道出張所＊
港区南青山３-１０-４３
０３（３４０３）２１３１

神谷町支店◎
港区虎ノ門５-１２-１
０３（３４３２）５３０１

品川駅前出張所＊
港区高輪３-２３-１８
０３（３４９２）３９５７

■新宿区

新都心営業部◎
新宿区西新宿６-１２-１
０３（５３２３）３３５１

日本電子専門学校出張所＊
新宿区百人町１-２５-４
０３（５３２３）３３５１

新宿西口支店◎
新宿区西新宿１-１０-１
０３（３３４２）８３６１

新宿支店◎
新宿区新宿３-２-１
０３（３３５６）３２３１

新宿駅新南口出張所＊
新宿区新宿４-１-４
０３（３３５６）３２３１

新宿御苑前出張所＊
新宿区新宿１-１０-４
０３（３３５６）３２３１

新宿中央支店◎
新宿区新宿３-２３-７
０３（３３５２）３１５１

大久保出張所＊
新宿区新宿７-２７-２２
０３（３３５６）３２３１

新大久保駅前出張所＊
新宿区百人町２-２-２
０３（３３５６）３２３１

早稲田支店◎
新宿区西早稲田１-１６-４
０３（３２０３）０１３１

早大正門前出張所＊
新宿区早稲田鶴巻町５１６-４
０３（３２０３）０１３１

若松町出張所＊
新宿区若松町２８-２１
０３（３２６９）０１６１

神楽坂支店◎
新宿区神楽坂６-７０
０３（３２６９）０１６１

市ヶ谷見附出張所＊
新宿区市谷田町１-１１-２
０３（３２６２）７６１１

飯田橋駅前出張所＊
新宿区神楽坂１-１２-１
０３（３２６９）０１６１

四谷支店◎
新宿区四谷３-１２
０３（５３７９）１１９１

新宿区住吉町１-１４
０３（５３７９）１１９１

西新宿四丁目出張所＊
新宿区西新宿４-５-８
０３（３３４２）８３６１

北新宿出張所＊
新宿区西新宿７-５-１１
０３（３３５２）３１５１

東京オペラシティ出張所＊
新宿区西新宿３-２０-２
０３（３３７７）２２４１

■文京区

白山支店◯
文京区本駒込１-３-２
０３（３９４１）８１７１

本郷支店◎
文京区本郷２-２７-２０
０３（３８１２）１２５１

本郷三丁目出張所＊
文京区本郷３-１９-５
０３（３８１２）１２５１

東大赤門前出張所＊
文京区本郷５-２４-７
０３（３８１２）１２５１

東京大学本郷構内出張所＊
文京区本郷７-３-１
０３（３８１２）１２５１

茗荷谷支店◎
文京区小石川５-５-５
０３（３９４４）２１３１

茗荷谷駅前出張所＊
文京区大塚１-１-１５
０３（３９４４）２１３１

千川通り出張所＊
文京区小石川５-３４-１１
０３（３９４４）２１３１

小石川四丁目出張所＊
文京区小石川４-２０-３-１０２
０３（３９４４）２１３１

小日向出張所＊
文京区小日向２-９-２４
０３（３９４４）２１３１

■台東区

浅草支店◎
台東区駒形１-４-１８
０３（３８４４）４１８１

東武浅草駅前出張所＊
台東区浅草１-３４-１０
０３（３８４４）４１８１

元浅草出張所＊
台東区元浅草１-１-１
０３（３８４４）４１８１

浅草橋支店◎
台東区柳橋１-４-５
０３（３８５１）３２０１

上野支店◎
台東区上野４-１０-４
０３（３８３１）１１６１

鶯谷支店◎
台東区下谷２-４-５
０３（３８７３）３１１６

鳥越出張所＊
台東区台東１-１-１１
０３（３８６６）１１７１

■墨田区

本所支店◎
墨田区緑１-１６-１
０３（３６３４）１１９１

■江東区

亀戸支店◎
江東区亀戸２-２７-８
０３（３６８３）５５１１

サンストリート亀戸出張所＊
江東区亀戸６-３１-１
０３（３６８３）５５１１

東陽町出張所＊
江東区東陽６-３-２
０３（３６３４）１１９１

豊洲出張所＊
江東区豊洲３-３-３
０３（３５３６）５１１１

ヴィーナスフォート出張所＊
江東区青海１
０３（３５３６）５１１１

■品川区

目黒駅前支店◎
品川区上大崎３-２-１
０３（３４４３）６６５１

小山出張所＊
品川区小山３-２-９
０３（３４４３）６６５１

五反田支店◎
品川区西五反田１-２３-９
０３（３４９２）３９５７

東五反田出張所＊
品川区東五反田２-４-５
０３（３４９２）３９５７

ゲートシティ大崎出張所＊
品川区大崎１-１１-１
０３（３４９２）３９５７

大井町出張所＊
品川区大井４-２９-３５
０３（３７６３）３３１１

大井町駅前出張所＊
品川区大井１-２-１６
０３（３７６３）３３１１

■目黒区

中目黒支店◯
目黒区上目黒３-２-３
０３（３７１３）２１１１

学芸大学駅前支店◯
目黒区鷹番３-３-２０
０３（３７１２）３１３１

大鳥出張所＊
目黒区目黒２-１０-１２
０３（３４４３）６６５１

■大田区

大森支店◎
大田区大森北１-３０-３
０３（３７６３）３３１１

蒲田支店◎
大田区西蒲田５-２７-１０
０３（３７３１）０１０１

■世田谷区

豪徳寺支店◎
世田谷区豪徳寺１-２４-８
０３（３４２０）６１５１

梅丘出張所＊
世田谷区梅丘１-２４-１１
０３（３４２０）６１５１

祖師谷支店◎
世田谷区祖師谷３-１-２１
０３（３４８２）３１２１

成城学園駅前出張所＊
世田谷区成城２-３４-１３
０３（３４８２）３１２１

等々力支店◎
世田谷区等々力３-１２-５
０３（３７０２）０１８１

三軒茶屋特別出張所
世田谷区三軒茶屋２-１３-１４
０３（３４２１）８１３１

駒沢通り下馬出張所＊
世田谷区下馬６-１８-９
０３（３７１２）３１３１

■渋谷区

渋谷支店◎
渋谷区渋谷２-２０-１１
０３（３４９８）３２１１

原宿支店◎
渋谷区神宮前１-１４-２９
０３（３４０４）０２２１

初台支店◯
渋谷区初台１-４９-２
０３（３３７７）２２４１

恵比寿支店◎
渋谷区東３-９-１９
０３（３４０９）９３４１

代官山アドレス出張所＊
渋谷区代官山町１７-３
０３（３４０９）９３４１

代々木駅前出張所＊
渋谷区代々木１-３８-４
０３（５３２３）３３５１

■中野区

中野支店◎
中野区中野２-３０-４
０３（３３８１）７２６６

曙橋出張所＊�

　町支店◎�

東京都

◎　外為店
◯　外貨預金取扱店
△　外貨両替店

（注）１. 振込集中第一支店を除く支店、営業部はすべて住宅金融公庫業務を取り扱っております。
２. ＊印は店舗外現金自動設備です。
３. 企業内などに設置している店舗外現金自動設備については掲載していない場合もあります。
４. ★印は平成１３年４月～７月に統廃合済みの拠点です。業務継承店の電話番号を掲載しております。
５. 外貨両替店である成田空港出張所は上記（ ）内の合計に含めておりません。
６. 平成１３年４月～７月に名称変更または住所変更している箇所につきましては、新名称・新住所にて表記しております。
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■杉並区

高円寺支店◯
杉並区高円寺北２-１１-７
０３（３３３７）１１４１

南阿佐谷出張所＊
杉並区成田東１-３４-９
０３（３３３７）１１４１

荻窪支店◎
杉並区天沼３-５-４
０３（３３９１）２２８１

東京衛生病院出張所＊
杉並区天沼３-１７-３
０３（３３９１）２２８１

西荻窪駅前出張所＊
杉並区西荻北２-３-９
０３（３３９１）２２８１

■豊島区

池袋支店◎
豊島区南池袋１-２１-５
０３（３９８７）３１１１

池袋副都心出張所＊
豊島区東池袋１-９-３
０３（３９８７）３１１１

池袋西口支店★
０３（３９８７）３１１１

東武ホープセンター出張所＊
豊島区西池袋１-１-３０
０３（３９８７）３１１１

豊島区南大塚２-４１-３
０３（３９４１）１１９５

目白支店◯
豊島区目白３-１３-９
０３（３９５３）１２７１

■北区

王子支店◎
北区王子１-９-１
０３（３９１１）０１３１

尾久駅前出張所＊
北区昭和町２-７-１
０３（３９１１）０１３１

東十条支店◯
北区東十条４-５-１７
０３（３９１２）１２０１

東十条駅南口出張所＊
北区東十条２-５-４
０３（３９１２）１２０１

■板橋区

板橋支店◎
板橋区板橋３-１-４
０３（３９６２）１１３１

板橋区役所前出張所＊
板橋区板橋３-１１-１
０３（３９６２）１１３１

常盤台支店◎
板橋区常盤台２-６-６
０３（３９６０）６１０１

上板橋駅南口出張所＊
板橋区上板橋２-３６-１１
０３（３９６０）６１０１

東武ストア前野町店出張所＊
板橋区前野町６-３-１
０３（３９６０）６１０１

成増支店◎
板橋区成増２-２１-６
０３（３９３０）３１８１

■練馬区

練馬支店◎
練馬区豊玉北６-１-１０
０３（３９９１）１１３６

練馬中村橋支店◯
練馬区中村北４-３-１１
０３（３９９９）７１１１

石神井支店◎
練馬区石神井町３-２５-１５
０３（３９９６）０６４１

大泉学園駅前出張所＊
練馬区東大泉１-２９-７
０３（３９９６）０６４１

大泉土支田出張所＊
練馬区大泉町２-２６-１
０３（３９９６）０６４１

■荒川区

三河島支店◎
荒川区西日暮里１-５-２
０３（３８９１）５１６１

尾久支店◎
荒川区東尾久４-１-１０
０３（３８９３）５２５２

南千住出張所＊
荒川区南千住７-２-１３
０３（３８８２）５１１１

アクロシティ出張所＊
荒川区南千住６-３７-６
０３（３８８２）５１１１

■足立区

千住支店◎
足立区千住２-５５
０３（３８８２）５１１１

西新井支店◎
足立区梅島２-３-１２
０３（３８８７）７８１１

足立出張所＊
足立区梅田６-５-１３
０３（３８８７）７８１１

竹ノ塚支店◎
足立区竹の塚１-３９-１４-１０２
０３（３８８４）０６１１

竹ノ塚駅西口出張所＊
足立区西竹の塚２-１-１３
０３（３８８４）０６１１

竹の塚五丁目出張所＊
足立区竹の塚５-７-３
０３（３８８４）０６１１

花畑支店◯
足立区花畑５-１２-２４
０３（３８８４）１３１１

団地中央出張所＊
足立区花畑４-３９-１３
０３（３８８４）１３１１

■ 飾区

金町支店◎
飾区金町２-２９-１０
０３（３６０７）３１０１

青戸支店◎
飾区青戸３-３２-１６
０３（３６０２）５１４１

サンロード出張所＊
飾区青戸３-３３-１
０３（３６０２）５１４１

東京慈恵会医科大学附属青戸病院出張所＊
飾区青戸６-４１-２
０３（３６０２）５１４１

堀切支店◎
飾区堀切４-９-５
０３（３６９７）２１９１

堀切一番街出張所＊
飾区堀切４-８-１１
０３（３６９７）２１９１

■江戸川区

小岩支店◎
江戸川区南小岩６-３１-１２
０３（３６５７）１１３１

小松川支店◎
江戸川区松江１-８-４
０３（３６５１）０１５１

篠崎出張所＊
江戸川区篠崎町７-２６-８
０３（３６５７）１１３１

平井駅北口出張所＊
江戸川区平井５-２１-１２
０３（３６８３）５５１１

江戸川区西　西３-１６-１２
０４７（３５３）５５１１

■２３区以外

吉祥寺支店◎
武蔵野市吉祥寺本町１-８-１０
０４２２（２２）３６０１

八幡町出張所＊
武蔵野市八幡町３-５-９
０４２２（２２）３６０１

三鷹支店◎
三鷹市下連雀３-３３-５
０４２２（４７）２１１１

三鷹台出張所＊
三鷹市牟礼３-１１-１
０４２２（２２）３６０１

田無支店◎
西東京市田無町４-１-２
０４２４（６１）１４１１

ひばりケ丘支店◎
西東京市谷戸町３-２７-２０
０４２４（２２）５１１１

ひばりケ丘駅北口出張所＊
西東京市ひばりが丘北３-３-１４
０４２４（２２）５１１１

東久留米支店◎
東久留米市本町１-４-１
０４２４（７１）３２０１

東久留米団地出張所＊
東久留米市神宝町２-１１-１６
０４２４（７１）３２０１

東久留米駅東口出張所＊
東久留米市東本町１-８
０４２４（７１）３２０１

イトーヨーカドー東久留米店出張所＊
東久留米市本町３-８-１
０４２４（７１）３２０１

久留米支店◯
東久留米市滝山４-１-２６
０４２４（７１）７６１１

清瀬支店◎
清瀬市元町１-２-１１
０４２４（９１）３５１５

清瀬市役所出張所＊
清瀬市中里５-８４２
０４２４（９１）３５１５

いなげや秋津駅前店出張所＊
清瀬市野塩１-３３７-１
０４２４（９１）３５１５

東村山支店◎
東村山市野口町１-３-１
０４２（３９３）１１０１

東村山市役所出張所＊
東村山市本町１-２-３
０４２（３９３）１１０１

本町出張所＊
東村山市本町２-２０-９３
０４２（３９３）１１０１

新秋津駅前出張所＊
東村山市秋津町５-１３-９
０４２（３９３）１１０１

多摩緑成会病院出張所＊
小平市小川西町２-３５-１
０４２（３９３）１１０１

久米川支店◎
東村山市栄町２-８-２０
０４２（３９３）２１１１

東京電力出張所＊
東村山市美住町２-１０-３８
０４２（３９３）２１１１

美住町出張所＊
東村山市美住町１-７-４
０４２（３９３）２１１１

久米川ボウル出張所＊
東村山市恩多町３-４５-５
０４２（３９３）２１１１

ブリヂストン小平生活協同組合出張所＊
小平市小川東町２０８７-１
０４２（３９３）２１１１

小平支店◎
小平市学園東町１-３-１３
０４２（３４１）２５１１

小平駅前出張所＊
小平市美園町１-３３-１
０４２（３４１）２５１１

小平市役所出張所＊
小平市小川町２-１３３３
０４２（３４１）２５１１

新小平駅前出張所＊
小平市小川町２-１９５９-３
０４２（３４１）２５１１

公立昭和病院出張所＊
小平市天神町２-４５０
０４２（３４１）２５１１

小平東出張所＊
小平市喜平町３-２-３２
０４２（３４１）２５１１

花小金井駅南口出張所＊
小平市花小金井１-１０-５
０４２（３４１）２５１１

イトーヨーカドー恋ケ窪店出張所＊
国分寺市東恋ケ窪５-６-３
０４２（３４１）２５１１

調布支店◎
調布市小島町１-１０-２
０４２４（８６）５１５１

調布駅南口出張所＊
調布市小島町２-４６-８
０４２４（８６）５１５１

東府中支店◎
府中市若松町１-３-４
０４２（３６３）６１１１

東府中駅南口出張所＊
府中市清水が丘１-９-３
０４２（３６３）６１１１

府中中河原支店◎
府中市住吉町４-１０-１１
０４２（３６６）３１２１

府中北出張所＊
府中市栄町２-２２-２
０４２（３６３）６１１１

立川支店◎
立川市柴崎町３-１０-１
０４２（５２２）４１６１

立川北口出張所＊
立川市曙町２-１７-６
０４２（５２２）４１６１

立川駅南口サザン1階出張所＊
立川市柴崎町３-２-１
０４２（５２２）４１６１

立川駅南口グランデュオ６階出張所＊
立川市柴崎町３-２-１
０４２（５２２）４１６１

いなげや立川若葉町店出張所＊
立川市若葉町３-２１
０４２（５６５）５３１１

八王子支店◎
八王子市横山町１９-１
０４２６（４２）０２１１

セブンイレブン大和田出張所＊
八王子市大和田町５-１３-８
０４２６（４２）０２１１

豊田出張所＊
日野市豊田３-４２-１１
０４２６（４２）０２１１

中町ユーロード出張所＊
八王子市中町９-１０
０４２６（４２）０２１１

コープとうきょう狭間店出張所＊
八王子市狭間町１４５２-５
０４２６（４２）０２１１

八王子狭間出張所
八王子市狭間町１４６２-１
（イトーヨーカドー八王子店内）
０４２６（６２）８６１１

昭島支店◎
昭島市昭和町５-４-１５
０４２（５４５）１２３４

イトーヨーカドー昭島店出張所＊
昭島市松原町１-１-１
０４２（５４５）１２３４

東大和支店◎
東大和市中央３-８５３-２
０４２（５６５）５３１１

アイワールド東大和店出張所＊
東大和市仲原４-１-５
０４２（５６５）５３１１

東大和市駅前出張所＊
東大和市南街５-９３-１５
０４２（５６５）５３１１

東大和市役所出張所＊
東大和市中央３-９３０
０４２（５６５）５３１１

村山支店◎
武蔵村山市本町４-８-３
０４２（５６１）１２１１

武蔵村山市役所出張所＊
武蔵村山市本町１-１-１
０４２（５６１）１２１１

福生支店◎
福生市福生１０４８
０４２（５５１）１０２１

拝島駅前出張所＊
昭島市松原町４-１４-６
０４２（５５１）１０２１

福生市役所出張所＊
福生市本町５
０４２（５５１）１０２１

西友福生店出張所＊
福生市福生１００８
０４２（５５１）１０２１

羽村支店◯
羽村市五ノ神４-１３-１０
０４２（５７９）０８８１

小作駅前出張所＊
羽村市小作台１-２-１５
０４２（５７９）０８８１

河辺支店◯
青梅市河辺町１０-２-９
０４２８（２４）２４０１

河辺駅南口出張所＊
青梅市河辺町５-９-２
０４２８（２４）２４０１

東青梅支店◎
青梅市東青梅２-１７-４
０４２８（２２）２１２１

東青梅駅北口出張所＊
青梅市東青梅２-１４-２１
０４２８（２２）２１２１

西　西駅北口出張所＊�

大塚支店◎�
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青梅市役所出張所＊
青梅市東青梅１-１１-１
０４２８（２２）２１２１

バリュー新町店出張所＊
青梅市新町２-３４-１
０４２８（２２）２１２１

奥多摩出張所＊
西多摩郡奥多摩町氷川１４２１
０４２８（２２）２１２１

青梅支店◯
青梅市仲町２９５
０４２８（２２）１１０１

あきる野支店◎
あきる野市秋川２-１８-３
０４２（５５８）２６１１

あきる野市役所出張所＊
あきる野市二宮３５０
０４２（５５８）２６１１

あきる野とうきゅう出張所＊
あきる野市秋川１-１７-１
０４２（５５８）２６１１

公立阿伎留病院出張所＊
あきる野市引田７８
０４２（５５８）２６１１

五日市支店◯
あきる野市五日市８４０-１
０４２（５９６）１３１１

日の出町役場出張所＊
西多摩郡日の出町大字平井２７８０
０４２（５９６）１３１１

武蔵五日市駅前出張所＊
あきる野市館谷２６６-９
０４２（５９６）１３１１

狛江出張所＊
狛江市西野川１-１７-３４
０３（３４８２）３１２１

町田支店◎
町田市中町１-２-１
０４２（７２０）７２１１

本町田出張所＊
町田市本町田３４８６
０４２（７２０）７２１１

ヨドバシカメラ町田駅前店出張所＊
町田市原町田１-１-１１
０４２（７２０）７２１１

成瀬支店◯
町田市南成瀬１-１-１
０４２（７２８）５２１１

いなげや成瀬台店出張所＊
町田市成瀬台２-３-１
０４２（７２８）５２１１

成瀬駅南口出張所＊
町田市成瀬が丘２-２３-９
０４２（７２８）５２１１

いなげや町田相原駅前店出張所＊
町田市相原町１２３２
０４２（７７２）７３４５

■県南（中央）地区

さいたま営業部◎
さいたま市常盤７-４-１
０４８（８２４）２４１１

さいたま市役所前出張所＊
さいたま市浦和仲町４-３-１３
０４８（８２４）２４１１

浦和地方庁舎出張所＊
さいたま市北浦和５-６-５
０４８（８２４）２４１１

さいたま市立病院出張所＊
さいたま市大字三室２４６０
０４８（８２４）２４１１

浦和中央支店◎
さいたま市高砂２-９-１５
０４８（８２９）２１１１

浦和駅前出張所＊
さいたま市高砂１-１２-１
０４８（８２９）２１１１

浦和流通センター出張所＊
さいたま市桜田３-３-１
０４８（８２９）２１１１

中浦和駅前出張所＊
さいたま市関１-１７９-６
０４８（８２９）２１１１

東浦和支店◯
さいたま市大字大間木１４１２
０４８（８７５）７８１１

県庁支店◎
さいたま市高砂３-１５-１
０４８（８２２）３３２１

浦和東口支店◯
さいたま市東高砂町１１-２１
０４８（８８２）１１０１

南浦和支店◎
さいたま市南浦和２-３６-１５
０４８（８８５）３１１１

南浦和駅西口出張所＊
さいたま市南本町１-１３２９-２
０４８（８８５）３１１１

西浦和支店◯
さいたま市田島６-１-２０
０４８（８６１）２７５５

武蔵浦和支店◯
さいたま市沼影１-１０-１
０４８（８６１）２２３１

根岸出張所＊
さいたま市根岸５-２４-３
０４８（８６１）２２３１

北浦和西口支店◯
さいたま市北浦和４-５-５
０４８（８３２）１５０１

南与野駅前出張所＊
さいたま市鈴谷２-６２８-２
０４８（８３２）１５０１

ダイクマ浦和店前出張所＊
さいたま市栄和５-７２９-１
０４８（８３２）１５０１

北浦和支店◎
さいたま市北浦和１-１-５
０４８（８８６）３１１１

いなげや三室店出張所＊
さいたま市大字三室１２２０-２
０４８（８８６）３１１１

与野支店◎
さいたま市大字下落合１０３９-３
０４８（８３１）９１１１

与野駅西口出張所＊
さいたま市上木崎１-９-１５
０４８（８３１）９１１１

さいたま市与野総合
行政センター出張所＊
さいたま市下落合５-７-１０
０４８（８３１）９１１１

与野本町駅前出張所＊
さいたま市本町東２-２-７
０４８（８３１）９１１１

西友与野店出張所＊
さいたま市下落合３-７-９
０４８（８３１）９１１１

北与野出張所★
０４８（８３１）９１１１

上木崎出張所＊
さいたま市上木崎４-２-２１
０４８（８３１）９１１１

大宮支店◎
さいたま市大門町３-７２
０４８（６４１）３３６１

さいたま市大宮総合
行政センター出張所＊
さいたま市大門町３-１
０４８（６４１）３３６１

自治医大大宮医療センター出張所＊
さいたま市天沼町１-８４７
０４８（６４１）３３６１

大宮北出張所＊
さいたま市宮町４-１２３
０４８（６４１）３３６１

埼玉精神神経センター出張所＊
さいたま市本町東６-１１-１
０４８（６４１）３３６１

東武ストア大宮公園店出張所＊
さいたま市寿能町１-１７７-５
０４８（６４１）３３６１

大宮駅ビル出張所
さいたま市錦町６３０
０４８（６４５）４４１１

大宮西支店◎
さいたま市桜木町２-３１５
０４８（６４１）６６４１

三橋出張所＊
さいたま市三橋６-１０９６-４
０４８（６４１）６６４１

大宮赤十字病院出張所＊
さいたま市上落合９０３
０４８（６４１）６６４１

大宮サティ出張所＊
さいたま市櫛引町２-５７４-１
０４８（６４１）６６４１

ソニックシティ出張所★
０４８（６４１）６６４１

さいたま新都心支店◎
さいたま市吉敷町４-４３
０４８（６０１）３４０１

さいたま新都心合同庁舎１号館出張所＊
さいたま市大字上落合２-１１
０４８（６０１）３４０１

けやきひろば出張所
さいたま市大字上落合２-４０
０４８（６０１）３４０１

土呂支店◯
さいたま市土呂町１-１９-５
０４８（６５２）１５５１

東大宮支店◯
さいたま市東大宮４-１６-２
０４８（６６７）１２１１

東大宮駅東口出張所＊
さいたま市東大宮５-３８-６
０４８（６６７）１２１１

いなげや上尾沼南駅前店出張所＊
上尾市大字原市２２５４
０４８（６６７）１２１１

深作出張所＊
さいたま市深作３-４３-１１
０４８（６６７）１２１１

宮原支店◎
さいたま市宮原町２-１７-２
０４８（６６５）５２４１

宮原西口出張所＊
さいたま市宮原町３-５２９-２
０４８（６６５）５２４１

大宮総合食品卸売市場出張所＊
さいたま市吉野町２-２２４-１
０４８（６６５）５２４１

いなげや大宮宮原店出張所＊
さいたま市奈良町１０７-３
０４８（６６５）５２４１

日進支店◯
さいたま市日進町２-８５４-１
０４８（６６４）４０４０

日進駅前出張所＊
さいたま市日進町２-１１１２-１
０４８（６６４）４０４０

指扇支店◯
さいたま市プラザ４３-１
０４８（６２２）５３１１

指扇駅前出張所＊
さいたま市大字土屋５９４-１
０４８（６２２）５３１１

七里支店◯
さいたま市大字風渡野６１０-４
０４８（６８５）１１１１

大和田出張所＊
さいたま市大和田町２-１７７２
０４８（６８５）１１１１

川口支店◎
川口市栄町３-７-１
０４８（２５３）３１１１

川口市役所出張所＊
川口市青木２-１-１
０４８（２５３）３１１１

川口市立医療センター出張所＊
川口市大字西新井宿１８０
０４８（２５３）３１１１

済生会川口総合病院出張所＊
川口市西川口５-１２-１
０４８（２５３）３１１１

川口駅東口出張所＊
川口市栄町３-５-１
０４８（２５３）３１１１

川口駅西口支店◯
川口市川口３-２-２
０４８（２５９）００７１

西川口支店◎
川口市並木２-５-１
０４８（２５９）６４１１

西川口駅東口出張所＊
川口市並木２-１-６
０４８（２５９）６４１１

川口南平支店◯
川口市領家１-１１-６
０４８（２２４）３１３３

東川口支店◯
川口市東川口３-１-１
０４８（２９８）７５１１

ダイヤモンドシティキャラ出張所＊
川口市前川１-１-１１
０４８（４４２）３８６６

鳩ヶ谷支店◎
鳩ヶ谷市本町１-１５-１９
０４８（２８１）００３１

鳩ヶ谷駅出張所＊
鳩ヶ谷市大字里１６５０-１
０４８（２８１）００３１

鳩ヶ谷市役所出張所＊
鳩ヶ谷市三ツ和１-１４-３
０４８（２８１）００３１

鳩ヶ谷本町出張所＊
鳩ヶ谷市本町１-３-１５
０４８（２８１）００３１

グリーンシティ出張所＊
川口市大字根岸字外谷田３１８０-１
０４８（２８１）００３１

蕨支店◎
蕨市中央３-１８-３
０４８（４３１）３８０１

蕨駅西口出張所＊
蕨市中央１-２４-３
０４８（４３１）３８０１

蕨市役所出張所＊
蕨市中央５-１４-１５
０４８（４３１）３８０１

蕨東支店◎
蕨市塚越１-１-１７
０４８（４４２）３８６６

戸田支店◎
戸田市本町１-４-１
０４８（４４１）５２５１

戸田市役所出張所＊
戸田市上戸田１-１８-１
０４８（４４１）５２５１

ジャスコ北戸田ショッピングセンター出張所＊
戸田市美女木東１-３-１
０４８（４４１）５２５１

戸田中央総合病院出張所＊
戸田市本町１-１９-３
０４８（４４１）５２５１

戸田駅前支店◯
戸田市新曽４２２-１
０４８（４４５）４４８１

戸田駅西口出張所＊
戸田市大字新曽４２０-１
０４８（４４５）４４８１

北戸田駅前出張所＊
戸田市大字新曽２１８９-１
０４８（４４５）４４８１

和光支店◎
和光市本町２-１
０４８（４６１）５６９１

和光市駅北口出張所＊
和光市新倉１-４１４８-３
０４８（４６１）５６９１

和光市役所出張所＊
和光市広沢１-５
０４８（４６１）５６９１

和光とうきゅう出張所＊
和光市本町３１-６
０４８（４６１）５６９１

イトーヨーカドー和光店出張所＊
和光市丸山台１-９-３
０４８（４６１）５６９１

朝霞支店◎
朝霞市本町１-９-３
０４８（４６４）２１１１

東武東上線朝霞駅北口出張所＊
朝霞市仲町２-１-２
０４８（４６４）２１１１

北朝霞駅前出張所＊
朝霞市浜崎１-２-２
０４８（４６４）２１１１

朝霞市役所出張所＊
朝霞市本町１-１-１
０４８（４６４）２１１１

西友･マルエツ朝霞店出張所＊
朝霞市本町１-１２-１０
０４８（４６４）２１１１

志木支店◎
志木市本町５-１７-３
０４８（４７１）３５５１

中宗岡四丁目出張所＊
志木市中宗岡４-１８０５-６
０４８（４７１）３５５１

志木市役所出張所＊
志木市中宗岡１-１-１
０４８（４７１）３５５１

柳瀬川駅前出張所＊
志木市館２-６-１１
０４８（４７１）３５５１

新座支店◎
新座市東北２-３６-２７
０４８（４７２）５１５１

新座市役所出張所＊
新座市野火止１-１-１
０４８（４７２）５１５１

フードガーデン新座店出張所＊
新座市野火止５-２-６０
０４８（４７２）５１５１

立教大学武蔵野新座キャンパス出張所＊
新座市北野１-２-２６
０４８（４７２）５１５１

野火止出張所＊
新座市野火止４-１-２２
０４８（４７２）５１５１

ライフ新座店出張所＊
新座市栗原４-１２-２５
０４２４（２２）５１１１

上尾支店◎
上尾市仲町１-６-８
０４８（７７１）６３１１

上尾駅東口出張所＊
上尾市宮本町４-１
０４８（７７１）６３１１
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上尾市役所出張所＊
上尾市本町３-１-１
０４８（７７１）６３１１

アリコベール上尾出張所＊
上尾市宮本町１-１
０４８（７７１）６３１１

上尾ショッピングアヴェニュー出張所＊
上尾市緑丘３-１９-１
０４８（７７１）６３１１

上尾西口支店◯
上尾市谷津２-１-５０-４
０４８（７７２）１１１１

上尾中央総合病院出張所＊
上尾市柏座１-１０-１０
０４８（７７２）１１１１

柏座出張所＊
上尾市柏座３-５５９-１
０４８（７７２）１１１１

北上尾駅西口出張所＊
上尾市中妻１-８-４
０４８（７７２）１１１１

西上尾出張所＊
上尾市大字小敷谷８４５-１
０４８（７７２）１１１１

桶川支店◎
桶川市東１-１-１８
０４８（７７３）１４８１

桶川西口出張所
桶川市若宮１-４-５６
０４８（７８７）６６８６

桶川市役所出張所＊
桶川市泉１-３-２８
０４８（７７３）１４８１

おけがわマイン出張所＊
桶川市若宮１-５-２
０４８（７７３）１４８１

北本支店◎
北本市北本１-３２
０４８（５９１）３１３１

リリヴ北本出張所＊
北本市本宿５-８７-１
０４８（５９１）３１３１

北本市役所出張所＊
北本市本町１-１１１
０４８（５９１）３１３１

ヨークマート北本店出張所＊
北本市大字下石戸下２２１-１
０４８（５９１）３１３１

北本西口出張所
北本市中央２-５８
０４８（５９１）７５１１

中央通出張所＊
北本市中央２-５８
０４８（５９１）７５１１

蓮田支店◎
蓮田市本町４-１
０４８（７６８）２１１１

しまむら蓮田店出張所＊
蓮田市関山２-３７４２-２
０４８（７６８）２１１１

蓮田市役所出張所＊
蓮田市大字黒浜２７９９-１
０４８（７６８）２１１１

蓮田スカイランス出張所＊
蓮田市東５-３８８５-７
０４８（７６８）２１１１

埼玉県立小児医療センター出張所＊
岩槻市大字馬込２１００
０４８（７６８）２１１１

伊奈支店◯
北足立郡伊奈町本町１-１１０
０４８（７２２）４４１１

伊奈町役場出張所＊
北足立郡伊奈町大字小室９４９３
０４８（７２２）４４１１

県立がんセンター出張所＊
北足立郡伊奈町小室８１８
０４８（７７１）６３１１

白岡支店◯
南埼玉郡白岡町大字小久喜１１１２-１
０４８０（９２）１２３４

白岡町役場出張所＊
南埼玉郡白岡町大字千駄野４３２
０４８０（９２）１２３４

新白岡駅東口出張所＊
南埼玉郡白岡町大字高岩６８４
０４８０（９２）１２３４

■県東部地区

草加支店◎
草加市高砂２-２１-１１
０４８９（２２）３３０１

草加市役所出張所＊
草加市高砂１-１-１
０４８９（２２）３３０１

草加駅西口出張所＊
草加市氷川町１００３
０４８９（２２）３３０１

ダイアパレス草加Ⅱ（花栗町一丁目）出張所＊
草加市花栗町１-６-５
０４８９（２２）３３０１

谷塚駅西口出張所＊
草加市谷塚町５８４-２
０４８９（２２）３３０１

松原支店◯
草加市松原１-１-６
０４８９（４２）５１４１

栄町出張所＊
草加市栄町３-８２２-１
０４８９（４２）５１４１

独協通り出張所＊
草加市松原３-１７５１-２
０４８９（４２）５１４１

イトーヨーカドー新田店出張所＊
草加市旭町６-１５-３０
０４８９（４２）５１４１

八潮支店◎
八潮市鶴ヶ曽根１３７７-２
０４８９（９５）８１０１

八潮市役所出張所＊
八潮市中央１-２-１
０４８９（９５）８１０１

三郷支店◎
三郷市三郷１-４-４
０４８９（５３）５１１１

三郷駅北口出張所＊
三郷市早稲田２-２-６
０４８９（５３）５１１１

三郷市役所出張所＊
三郷市花和田６４８-１
０４８９（５３）５１１１

三郷サティ出張所＊
三郷市三郷１-３-１
０４８９（５３）５１１１

みさと団地出張所
三郷市彦成３-７-１５
０４８９（５７）４１３２

吉川支店◎
吉川市保１-２-１５
０４８９（８２）１１１１

吉川市役所出張所＊
吉川市吉川２-１-１
０４８９（８２）１１１１

吉川北出張所＊
吉川市吉川団地１-７
０４８９（８２）１１１１

ライフ吉川店出張所＊
吉川市栄町１４９９-３
０４８９（８２）１１１１

越谷支店◎
越谷市越ヶ谷２-２-４０
０４８９（６２）５１１１

越谷駅西口出張所＊
越谷市赤山町６-３５４-１
０４８９（６２）５１１１

越谷市役所出張所＊
越谷市越ケ谷４-２-１
０４８９（６２）５１１１

越谷市立病院出張所＊
越谷市東越谷１０-４７-１
０４８９（６２）５１１１

東越谷（ビッグエー東越谷店）出張所＊
越谷市東越谷３-７-８
０４８９（６２）５１１１

ヨークマート越谷赤山店出張所＊
越谷市赤山町５-８-３９
０４８９（６２）５１１１

ファイン越谷出張所＊
越谷市弥生町４-４４
０４８９（６２）５１１１

蒲生支店◯
越谷市蒲生旭町１３-１
０４８９（８９）２１５１

蒲生駅東口出張所＊
越谷市蒲生寿町１７-１
０４８９（８９）２１５１

南越谷支店◯
越谷市南越谷１-１７-２
０４８９（８５）９２１１

新越谷駅西口出張所＊
越谷市南越谷４-５-１０
０４８９（８５）９２１１

サンシティ出張所＊
越谷市南越谷１-２８７６-１
０４８９（８５）９２１１

北越谷支店◯
越谷市大沢３-８-５
０４８９（７５）５１１１

北越谷西（ライフストア北越谷店前）出張所＊
越谷市北越谷３-１-４
０４８９（７５）５１１１

ポレール北越谷出張所＊
越谷市大沢１１９８-１
０４８９（７５）５１１１

せんげん台支店◯
越谷市千間台西１-５-１７
０４８９（７６）５１１１

イトーヨーカドーせんげん台店出張所＊
越谷市大字上間久里７０７
０４８９（７６）５１１１

大袋駅前出張所＊
越谷市大字袋山２０４５-１
０４８９（７６）５１１１

松伏出張所
北　飾郡松伏町松葉１-５-３
（松伏ニュータウンショッピングセンター内）
０４８９（９２）２１１１

松伏町役場出張所＊
北　飾郡松伏町大字松伏２４２４
０４８９（６２）５１１１

春日部支店◎
春日部市粕壁２-８-８
０４８（７５２）３１１１

春日部市役所出張所＊
春日部市中央６-２
０４８（７５２）３１１１

春日部駅東口出張所＊
春日部市大字粕壁１-７-１１
０４８（７５２）３１１１

ロビンソン春日部店出張所＊
春日部市柏壁東２-５-１
０４８（７５２）３１１１

一ノ割駅前出張所＊
春日部市一ノ割１-６-２７
０４８（７５２）３１１１

春日部西口支店◯
春日部市中央１-５１-１
０４８（７３６）２１１１

イトーヨーカドー春日部店出張所＊
春日部市中央１-１３-１
０４８（７３６）２１１１

ポレール春日部出張所＊
春日部市谷原３-８-１
０４８（７３６）２１１１

武里支店◯
春日部市大字大枝８９
０４８（７３５）５１２１

タジマショッピングセンター武里店出張所＊
春日部市大場１０５９
０４８（７３５）５１２１

庄和支店◯
北　飾郡庄和町大字米島１１９８-３
０４８（７４６）５５５１

庄和町役場出張所＊
北　飾郡庄和町大字金崎８３９-１
０４８（７４６）５５５１

ヨークマート南桜井店出張所＊
北　飾郡庄和町新宿新田西之宮３２４-１０
０４８（７４６）５５５１

ヤオコー南桜井店出張所＊
北　飾郡庄和町大字大衾４９６-１４
０４８（７４６）５５５１

岩槻支店◎
岩槻市本町３-１１-１６
０４８（７５７）２１１１

岩槻市役所出張所＊
岩槻市本町６-１-１
０４８（７５７）２１１１

岩槻駅前ワッツ出張所＊
岩槻市本町３-１-１
０４８（７５７）２１１１

岩槻西町出張所＊
岩槻市西町２-５-４５
０４８（７５７）２１１１

アピタ岩槻店出張所＊
岩槻市大字大口８００
０４８（７５７）２１１１

東岩槻支店◯
岩槻市東岩槻１-６-１
０４８（７９４）４５７１

東武豊春駅出張所＊
春日部市上蛭田１３９
０４８（７９４）４５７１

杉戸支店◎
北　飾郡杉戸町杉戸２-１２-２６
０４８０（３４）１２２１

杉戸高野台駅前出張所＊
北　飾郡杉戸町高野台西１-１０
０４８０（３４）１２２１

杉戸町役場出張所＊
北　飾郡杉戸町清地２-９-２９
０４８０（３４）１２２１

東武動物公園駅出張所＊
南埼玉郡宮代町百間２-３-２４
０４８０（３４）１２２１

宮代支店◯
南埼玉郡宮代町中央３-８-１８
０４８０（３４）７７１１

宮代町役場前出張所＊
南埼玉郡宮代町中央３-８１６-１
０４８０（３４）７７１１

幸手支店◎
幸手市中３-３-４
０４８０（４２）１２２１

幸手市役所出張所＊
幸手市東４-６-８
０４８０（４２）１２２１

東武ストア幸手店出張所＊
幸手市中１-２-１
０４８０（４２）１２２１

幸手工業団地出張所＊
幸手市木立１７８０
０４８０（４２）１２２１

久喜支店◎
久喜市中央２-１０-２５
０４８０（２１）２２１１

久喜市役所出張所＊
久喜市下早見８５-３
０４８０（２１）２２１１

久喜駅東口出張所＊
久喜市東１-１-１
０４８０（２１）２２１１

久喜駅西口駅前出張所＊
久喜市中央１-４１３-２
０４８０（２１）２２１１

イトーヨーカドー久喜店出張所＊
久喜市中央４-９-１１
０４８０（２１）２２１１

久喜工業団地出張所＊
久喜市河原井町１９
０４８０（２１）２２１１

菖蒲支店◎
南埼玉郡菖蒲町大字菖蒲１７９-１
０４８０（８５）２２１１

菖蒲町役場出張所＊
南埼玉郡菖蒲町大字新堀３８
０４８０（８５）２２１１

鷲宮支店◎
北　飾郡鷲宮町中央２-１-２７
０４８０（５８）８１１１

鷲宮町役場出張所＊
北　飾郡鷲宮町鷲宮６-１-１
０４８０（５８）８１１１

東鷲宮出張所
北　飾郡鷲宮町桜田３-１-７
０４８０（５８）４６１１

栗橋支店◎
北　飾郡栗橋町東２-２-１
０４８０（５２）１２２１

栗橋町役場出張所＊
北　飾郡栗橋町大字間鎌２５１-１
０４８０（５２）１２２１

北川辺町役場出張所＊
北埼玉郡北川辺町大字麦倉１４８１-１
０４８０（５２）１２２１

済生会栗橋病院出張所＊
北　飾郡栗橋町大字小右衛門７１４-６
０４８０（５２）１２２１

大利根町役場出張所＊
北埼玉郡大利根町大字北下新井１６７９-１
０４８０（５２）１２２１

加須支店◎
加須市中央１-１２-３４
０４８０（６１）１２０１

東武加須駅出張所＊
加須市中央１-１-１５
０４８０（６１）１２０１

花崎駅前出張所＊
加須市花崎２４３-２
０４８０（６１）１２０１

加須市役所出張所＊
加須市大字下三俣２９０
０４８０（６１）１２０１

東武ストア加須店出張所＊
加須市中央１-１-１５
０４８０（６１）１２０１

イトーヨーカドー加須店前出張所＊
加須市大門町４０９-１
０４８０（６１）１２０１

羽生支店◎
羽生市中央３-２-１７
０４８（５６１）３１１１

羽生市役所出張所＊
羽生市東６-１５
０４８（５６１）３１１１

あさひ (P73-)  2001.7.27 10:27 AM  ページ 121



あ
さ
ひ
銀
行
デ
ィ
ス
ク
ロ
ー
ジ
ャ
ー
誌

デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル

122

羽生駅前出張所＊
羽生市南１-２-３
０４８（５６１）３１１１

騎西支店◯
北埼玉郡騎西町大字騎西１２５４-１
０４８０（７３）１２０１

川里町役場出張所＊
北埼玉郡川里町大字広田３１４１-１
０４８（５４１）１４１１

■県西部地区

川越支店◎
川越市幸町４-１
０４９２（２２）２２５１

川越市役所出張所＊
川越市元町１-３-１
０４９２（２２）２２５１

川越駅東口出張所＊
川越市脇田町４-９
０４９２（２２）２２５１

埼玉医科大学総合医療センター出張所＊
川越市鴨田辻道町１９８１
０４９２（２２）２２５１

川越バンテアン出張所＊
川越市問屋町１-８
０４９２（２２）２２５１

丸広百貨店川越店出張所＊
川越市新富町２-６-１
０４９２（２２）２２５１

ヤオコー川越山田店出張所＊
川越市大字山田２０４２-１
０４９２（２２）２２５１

川越南支店◎
川越市脇田本町１６-１４
０４９２（４２）２１２１

川越駅西口出張所＊
川越市脇田本町１-５
０４９２（４２）２１２１

本川越支店◎
川越市新富町１-２０-２
０４９２（２２）３７７０

霞ヶ関支店◯
川越市霞ヶ関北２-１-４
０４９２（３１）２００１

川越市霞ヶ関東１-１-１２
０４９２（３１）２００１

新河岸支店◎
川越市大字砂９１７-１
０４９２（４１）２１１１

ポレール高階出張所＊
川越市大字砂新田３８３-２
０４９２（６１）２２５１

上福岡支店◎
上福岡市上福岡５-３-１９
０４９２（６１）２２５１

上福岡市役所出張所＊
上福岡市福岡１-１-１
０４９２（６１）２２５１

アウトレットモールリズム出張所＊
入間郡大井町大字苗間２２６-１
０４９２（６１）２２５１

イトーヨーカドー上福岡東店出張所＊
上福岡市大原２-１-３０
０４９２（６１）２２５１

イトーヨーカドー上福岡西店出張所＊
入間郡大井町亀久保鶴ヶ舞２-２-１７
０４９２（６１）２２５１

上福岡東口出張所＊
上福岡市上福岡１-４-１０
０４９２（６１）２２５１

南古谷駅前出張所＊
川越市大字並木２４１-１
０４９２（６１）２２５１

大井支店◯
入間郡大井町大字亀久保１２３９-６９
０４９２（６６）３７１１

ふじみ野支店◯
富士見市大字勝瀬３４８４
０４９２（６３）８８８１

ふじみ野駅東口出張所＊
富士見市大字勝瀬３４３６-４
０４９２（６３）８８８１

鶴瀬支店◎
富士見市大字鶴馬２６０２-３
０４９２（５１）２３５１

富士見市役所出張所＊
富士見市大字鶴馬１８００-１
０４９２（５１）２３５１

東武東上線鶴瀬駅前出張所＊
富士見市鶴瀬東１-１１-１
０４９２（５１）２３５１

三芳町役場出張所＊
入間郡三芳町大字藤久保１１００-１
０４９２（５１）２３５１

関沢出張所＊
富士見市関沢２-３４２９-３
０４９２（５１）２３５１

みずほ台支店◯
富士見市東みずほ台１-１-５
０４９２（５３）１３１１

西みずほ台出張所＊
富士見市西みずほ台３-３-１５
０４９２（５３）１３１１

所沢支店◎
所沢市御幸町１-１６
０４２（９２２）２１４１

西所沢駅前出張所＊
所沢市西所沢１-１２-４
０４２（９２２）２１４１

所沢市役所出張所＊
所沢市並木１-１-１
０４２（９２２）２１４１

東所沢駅前出張所＊
所沢市東所沢和田２-２-７
０４２（９２２）２１４１

所沢駅前出張所＊
所沢市日吉町１３-２
０４２（９２２）２１４１

北所沢出張所＊
所沢市並木３-１
０４２（９２２）２１４１

防衛医科大学校病院出張所＊
所沢市並木３-２
０４２（９２２）２１４１

所沢東口支店◯
所沢市くすのき台１-１０-８
０４２（９９６）１１５１

新所沢支店◯
所沢市緑町１-４-１１
０４２（９２２）１２２１

新所沢駅東口出張所＊
所沢市松葉町１９５４-１６７
０４２（９２２）１２２１

小手指支店◯
所沢市小手指町３-１７
０４２（９４９）５１７１

武蔵藤沢支店◯
入間市大字下藤沢１２８-２４
０４２（９６４）２１１１

ヨークマート入間店出張所＊
入間市下藤沢１３１７
０４２（９６４）２１１１

狭山ヶ丘駅前出張所＊
所沢市狭山ケ丘１-２９９６
０４２（９６４）２１１１

入間支店◎
入間市向陽台１-１６０-１２
０４２（９６４）２１２１

仏子駅前出張所＊
入間市仏子９５４
０４２（９６４）２１２１

入間市役所出張所＊
入間市豊岡１-１６-１
０４２（９６４）２１２１

丸広百貨店入間店出張所＊
入間市豊岡１-６-１２
０４２（９６４）２１２１

入間リバーパーク出張所＊
入間市春日町１-１２-１
０４２（９６４）２１２１

入間市駅前出張所＊
入間市河原町１５０７
０４２（９６４）２１２１

サイオス出張所＊
入間市豊岡２-１-１
０４２（９６４）２１２１

狭山支店◎
狭山市入間川１-５-１７
０４２（９５３）２１２１

狭山市駅東口ステーションビル出張所＊
狭山市　園４-５５
０４２（９５３）２１２１

狭山市役所出張所＊
狭山市入間川１-２３-５
０４２（９５３）２１２１

石心会狭山病院出張所＊
狭山市鵜ノ木１-３３
０４２（９５３）２１２１

西友狭山市駅前店出張所＊
狭山市入間川１-１８-１
０４２（９５３）２１２１

ヤオコー狭山店出張所＊
狭山市上広瀬１２-２
０４２（９５３）２１２１

狭山一番街出張所
狭山市入間川３-２１-１１
０４２（９５５）８４０１

柏原出張所＊
狭山市柏原３１６１-１０６
０４２（９５３）２１２１

ヤオコー北入曽店出張所＊
狭山市大字北入曽７２０-１
０４２（９５３）２１２１

新狭山支店◯
狭山市新狭山３-１１-１
０４２（９５４）３３４１

新狭山駅北口出張所＊
狭山市新狭山３-１２-１
０４２（９５４）３３４１

南大塚駅北口出張所＊
川越市南台３-１４
０４２（９５４）３３４１

入曽支店◯
狭山市水野５２５-１
０４２（９５７）１１０１

入曽駅前出張所＊
狭山市大字南入曽５８５-６
０４２（９５７）１１０１

笹井代理店
狭山市大字笹井字向田３３５-４
０４２（９５２）７１１１

東松山支店◎
東松山市箭弓町３-４-３
０４９３（２４）１２１１

マルエツ東松山店出張所＊
東松山市松本町２-１-６０
０４９３（２４）１２１１

東松山市役所出張所＊
東松山市松葉町１-１-５８
０４９３（２４）１２１１

東松山駅前出張所＊
東松山市箭弓町１-１１-５
０４９３（２４）１２１１

イトーヨーカドー東松山店出張所＊
東松山市箭弓町１-１５-１３
０４９３（２４）１２１１

西友東松山店出張所＊
東松山市小松原町１１-２
０４９３（２４）１２１１

東松山市立市民病院出張所＊
東松山市大字松山２３９２
０４９３（２４）１２１１

高坂駅西口出張所＊
東松山市元宿１-１１-７
０４９３（２４）１２１１

川島町役場出張所＊
比企郡川島町大字白井沼３８６
０４９３（２４）１２１１

吉見町役場出張所＊
比企郡吉見町大字下細谷４１１
０４９３（２４）１２１１

滑川町役場出張所＊
比企郡滑川町大字福田７５０-１
０４９３（２４）１２１１

森林公園駅南口出張所＊
比企郡滑川町大字羽尾３９６５-１
０４９３（２４）１２１１

玉川村役場出張所＊
比企郡玉川村大字玉川２４９０
０４９３（２４）１２１１

坂戸支店◎
坂戸市日の出町１-２６
０４９２（８３）２１２１

薬師町出張所＊
坂戸市薬師町２８-１３
０４９２（８３）２１２１

鳩山ニュータウン出張所＊
比企郡鳩山町松ヶ丘１-２-４
０４９２（８３）２１２１

坂戸市役所出張所＊
坂戸市千代田１-１-１
０４９２（８３）２１２１

イトーヨーカドー坂戸店出張所＊
坂戸市日の出町５-３０
０４９２（８３）２１２１

明海大学病院出張所＊
坂戸市けやき台１-１
０４９２（８３）２１２１

いなげや鶴ヶ島店出張所＊
鶴ヶ島市大字脚折１３７-５
０４９２（８３）２１２１

坂戸にっさいショッピングセンター出張所＊
坂戸市大字堀込１５２-１
０４９２（８３）２１２１

東坂戸代理店
坂戸市東坂戸２-５
０４９２（８３）５４１１

北坂戸出張所＊
坂戸市溝端町１
０４９２（８３）２１２１

東武ストア北坂戸店出張所＊
坂戸市末広町２
０４９２（８３）２１２１

鶴ヶ島支店◎
鶴ヶ島市上広谷１８-１０
０４９２（８５）１１８１

鶴ヶ島駅西口出張所＊
鶴ヶ島市大字鶴ヶ丘６５-１
０４９２（８５）１１８１

若葉駅前出張所＊
鶴ヶ島市富士見１-１-１
０４９２（８５）１１８１

鶴ヶ島市役所出張所＊
鶴ヶ島市大字三木１６-１
０４９２（８５）１１８１

東武東上線若葉駅出張所＊
坂戸市関間４-１３-１
０４９２（８５）１１８１

飯能支店◎
飯能市八幡町３-６
０４２９（７２）３１１１

飯能駅前出張所＊
飯能市仲町９-３
０４２９（７２）３１１１

飯能駅南口出張所＊
飯能市南町１-２４
０４２９（７２）３１１１

飯能駅北口出張所＊
飯能市仲町１１-２２
０４２９（７２）３１１１

高麗出張所＊
日高市武蔵台１-２３-１４
０４２９（７２）３１１１

飯能市役所出張所＊
飯能市双柳１-１
０４２９（７２）３１１１

サビア飯能出張所＊
飯能市南町９-２３
０４２９（７２）３１１１

バリュープライス岩沢店出張所＊
飯能市岩沢１７６
０４２９（７２）３１１１

丸広百貨店東飯能店出張所＊
飯能市栄町２４-４
０４２９（７２）３１１１

名栗村役場出張所＊
入間郡名栗村大字上名栗３１４６-５
０４２９（７２）３１１１

日高支店◎
日高市大字高萩６１４-２
０４２９（８５）１０１１

日高市役所出張所＊
日高市大字南平沢１０２０
０４２９（８５）１０１１

ヤオコー高麗川店出張所＊
日高市大字鹿山３０８-１
０４２９（８５）１０１１

越生毛呂山支店◎
入間郡毛呂山町大字長瀬２３０８-１
０４９２（９４）７６１１

いなげや毛呂店出張所＊
入間郡毛呂山町大字岩井１４９８-２
０４９２（９４）７６１１

武州長瀬駅前出張所＊
入間郡毛呂山町大字長瀬８８８-６
０４９２（９４）７６１１

越生出張所＊
入間郡越生町大字越生７９８
０４９２（９４）７６１１

埼玉医科大学附属病院出張所＊
入間郡毛呂山町毛呂本郷３８
０４９２（９４）７６１１

鳩山町役場出張所＊
比企郡鳩山町大字大豆戸１８４-１６
０４９２（９４）７６１１

都幾川村役場出張所＊
比企郡都幾川村大字桃木３２
０４９２（９４）７６１１

嵐山支店◯
比企郡嵐山町大字菅谷１３４
０４９３（６２）２４２４

小川支店◎
比企郡小川町大字大塚１１７３-６
０４９３（７２）２２１１

ヤオコーみどりが丘店出張所＊
比企郡小川町みどりが丘２-８-１
０４９３（７２）２２１１

小川赤十字病院出張所＊
比企郡小川町大字小川１５２５
０４９３（７２）２２１１

三　霞ヶ関店出張所＊�
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■県北部地区

鴻巣支店◎
鴻巣市本町３-１-２８
０４８（５４１）１４１１

鴻巣市役所出張所＊
鴻巣市中央１-１
０４８（５４１）１４１１

鴻巣駅西口出張所＊
鴻巣市栄町２-１２
０４８（５４１）１４１１

長崎屋北鴻巣店出張所＊
鴻巣市箕田３１１１-１
０４８（５４１）１４１１

北鴻巣出張所
鴻巣市赤見台１-１２-１８
０４８（５９６）６１１１

吹上支店◯
北足立郡吹上町本町１-４-２
０４８（５４８）０８１１

吹上町役場出張所＊
北足立郡吹上町富士見１-１-１
０４８（５４８）０８１１

行田支店◎
行田市行田５-１６
０４８（５５６）１１３１

JR行田駅前出張所＊
行田市壱里山町１８-８
０４８（５５６）１１３１

行田市役所出張所＊
行田市本丸２-５
０４８（５５６）１１３１

熊谷支店◎
熊谷市本町１-１０１
０４８（５２１）１５１１

ビッグベア出張所＊
熊谷市大字代１０６７
０４８（５２１）１５１１

熊谷駅南口出張所＊
熊谷市桜木町１-１-１
０４８（５２１）１５１１

熊谷市役所出張所＊
熊谷市宮町２-４７-１
０４８（５２１）１５１１

熊谷駅ビル出張所＊
熊谷市筑波２-１１５
０４８（５２１）１５１１

江南町役場出張所＊
大里郡江南町中央１-１-１
０４８（５２１）１５１１

県立循環器・
呼吸器病センター出張所＊
大里郡江南町大字板井１６９６
０４８（５２１）１５１１

八木橋百貨店出張所＊
熊谷市仲町７４
０４８（５２１）１５１１

いなげや大里江南店出張所＊
大里郡江南町中央２-１９-１
０４８（５２１）１５１１

川本町役場出張所＊
大里郡川本町大字田中１９７
０４８（５２１）１５１１

熊谷西出張所＊
熊谷市石原３-２４３
０４８（５２１）１５１１

熊谷流通センター出張所＊
熊谷市問屋町２-４-１８
０４８（５２１）１５１１

大里村役場出張所＊
大里郡大里村大字中曽根６５０-１
０４８（５２１）１５１１

熊谷駅前支店◯
熊谷市筑波２-４８-１
０４８（５２１）４３５１

籠原支店◯
熊谷市大字新堀７８０-１
０４８（５３３）４４１１

マミーマート籠原店出張所＊
熊谷市大字新堀新田５２３-４
０４８（５３３）４４１１

深谷支店◎
深谷市西島町２-１９-６
０４８（５７１）４１１１

深谷市役所出張所＊
深谷市仲町３２１-７
０４８（５７１）４１１１

深谷赤十字病院出張所＊
深谷市上柴町西５-８-１
０４８（５７１）４１１１

深谷上柴ショッピングセンター出張所＊
深谷市上柴町西４-２-１４
０４８（５７１）４１１１

ダイアパレス上野台出張所＊
深谷市大字上野台２３５２
０４８（５７１）４１１１

ヤオコー深谷国済寺店出張所＊
深谷市大字国済寺５２２-３
０４８（５７１）４１１１

妻沼支店◯
大里郡妻沼町大字妻沼１４５１
０４８（５８８）１２２１

妻沼町役場出張所＊
大里郡妻沼町大字弥藤吾２４５０
０４８（５８８）１２２１

イール妻沼出張所＊
大里郡妻沼町大字弥藤吾１１２０-１
０４８（５８８）１２２１

岡部支店◎
大里郡岡部町大字岡２６２７-１
０４８（５８５）２５１１

岡部町役場出張所＊
大里郡岡部町大字岡２３８１-１
０４８（５８５）２５１１

本庄支店◎
本庄市中央１-６-２５
０４９５（２２）２１２１

本庄市役所出張所＊
本庄市本庄３-５-３
０４９５（２２）２１２１

本庄駅南口出張所＊
本庄市駅南１-２-１７
０４９５（２２）２１２１

美里町役場出張所＊
児玉郡美里町大字木部３２３-１
０４９５（２２）２１２１

ベルク本庄店出張所＊
本庄市本庄２-３-６
０４９５（２２）２１２１

上里出張所＊
児玉郡上里町大字神保原町５２２-４
０４９５（２２）２１２１

児玉支店◎
児玉郡児玉町大字児玉１６-４
０４９５（７２）１２２１

児玉町役場出張所＊
児玉郡児玉町大字八幡山３６８
０４９５（７２）１２２１

神川町役場出張所＊
児玉郡神川町大字植竹９０９
０４９５（７２）１２２１

寄居支店◎
大里郡寄居町大字寄居９８９-１
０４８（５８１）１７７１

花園町役場出張所＊
大里郡花園町大字小前田２３４５
０４８（５８１）１７７１

寄居町役場出張所＊
大里郡寄居町大字寄居１１８０-１
０４８（５８１）１７７１

秩父支店◎
秩父市本町４-６
０４９４（２２）３８５０

横瀬町役場出張所＊
秩父郡横瀬町大字横瀬４５４５
０４９４（２２）３８５０

秩父市役所出張所＊
秩父市熊木町８-１５
０４９４（２２）３８５０

矢尾百貨店出張所＊
秩父市上町１-５
０４９４（２２）３８５０

地場産業振興センター
（秩父鉄道秩父駅）出張所＊
秩父市宮側町１-７
０４９４（２２）３８５０

公園橋モール出張所＊
秩父市中村町４-３-２４
０４９４（２２）３８５０

皆野支店◯
秩父郡皆野町大字皆野１４０７
０４９４（６２）２１２１

秩父郡長瀞町大字本野上１０３５-１
０４９４（６２）２１２１

小鹿野支店◯
秩父郡小鹿野町大字小鹿野３６０-１
０４９４（７５）１２５５

■横浜市

横浜支店◎
横浜市中区常盤町４-５４
０４５（６６１）１１１１

横浜本町出張所＊
横浜市中区本町２-１０
０４５（６６１）１１１１

日本大通出張所＊
横浜市中区日本大通１７
０４５（６６１）１１１１

横浜西口支店◎
横浜市西区北幸１-１１-７
０４５（３２３）６５１１

子安支店◯
横浜市神奈川区七島町１２７-１１
０４５（４２１）１３０１

大口通商店街出張所＊
横浜市神奈川区大口通３５-７
０４５（４２１）１３０１

ユニー大口駅前出張所＊
横浜市神奈川区神之木町２-６
０４５（４２１）１３０１

子安駅前出張所＊
横浜市神奈川区子安通１-５-６
０４５（４２１）１３０１

鶴見支店◎
横浜市鶴見区鶴見中央４-２７-１
０４５（５０３）２２１１

鶴見駅西口出張所＊
横浜市鶴見区豊岡町１４-２７
０４５（５０３）２２１１

イトーヨーカドー鶴見店出張所＊
横浜市鶴見区鶴見中央３-１５-３０
０４５（５０３）２２１１

磯子支店◯
横浜市磯子区中浜町１４-１６
０４５（７５１）３１４１

根岸駅前出張所＊
横浜市磯子区西町１３-２１
０４５（７５１）３１４１

横浜赤十字病院（根岸町）出張所＊
横浜市中区根岸町２-８５
０４５（７５１）３１４１

弘明寺支店◯
横浜市南区通町２-３５
０４５（７３１）５７４１

井土ケ谷出張所＊
横浜市南区井土ケ谷中町１６１-６
０４５（７３１）５７４１

上大岡支店◯
横浜市港南区上大岡西１-１４-７
０４５（８４２）３６４１

最戸出張所＊
横浜市港南区最戸１-７９-１
０４５（８４２）３６４１

金沢文庫支店◎
横浜市金沢区泥亀２-１３-１
０４５（７０１）１３３１

金沢文庫駅前出張所＊
横浜市金沢区谷津町３８４
０４５（７０１）１３３１

戸部支店◯
横浜市西区浜松町１-１８
０４５（２３１）３１３１

保土ヶ谷支店◯
横浜市保土ヶ谷区岩井町１１
０４５（３３３）１３６５

和田町出張所
横浜市保土ヶ谷区星川３-８-１
０４５（３３５）６６６１

三ツ境支店◎
横浜市瀬谷区三ツ境１０５-１
０４５（３６２）５１１１

いなげや瀬谷店出張所＊
横浜市瀬谷区南台１-４４-１３
０４５（３６２）５１１１

長崎屋二俣川店出張所＊
横浜市旭区二俣川１-４３-２８
０４５（３６２）５１１１

イトーヨーカドー希望ヶ丘店出張所＊
横浜市旭区中希望が丘１７７-１
０４５（３６２）５１１１

南万騎が原駅前出張所＊
横浜市旭区柏町１２７
０４５（３６２）５１１１

妙蓮寺支店◯
横浜市港北区菊名１-７-２３
０４５（４３３）１２２１

綱島支店◎
横浜市港北区綱島西１-７-４
０４５（５４１）５４１１

いなげや横浜綱島店出張所＊
横浜市港北区綱島西４-１２-１８
０４５（５４１）５４１１

かながわ生協綱島店出張所＊
横浜市港北区綱島西５-５４８-２
０４５（５４１）５４１１

よつや出張所★

菊名駅前出張所＊
横浜市港北区菊名６-１-４
０４５（５４１）５４１１

日吉出張所＊
横浜市港北区箕輪町２-３-７-１０４
０４５（５４１）５４１１

大倉山駅前出張所＊
横浜市港北区太尾町字市ノ坪２６５-３
０４５（５４１）５４１１

新横浜支店◎
横浜市港北区新横浜３-８-１２
０４５（４７５）２５６１

仲町台駅前出張所＊
横浜市都筑区仲町台１-７-１２
０４５（９４５）１５５１

港北ニュータウン支店◎
横浜市都筑区茅ヶ崎中央３-１
０４５（９４５）１５５１

港北ニュータウン北支店◯
横浜市都筑区中川中央１-１-３
０４５（９１３）７７１１

昭和大学横浜市北部病院出張所＊
横浜市都筑区茅ヶ崎中央３５-１
０４５（９４５）１５５１

たまプラーザ支店◯
横浜市青葉区美しが丘１-９-１７
０４５（９０１）７３１１

たまプラーザ駅南口出張所＊
横浜市青葉区新石川３-１５-２
０４５（９０１）７３１１

中川駅前出張所＊
横浜市都筑区中川１-１１-２５
０４５（９４５）１５５１

中山支店◎
横浜市緑区中山町３０６-１
０４５（９３５）２１２１

こどもの国駅前出張所＊
横浜市青葉区奈良町１１７８
０４２（７２８）５２１１

いずみ中央出張所＊
横浜市泉区和泉町３５１１-９
０４６６（４３）１２３１

本郷台駅前出張所＊
横浜市栄区小菅ケ谷１-４-７
０４６７（４６）２１１１

■横浜市以外

川崎支店◎
川崎市川崎区砂子２-５-１１
０４４（２４５）２１１１

貝塚一丁目出張所＊
川崎市川崎区貝塚１-１３-１
０４４（２４５）２１１１

かながわサイエンスパーク出張所＊
川崎市高津区坂戸３-２-１
０４４（２４５）２１１１

新百合ヶ丘支店◎
川崎市麻生区上麻生１-５-１
０４４（９５４）５１１１

あさひ銀新百合ヶ丘ビル出張所＊
川崎市麻生区上麻生１-５-１
０４４（９５４）５１１１

横須賀支店◎
横須賀市若松町３-１４-８
０４６８（２３）１６００

ダイクマ横須賀店出張所＊
横須賀市三春町４-５
０４６８（２３）１６００

神奈川歯科大学附属病院出張所＊
横須賀市稲岡町８２
０４６８（２３）１６００

汐入駅前出張所＊
横須賀市本町３-２７
０４６８（２３）１６００

佐原出張所＊
横須賀市佐原１-７-３
０４６８（２３）１６００

北久里浜出張所＊
横須賀市根岸町２-２０３-５
０４６８（２３）１６００

久里浜支店◯
横須賀市久里浜４-６-１２
０４６８（３５）５１１１

湘南ハイランド出張所＊
横須賀市ハイランド１-５６-１
０４６８（３５）５１１１

三浦支店◯
三浦市栄町２-２
０４６８（８２）３２２１

大船支店◎
鎌倉市大船１-２３-１
０４６７（４６）２１１１

神奈川県

長　町役場出張所＊�
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湘南鎌倉病院出張所＊
鎌倉市山崎１２０２-１
０４６７（４６）２１１１

湘南深沢出張所＊
鎌倉市常盤１８
０４６７（４６）２１１１

観音前出張所＊
鎌倉市岡本１-１-２
０４６７（４６）２１１１

西鎌倉出張所
鎌倉市西鎌倉１-１-５
０４６７（３１）０１２３

藤沢支店◎
藤沢市藤沢５５５
０４６６（２３）３１１１

藤沢駅南口出張所＊
藤沢市南藤沢２０-１０
０４６６（２３）３１１１

長後支店◎
藤沢市下土棚５１０-１３
０４６６（４３）１２３１

上土棚出張所＊
綾瀬市上土棚南１-１５３９-１
０４６６（４３）１２３１

長後駅東口出張所＊
藤沢市下土棚４６７-１２
０４６６（４３）１２３１

綾瀬市役所出張所＊
綾瀬市早川５５０
０４６６（４３）１２３１

鶴間支店◎
大和市西鶴間１-３-５
０４６（２７４）５１５１

西鶴間三丁目出張所＊
大和市西鶴間３-２-２１
０４６（２７４）５１５１

鶴間二丁目出張所＊
大和市鶴間２-１３-２７
０４６（２７４）５１５１

南林間東口出張所＊
大和市林間１-５-８
０４６（２７４）５１５１

古淵出張所
相模原市古淵２-１７-３
０４２（７５０）８６１１

相模大野支店◯
相模原市相模大野３-２-１４
０４２（７４４）６３１１

橋本支店◎
相模原市橋本３-３０-３
０４２（７７２）７３４５

橋本駅南口出張所＊
相模原市橋本２-２-１
０４２（７７２）７３４５

コピオ城山出張所＊
津久井郡城山町原宿３-１０-１
０４２（７７２）７３４５

いなげや相模原下九沢店出張所＊
相模原市下九沢１７７９-１
０４２（７７２）７３４５

海老名支店◎
海老名市中央１-４-１
０４６（２３３）６５１１

座間駅前出張所＊
座間市入谷５-１８５８-１
０４６（２３３）６５１１

海老名サティー出張所＊
海老名市中央２-４-１
０４６（２３３）６５１１

かしわ台出張所＊
海老名市柏ケ谷字長ヲサ７０６-３
０４６（２３３）６５１１

伊勢原支店◎
伊勢原市伊勢原１-３-６
０４６３（９２）１５１１

伊勢原工業団地出張所＊
伊勢原市鈴川３２
０４６３（９２）１５１１

小田原支店◎
小田原市栄町２-９-１
０４６５（２２）１３２１

千葉支店◎
千葉市中央区中央１-１-３
０４３（２２５）１１３３

みつわ台総合病院出張所＊
千葉市若葉区若松町５３１-４８６
０４３（２２５）１１３３

稲毛支店◯
千葉市稲毛区小仲台２-５-７
０４３（２５２）１１３１

小仲台出張所＊
千葉市稲毛区小仲台７-１-８
０４３（２５２）１１３１

成田空港出張所△
新東京国際空港
第１旅客ターミナルビル出国階
０４７６（３３）００９１

津田沼支店◎
習志野市津田沼１-２-１
０４７（４７５）２１５１

北習志野支店◎
船橋市習志野台２-４９-１
０４７（４６５）７３１１

西習志野出張所＊
船橋市習志野台１-３４-２５
０４７（４６５）７３１１

ヨークマート習志野台店出張所＊
船橋市習志野台３-６-１
０４７（４６５）７３１１

ちばコープ松が丘店出張所＊
船橋市松が丘４-２４-１
０４７（４６５）７３１１

高根木戸出張所＊
船橋市高根台６-４７-１１
０４７（４６５）７３１１

市川支店◎
市川市八幡２-６-１３
０４７（３３４）０１８５

浦安支店◎
浦安市北栄１-１６-１
０４７（３５３）５５１１

富士見出張所＊
浦安市富士見１-１９５４
０４７（３５３）５５１１

北小金支店◎
松戸市小金４９-３
０４７（３４２）１１７１

柏駅西口出張所＊
柏市旭町１-２-１
０４７（３４２）１１７１

茂原支店◎
茂原市千代田町１-４-１
０４７５（２３）６２１１

新松戸駅前出張所＊
松戸市新松戸１-４３２
０４７（３４２）１１７１

アスモ出張所＊
茂原市高師１７３５
０４７５（２３）６２１１

土浦支店◎
土浦市大和町１-１
０２９８（２２）６７２１

つくば出張所＊
つくば市吾妻１-７-１
０２９８（２２）６７２１

宇都宮支店◎
宇都宮市大通り１-３-１５
０２８（６２２）５２８１

宇都宮駅東口出張所＊
宇都宮市東宿郷１-４-１
０２８（６２２）５２８１

鹿沼出張所＊
鹿沼市仲町１６０４-１
０２８（６２２）５２８１

栃木支店◎
栃木市境町１０-５
０２８２（２２）３２６６

足利支店◎
足利市通１-２６７３-１
０２８４（４１）８１３１

今井病院出張所＊
足利市田中町１００
０２８４（４１）８１３１

前橋支店◎
前橋市本町１-２-１６
０２７（２３１）６２４１

札幌支店◎
札幌市中央区北一条西４-１-２
０１１（２２１）５１５１

仙台支店◎
仙台市青葉区一番町２-４-１
０２２（２６２）１１６１

甲府支店◎
甲府市丸の内２-３０-１
０５５（２２２）５１５５

松本支店◎
松本市中央２-５-６
０２６３（３２）３４５６

（学）松本歯科大学出張所＊
塩尻市広丘郷原１７８０
０２６３（３２）３４５６

長岡支店◎
長岡市大手通２-４-１０
０２５８（３６）４０９０

浜松支店◎
浜松市田町２２４-３１
０５３（４５３）０１５６

聖隷三方原病院出張所＊
浜松市三方原町３４５３
０５３（４５３）０１５６

グランドホテル浜松出張所＊
浜松市東伊場１-３-１
０５３（４５３）０１５６

富士支店◎
富士市中央町３-１２-６
０５４５（５２）４４００

■名古屋市

名古屋支店◎
名古屋市中区錦２-１５-２２
０５２（２０１）８５１１

赤門通支店◎
名古屋市中区大須３-３０-１７
０５２（２４１）４１０１

今池支店◎
名古屋市千種区今池５-１-５
０５２（７３２）５３１１

新栄町出張所＊
名古屋市東区葵１-２１-４
０５２（７３２）５３１１

名古屋駅前支店◎
名古屋市中村区名駅南１-２４-３０
０５２（５４１）２２６６

桜通出張所★

名鉄百貨店本館出張所＊
名古屋市中村区名駅１-２-１
０５２（５４１）２２６６

浄心出張所＊
名古屋市西区上名古屋２-２２-３
０５２（５４１）２２６６

大曽根出張所＊
名古屋市北区東大曽根町上２-８９６-２
０５２（７３２）５３１１

滝子支店◎
名古屋市昭和区滝子町２７-２２
０５２（８８１）７１１１

堀田出張所＊
名古屋市瑞穂区惣作町１-４２-１
０５２（８８１）７１１１

熱田支店◎
名古屋市熱田区伝馬１-３-１４
０５２（６７１）０１７６

笠寺出張所★

本笠寺駅前出張所＊
名古屋市南区前浜通７-３
０５２（６７１）０１７６

下一色支店★
０５２（５４１）２２６６

南陽町出張所＊
名古屋市港区小賀須４-６１９
０５２（５４１）２２６６

■名古屋市以外

津島支店◎
津島市天王通り２-１８
０５６７（２６）３１９１

一宮支店◎
一宮市本町３-１１-１０
０５８６（７２）７１１１

犬山出張所＊
犬山市大字犬山字東古券３３１-１
０５２（２０１）８５１１

春日井支店★
０５２（７３２）５３１１

岡崎支店◎
岡崎市康生通西２-１
０５６４（２１）３１５１

■大阪市

大阪営業部◎
大阪市中央区伏見町３-１-６
０６（６２３１）２５３１

御堂筋出張所＊
大阪市中央区淡路町３-５-１３
０６（６２３１）２５３１

船場支店◎
大阪市中央区本町２-１-６
０６（６２６１）９３７１

玉造支店◎
大阪市中央区玉造１-７-４
０６（６７６２）５０７１

大阪ビジネスパーク出張所＊
大阪市中央区城見２-１-６１
０６（６７６２）５０７１

大阪京橋出張所＊
大阪市都島区東野田町２-９-７
０６（６７６２）５０７１

桃谷駅前出張所＊
大阪市天王寺区烏ケ辻１-１-１１
０６（６７６２）５０７１

心斎橋支店◎
大阪市中央区南船場３-５-１１
０６（６２５１）７７８１

難波支店◎
大阪市中央区難波４-４-４
０６（６６３３）６５０１

大国町出張所＊
大阪市浪速区戎本町１-７-１７
０６（６６３２）５６０１

大阪恵美須支店◎
大阪市浪速区恵美須西１-２-１
０６（６６３２）５６０１

京町堀支店◎
大阪市西区京町堀１-６-５
０６（６４４３）４９８１

福島支店◎
大阪市福島区福島３-１４-２１
０６（６４５１）１８３１

なにわ筋出張所＊
大阪市福島区福島７-１４-１６
０６（６４５１）１８３１

西野田支店◎
大阪市福島区玉川４-１１-１５
０６（６４４３）８７０１

市岡支店◎
大阪市港区市岡１-１-２
０６（６５７２）７６６１

堂島支店◎
大阪市北区堂島１-１-２５
０６（６３４４）８１６１

大淀南出張所＊
大阪市北区大淀南１-４-１５
０６（６３４４）８１６１

天六支店◎
大阪市北区天神橋６-６-４
０６（６３５８）３０３１

鴫野支店★
０６（６７６２）５０７１

百済出張所★

田辺支店◎
大阪市東住吉区南田辺１-９-３８
０６（６６２２）２１７１

天下茶屋支店◎
大阪市西成区天下茶屋３-１９-４
０６（６６５２）０６２４

住吉支店◎
大阪市住吉区長峡町２-７
０６（６６７３）１２３１

玉出出張所★

我孫子道出張所
大阪市住吉区清水丘２-２９-８
０６（６６７３）１３０１

オリオノ商店街出張所＊
大阪市住吉区遠里小野４-８-１８
０６（６６７３）１２３１

安立商店街出張所★

■大阪市以外

豊中服部支店◎
豊中市服部本町１-７-１
０６（６８６２）３０３１

大阪府

愛知県

静岡県

新潟県

長野県

山梨県

宮城県

北海道

群馬県

栃木県

茨城県

千葉県
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箕面支店◎
箕面市箕面６-４-３３
０７２７（２２）７５０１

高槻富田支店◎
高槻市富田町１-６-１１
０７２６（９３）６７１１

守口支店◎
守口市春日町１３-３２
０６（６９９７）０７７７

守口市駅前出張所＊
守口市河原町１０-１５
０６（６９９７）０７７７

小阪支店◎
東大阪市小阪本町１-４-３
０６（６７２２）２１２１

長瀬支店◎
東大阪市菱屋西１-１８-２
０６（６７２３）３０３１

河内千代田支店◎
河内長野市楠町東１５８７-４
０７２１（５４）１２０１

近畿大学医学部附属病院出張所＊
大阪狭山市大野東３７７-２
０７２１（５４）１２０１

堺支店◎
堺市大町東１-１-３
０７２２（３８）１５４１

近畿大学医学部堺病院出張所＊
堺市原山台２-７-１
０７２１（５４）１２０１

泉大津支店◎
泉大津市田中町３-７
０７２５（３２）３９６１

京都支店◎
京都市中京区烏丸通四条上ル筝町６９１
０７５（２２１）３１６１

龍谷大学出張所＊
京都市伏見区深草塚本町６７
０７５（２２１）３１６１

千本支店◎
京都市中京区聚楽廻東町３-３
０７５（８４１）５３２５

下立売出張所＊
京都市上京区下立売通堀川西入西橋詰町２９１-１
０７５（８４１）５３２５

西陣出張所＊
京都市北区紫野北舟岡町２４
０７５（８４１）５３２５

下鴨出張所＊
京都市左京区下鴨西本町３２
０７５（２２１）３１６１

京都市東山区四条通
大和大路西入中之町２１６
０７５（５６１）６１４１

東山出張所
京都市東山区本町６-１-２
０７５（５４１）７１６１

神戸支店◎
神戸市中央区三宮町１-２-１
０７８（３９３）５２６０

元町出張所＊
神戸市中央区元町通１-１１-１９
０７８（３９３）５２６０

垂水支店◎
神戸市垂水区天ノ下町１-１-１０５
０７８（７０６）５６７１

須磨出張所＊
神戸市須磨区須磨浦通４-５-１６
０７８（７０６）５６７１

加古川支店◎
加古川市加古川町篠原町９-５
０７９４（２４）３１０１

姫路支店◎
姫路市駅前町３２８
０７９２（２３）３７４１

西宮支店◎
西宮市甲風園１-８-１４
０７９８（６４）０５００

尼崎支店◎
尼崎市昭和通７-２３４
０６（６４１３）０５２１

伊丹支店◎
伊丹市西台１-５-７
０７２７（７２）８２６５

第一ホテル前出張所＊
伊丹市中央６-６
０７２７（７２）８２６５

奈良支店◎
奈良市上三条町２３-１
０７４２（２６）０２４１

橿原支店◎
橿原市内膳町５-２-２９
０７４４（２２）３５０１

彦根支店◎
彦根市中央町６-１８
０７４９（２２）２１２１

ブリヂストン彦根生活協同組合出張所＊
彦根市高宮町２１１
０７４９（２２）２１２１

松下電工前（岡町）出張所＊
彦根市岡町３３
０７４９（２２）２１２１

津支店◎
津市東丸之内２０-１２
０５９（２２６）５１０６

和歌山支店◎
和歌山市本町１-４０
０７３（４３３）２２１１

高知支店◎
高知市堺町２-２８
０８８（８７２）０１９１

福岡支店◎
福岡市中央区天神２-８-３０
０９２（７４１）２８３１

北九州支店◎
北九州市小倉北区魚町２-５-６
０９３（５２１）４６８１

八幡出張所＊
北九州市八幡西区黒崎１-９-１８
０９３（５２１）４６８１

長崎支店◎
長崎市銅座町４-１
０９５（８２２）０１２７

長崎県

福岡県

高知県

和歌山県

三重県

滋賀県

奈良県

兵庫県

　園出張所��

京都府

ご相談窓口
あさひ

個人資産相談センター

秋葉原個人資産相談センター
千代田区神田和泉町１-２７７
あさひ銀秋葉原ビル５F
０３（３８６６）１１９６

吉祥寺個人資産相談センター
武蔵野市吉祥寺本町１-８-１０
あさひ銀行吉祥寺支店６F
０４２２（２３）５１１１

新宿中央個人資産相談センター
新宿区新宿３-２３-７
あさひ銀行新宿中央支店４F
０３（３３５１）０６４１

立川個人資産相談センター
立川市柴崎町３-１０-１
あさひ銀行立川支店２F
０４２（５２８）１６４１

常盤台個人資産相談センター
板橋区常盤台２-６-６
あさひ銀行常盤台支店３F
０３（５３９２）６７４５

中目黒個人資産相談センター
目黒区上目黒３-２-３
あさひ銀中目黒ビル４F
０３（５７２１）１４１１

東青梅個人資産相談センター
青梅市東青梅２-１７-４
あさひ銀行東青梅支店２F
０４２８（２２）２３０４

東村山個人資産相談センター
東村山市野口町１-３-１
あさひ銀行東村山支店２F
０４２（３９６）０９４１

茗荷谷個人資産相談センター
文京区小石川５-５-５
あさひ銀行茗荷谷支店２F
０３（３９４５）２３２１

青戸個人資産相談デスク
飾区青戸３-３２-１６

あさひ銀行青戸支店２F
０３（５６８０）５１３１

本店個人資産相談デスク
千代田区大手町１-１-２
あさひ銀行本店９F
個人マーケティング統括部内
０３（５２２３）３７２７

上尾個人資産相談センター
上尾市谷津２-１-５０-４
あさひ銀行上尾西口支店２F
０４８（７７２）９９２６

浦和個人資産相談センター
さいたま市高砂２-９-１５
あさひ銀行浦和中央ビル２F
０４８（８２４）９０８７

大宮個人資産相談センター
さいたま市大門町３-７２
あさひ銀行大宮支店３F
０４８（６４３）７５７１

春日部個人資産相談センター
春日部市中央１-５１-１
あさひ銀行春日部西口支店５F
０４８（７３３）３１９５

上福岡個人資産相談センター
上福岡市上福岡５-３-１９
あさひ銀行上福岡支店２F
０４９２（６１）７２０１

川口個人資産相談センター
川口市川口３-２-２
あさひ銀行川口駅西口支店１F
０４８（２５９）２７８１

久喜個人資産相談センター
久喜市中央２-１０-２５
あさひ銀行久喜支店３F
０４８０（２１）８６１１

熊谷個人資産相談センター
熊谷市本町１-１０１
あさひ銀行熊谷支店２F
０４８（５２５）１１９５

所沢個人資産相談センター
所沢市御幸町１-１６
あさひ銀行所沢支店２F
０４２（９３９）２９８１

本川越個人資産相談センター
川越市新富町１-２０-２
あさひ銀行本川越支店２F
０４９２（２６）５３１１

南越谷個人資産相談センター
越谷市南越谷１-１７-２
あさひ銀行南越谷支店２F
０４８９（８８）８６１１

大船個人資産相談センター
鎌倉市大船１-２３-１
あさひ銀行大船支店２F
０４６７（４７）０８７１

綱島個人資産相談センター
横浜市港北区綱島西１-７-４
あさひ銀行綱島支店２F
０４５（５３１）６５８１

横浜西口個人資産相談センター
横浜市西区北幸１-１１-７
あさひ銀行横浜西口支店６F
０４５（３２４）１０１１

千葉個人資産相談センター
千葉市稲毛区小仲台２-５-７
あさひ銀行稲毛支店２F
０４３（２５２）５９７１

名古屋個人資産相談センター
名古屋市中区錦２-１５-２２
あさひ銀名古屋ビル５F
０５２（２１１）６６２１

大阪個人資産相談センター
大阪市中央区伏見町３-１-６
あさひ銀大阪ビル５F
０６（６２０８）１９９１

京都個人資産相談デスク
京都市中京区烏丸通四条上ル筝町６９１
あさひ銀行京都支店２F
０７５（２１２）７７７３

西宮個人資産相談センター
西宮市甲風園１-８-１４
あさひ銀行西宮支店１F
０７９８（６３）１２６１

兵庫県

京都府

大阪府

愛知県

千葉県

神奈川県

埼玉県

東京都
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あさひ
住宅ローンセンター

本店住宅ローンセンター
千代田区大手町１-１-２
あさひ銀行本店内２F
０３（５２２３）５４６５

東京中央住宅ローンセンター
中央区京橋１-３-１
あさひ銀行東京中央支店内２F
０３（３２７６）６８６１

新宿西口住宅ローンセンター
新宿区西新宿１-１０-１
あさひ銀行新宿西口支店内B２
０３（３３４８）２０５１

新宿中央住宅ローンセンター
新宿区新宿３-２３-７
あさひ銀行新宿中央支店内４F
０３（３３５１）０７８１

上野住宅ローンセンター
台東区上野４-１０-４
あさひ銀行上野支店内３F
０３（３８３７）７６５１

五反田住宅ローンセンター
品川区西五反田１-２３-９
あさひ銀行五反田支店内４F
０３（３７７９）２６３１

中目黒住宅ローンセンター
目黒区上目黒３-２-３
あさひ銀行中目黒支店内６F
０３（３７１３）２３０１

蒲田住宅ローンセンター
大田区西蒲田５-２７-１０
あさひ銀行蒲田支店内９F
０３（３７３１）８４５１

三軒茶屋住宅ローンセンター
世田谷区三軒茶屋２-１３-１４
あさひ銀行三軒茶屋特別出張所内６F
０３（３４１８）１１９１

祖師谷住宅ローンセンター
世田谷区祖師谷３-１-２１
あさひ銀行祖師谷支店内１F
０３（３７８９）５９２１

等々力住宅ローンセンター
世田谷区等々力３-１２-５
あさひ銀行等々力支店内２F
０３（３７０２）８００１

渋谷住宅ローンセンター
渋谷区渋谷２-２０-１１
あさひ銀行渋谷支店内１０F
０３（３４０７）２７８３

中野住宅ローンセンター
中野区中野２-３０-４
あさひ銀行中野支店内２F
０３（３３８１）７６４１

荻窪住宅ローンセンター
杉並区天沼３-５-４
あさひ銀行荻窪支店内３F
０３（３３９３）２７６１

池袋東口住宅ローンセンター
豊島区東池袋１-９-３
あさひ銀行池袋副都心出張所となり
０３（３９７１）０４３５

池袋西口住宅ローンセンター
豊島区池袋２-１４-２
あさひ銀行池袋西口支店内３F
０３（５９５２）７５０１

成増住宅ローンセンター
板橋区成増２-２１-６
あさひ銀行成増支店内３F
０３（５３８３）２７７１

石神井住宅ローンセンター
練馬区石神井町３-２５-１５
あさひ銀行石神井支店内２F
０３（３９９７）１９７２

千住住宅ローンセンター
足立区千住２-５４
あさひ銀行千住支店となり須川ビル内４F
０３（３８７０）８３９１

竹ノ塚住宅ローンセンター
足立区竹の塚１-４０-１５
あさひ銀行竹ノ塚支店向かい庄栄ビル内５F
０３（５２４２）０４１１

江戸川区西　西３-１６-１２
あさひ銀行西　西駅北口出張所
第２大生ビル内３F
０３（３８７８）６０８１

吉祥寺住宅ローンセンター
武蔵野市吉祥寺本町１-８-１０
あさひ銀行吉祥寺支店内４F
０４２２（２３）３５５１

田無住宅ローンセンター
西東京市田無町４-１-２
あさひ銀行田無支店内１F
０４２４（６６）１８８１

ひばりヶ丘住宅ローンセンター
西東京市谷戸町３-２７-２０
あさひ銀行ひばりヶ丘支店内３F
０４２４（２５）５５１１

久米川住宅ローンセンター
東村山市栄町２-８-２０
あさひ銀行久米川支店内２F
０４２（３９８）５６８１

小平住宅ローンセンター
小平市学園東町１-３-１３
あさひ銀行小平支店内２F
０４２（３４１）２４４１

調布住宅ローンセンター
調布市小島町１-１２-６
０４２４（８６）７５１１

東府中住宅ローンセンター
府中市若松町１-３-４
あさひ銀行東府中支店内２F
０４２（３６４）１１９５

立川住宅ローンセンター
立川市柴崎町３-１０-１
あさひ銀行立川支店内２F
０４２（５２２）９１２１

八王子住宅ローンセンター
八王子市横山町１９-１
あさひ銀行八王子支店内３F
０４２６（４２）２２８１

昭島住宅ローンセンター
昭島市昭和町５-４-１５
あさひ銀行昭島支店内２F
０４２（５４４）９７２１

河辺住宅ローンセンター
青梅市河辺町１０-２-９
あさひ銀行河辺支店内２F
０４２８（２１）６４９１

町田住宅ローンセンター
町田市中町１-２-２
あさひ銀行町田支店となり森町ビル内３F
０４２（７２１）６７５１

南浦和住宅ローンセンター
さいたま市南浦和２-３６-１５
あさひ銀行南浦和支店内３F
０４８（８８５）４８０１

浦和住宅展示場ローン相談コーナー
さいたま市前地１-１６
浦和住宅展示場内
０４８（８８７）１５４６
※土・日のみ営業

武蔵浦和住宅ローンセンター
さいたま市沼影１-１０-１
あさひ銀行武蔵浦和支店内２F
０４８（８６１）０９３１

与野住宅ローンセンター
さいたま市下落合１０３９-３
あさひ銀行与野支店内２F
０４８（８３２）９９４５

大宮住宅ローンセンター
さいたま市大門町３-７２
あさひ銀行大宮支店内３F
０４８（６４８）４４８２

大宮西住宅ローンセンター
さいたま市桜木町２-３１５
あさひ銀行大宮西支店内３F
０４８（６４８）９２７０

川口住宅ローンセンター
川口市栄町３-５-１川口そごう１F
あさひ銀行川口駅東口出張所となり
０４８（２５９）１４１１

東川口住宅ローンセンター
川口市東川口３-１-１
あさひ銀行東川口支店内３F
０４８（２９８）５４７１

蕨東住宅ローンセンター
蕨市塚越１-１-１７
あさひ銀行蕨東支店内２F
０４８（４４２）５５４１

新座住宅ローンセンター
新座市東北２-３６-２７
あさひ銀行新座支店内２F
０４８（４７２）３３３５

上尾西口住宅ローンセンター
上尾市谷津２-１-５０-４
あさひ銀行上尾西口支店内３F
０４８（７７６）１７００

草加住宅ローンセンター
草加市高砂２-２１-１１
あさひ銀行草加支店内２F
０４８９（２２）４５６１

三郷住宅ローンセンター
三郷市三郷１-４-４
あさひ銀行三郷支店内３F
０４８９（５３）１４６３

南越谷住宅ローンセンター
越谷市南越谷１-１７-２
あさひ銀行南越谷支店内２F
０４８９（８８）８８３１

せんげん台住宅ローンセンター
越谷市千間台西１-５-１７
あさひ銀行せんげん台支店内２F
０４８９（７８）９７１７

春日部西口住宅ローンセンター
春日部市中央１-５１-１
あさひ銀行春日部西口支店内２F
０４８（７３８）３３１５

岩槻住宅ローンセンター
岩槻市本町３-１１-１６
あさひ銀行岩槻支店内２F
０４８（７５８）１８３１

久喜住宅ローンセンター
久喜市中央２-１０-２５
あさひ銀行久喜支店内３F
０４８０（２４）３０５１

川越住宅ローンセンター
川越市新富町１-２０-２
あさひ銀行本川越支店内２F
０４９２（２３）８８７１

鶴瀬住宅ローンセンター
富士見市鶴馬２６０２-３
あさひ銀行鶴瀬支店内１F
０４９２（５５）２４３１

所沢住宅ローンセンター
所沢市御幸町１-１６
（所沢スカイライズタワー）
あさひ銀行所沢支店内３F
０４２（９３９）２４１１

入間住宅ローンセンター
入間市向陽台１-１６０-１２
あさひ銀行入間支店内２F
０４２（９６６）３５５１

狭山住宅ローンセンター
狭山市入間川１-５-１７
あさひ銀行狭山支店内３F
０４２（９５５）８８８１

東松山住宅ローンセンター
東松山市箭弓町３-４-３
あさひ銀行東松山支店内３F
０４９３（２５）４１８１

坂戸住宅ローンセンター
坂戸市日の出町１-２６
あさひ銀行坂戸支店内２F
０４９２（８１）９１４１

飯能住宅ローンセンター
飯能市八幡町３-６
あさひ銀行飯能支店内２F
０４２９（７４）６３８１

行田住宅ローンセンター
行田市行田５-１６
あさひ銀行行田支店内２F
０４８（５５５）３９１１

熊谷駅前住宅ローンセンター
熊谷市筑波２-４８-１
あさひ銀行熊谷駅前支店内３F
０４８（５２７）５４３１

横浜住宅ローンセンター
横浜市中区常盤町４-５４
あさひ銀行横浜支店内３F
０４５（６６１）１１２１

横浜西口住宅ローンセンター
横浜市西区北幸１-１１-７
あさひ銀行横浜西口支店内２F
０４５（３２２）８２７１

鶴見住宅ローンセンター
横浜市鶴見区鶴見中央４-２７-１
あさひ銀行鶴見支店内３F
０４５（５０６）４５３１

上大岡住宅ローンセンター
横浜市港南区上大岡西１-１４-７
あさひ銀行上大岡支店内２F
０４５（８４８）３６０１

東戸塚住宅ローンセンター
横浜市戸塚区品濃町５４８-１２
NS-２ビル３F
０４５（８２７）１７３１

三ツ境住宅ローンセンター
横浜市瀬谷区三ツ境１０５-１
あさひ銀行三ツ境支店内１F
０４５（３６２）５４６１

綱島住宅ローンセンター
横浜市港北区綱島西１-７-４
あさひ銀行綱島支店内２F
０４５（５４３）７３０３

新横浜住宅ローンセンター
横浜市港北区新横浜３-８-１２
あさひ銀行新横浜支店内３F
０４５（４７５）２９８１

たまプラーザ住宅ローンセンター
横浜市青葉区美しが丘１-９-１７
あさひ銀行たまプラーザ支店内２F
０４５（９０４）０９９１

新百合ヶ丘住宅ローンセンター
川崎市麻生区上麻生１-５-１
あさひ銀行新百合ヶ丘支店内２F
０４４（９５４）５２９１

横須賀住宅ローンセンター
横須賀市若松町３-１４-８
あさひ銀行横須賀支店内３F
０４６８（２２）７９７７

大船住宅ローンセンター
鎌倉市大船１-２３-１
あさひ銀行大船支店内２F
０４６７（４７）１９０６

藤沢住宅ローンセンター
藤沢市藤沢５５５
あさひ銀行藤沢支店内２F
０４６６（２７）８７０７

鶴間住宅ローンセンター
大和市西鶴間１-３-５
あさひ銀行鶴間支店内２F
０４６（２７４）９７５１

相模大野住宅ローンセンター
相模原市相模大野３-２-１４
あさひ銀行相模大野支店内２F
０４２（７４０）９０４１

橋本住宅ローンセンター
相模原市橋本３-３０-３
あさひ銀行橋本支店内１F
０４２（７７９）０１７７

海老名住宅ローンセンター
海老名市中央１-４-１
あさひ銀行海老名支店内２F
０４６（２３４）４８７１

津田沼住宅ローンセンター
習志野市津田沼１-２-１
あさひ銀行津田沼支店内３F
０４７（４７８）０１９１

市川住宅ローンセンター
市川市八幡２-６-１３
あさひ銀行市川市店内２F
０４７（３３２）１３４１

柏住宅ローンセンター
柏市旭町１-２-１
あさひ銀行柏駅西口出張所となり
０４７１（４１）９８７１

名古屋住宅ローンセンター
名古屋市中区錦２-１５-２２
あさひ銀行名古屋支店内１F
０５２（２０１）８５８８

大阪住宅ローンセンター
大阪市中央区伏見町３-１-６
あさひ銀行大阪営業部内１F
０６（６２２２）３６６６

難波住宅ローンセンター
大阪市中央区難波４-４-４
あさひ銀行難波支店内２F
０６（６６４９）８０３０

住吉住宅ローンセンター
大阪市住吉区長峡町２-７
あさひ銀行住吉支店内２F
０６（６６７４）０２８１

豊中服部住宅ローンセンター
豊中市服部本町１-７-１
あさひ銀行豊中服部支店内２F
０６（６８６２）３９６１

守口住宅ローンセンター
守口市春日町１３-３２
あさひ銀行守口支店内２F
０６（６９９３）６４８８

東大阪住宅ローンセンター
東大阪市小阪本町１-４-３
あさひ銀行小阪支店内２F
０６（６７２２）９５３６

神戸住宅ローンセンター
神戸市中央区三宮町１-２-１
あさひ銀行神戸支店内２F
０７８（３３１）０９１３

伊丹住宅ローンセンター
伊丹市西台１-５-７
あさひ銀行伊丹支店内２F
０７２７（７２）３５３１

橿原住宅ローンセンター
橿原市内膳町５-２-２９
あさひ銀行橿原支店内２F
０７４４（２９）８４９１

奈良県

兵庫県

大阪府

愛知県

千葉県

神奈川県

埼玉県

西　西住宅ローンセンター

東京都
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国 内 拠 点 （本支店、出張所･特別出張所、代理店、店舗外ＡＴＭ、合計９６４拠点)

■国内拠点数一覧 （平成１３年３月末現在）

拠点数 拠点数
本支店 有人出張所 代理店

小計 構成比（％）
店舗外ＡＴＭ

合計 構成比（％）
首都圏 ２３区内 ＊ ７６ ２ ０ ７８ ２３.０ ９９ １７７ １８.４

多摩 ２７ １ ０ ２８ ８.３ ６３ ９１ ９.４
東京都計 １０３ ３ ０ １０６ ３１.３ １６２ ２６８ ２７.８
埼玉県 １０９ １０ ２ １２１ ３５.７ ３１７ ４３８ ４５.４
神奈川県 ３２ ３ ０ ３５ １０.３ ６７ １０２ １０.６
千葉県 ８ ０ ０ ８ ２.４ １０ １８ １.９

首都圏計 ２５２ １６ ２ ２７０ ７９.６ ５５６ ８２６ ８５.７
京阪神 大阪府 ２５ １ ０ ２６ ７.７ ３１ ５７ ５.９

京都府 ２ ２ ０ ４ １.２ ６ １０ １.０
兵庫県 ７ ０ ０ ７ ２.１ ４ １１ １.１

京阪神計 ３４ ３ ０ ３７ １０.９ ４１ ７８ ８.１
愛知県 １１ ０ ０ １１ ３.２ ８ １９ ２.０
その他地区 ２１ ０ ０ ２１ ６.２ ２０ ４１ ４.３
合　計 ３１８ １９ ２ ３３９ １００.０ ６２５ ９６４ １００.０
＊振込集中第一支店を含んでおります。

■海外拠点の地域別内訳

１１年３月期 １２年３月期 １３年３月期
アジア・パシフィック 支　　店 ７ ７ ６

出 張 所 １ １ １
駐在員事務所 １１ ７ ６
現地法人 ３ ３ １

欧　州 支　　店 １ １ １
駐在員事務所 １ １ ０
現地法人 ４ ４ ３

米　州 支　　店 ４ １ １
駐在員事務所 １ ２ ２
現地法人 ２ ２ ２

合　計 支　　店 １２ ９ ８
出 張 所 １ １ １
駐在員事務所 １３ １０ ８
現地法人 ９ ９ ６

■海外拠点の動き （平成１３年６月末現在）

年　月
平成１１年６月 青島駐在員事務所廃止

福州駐在員事務所廃止
７月 ホーチミン駐在員事務所廃止
９月 ヤンゴン駐在員事務所廃止

平成１２年２月 ロスアンゼルス支店廃止
３月 ロスアンゼルス駐在員事務所開設

シカゴ支店廃止
ケイマン支店廃止

５月 スイスあさひ銀行解散
６月 フランクフルト駐在員事務所廃止

ボンベイ駐在員事務所廃止
８月 あさひフィナンシャル・フューチャーズ（シンガポール）解散
９月 グアム支店廃止

平成１３年２月 旭日財務（香港）有限公司解散

　　　　　　ロンドン支店�
�

北京駐在員事務所�

ソウル支店�

�
香港支店�

�
�

バンコック駐在員事務所�
�

�

�

上海支店�
�
�
�

ジャカルタ駐在員事務所�
ラブアン支店�

ラブアン支店クアラルンプール出張所�
クアラルンプール駐在員事務所�

シンガポール支店�
�

ロスアンゼルス駐在員事務所�
�

 　�
あさひファイナンス（ケイマン）�

ニューヨーク支店�

サンパウロ駐在員事務所�

米 州�

アジア・パシフィック�

欧 州�

 　　　　シドニー支店�
�

加州あさひ銀行�

�

※廃止・清算手続中の拠点は記載しておりません。

（平成１３年３月末現在）海 外 拠 点 （海外支店８、駐在員事務所６、出張所１、現地法人２)
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銀 行 法 施 行 規 則 に よ る 開 示 項 目

第１９条の２

組織･････････････････････････････････････････････････････････････････････････１１６

大株主一覧･･･････････････････････････････････････････････････････････････１１３

役員一覧･･････････････････････････････････････････････････････････････････１１４

店舗一覧･･････････････････････････････････････････････････････････････････１１８

営業の概況･････････････････････････････････････････････････････････････････５２

主要な経営指標の推移････････････････････････････････････････････････５２

資本金及び発行済株式総数････････････････････････････････････････１１０

純資産額････････････････････････････････････････････････････････････････････５２

単体自己資本比率･･･････････････････････････････････････････････････････８５

従業員数･･････････････････････････････････････････････････････････････････１１３

業務粗利益及び業務粗利益率･･････････････････････････････････････９８

部門別損益の内訳･･･････････････････････････････････････････････････････９８

資金運用勘定・資金調達勘定の平均残高等････････････････････９９

受取利息及び支払利息の増減 ････････････････････････････････････１００

利益率 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････１００

預金科目別残高････････････････････････････････････････････････････････１０３

固定金利定期預金、変動自由金利定期預金、

その他区分ごとの定期預金の残存期間別残高 ･････････････１０２

貸出金残高･･･････････････････････････････････････････････････････････････１０４

固定金利、変動金利の区分ごとの

貸出金残存期間別残高･･････････････････････････････････････････････１０４

貸出金担保別内訳･････････････････････････････････････････････････････１０４

支払承諾見返額････････････････････････････････････････････････････････１０４

貸出金使途別内訳･････････････････････････････････････････････････････１０５

貸出金業種別内訳･････････････････････････････････････････････････････１０５

中小企業向貸出････････････････････････････････････････････････････････１０６

特定海外債権残高･････････････････････････････････････････････････････１０６

預貸率 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････１０６

公共債ディーリング実績･････････････････････････････････････････････１０９

有価証券の種類別の残存期間別残高 ･･････････････････････････１０８

保有有価証券残高･････････････････････････････････････････････････････１０８

預証率 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････１０９

リスク管理の体制 ･･･････････････････････････････････････････････････････３５

法令遵守の体制･･････････････････････････････････････････････････････････３９

業務の運営に関する事項

主要な業務に関する事項

概況及び組織に関する事項 貸借対照表･････････････････････････････････････････････････････････････････９２

損益計算書･････････････････････････････････････････････････････････････････９４

利益処分計算書･･････････････････････････････････････････････････････････９５

破綻先債権････････････････････････････････････････････････････３２、６１、１０６

延滞債権･･･････････････････････････････････････････････････････３２、６１、１０６

３カ月以上延滞債権････････････････････････････････････････３２、６１、１０６

貸出条件緩和債権･･････････････････････････････････････････３２、６１、１０６

自己資本の充実の状況････････････････････････････････････････････････８５

有価証券････････････････････････････････････････････････････････････････････８１

金銭の信託･････････････････････････････････････････････････････････････････８３

デリバティブ取引情報･･････････････････････････････････････････････････８６

貸倒引当金内訳････････････････････････････････････････････････････････１０６

貸出金償却額････････････････････････････････････････････････････････････１０６

監査法人の監査（証券取引法第１９３条の２）･･････････････････････９２

会計監査人の監査（商法の特例に関する法律）･････････････････９２

第１９条の３

銀行及びその子会社等の主要な事業内容

及び組織構成 ･････････････････････････････････････････････････････････････５０

関連会社、子会社情報･････････････････････････････････････････････････５１

主要な業務の状況を示す指標･･････････････････････････････････････４２

連結貸借対照表･･････････････････････････････････････････････････････････７４

連結損益計算書･･････････････････････････････････････････････････････････７５

連結剰余金計算書･･･････････････････････････････････････････････････････７５

破綻先債権 ･･･････････････････････････････････････････････････････････３２、４５

延滞債権･･･････････････････････････････････････････････････････････････３２、４５

３カ月以上延滞債権･･･････････････････････････････････････････････３２、４５

貸出条件緩和債権 ･････････････････････････････････････････････････３２、４５

自己資本比率 ･････････････････････････････････････････････････････････････８４

連結決算セグメント情報 ･･････････････････････････････････････････････８０

監査法人の監査（証券取引法第１９３条の２）･･････････････････････７４

銀行及び子会社の財産状況に関する事項

銀行及び子会社等の主要な業務に関する事項

銀行及び子会社の概況に関する事項
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